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説
　本論文は、ドイツ連邦共和国（以下、ドイツと略す）において、1990年代後半（1998年）
に施行された2つの法律、つまり「資本調達容易化法」（Kapitalauihahmeerleichterungs－
gesetz；KapAEG）および「企業領域における統制および透明性に関する法律」（Gesetz　zur
Kontmlle　und　C［tansparenz　im　Unternehmensbexeich；Kk）nTbeaG）以降に展開されたドイツ
会計国際化に関する学説を中心として、それと所得税法第5条第1項の中に明文化される「基
準性原則」（Mal｝geblidhkeitsprinzip）概念との関係性を明らかにすることを、その目的とする。
というのも、ドイツにおける会計制度国際化（改革）を通じて、その会計制度の在り方に対し
て変化を生ぜしめた部分と何ら変化しない部分が顕著に表出しているからである。会計制度は
社会的合意形成システムである①ということを措定する場合、かかる部分を明らかにすること
は、“会計とは何か”という問題に対する解答へと接近する有用な方法のひとつであると思われ
るのである。かくして、本論文では、主にドイツ会計国際化に関する学説が取り上げられる。
　本論文の問題意識は、「資本調達容易化法」および「企業領域における統制および透明性に関
する法律」が資本市場上場企業に対する負担の軽減および国際的な資本市場における情報ニー
ズへの対応を目的としている②にもかかわらず、何故、両法律の施行以降、学説上では「個別
決算書に対する『国際会計基剃適用論」や「基準性原則論」が数多く展開されるのか、この
点にある。さらに、21世紀に入り、この「基準性原則論」における論理展開において、ある大
きな変化が見られるようになった。その変化は、何故生じたのか。それには、どのような制度
的意味があるのか。これらもまた、本論文における問題意識の一画をなしている。
　その際の重要な分析視角として、「基準性原則」概i念が用いられる。「基準性原則」の歴史は
古く、その始まりは19世紀後半にまで遡ると言われているa。それ以降、この原則を巡る「基
準性原則論」一　　「基準性原則擁護論」および「基準性原則放棄論」から成る　一　が展開さ
れてきた④。さまざまな物議を醸し出す概念であるにもかかわらず、21世紀の今日もなお、「基
準性原則」概念は、所得税法第5条第1項において、厳然と明文化されている。何故か。それ
は、この概念がある実務における手続を合理化しているからであると思われる。
　以下、一見したところ、本論文の各章において取り上げられている研究対象はさまざまでは
あるが、すべてあるひとつの焦点に向けて収敏されるように構成されている。それが、本論文
の研究結果であり、“会計とは何か”に対する現時点での解答であると考える。なお、論文題名
「現代ドイツの会計国際化動向と『基準性原則』の関係性に関する研究」における“現代”の
1
序 説
範囲であるが、1998年以降から現在（2004年半ば）までとすることを特筆しておきたい。
注
①遠藤一久著，『現代の会計』（1991年，森山書店）25頁。
②本論文第1章を参照のこと。
③鈴木義夫著，『ドイツ会計制度改革論』（2000年，森山書店），69頁。
④これらの「基準性原則論」の内容については、木下勝一著，『会計規準の形成』（1990年，森山
書店）を参照されたい。
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第1章　1990年代後半におけるドイツ会計制度の動向
第1章1990年代後半におけるドイツ会計制度の動向
一Pellens／Bones1Gassenの所説を中心として
1．はしがき
　世界中の資本市場で活躍する企業のために、最近では特に、会計の国際的調和化の必要性が
叫ばれている。その際の重要なキーワードとなっているのが、透明性、等価性および独立性と
いうような言葉である。
　ドイツ連邦共和国（以下、ドイツと略す）においては、こうした状況に対応するための新し
い法律を施行することによって、国際的な資本市場に上場しているドイツ企業が生き残る道を
模索しているのである。こうした法律の出現の背景には、投資家が、意思決定の基礎として、
薗際的に認められた会計基準（intemationale　anerkannte　Rechnungslegungsstandards）に
従って作成されたコンツェルン決算書を要求しているという事実が存在しているのである。ま
た、企業側が投資家のこうした要求に応えようとする理由は、国際的な資本市場における他国
の企業との競争に勝たなければならないという危機感を持っているためである。
　本章は、PellensBones1Gassenの共同論攻を中心に、こうした新しい法律の内容について詳
細に論述するとともに、その制度的意味について、若干の考察を試みようとするものである。
∬．ドイツの現状
　国際的な資本市場における情報ニーズに対応するために、ドイツ企業の中には、「国際会計基
準」（Intematk）nal　A㏄oounting　Standards；IAS）あるいは「米国における一般に認められた
会計原則」（US－Generally　Aooepted　A㏄oount　ing　Principles；以下、「米国の会計原則」）に従
って、決算書を作成している企業がある。例えば、ドイチェ・バンク株式会社およびバイエルン
株式会社は「国際会計基準」に従ってコンツェルン決算書（KmmernabschluB）を作成し、ま
た、ダイムラー・ベンツ株式会社およびドイツ・テレコム株式会社は「米国の会計原則」に従
って、貸借対照表を作成している（1）。
　会計の最重要任務を、資本市場の情報ニーズを満たすことにおく風潮が高まっている現代に
おいて、「米国の会計原則」に従った決算書作成が非常に有効とされている。したがって、「国
際会計基準」も、「米国の会計原則」に似た方向性を持っている。つまり、資本市場指向の会計
なのである（2）。こうした状況を踏まえれば、「国際会計基準」および「米国の会計原則」が、ま
3
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すます広範囲に受け入れられることになるだろうということは容易に想像できるのである。
　ドイツ企業が外国の資本市場を利用する際に、「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」
に従ってコンツェルン決算書を作成することが義務づけられている場合、それと同時に、ドイ
ツ商法典（Handelsgesetzbuch；以下、単に商法典と略す）に従ったコンツェルン決算書も作
成しなければならないということは、ドイツ企業にとって二重の負担となってしまう。したが
って、「連邦法務省」（Bundesjustizmmisterium）によって、こうしたドイツ企業の負担を軽
減させるべく、「資本調達容易化法」（Gesetz　zur驚rbesseru㎎der　Wettbewerbsilihigkeit
deutscher　Konzeme　an　Kapitalmatkten　und　zur　Erleichterung　der　A血hme　von
Gesefbchafterdatlehen；KapAEG）が施行されることになったのである。
　　「国際会計基準」は、「米国の会計原則」に比べ、ドイツ企業にとっては、商法典からの移行
を簡単にする。つまり、これまで商法典に従ってコンツェルン決算書を作成してきたドイツ企
業が、国際的に認められた会計基準に従ってコンツェルン決算書を作成する場合、「米国の会計
原則」に従ってこれを作成するより、「国際会計基準」に従って作成する方を選ぶ可能性が高い
のである。それは、ドイツが、「国際会計基準委員会」（lnternational　A㏄counting　Standards
Commit　ee；LASC）の中で、自国の代表者を送り込み、その活動に関わっているのに対し、「米
国の会計原則」は、彼らの発言の及ばない米国の「財務会計基準審議会」（Finandial　Accounting
Standards　Board；EASB）によって展開されているからである（3）。また、「証券取引委員会」
　（Securities　Exchange　Corrmission；SEC）が、米国の資本市場において、「国際会計基準」
に従って作成された決算書を、「米国の会計原則」に従って作成された決算書と等価的なものと
認める旨を宣言したことも、その理由の1つなのである（4）。
　こうした現状を考慮して、ドイツにおいて、新しい法律、つまり、「資本調達容易化法」およ
び「企業領域における統制および透明性に関する法律」（Gesetz　zur’Kontrolle　und
Ttan、p。，enz・im・Untern・hn・n・b・reiCh・K・n［E・aG）が施行されることとなったのである・
皿．「資本調達容易化法」
　「資本調達容易化法」は、1998年2月13日に、ドイツ連邦議会（Bundestag）によって可
決され、1998年4月24日に施行されている。これは、ドイツ企業の会計上の負担を軽減し、
外国の資本市場において、ドイツ企業が資本調達を行う際の競争力を高めること、つまり、資
本調達を容易にするという役割を担っているのである。さらに、外国だけでなく、国内の資本
市場に上場する企業にまでもその範囲を拡大することによって、「ドイツ・コンツェルンの会計
4
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法上の不利益と過度の負担を回避し、国際的に認められた会計基準に依拠した投資家向けのコ
ンツェルン決算書を通じて国内外の資本市場において競合関係にある外国企業に対する自国コ
ンツェルンの競争力を高めて、現在、必ずしも充足し得ていない資本供給をより円滑化するこ
とに、その立法の目的がある⑤」。この立法目的を果たすために、商法改正が行われ、商法典第
292a条が新たに追加制定されたのである。これは、上場している企業が国際的に認められた会
計基準に従ってコンツェルン決算書を作成し、公表することを認可するものである。そして、
この場合、ドイツの法律に従ったコンツェルン決算書の作成および公表は免除されることにな
るのである（6）。
　しかし、次に、この法律にいう国際的に認められた会計基準とは一体何であるかということ
が議論されることになるのである。一般に、それは「国際会計基準」および「米国の会計原則」
であると言われている。
　さらに、「資本調達容易化法」は、経済監査士（Wirtschaftspriifer）に対して、「国際会計基
準」および「米国の会計原則」と商法典との等価性を確認し、国際的に認められた会計基準に
従って作成されるコンツェルン決算書と「第7次EU指令」との合致を保証することを要求し
ているのである（7）。Pellens［BoneSIGassenによれば、「EU指令」と、このコンツェルン決算
書が合致しているとすれば、必然的に商法典との等価性は確認されていることになるため、経
番監査士の業務は、このコンツェルン決算書が「EU指令」に合致しているか否かを判断する
ことにあると言えるのである（8）。現段階では、「国際会計基準」と「EU指令」は等価性を有し
ているとされている。しかし、「米国の会計原則」と「EU指令」が等価性を有しているか否か
に関する包括的な研究はなされていないのである。
　なお、「EU指令」という“しばり”から開放される可能性を持つ概念が、「第7次EU指令」
第16条第5項において成文化されている“真実かつ公正なる写像（9）”という一般規範の中の
概念なのである⑩。
N　商法典第292a条
　商法典第292a条の規定は、以下のとおりである（11）。
「第292a条　作成義務の免除
（1）コンツェルンの親企業である上場企業は、それが第2項の必要条件に合致するコンツェルン
　決算書およびコンツェルン状況報告書を作成し、かつ、それを第325条、第328条により
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　ドイツ語およびドイツマルクで公示するときは、本節の規定によるコンツェルン決算書およ
　びコンツェルン状況報告書の作成を要しない。免除される書類を公示する場合には、それが、
　ドイツの法律によらないで作成されたコンツェルン決算書およびコンツェルン状況報告書
　である旨が明文をもって指示されなければならない。
（2）コンツェルン決算書およびコンツェルン状況報告書は、以下の場合において免除効力を有す
　る。
1．当該親企業およびその子企業が、第295条、第296条に抵触することなく、免除されるコ
　　ンツェルン決算書に属しているとき
2，コンツェルン決算書およびコンツェルン状況報告書が、
a）国際的に認められた会計諸原則に従って作成されているとき
b）欧州共同体指令831349！EWGおよび場合によっては信用機関および保険企業に関して第292
　条第2項第2文に掲げられた指令に合致しているとき
3．前号に従って作成された書類の言明能力が、本節の諸規定に従って作成されたコンツェル
　　ン決算書およびコンツェルン状況報告書の言明能力と等価値であるとき
4．附属説明書またはコンツェルン決算書に関する注記が以下の記載を含むとき
a）適用された会計諸原則の名称
b）ドイツの法律とは異なる貸借対照表表示方法、評価方法および連結方法の注記
5．免除される書類が、第318条によって任命された決算監査人によって監査され、かつ、そ
　　の上に当該決算監査人によって免除に関する諸条件が充足されていることが証明されてい
　　るとき
（3）連邦法務省は、連邦財務省および連邦経済省と協議のうえで、親企業のコンツェルン決算書
　およびコンツェルン状況報告書が第2項第3号により等価値であるためにはいかなる必要条
　件を充足しなければならないかを法規命令によって定めることができる。このことは、それ
　を適用した場合に等価値性が与えられている会計諸原則を表示する方法によっても行うこ
　とができる」。
商法典第292a条によって、作成免除効果を有するのは、次の場合である⑭。
①決算書を作成する親企業およびその子会社を、商法典第295条および第296条の連結範囲規
　定とは関係なく含む場合、
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②ドイツ語およびドイツ・マルクで作成されている場合、
③商法典第325条および第328条に従って公表されている場合、および
④適用された会計規定が83／349EWG（「第7次EU指令」）の規定と合致しており、さらにま
　た商法典第292条第2項第2文における信用機関および保険企業に対する規定に合致してい
　る場合、
である。また、指令の合致と並んで、今後次のことを必要とする（IS。
①作成を免除されたコンツェルン決算書およびコンツェルン状況報告書（K6mern－
lag。b，rt。ht）の言明能力（Auss・g・fm・jgk・it）が・商激に従って作成された瀬書の言明
　能力と等価値である（gleichwertig）こと、
②コンツェルン決算書に対する付属説明書（Anhang）あるいは注記（ErVauterungen）にお
　いて、適用された会計原則が示されていること、
③ドイツの法律から離れた貸借対照表作成方法（B㎞eru㎎smeth（岨en）、評価方法（Be・
w。rtMng。m。th、hen）および連結施価㎜雌・㎜9・m・th・d・n）が示されていること・
④免除された会計書類が、商法典第318条に従って任命された経済va士によって監査されて
　いること、および当該免除についての条件が満たされていることが経済監査士によって確認
　の付記（Bestatigungsvermerk）をもって行われていること、である。
最後に、商法典第292a条の適用範囲は、上場している親企業に限定されている。したがっ
て、上場していない親企業については、たとえそれらが外国の資本市場を利用しているとして
も、商法典に従ったコンツェルン決算書の作成が引き続き強制的に課せられているのである。
このことは、その子企業が上場している親企業に対してすら適用される。っまり、上場してい
る子企業は、離典第292。条を要求することができるが、しかし・その親企業1ま・このこと
によって、商法典第290条以下の規定を遵守することから解放されていないのである。
　なお、商法典第292a条は2004年までの暫定的な時限立法とされている。
V．「企業領域における統制および透明性に関する法律」
　「企業領域における統制および透明性に関する法律」は1998年5月1日に施行されている。
これは、「株式会社制度を対象として、株式法、有限会社法、組合法等を改正するためのもので
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あり、株式会社の機関のコントロール能力を強化することによって、コーポレート・ガバナンス
の視点から監査役会、取締役会、株主総会、決算書監査人等の役割を改善しようとするもので
ある（1の」。また、「企業領域における統制および透明性に関する法律」による株式法および商法
典の改正点は、①取締役会の注意義務および責任の強化、②監査役会の独立性・責任・権限強化、
③決算監査人の機能拡充と独立性の強化、および④「私的会計審議会」（Privates
Re（imungslegungsgremium）、の4点である⑯。
　Pe皿enslBoneS〆Gassenによると、「企業領域における統制および透明性に関する法律」によ
って、コンツェルン決算書が拡大することになっている。第一に、商法典第297条第1項の中
に、新たに、上場している親企業のキャッシュ・フロー計算書（Cash一且ow－Re（i㎞u㎎）が追力ロ
されることになったのである。資金流動計算書（Kapitalfiul3re（㎞u㎎）あるいはキャッシュ・
フロー計算書は、「国際会計基準」および［米国の会計原則」に従って、すでに以前から年度決
算書の一部分となっており、形式的かつ実質的な作成方法iが詳しく規定されている。ドイツの
立法者は、したがって、商法典第297条第1項の中で、キャッシュ・フロー計算書を規定する
ことを断念し、これを企業の実践または将来の「会謝審議会」（Redmu㎎slegu㎎sg廼em1㎜）
に委ねているのである㈹。しかし、Pellens／BoneSiGassenは、キャッシュ・フロー計算書（SEAS
第95号）あるいはこれに著しく合致した「国際会計基準」第7号について、米国の基準に依
存することは、国際的な比較可能性を考慮すれば、意味のあるものになるはずであると述べて
いる。
　第二に、商法典第297条第1項の中に、上場している親企業のセグメント報告書（Seg－
mentberichterstattung）が追加されることになった。セグメント報告書については、ドイツ
の立法者によって、その内容の形成方法がそれほど詳しく具体的に規定されているものではな
いが、この報告書をコンツェルン決算書に含めることが義務づけられることになったのである。
PellensXBoneSIGassenは、セグメント報告書は、企業の経営多角化（Diversifizierung）およ
び国際化（lnternationalisierung）に対応するために、また、集成される（aggregierter）年
度決算書のデータ不足を解消するために、出資者による収益リスク構造（Rendite・RiSiko－
Stmktur）のより高度な見積りを可能にするものであることを指摘しているのである⑰。
　Pe皿ens1Bones！Gassenによると、ドイツにおいては、これまで企業が自発的にセグメント報
告書を公表してきたが、これが他国のものと比べて非常に異質性を有しているため、「会計審議
会」がこの報告書をさらに詳しく正確に規定することが必要とされているのである。しかし、
キャッシュ・フロー計算書と同様に、セグメント報告書（SEAS第131号）についても、米国
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の基準、あるいはこれとは部分的に異なる「国際会計基準」に依存することは、国際的な比較
可能性の達成という目的にかなっていると言えるのである⑯。そして、企業の財務報告
（unternehmensintemen　F血be血htersta伽㎎）、例えばセグメント売上高
（Segment㎜曲tzen）、セグメント減価償却費（Segrnentabschreibungen）、固定資産
（Sachanlagevermdgen）におOナるセグメント投資（Segmentinvestitionen）および無形財産
対象物（血materiel】e　Verm6gensgegenst　nde）に対するセグメント投資についての記載事項
（Angaben）、またセグメント経営成果（Segmentbetnebsergebnis）およびセグメント経営財
産（Segmentbetnebsverm6gen）についての記載事項によって、この報告書を完成させるので
あるaD。
VI．商法典第342条および第342a条による「会計審議会」
　商法典第342条第1項の規定は、以下のとおりである⑳。
「第342条　私的会計審議会
（1）連邦法務省は、私法に基づき組織された機関を、契約によって承認することができ、次のよ
　うな任務を委託することができる。
1．コンツェルン会計に関する諸原則を適用するための勧告を示すこと
2．会計規定の立法化の手続に対して連邦法務省に助言を行うこと
3．国際的基準設定委員会においてドイツ連邦共和国の代表を務めること」
また、商法典第342a条の規定は、以下のとおりである⑳。
「第342a条　会計顧問団
（1）連邦法i務省内に、第9項を条件として、第342条第1項第1文の任務を有する会計顧問団
　が設置される。
（2）会計顧問団は、以下の者によって構成される。
1．議長として連邦法務省の代表者1名、並びに連邦財務省および連邦経済省からそれぞれ代
　表者1名
2．企業の代表者4名
3．経済監査業界の代表者4名
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4．大学の代表者2名
（3）会計顧問団の構成員は、連邦法務省によって任命される。構成員として会計専門家のみが任
　命されねばならない。
（4）会計顧問団の構成員は、独立的なものであり、指図に拘束されたものではない。顧問団にお
　けるその業務は、名誉職的なものである。
（5）連邦法務省は、顧問団に業務規則を発令することができる。
（6）顧問団は、一定の専門分野に対し専門委員会および作業集団を任命することができる。
（7）会計顧問団と専門委員会および作業集団は、少なくとも3分の2の構成員が出席している場
　合、その議決能力を有する。採決は多数決によって議決され、同票数の場合、議長の投票で
　決定する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
（8）会計顧問団の勧告に対して、第342条第2項が準用される。
（9）連邦法務省が第342条第1項に従った機関を承認する限りでは、第1項による会計顧問団
　の設置は行われない」。
　「企業領域における統制および透明性に関する法律」によって、商法典第342条および342a
条が新設された。商法典第342条は、「連邦法務省」は、私法に基づき組織された機関を、契
約によって「会計審議会」と認めるという内容になっている。この審議会の主要な任務は、会
計の国際的な「基準設定委員会」（Standardisierungsgremien）において、ドイツの代表とな
るべきことである。Pe皿ens1Bones！Gassenによると、立法者は同時に「国際会計基準委員会」
に関しても想定しており、欧州連合における将来の「会計理事会」（Rechnu㎎slegu㎎srat）
の代表という任務の生じる可能性をも念頭においているのである。また、「会計審議会」のさら
なる任務はコンツェルン会計に関する諸原則の適用のために勧告を出すことであり、さらに会
計規定を立法1ヒする際に、「連邦法務省」に対して助言することなのである。「会計審議会」に
よる勧告の認可は、商法典第342条第2項によって、「連邦法務省」による公表を経て生じる
ことになる。こうした場合、この勧告は、コンツェルン会計に関する「正規の簿記の諸原則」
（Gmndsiitze　ordnungsmal3iger　Budhfiihrung；（沁B）と合致しているということカ§推定され
ることになるのである。PebbnstBones〆Gassenは、「連邦法務省」は、審議会の機能発揮を保
証するためには、商法典第342条第1項によって、規約どおりに、「会計専門家」
（Rec㎞u㎎sleger）としての役割を担う私的な機関を認めるしかないと述べている（2D。
　さらに、商法典第342a条は、全く私的でない機関が「連邦法務省」によって、契約による
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「会計審議会」として認められるということに関して、「連邦法務省」内に「会計顧問団」
（RechnungslegungsbeiratS）という機関を設置している。これは、「会計審議会」と同様の任
務を持っている。
　メンバーとして、「連邦法務省」の議長の他に、「経済省」（Wj畑ha丘sm血bterium）およ
び「財務省」（F㎞血㎞stehum）から1人の代表者、企業から4人の代表者、経済監査業
界から4人の代表者、および大学から2人の代表者が選出されている（23）。そして、全てのメン
バーは、「連邦法務省」によって名誉職の活動（ehrenamt㎞h　Ta1㎏keit）を行うことを任命さ
れており、「会計専門家」および独立した、かつ指令に縛られない者（weiSungsgebundene
Personen）として存在すべきことを求められているのであるoo。
　Pellens∠BoneSlGassenによると、組織のより正確な形式および「会計顧問団」の任務につい
て、「連邦法務省」は業務規定（Geschaftsom　nung）を公布することが可能であり、「会計顧問
団」は純粋な意思決定審議会（EntScheidungsgremium）として着想されているので、「連邦
法務省」は「専門委員会」（FadhausschuB）を設立し、かつ作業集団（ArbeitSkreise）を設定
しうるのである。また、全てのメンバーのうちの3分の2が審議会の定足数（Beschlul3・
fZihigkeit）を確実にすることになり、決議規定（Besch㎞Bregel）として、同数得票
（Stme㎎leichheit）の場合、「連邦法i務省」によって派遣される議長が決定を下すという多
数決（Sti皿nenmehrheit）カミ有効とされているのである。
　PellensLBones！Gassenによると、最近の動向から明らかであるように、「連邦法務省」内の
　「会計顧問団」が補助的な役割を担う必要がないため、「ドイツ会計基準委員会」（DeutSdhes
ReChnungslegungs　Stan（lards　Committee；DRSC）が設立されたのである。企業、銀行およ
び保険会社からの代表者、および経済監査士からなるこの委員会は、意図的に商法典第342条
において規定されている任務を承認し、「連邦法務省」の契約によって「私的会計審議会」とし
て委託される可能性を持つ「基準設定委員会」をつくるために設立されたのであるCO。
　上記のように、「会計審議会」の主要な任務は、国際的な「基準設定委員会」において、ドイ
ツの代表者として活動することの他に、コンツェルン会計に関する基準の適用を勧告すること
にある。Pe皿enstBoneSIGassenは、それに伴って、この審議会が、誰のためにコンツェルン会
計基準を作成し、どのようにこの基準を実質的に形作るべきであるかという問題が生じること
になると述べている。PellenslBoneSIGassenによると、コンツェルン会計システムの準備（die
BereitSbellung　des　Konzernrechnungslegungssystems）は、これまでのように、立法者によ
ってのみ行われるべきではない。したがって、「会計審議会」によって示される基準の勧告につ
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いて、それを公表する権限が「連邦法務省」にあるということが問題ではあるが、コンツェル
ン会計が資本市場効率の上昇に貢献するということのみならず、諸経済領域に重要な影響を及
ぼし、かっ最終的に「公益」（AHgemeinwoh1）に役立つことになるため、コンツェルン会計シ
ステムの準備は、プライベート・セクターのみに委ねられるべきものではなく、国家の任務とも
言うべきものなのである⑳。
　商法典第342条において、独占的な任務が、独立した「会計専門家」に対して要求されてい
るが、「会計専門家」という名称は、とても広く解釈されうるあいまいな言葉である。
Pe1lenslBoneSIGassenによると、「会計専門家」とは、決算書の作成や監査等を任せられてい
るような適度に訓練されている人、および会計や監査の分野で活躍しているような訓練されて
いる人のことを言う。Pellens！BoneS〆Gassenは、例として、大学教授、その他の国家公務員、
労働組合の代表者および金融アナリストを挙げている。彼らは、「連邦法務省」に対して、全て
の利害関係者集団の要求に常に敏感であることを義務づけているのである⑳。
　Pellens／Bones！Gassenは、上記の「会計専門家」が特定の利害関係者集団の一員である場合
には、商法典第342条によって保証されている彼らの独立性を維持することは困難であるかも
しれないとした上で、規定によってこの独立性を高める必要要件を設定するとすれば、それは
適した選択手順を踏むことであると述べている。こうした必要要件を達成できるかどうかは、
「連邦法務省」による、「私的会計審議会」との契約締結の際の調査に依存しているのであるく2B）。
PellensBones！Gassenは、彼らが他の職業に就くことを禁止することは、「会計審議会」のメ
ンバーの独立性を保証し、ロビー活動（LbbbyiSmus）の否定的な影響に抵抗するための適し
た必要要件となるはずであると述べている。これは、他の国の私的な「会計専門家」、例えば
米国における「財務会計基準審議会」の長年の経験が示しているのである㈲。
　Pellens／BoneSIGassenは、「会計審議会」のメンバーの報酬、および専門化集団の組み入れ
が、コンツェルン会計システムの準備にかなりの費用を要する原因となっていることを指摘し
ている。原則的に、こうした費用は、発生原則（『Vbn皿sadhp畑p）に従って配分されること
になるが、メンバーは、こうした会計システムの準備に自ら責任を負わなければならなくなる
｛eo）。立法者は、コンツェルン会計システムの展開を、資本市場の利害関係者集団の要求および
　「公益」に方向づけて認めるので、補助金の交付（Subvent　ionierung）または完全な融資
　（vollstandige　F加a面eru㎎）が正当化されることになるのである61）。
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W．「会計審議会」と米国における「財務会計基準審議会」との比較
　PellensBones〆Gassenは、商法典第342条による「会計審議会」の設立は、米国における
「財務会計基準審議会」に類似している述べている。「財務会計基準審議会」に組み入れられる
メンバーは、例えば、私的な財団（private　Stiftung）については、会計問題を扱う職業組織が
代わりをつとめ、それによって「財務会計基準審議会」のメンバーが任命されることになるの
である。また、基準設定プロセスにおいて、全てのロビイストおよび利害関係者も、文書によ
って彼らの見解を示すことで、「財務会計基準審議会」のメンバーを決定することが可能なので
ある㈱。
　Pellens1BoneSiGassenは、コンツェルン会計システムを、上場している企業に対してのみ、
展開すべきであるか否かは、次の2つの点から判断する必要があると述べている。第一に、「米
国の会計原則」およびそれに関係する「財務会計基準審議会」基準は、上場している企業にと
ってのみ、直接重要であること、第二に、それらが資本市場の利害関係者の情報ニーズにはる
かに適していること、である。「財務会計基準審議会」は、基準設定の際の権限を、米国の立法
者に対してではなく、「証券取引委員会」に対して認めている。そして、全ての「財務会計基準
審議会」基準は、自動的に、上場している会社に対して義務づけられているのである㈹。
　Pe皿ens／BoneS〆Gass‘lnは、「会計審議会」を設立することと並んで、その任務の領域の背後
関係を問う必要があると述べている。立法者が、商法典第292a条を用いて、今までのコンツ
ェルン会計システムを断念し、コンツェルン決算書作成について二者択一的に国際的に認めら
れた会計システムを認めるという方向に進んでいるとはいえ、こうした過渡的な解決策
　（dnrgangsl6Sung）がまた、商法上のコンツェルン会計システムにつながるべきであるとい
う「立法理由書」（Geset鴉sbeg血du㎎）が示されているのである。つまり、新しく、「会計
審議会」によって実質的に行われるべきである商法上のコンツェルン会計システムの標準化が
意図されているのであるCO。
　また、「会計審議会」による勧告がなされた場合、上場の潮ll化（Difibrenzierung）が生じ
ることになるかどうかは、コンツェルン会計基準について、法律上成文化されている、この基
準の適用に関する勧告がなされているか否かによるのである。これについて、商法典第297条
および以下の条項、特に「個別決算書規定」（Einzelabsdhlul3regeln）が今後も重要なままであ
る場合、「会計審議会」の任i務は、一方では選択権の削減について、例えば商法典第298条第1
項、第253条あるいは第309条の中で制限されているのであるen。他方では、コンメンタール
（Kommentmrliteratur）によって、また例え樋貨換算（W翫噸u㎜dmu㎎）あるいは
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ストック・オプション・プログラムの貸借対照表計上（B㎞eru㎎von　Aktienoptions・
programmen）のような不規則な事態についての解釈が生まれるのである㈹。
Pe皿enstBoneS〆（］lassenによると、こうしたことから、「経済監査士協会」（lnstitut　der
WirtSchaftspriifer）は、「会計審議会」の任務を、国際的な会計基準を解説し、独自性を有す
るドイツの法律上および経済上の所与条件（Gegebenheit）に適合させることに、おいている
のである。
　Pellens∠BoneSIGassenは、「会計審議会」の任務の範囲（Au亀abenspek位㎜）が拡大され
るようになれば、立法者によって、コンツェルン会計に関して法律上つなぎとめられるフレー
ムワークが作成される必要があると述べている。また、この点に関して、とりわけ目標設定
（Zielsetzung）、計算書（Redhenwerke）、貸借対照表計上基準（BilanzansatZkriterien）、会
計の評価基準（BilanZbewertungskriterien）および特に適用範囲（Anwendungsbereich）に
関して、コンツェルン会計を義務づけられている企業は、文書で規定されるべきなのであるpm。
Pehbns／BoneSiGlassenによると、このことは、おそらく、「会計審議会」との協力によって作
成されるフレームワークについて、「第4次EU指令」および「第7次nv指令」という限度
内で考慮されなければならないし、問題のない（problemlos）上場については、潮ll化される
ことになる。
　したがって、「会計審議会」の将来において生じる活動量は明らかに増えることになる。しか
し、例えば、法律上のコンツェルン会計に関するフレームワークが詳細であれば詳細であるほ
ど、「会計審議会」の任務の範囲は小さくなる。それに対して、法律上のコンツェルン会計が基
礎的な基準の法典化（lkOdifizierung）に限定されている場合、将来の国際的な展開は、ドイツ
のコンツェルン会計に集約されることが可能となる。この場合、「会計審議会」の任務の範囲は
大きくなるのであるCO。
　Pellens／BoneS〆Gassenは、米国における「財務会計基準審議会」と比較して、大きな相違が
存在することを指摘している。それは、ドイツにおける「会計審議会」の任務が法律上成文化
された会計基準の領域に依存している一方、「財務会計基準審議会」においては、それほど制限
されていないということである。「財務会計基準審議会」は、詳細な会計問題に関する基準、お
よびこれについての解説と並んで、会計の目標および米国の会計における概念フレームワーク
を形成する「上位会計原則」（Ubergeordnete　Recimungslegungsgrundsatzen）に関する公表
を行うのである㈹。これらについて、「証券取引委員会」が同意できない場合、決算書を作成す
る一般の代表団（die　generelle　Delegabbn　der　Re（inungslegungserste皿u㎎）とともに、異
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議を唱えることができるのである。したがって、Pe皿ens∠Bones！Gassenによると、「財務会計
基準審議会」による多くのプロジェクトは、最終的に「証券取引委員会」によって主導権が握
られていると言えるのである。また、米国の産業界（Industrieveゴbanden）による圧力が、「財
務会計基準審議会」の業務上考慮されるので、「財務会計基準審議会」の意思決定における独立
性は、疑問視されるべきなのである（40）。
皿．ドイッ会計の展開
　「資本調達容易化法」および「企業領域における統制および透明性に関する法律」による規
制緩和（Deregu］ierung）は、商法上のコンツェルン会計の基礎に影響を及ぼし、もう一つの
ドイツ会計、つまり伏線的なドイツ会計を明らかにしつつある。新しい2つの法律による規制
緩和は、ドイツの商法会計に存在するジレンマによるものである。したがって、一方では、伝
統的に会計データから直接的に法律効果（ReChtSfolge）が引き出され、責任問題
（Ha血mgs丘agen）に結び付けられており、他方では、国際的な資本市場を利用している人々
の情報ニーズに応えるための会計システムが展開されているのである㈹。
Pellens／BoneSiGassenは、国際的な資本市場におけるドイツの企業持分（Untemehmens・
anteil）は、例えば米国および英国の持分証券（Anteilspapieren）によって、異なる会社法シ
ステム（Gese皿sChaftsreChtssystem）に基づいて区別され、また処分権（Verfilgungsrecht）
に関しても区別されているので、こうした異なる結果の特徴を明らかにすることが必要になる
と述べている。
　現在、資本市場に指向した会計基準として適用されている「国際会計基準」および「米国の
会計原則」は、情報ニーズに十分に応えることを目標としている。ドイツにおいても、こうし
た風潮が高まっているが、Pellens〆BoneSIGassenは、これらの基準の適用は上揚している企業
のコンツェルン決算書に限定されているというところに、商法典第292a条および第297条第
1項によるドイツの解決策の問題性が存在していると主張している。PellensZBoneSlGassenに
よれば、国際的に認められた会計基準は、コンツェルン会計基準のみではなく、個別決算書上
の個々の企業に、またコンツェルン決算書上のコンツェルン組織に対して適用されるべき最低
限の基準を示しているのである。例えば、商法典第297条第1項におけるように、コンツェル
ンに対してのみ、キャッシュ・フロー計算書およびセグメント報告書を義務づけることを避ける
ために、ドイツ会計の展開は、あまり法形式にとらわれすぎることなく、むしろ上場に関して
差別化されるべきであり、また資本市場法（Kapitalmarktncedht）に任せるべきなのである（em。
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会計基準の標準化が進むにつれて、ドイツ企業は、ますます「証券取引委員会」あるいは「証
券監督者国際機構」（lnternational　OrganiZabbn　of　Securities　Cornmissions；10SCO）の要
求と向き合わなければならなくなっている。すでに「ニューヨーク証券取引所」（New　Y（）rk
Exchange　Se（：．urities）に上場しているドイツ企業は、こうした要求に直面している。したがっ
て、彼らは、国際的な資本市場で活躍するために、立法者による一連の規制緩和を歓迎してい
るのである㈹。PefensLBoneS〆Gassenは、こうした事態が進行している一方で、非上場会社に
っいては、資本市場のメカニズムが機能しないので、マイノリティーに対する管理メカニズム
を、法律的に規制することが必要であると述べている。
　ドイツにおけるコンツェルン会計の変更および「会計審議会」の導入は、これまでの会計議
論および会計のコンメンタールを変えることになる。Pellens／Bones！Gassenによると、これま
で法律の不備（GesetzeslUCke）は、「経済監査士協会」の「中央専門委員会」
（Haupthdhausschu6）のような利害関係者連合（Intewessenverbiinden）によるコンメンタ
ールによって表に出されることはなかったのである。したがって、「会計審議会」が、どの程度
まで、商法典第342条の規定内容に基づいて、貸借対照表に関する解釈の幅を認めるかという
ことは、時の経過を待たなければ分からないのである（44）。
医．むすび
　以上のように、ドイツにおいて新しく施行された「資本調達容易化法」および「企業領域に
おける統制および透明性に関する法律」の内容とこれらによる商法典の改正点を主として、
Pebens！BoneSIGassenの共同論攻を中心に考察してきた。これらの法律を通じて商法典にもた
らされた、コンツェルン会計規定の部分が時限立法であるということは、法律の期限が切れる
までに、コンツェルン会計の新しい方向性を見出そうとするドイツの苦肉の策であることの証
であると思われる。2004年まで、ドイツが解決しなければならない問題は多い。例えば、「EU
指令」や通貨統合に関わる欧州連合との関係についても考慮しなければならないのである。
　また、上場会社以外の企業が「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従ってコンツ
ェルン決算書を作成する可能性および意義はあるのか、そして個別決算書をこれらの基準に従
って作成することは認められないのか、ということについては、以下の章で取り上げることと
する。
16
第1章　1990年代後半におけるドイツ会計制度の動向
注
（1）Bau］mia叫　Dirk　und　Mandler，Udo．，“lnternabOnal　Aocounting　StandardS：IAS　und　HGB　im
Kbnzemabs6hluB”，ROldenbourg　Vbrlag〈199の，S1．
（2）Eb（iL，S1．
（3）Ebd．，S．2．
㍑盤．稲騰「国騰瀞のドイツ醐計の対応（二・SIEi）」，　r鮒第・54巻第
5号，76頁．
（6）Pe】】ens，Bemhard！BonesAndreas．ノGasse叫Joachim．，“Perspek面ven　der　deutschen
Kb。，ern，e，hnu。g、leg・ng7A・・Witkung・nde・Kapitala㎡rt・hneerleichterungsge・et・und　des
Gbse協皿痴血曲und狂㎜P㎜n・血Untern・hm・n・bere虹h－”，DEIRBmuEB，H・ft
16（17．Apnl．1998）．S．785．
（7）Ebd．，S，787．
1：：酷謙内容についてぽ撮，r会計上の填実か舩正なる臓鵬に関する一考察』
（1997年，明治大学大学院修士学位論文）を参照されたい。
（10）PeIlens，Bernhard’・・，aa．O．，S．788．
（11）石原肇稿，「ドイツの資本調達容易化法」，『會計』，第154巻第2号，138139頁。一部修正の上
引用。
（i2　Pe］lens，Bernhard’　’　’，aa．O．，S．786．
：ll慧難「ドイツ騰醐のvaとコーポレート・ガバナンスーの対応（一）」，　r會計↓
雛繊鴛「獺轟．商法等のvaとコーポレート・ガバナンスー嚇（二・5：ll）」，　if會
計』，第155巻第1号，133－140頁。
㈹Pe皿ens，Bemhard…，aa．O．，S．788．
（17）Eb己，S．788．
（idi　Eb（1，S．789．
（19）　Ebd．，S．789．
⑳遠藤久史稿，前掲稿，「ドイツ株式法…（二・完）」，138頁。一部修正の上引用。
⑳同上稿，138－139頁。一部修正の上引用。
⑳Pe皿ens，Bernhard’・・，aεし0．，S．789．
㈲Eb己，S．789．
（2のEb（L，S．　789．
⑳Ebd．，S．789L
⑳Eb己，S．790．
⑳Ebd，S．790．
⑳Eb（五，S．790．
四）Eb〔iL，S．　790．
βq）Ebd＿，S．790．
e正）Eb｛iL，S790．
catT　Ebd，S．790．
㈹Eb＆，S．790．
（鋤Eb己，S，790．
em　EbdL，S．790．
（3ep　EbdL，S．790－791．
㊤7）Ebd。，S．791．
（胸Eb（L，S．791．
17
第1章　1990年代後半におけるドイツ会計制度の動向
（3ep　Ebd，S．791．
（40Ebd．，S．791．
（41）Ebd．，S．791．
（em］団bd，S．791．
㈹Eb己，S．792．
（4D　Ebd，S．792，
18
第2章　　ドイツ会計制度への中規模企業の会計の影響
第2章　ドイツ会計制度への中規模企業の会計の影響
　　　　一KiifiherZHo（kの所説によせて　一
1．はしがき
　ドイツでは、会計における制度改革が着々と進められている。例えば、ドイツ証券取引所が
創設した「新市場」（Neuer　Markt）は、1997年3月10日に営業を開始している。「新市場」
においては、「国際会計基準」（International　Aooounting　Standards；IAS）あるいは「米国の
会計原則」（US－Genera皿y　Aooepted　Accounting　Principles；US－GAAP）に従った決算書が、
上場の条件として認められているのである（1）。また、1998年4月24日に施行された「資本調
達容易化法」（Kapitalaut　aahmeerleichterungsgesetz；KapAEG）は、「ドイツ企業の会計上
の負担を軽減し、外国の資本市場において、ドイツ企業が資金調達を行う際の競争力を高める
②」という役割を担っているのである。さらに、1998年5月1日に施行された「企業領域にお
ける統制および透明性に関する法律」（Gesetz　zur　Kontmolle　und　Thmmsparenz　im
Unternehmensbereich；KbnTraG）③は、「株式会社制度を対象として、株式法、有限会社法、
組合法等を改正するためのものであり、株式会社の機関のコントロール能力を強化することに
よって、コーポレート・ガバナンスの視点から監査役会、取締役会、株主総会、決算書監査人等
の役割を改善の」するという役割を担っているのである。
　本章では、1998年に発表されたKilfiher／H（nkの論攻“中規模企業（血ttelstandische
Unteme㎞en）から見た会計の国際化⑤”を中心に、「中規模企業における会計の国際化」に
ついての考察を試みるものである。K血er！H㏄kによれば、国際化は、市場の自由化および
情報技術的な取引プロセス決済（GeschtifisprozeBabwidklungen）が進行する中でさらに加速
度を増している。彼らは、グローバルな市場あるいは企業の強さは柔軟性であるが、さらに、
この柔軟性は中規模企業、つまり、限られた被用者数（Nbeinehmerzahlen）および売上収
入（Umsatzerl6sen）を持ち、所有者によって管理あるいは支配されている小規模および中規
模企業（kleine　und　mittelgro6e　Untemehmen；㎜）にも当てはまるとされていることを
指摘している。これらの企業は、制限されたかたちでのみ、国際的な市場を利用することがで
きる。ただし、その際に、利用する市場の要件へと適合修正しなければならないが、こうした
企業は、これに柔軟に対応しているのである。これにより、小規模および中規模企業は、電子
式データ処理（EDV）に基づいて、国際的な市場でその資金を調達している。しかし、それを
自己資本としてではなく他人資本として調達しているのである⑥。
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KUf（herZH（雌によると、現在、国際的な資本市場は、会計（報告）、上場許可および開示に
関するさまざまな規定によって複雑化している。こうした規定は、過度に各国内で調整されて
いる。さらに、それらは、伝統的にその国の文化と深い関わりを持つ経済システムおよび社会
システムから設定されたものなのである。欧州においては、こうした規定の調和化は、1978
年7月25日付の欧州共同体第4次指令から始まっている⑦。
　会計および報告についての基準は変わる。というのも、企業の周辺の経済状況も変わるから
である。KiifEherZH（油は、ドイツにおける会計の国際化は、現在、コンツェルンを中心にし
て議論されていると述べている。会計の国際化によって、ドイツのコンツェルンが「国際会計
基準」あるいは「米国の会計原則」に従って決算書を作成できるようになること、それは、個
別事例においては、確かに合目的であるかもしれない。しかし、将来、例えばドイツの個別決
算書（Einzelabschluss）が「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従って作成される
ことになるかもしれないことに対する根拠は明らかではないのである。Kilf　hUerLHoCkによる
と、むしろ、ドイツ商法典（Handelsgeset乞buch；HGB、以下、単に商法典と略す）に従った
個別決算書を前提に、そこから国際的に認められた世界決算書（WeltabschluB）のモデルの開
発につながる可能性があるはずなのである⑤。
　なお、本章は、「中規模企業における会計の国際化」を取り上げるものであるが、中規模企業
における会計の国際化がどのようにして行われるのかということを明らかにするものではない。
そうではなく、「中規模企業における会計の国際化」論が、ドイツの会計制度に対して、どのよ
うな影響を及ぼしているのか、つまり、どのような制度的役割を果たしているのかを明らかに
しようとするものである。
皿．会計（報告）目的の相違点
KUfiher／H（炊によると、商法上の年度決算書（handelSreChtliCher　Jahresabsdhluss）の目
的は、会計責任報告（ReChenschaft）および資本維持（KapitalerhaltUng）にある。企業は、
持分所有者に対する会計（報告）責任を果たすために、期間損益（Pe加denerfblg）の算定が
必要となるが、この期間損益は、引き出し（Entnahme）または配当の測定の基礎となる。た
だし、これは、債権者保護に指向した責任財産（Hafungsverm6gen）の保証（資本維持）に
限定される⑨。K血e∬Hod【は、商法上の会計の損益算定原則は、債権者保護原則
（G道ubigerschutzp画p）によって特徴づけられるとともに、客観化規定によって補完され
ていると述べている。彼らによると、利益の報告は、財産対象物および負債の価値変動額が明
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らかになった場合に行われるのではなく、実現原則によって、引き渡し（liefer　mng）および
給付（Leistungen）に結び付いているのである。したがって、取得原価を超えた価値のある財
産対象物の評価による利益の実現および負債の減少が除外される。というのも、ドイツにおい
ては、不均等原則（Imparita偽pr囮p）が機能しているからである⑩。不均等原則とは、財貨
の価額において、「マイナスの成果貢献」（negative　Erfolgsbeit　rtige）の発生が予想される場合
には、これを減額することが認められるが、将来に予想されるプラスの成果貢献については、
これを認識計上することを認めないとする原則である（ID。　K血eゴH（ぬkは、これらの諸原則か
ら生ぜしめられる可能性のある秘密積立金（st皿e　Reserven）は、商法上の年度決算書の目的
である客観的かつ配当可能な利益の算定を妨げるものではないと述べている。彼らによると、
商法上の年度決算書は、「基準性原則」（Mal3gebichkeitSprinzip）を介して、税務上の利益算
定に対する基礎ともなるが、秘密積立金は、税務上計上される低い価値の価額から設定される
ことも可能となる。
　KUfiherlHo（宝は、それに対して、国際的な会計基準として一般に認められている「国際会
計基準」および「米国の会計原則」には、次のような目標が導出されていると述べている。す
なわち、現在の、あるいは潜在的な持分所有者が、年度決算書に基づいて投資意思決定を行う
ことができるように、企業の財産状態、財務状態、それらの変動および経済的な給付能力を明
らかにすることである。KutherlHockによると、商法上の会計規定とは異なり、「国際会計基
準」および「米国の会計原則」に従った年度決算書の情報は、債権者保護原則の機能を必要と
しない持分所有者に指向しているのである。したがって、「米国の会計原則」に従った年度決算
書の任務に、配当金および課税基礎の算定は、含まれていないのである⑭。
　国際的な資本市場を利用しようとする、または外国の証券取引所へ上場しようとする公開会
社（P山h㎞nsgese皿s6ha食en）に対しては、次のような義務が課せられている。すなわち、
外国の持分所有者への意思決定に有用な情報の提供および上場についての判断基準および公示
義務の達成のために、国際的な会計基準に従った年度決算書を作成することである（10P。
KUfEher∠H（nkによると、確かにこうした一般会社にあっては、「国際会計基準」あるいは「米
国の会計原則」の適用は合目的であり、その結果、商法上の会計規定は、負担となっている。
したがって、商法上の会言槻定が、国際的な会計基準＼と適創鉦されること1こより、こうし
た会社は、国際的な資本市場を利用しやすくなり、資金調達費の引き下げへとつながることも
ありうる。
　しかし、K血er／H（nkは、商法上の貸借対照表作成規定、評価規定および報告規定を国際
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的な会計基準に対して適合修正する際には、上記の会計（報告）目的の相違点が考慮されなけ
ればならないことを指摘している。さらに、こうした会計基準の統一化が、中規模企業に対し
ても効果をもたらしうるかどうかを検討することが重要となるのである。つまり、会計基準の
統一化は、特定の形態および規模の企業への効果のみを考慮するのではなく、それ以外の企業
にも適用されうる枠組み条件の考慮も含んで行われなければならないのである㈹。
皿．相違点から明らかになる諸問題
　商法上の会計規定と「国際会計基準」および「米国の会計原則」とは、各々異なった会計（報
告）目的を持っている。したがって、会計基準の統一化は、さまざまな問題を引き起こすこと
になる。例えば、組織化された資本市場（organisierte　Kapita】m宏kt）と関係を持たない企業
にとって、自己金融（Selbst㎞eru㎎）は、重要な資金調達手段となっているが、会計基
準の統一化は、これを制限することになる。つまり、商法上の会計規定が「国際会計基準」あ
るいは「米国の会計原則」へと適合修正される場合には、法律上規定されている、あるいは会
計政策上行われている貸借対照表作成方法および評価方法、より具体的には積極財産の過小計
上あるいは消極財産の過大計上による秘密積立金の設定の可能性が、著しく制限されてしまう
のである⑮。KUfiher／H（nkによると、秘密積立金は、実現した利益を企業内に留保することに
つながるが、ただし、この利益に対して一時的に配当禁止が認められ、税法上も、税金の支払
いを要求されない場合である。彼らは、秘密積立金の設定の可能性は、商法上の会計規定と「国
際会計基準」あるいは「米国の会計原則」との次の会計処理法の相違によって左右されると述
べている。
●
●
●
●
●
●
●
研究開発費の積極側計上
自己創設無形財産価値（seIbsterste皿ter　i皿materie皿er　A磁ewerte）の積極側計上
全部原価での自己製造製品（selbsterstenter　Erzeug曲se）の評価
費用性引当金の消極側計上禁止
利益の実現を伴う基準日相場法（Stidhtagskursmethode）に従った長期外貨建債権お
よび債務（1a㎎飼stigen　Fremdwahm㎎sjbrderu㎎en　und・verbindlidhkeiten）の計算
逓減的減額記入法の非適用
長期製造の場合の比例按分的な利益の実現
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KUffUer／H（nkによると、配当禁止による資本維持および自己金融を、次のことによって保
証することができなくなる。すなわち、国際的な会計基準の適用から生じる収益の見越計上お
よび費用の繰延計上を配当禁止の枠内で考慮することである。というのも、年度決算書の資本
維侍機能を利益処分のための利益算定機能に置き換える広範囲な附帯計算（Nebensrechnung）
が行われ、配当禁止は税務上の負担に何の影響も及ぼさないからである⑯。
　国際的な会計基準の適用によって秘密積立金の設定が制限されることば　ドイツ企業に大き
な影響を及ぼすことになる。というのも、ドイツにおいては、「基準牲原則」を介して、商法上
の会計と税務上の会計が結び付いているからである（1の。KUfiher！H（nkによると、商事貸借対照
表の作成が同時に税務貸借対照表の作成となる、いわゆる単一貸借対照表（EmheitSbilanz）
を用いることにより、企業は、効率的かつ合理的に統一的な会計処理を行うことができるので
ある。したがって、ドイツでは、相対的に低い費用で、商事貸借対照表の目的および税務貸借
対照表の目的は、達成されうるのである（IS。ドイツにおける国際的な会計基準の適用について
考察する際には、逆転した基準性（umgekehrbe　Ma6geblichkeit）の機能にも注目しなければ
ならない。というのも、逆転した基準牲により、持分所有者は不利益を被り、あるいは年度決
算書の情報機能が妨げられるからである。つまり、税金の支払いを最ノ」化することに指向した
貸借対照表計上および評価は、税務上の特別規定を利用するための必要条件となっているが、
これが情報の価値内容を歪めることにつながっているのである㈹。Kilffher［H（x血によると、ド
イツの貸借対照表法が国際的な基準へと適合修正されることになれば、課税もまた新しい道を
進むことになる。より具体的には、有高比較（BestandsvergleiCh）による貸借対照表および利
益算定から、収入余剰額計算（EinnahmenUberschuBTechnung）へである。
　KU｛iherlH（nkは、米国および英国においては、商法上の会計と税務上の利益算定は分離さ
れていることを指摘している。彼らによると、まず、米国における税務上の利益算定には、次
の二つの問題が生じている。第一に、利益算定に関する税務上の一般条項を解釈する場合、財
政行政（Finanzverwaltung）が独自に判断を下すこと、第二に、経済財（Wntsdhaftsgut）と
便益（Vorteilen）との間に明白な境界線がないために、アプローチおよび評価に関する税i務上
の個別規定が、少なからぬ法的不確実性を引き起こすことである。さらに、Kilffher／H（nkは、
米国において、利益算定から生じる利益分配における法的不安定性が明らかになるのは、人的
会社（PeコsonengesellsChaften）の場合であると述べている。というのも、一方において、所
得の発生、期間配分および個々の社員への関係づけが不明であり、他方において、利益分配の
取り決めの承認は、税務上の承認をも必要とするからである。次に、英国においては、税務上
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の利益算定は、詳細な法律上の規定および裁判官法　（R記hte皿echt）によって決められる⑫の。
K雌her／H（油によると、商事貸借対照表における価値計上価額は、税務上の目的と結び付い
ているのではなく、また商法上の会計における費用計上は、税務上の控除の必要条件ではない。
しかし、昨今、貸借対照表計上問題がますます複雑さを増すにつれ、財政裁判所
（Finanzgerichte）は、税務上の利益算定に対する商事貸借対照表的会計の意義を強調してい
る。結果において、英国では、商法上の会計と税務上の会計の分離は、税務上の利益算定が完
全に商事貸借対照表から独立して行われるということを意味しているのではないのである⑳。
したがって、KUHherlHo（匙は、商事貸借対照表は、税務上の利益算定の適切な基礎となりう
るのであると述べている。彼らによると、英国では、税務上の利益概念は、法律上定義されて
いない。裁判所は、この概念の解釈に関して、次のような慣例に従うことを挙げている。すな
わち、会計士の職業組織の会計基準に関する通達が税務上の利益算定に影響を及ぼすというこ
とである（2D。　Kt血er／H（炊は、これを注目に値するものとみなしている。というのも、こうし
た職業組織は、そのメンバーの職務を今日的に方向づけることに大きな関心を持っているから
である。KUffherAi［（炊によると、専門的動向、経済状況、国際的需要および地域の自主性は、
こうした関心と調和化されうるのである。
　Kilflher／H（nkは、各々異なった目的を持つ会計基準の統一化が引き起こすさらなる問題と
して適合修正コストの発生を挙げている。すでに、欧州域内の会計の調和化、ユーロ（Euro）
の導入およびコンピュータの2000年問題への対応によって著しいコストが発生しているにも
かかわらず、さらに、会計基準の統一化によって発生する適合修正コストの負担は、少なくと
も中規模企業にとっては企業の存続の危機につながりかねないのである（23）。したがって、
Kit血er／H（nkは、こうした適創彦正コストの負担は、国際的な資本市場を利用する意思のな
い中規模企業に対して、目に見える何の経済効果も与えないことから、会計基準の統一化は、
こうした企業による抵抗を伴うことになるだろうと述べている。彼らによると、「国際会計基
準jあるいは「米国の会計原則」に従った年度決算書の作成と結び付いているコストの問題性
は、次のことから明らかになる。すなわち、ドイツ証券取引所（Deutsdhe　B6rse）は、「新市
場」に上場している企業に対して、国際的な会計基準に従うという義務を二年間免除すること
ができるが、ただし、その義務が一時的に達成されえない場合に限られているということであ
る。国際的な市場での競争という視点から考慮されなければならないことは、国際的な会計基
準への適創彦正を行うことで、ドイツの企業は著しいコストを負担しなければならないこと、
そしてすでに「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従って決算書を作成している企
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業は、調和化の枠内で発生する追加的な会計的支出を少しも回収していないことなのである⑳。
Kilffher／H（雌によると、国際的な会計基準に従ったセグメント報告書の開示も問題となる。
というのも、国際的な会計基準は、現在および将来の持分所有者の意思決定に有用な清報の提
供という目的に合致した公開義務を規定しているからである。こうした規定に従ったセグメン
ト報告書においては、商法上の規定をはるかに超えた売上高の細分化に関する情報が開示され
ているのである。国際的な資本市場を利用する意思を持つ企業にとって、こうした情報の開示
は、自己資本および他人資本を調達する場合に大きな効果をもたらすことになるが、中規模企
業にとっては、これは競争上不利につながる。というのも、こうした企業の競争相手は、開示
された会計データから、その企業の損益の原因を逆推論によって導出することができるからで
ある⑳。Kiffher／H（めkは、したがって、国際的な投資家の意思決定に有用な情報を提供するこ
とに指向した公開規定は、中規模企業1・とっては、競争という襟から、聯」1・なると述べて
いる。
　また、K面her！H（炊は、ファイナンス・リース（Leasingfinanzierung）から生じる問題⑳も
挙げている。
】V．中規模企業における他人資本
　中規模企業においては、自己金融と並んで、その資金の調達源泉を他人資本に依存している
ことが多い。つまり、これらの企業は、メイン・バンク（Hausbanken）から融資（K舳t鴨rgabe）
を受けているのである⑳。KiiflherlH（油によると、中規模企業とメイン・バンクのこうした関
係においては、債権者保護に指向した利益算定が重要な意味を持つことになる。したがって、
この役割を果たすのに適しているのは、商法上の年度決算書なのである。つまり、この年度決
算書が、秘密積立金の設定による影響を受けているとしても、それは少なくとも負債補償潜在
能力（SchUldendedkungspotential）をはかる手がかりとなっているのである⑳。　KiMher／Hodk
は、ただし、信用制度法（KreditWesengesetz）第18条に従った公示規定の枠内で、秘密積立
金および賦課金（Lasten）に関する追加情報が補われなければならないと述べている。これに
対して、株主保護に指向した「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従った会計（報
告）は、債権者保護に指向した商法上の年度決算書の目的を考慮していないOS。
　KUflher／H6dkによると、会計の調和化から生じる実現原則の緩和は、収益の見越計上およ
び費用の繰延計上につながる。したがって、これにより、銀行が融資についての意思決定を行
う際に、融資先の企業の年度決算書に対して不信感が生じることから、その企業に対してさら
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なる’龍を要求することも起こりうるのである⑳．K血・r／H・・kは・米国では・eniテから顧
を受けるというかたちでの資鑛達に対しては、副次的な囎が与えられてし’るにすぎないこ
とを指摘している。彼らによると、これを無視して株主保護指向的会計（報告）目的を持っ国
際的な基準を適用することは、メイン・バンクからの融資の不確実さel）につながり、結果として
中規模企業の他人資本誕を困難にしかねないのである．国際的な会計基準に従った年度決算
書に表示されている損益は、ZZ原則の機能なくして算定された損益であり・これ1こは・為替
相場の推移動向から生じる収益が含まれているが、この収益が満期日時点で実現することにな
るか、あるいは逆に損失となるかは不確定であるということに注意しなければならないのであ
るan。
　Kikf［herAi［（雌によると、米国では、「米国の会計原則」に従った会計（報告）は、投資家に
指向しているために、これとは別の債権昔保護を保証する補完システムの機能が必要になる。
その補完システムが、会社法上に規定されている分配貸借対照表（Au鰍漁伽㎎sb伽en）
あるいは分配計算書（Au謝hhttungspec㎞u㎎en）である。ここから結果として生じる分配制
限は、信用契約（KreditVertuige）における個人の協定によって追加的に修正される。したが
って、こうした低いレベルでの分配制限は、包括的な債権者保護としての機能を十分に果たし
ているとは言えないのである㈹。KUf［her／H（雌は、中規模企業における他人資本調達の重要性
から見ても、商法上の会計の枠内での債権者保護を放棄することは、重大な欠陥を引き起こす
要因となりうると述べている。
　中規模企業がその資金を自己資本として調達しうる新しい可能性が、「新市場」の創設によっ
て開かれた。これは、「中小企業の証券取引所での『株式の公開』（goir｝g　pubhc）と取引量の
増加、ならびに株式の高い流動性の達成にあるとされている・そしてこれら企業カミリスク資本
の増加を通じてその自己資本比率を改善し、そのことによってさらに長期の他人資金をより低
い利子率で調達する潜在能力を高めることにも貢献すべきものとされ（3D」ることをねらいとし
て創設されたのである。「新市場」への上場を期待されている企業は、革新的な新設企業である。
KUffherlH（nkによると、成長の見込まれる（wadhstumstriichtige）企業のリスク資本は、投
資家側から見れば、それ以外の企業の株式と比べて潜在リスクは高くなるが、逆に利益の増大
する可能性を期待できるという魅力を持っているのである。「新市場」での上揚企業に対しては、
「国際会計基準」あるいは「綱の会計原則」に従った年度決算書の作成ある・’は調ee＋算書
　（UberleitUngsrechnung）を付した商法典に従った決算書の作成という義i務が課せられている
（3句。
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KUffher／H（雌は、国際的な基準に従って決算書を作成するという義務を、「新市場」への上
場許可という利点につなげることができる革新的な小規模および中規模企業にとっては、こう
した義務は、自己資本調達の新しい可能性と結び付いた意味のあるものであることを認めた上
で、しかし、これは、証券取引所との関係を持つ意思のないそれ以外の中規模企業には当ては
まらないと述べている。したがって、これが、企業の規模および経済的な枠組み条件を考慮す
ることなく、すべての企業に対して「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」を適用する
理由にはならないのである。ここから、KitherAi｛（xikは、国際的な会計基準の適用がリスク
資本の調達のような経済的優位性と結び付いている場合にのみ、当該企業から見て意味を持つ
にすぎないが故に、上場企業とそれ以外の企業によって適用される会計基準の差別化が必要に
なるという結論を導き出しているのである。
V．コンツェルン会計規定の差別化
　国際的な会計基準の中で規定されている個別の貸借対照表計上規定および評価規定は、商法
上の規定から乖離しているのみならず、さらに基本観念および経済的、社会的および法的枠組
み条件が異なっていることを背景に、現在の時点で、「国際会計基準」あるいは「米国の会計原
則」へと商法上の個別決算書を適合修正することは、“ユートピア”（Utopie）とみなされてい
る㈹。また、中規模企業も、こうした適合修正を行おうとしないし、受け入れもしないのであ
る。しかし、コンツェルン決算書（K（）mernabsChluss）の会計（報告）目的においては、商法
上の会計規定と「国際会計基準」および「米国の会計原則」とは一致しており、どちらも会計
情報の受取人に指向して作成されるものとされている。したがって、コンツェルン損益から、
配当あるいは課税に関する帰結が導出されることはありえないのであるan。　K血臨er〆H（雌によ
ると、その限りでは、国際的な会計基準への個別決算書の適合修正に対して示されている批判
は、直接会計の調和化の障害物とはなりえないのである。Kikffrier／H（nkは、国際的な投資家
が個別決算書よりもコンツェルン決算書に対して大きな関心を持っていること、そしてコンツ
ェルン決算書の会計（報告）目的が世界的に一致していることを理由として、会計基準の統一
化は、コンツェルン決算書においてのみ、可能であると結論づけているのである。彼らによる
と、近い将来、ドイツの個別決算書への国際的な会計基準の適用について議論されることはな
いので、コンツェルン決算書の作成についてのみ、会計の調和化が推進されることとなったの
である。
　Kt曲er1Hodくによると、コンツェルン決算書の作成方法には、二重耳ンツェルン決算書
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（duale　KonnemnabschlUsse）と並列コンツェルン決算書（parallele　KonzernabsChlUsse）の
二種類がある。まず、前者は、コンツェルン決算書が同時に商法典における会計規定と国際的
な会計基準とに合致する方法で、商法上の貸借対照表計上選択権、評価選択権および報告選択
権を行使することによって作成される決算書である。しかし、この二重コンツェルン決算書の
作成は、現実のものとはならない。というのも、重要な商法上の会計規定には、「国際会計基準」
あるいは「米国の会計原則」と一致しない、次のような相違が見られるからである㈹。
●
●
???
●
自己創設無形財産価値の積極側計上義務
開発費および設立費の積極側計上義務
費用性引当金の消極側計上禁止
長期請負工事の場合の工事進行基準（P・r・・ntage・・f“（lompleti・nM・thOd・）の適用
リース財産の帰属
享益権資本（Genul3rechtskapital）の貸借i対照表計上
　こうした相違により、同時に、商法上の規定と「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」
に一致したコンツェルン決算書の作成は不可能であることが明らかとなる。したがって、国際
的な会計基準八の適合修正の際に、後者の並列コンツェルン決算書という方法が採り入れられ
ることになる。このコンツェルン決算書においては、調整計算書という形式の中で、国際的な
会計基準の適用によって、そこに示されている金額がどのように影響されているのかというこ
とが説明されることになるcu。　KiifEherlH（nkによると、並列コンツェルン決算書の作成は、こ
の中のデータが、異なった経済的および法的枠組み条件によって影響を及ぼされていることが
十分に考慮に入れられない場合には、次のような問題を引き起こすことにつながる。すなわち、
商法上の規定から示される会計データと異なるデータの公表は、その情報価値を必然的に高め
るということを意味するのではないこと、持分所有者に刺激（1皿itationen）を与えることもあ
りうること、そしてコンツェルン決算書を国際的に比較する際に、誤った解釈が増えること、
である。そうではあるが、二重コンツェルン決算書あるいは並列コンツェルン決算書の作成は、
現在、国際的な範囲における投資家の獲得を目指している公開会社にとって不可避なこととな
っている。というのも、これらのコンツェルン決算書の作成は、国際的な資本市場を利用する
ために必要とされているからである。しかし、国際的な資本市場を利用する意思のない中規模
企業は、二重コンツェルン決算書あるいは並列コンツェルン決算書の作成によって負担しなけ
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ればならないコストを、自己資本の調達という経済的優位性によって調整する（ausgleiChen）
ことができないのである㈹。
　二重コンツェルン決算書あるいは並列コンツェルン決算書を任意に作成する代わりに、「国
際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従って作成されたコンツェルン決算書をもって、
商法上の規定に従ったコンツェルン決算書の作成が免除されることが、いわゆる「資本調達容
易化法」により可能となる。この法律により、企業は、その作成によって負担しなければなら
ない会計コストの発生を回避しうるのである（41）。KihfiherlH（nkによると、「資本調達容易化法」
の草案は、免除規定を適用しうる場合の必凄条件を列挙している。以下に、その必要条件を示
すことにする。
●
●
●
●
●
株式、社債（SchUldverschreibungen）、利益配当証（GenuBschejne）、オプション証
書（QiptionssCheine）あるいは類似の有価証券が、証券取引所、つまり「規制の下にお
かれた市場」（geregelter　Marke）で、自由取引（Freiverkehr）において売却されるか、
あるいは信用機関もしくは営業仲介人（gewerbliChe　Vermittler）を通じて売却される
ことによる、「規制の下におかれた市場」での親企業あるいはその子企業による外国の
資本市場の利用。
外国の資本市場での上場を許可するケースにおいて規定されている、あるいは一般に認
められている会計法の適用。
商法上の会計規定とのコンツェルン決算書の等価性（Gleichwer㎏keit）。
ドイツ法との等価性についての確認の付記および外国の資本市場に対して規定されて
いる、あるいは一般に認められている諸原則との一致についての確認の付記。
ドイツ法から乖離した貸借対照表計上方法、評価方法および連結方法の説明。
　ここから明らかになるのは、自己資本あるいは他人資本を外国の市場で調達しようとする企
業が、商法上の規定に従ったコンツェルン決算書の作成を免除されることになるのであり、「資
本調達容易化法」は、大企業を優遇する措置であるということである。したがって、「新市場」
を利用する意思を持つ中規模企業は、これらの必要条件を満たさない限り、免除規定を適用す
ることはできないことになる。つまり、相変わらず商法上の規定に従ったコンツェルン決算書
および「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従ったコンツェルン決算書を作成しな
ければならないのである（4z）。　KUflher／H（感は、免除規定の適用範囲は拡張されなければならな
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いと述べている。というのも、この適用範囲は、第三国の証券取引所に上場している企業に限
定されるのではなく、むしろ組織化された資本市場を利用する際に、「国際会計基準」あるいは
「米国の会計原則」に従ったコンツェルン決算書の作成を義務づけられている企業にまで拡張
されるべきであるからである。
　コンツェルン会計規定の差別化が意味を持つのは、上場企業が、「国際会計基準」あるいは「米
国の会計原則」の適用により、商法典に従ったコンツェルン会計義務を免除されるという法律
の規定を適用できる場合である㈹。K血er！H（油によると、商法典から乖離する貸借対照表作
成規定の適用によって作成されたコンツェルン決算書とここから切り離された個別決算書は、
無制限に補足的な追加清報手段であるとみなされる可能性が生じないのは、会計の受取人が、
個別決算書とコンツェルン決算書の会計（報告）目的が異なっていることのみならず、さらに
附属説明書（Anhang）において、行われた適合修正の影響が、貸借対照表計上規定および評
価規定の詳細な記述によって説明されていることを認識していることが前提となるのである。
こうしたことを背景にして、KUfiherlH（雌は、統一コンツェルン貸借対照表法（einheitlich
Konzernbilanzredht）の放棄を主張しているのである。というのも、コンツェルン会計を義務
づけられている企業の圧倒的な部分は、こうした放棄、つまりコンツェルン会計規定の潮ll化
によって何の影響も及ぼされえないし、その限りでは、コンツェルン決算書における比較可能
性が、著しく制限されることもないからである。K血e∬H（nkによると、コンツェルン企業
が、「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従って決算書を作成および公示する場合に、
商法上のコンツェルン会計を免除されることは、少なくとも経過措置（Vbergangsl6Sung）と
して認められるのである。彼らは、資本市場の利用とコンツェルン会計規定との結び付きは、
大企業に対して意味を持つのであり、その範囲内で、会計基準は修正されなければならないと
述べている。したがって、国際的な資本市場を利用する企業が国際的に認められた会計を必要
としていても、その基準に従ったコンツェルン決算書へと適合修正する場合に1ま、次のことが
考慮されなければならないのである。すなわち、国際的な資本市場の情報階向が、中規模企業
に対して、過度に負担を被らせるようなことがあってはならないというこどである（4tD。
　個別決算書およびコンツェルン決算書に関する規定において、欧州域内で進行している調和
化は、次のことを必要条件としている。すなわち、会計基準の統一化を目指す欧州連合（Europa
union；EU）の影響が増大するにつれ、欧州の貸借対照表法の基本原則もまた考慮され、経済
的および法的枠組み条件の変更によって適合修正が行われるということである㈹。
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VI．　KUfiher／H（xikの結論
　約300万社あるドイツ企業に占める小規模および中規模企業の割合は90％である。資本会社
は70万社にすぎず、そのうち約3千社が株式会社である。会計の国際化を主張する権利を持
ったグローバル・プレーヤーである大企業は、たった8千社である㈹。Kutfher／H（》dkは、どの
貸借対照表作成システムを適用するかは、貸借対照表作成者の立場に依存すると述べている。
彼らによると、小規模および中規模企業において支配的であるのは、匿名の資本提供者ではな
く、むしろその社員およびメイン・バンクなのである。したがって、小規模および中規模企業の
会計は、信用制度法およびその他多くの法律に従って、商法上の決算書監査および経済的事象
の公示という目的を達成するものでなければならないのである。これによって、財産状態と財
務状態に関する情報およびとりわけ当為と実際の比較（Soll－lst・VergleiCh）から明らかになる
収益動向に関する今日的な情報は、すべての利害関係者に対して公にされることになる㈹。
　企業が、株主に対して、情報の価値内容、貸借対照表計上規定あるいは評価規定の優位性な
らびにより高い収益水準を抽象的なつながりの中で示すことは、目標指導的（Zie血h1end）で
ある。しかし、次のこともまた、目標指導的なのである。すなわち、配当の大きさが、第一に
税負担（SteuerbelastUng）そして第二に信用創造可能性（Kreditsch6pfmngsm6gliChlreit）と
いう条件を満たすように決定されなければならないということである。ここから明らかになる
ことは、ドイツの会計システムは、株主のための会計あるいは原則的に大企業の会計において、
目標間衝突を引き起こしているということである。これに対して、外国の会計システムは、意
思決定に有用な情報を提供するという優位性を有しているのである㈹。K血erlH面kによると、
，1・規模および中規模企業は、こうした目標間衝突を認識していないのではなく、むしろ商法上
と税法上の利益算定における調和化を見出そうとしているのである。
　K血ellH（虚は、現在の「改革のよどみ」（Refbrmstau）は、すべての企業に対して適用さ
れる統一的な会計システムに端を発していると述べている。彼らによると、こうしたシステム
の中で問題となっているのは、国際的にはもはや認められない国内の選択権および「基準性原
則」なのである。今日、ドイツの貸借対照表法は、欧州法上（europareChtlich）に定められて
いる。その結果、ドイツ法は、共同体法上（gemeins（thaftsreChtlich）で解釈されなければな
らない㈹。KiifEherlH（雌によると、会計の国際1ヒという観点から、ドイツの基準性を放棄する
ことはできないのである。さらに、彼らは、二つの会計システムを切り離すことは、税務上の
いわゆる真空状態（vakuum）に穴をあ｝ナることにっながるという結論を導出しているのであ
る。
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K廿血eゴH（nkは、小規模および中規模企業にとっては、会計の国際化への現在のプロセス
を支援する必凄性も有意義性も明らかではないと述べている。しかし、こうした企業が、コン
ツェルンおよびコード化された資本会社（kodierte　Kapita］gese1］s（thaften）に対して法律を開
twることに反対する必要はないのである．ただし、難対照表法を国靴一と導く力が・並
行してさらに共同体法上の統一課税一も向けられる場合である（5°）・K血・rM・dkは・「世界契
約（WeltabschluB）は、まさに課税にも先行する」と述べている。したがって、欧州における
競争同一性（W。ttb。w。rb、gl・i曲・it）のための統一課税という目標を達成することVま・欧州
域内における会計の調和化というアブ・一チより灘しい6D・K血・rM・dkによると・「外国
的なもの（Ausliindisdhes）は、技術あるいは解釈方法を用いてのみ克服しうるのではない。
文化が改造され（umgebauen）なければならないのである。そして、我々は、小規模および中
規模企業の文化の改造をかなり省くこともできるはず働」なのである。
W【．むすび
　以上のように、本章では、KUflher／H（炊の論攻を中心にして、中規模企業における会計の
国ewヒについて考察した．　Kiiffti・r［H・dkが論理展開の基蹴しているのは・「新市場」（Z）AiJ
設（1997年3月10日）および「資本調達容易化法」（1998年4月24日施行）の草案にある
と思われる。彼らは、ドイツにおけるこれらの新しい制度を視野に入れて、中規模企業におけ
る会計の国際1ヒについて論じているのである。そして、その結果、「基準性原則」および統一課
税の擁護を導出しているのである。
　また、K負血er1H（nkは、コンツェルン決算書の作成方法のひとつとして、二重コンツェル
ン決算書を挙げている。二重コンツェルン決算書とは、コンツェルン決算書が同時に商法典に
おける会計規定と国際的な会計基準とに合致する方法で、商法上の貸借対照表計上選択権、評
価選択権および報告選択権を行使することによって作成される決算書である。ただし、彼らに
よると、この二重コンツェルン決算書の作成は、現実のものとはならないのである。というの
も、商法上の会計規定には、「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」と一致しない相違が
あるからである。しかし、1998年5月1日に施行された「企業領域における統制および透明
性に関する法律」によって商法典第342条が新設され、この第342条により「ドイツ会計基準
委員会」（DeutSChe　ReChnungslegting　Standards　Cornmittee；DRSC）が設置されたことに
よって、二重コンツェルン決算書の作成が現実となる可能性が生じているのである。この「ド
イツ会計基準委員会」の任務のひとつは、コンツェルン会計に関する諸原則を適用するための
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勧告を行うことにあるとされている働。さらに、「ドイツ会計基準」（Deutsches　Redhnungs－
1。gung、　Stand・・dS・DRS）を公表する「ドイツ基準設定委員会」（D・ut・・he
Sta　ndardisierungsrat；DSR）は、「ドイツ会計基準委員会」から委任されて設置された㈱も
のであるが、これらの「ドイツ会計基準」は、「その内容が法律規定と矛盾していない場合、『正
規の簿記の諸原則』（つまり法規範）たる性格をもち得る㈲」とされているのである。ここから、
商法典における会計規定と国際的な会計基準とに合致する方法で、コンツェルン決算書を作成
する、つまり、二重コンツェルン決算書の作成が可能となるかもしれないのである。したがっ
て、KUfEher／H（nkは、二重コンツェルン決算書を作成することは、商法上の会計規定におい
て、「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」と一致しない相違が見られる故に、不可能で
あるとしているのであるが、これらの相違を平準化する「ドイツ会計基準」が公表されること、
そしてこれらの基準が、「正規の簿記の諸原則」の役割を果たすことにより、二重コンツェルン
決算書が作成される可能性を示唆しているようにも思われるのである。
　さらに、これにとどまらず、KUflherZH（nkの論攻は、2000年3月8日付の官報による公布
後に施行された「無限責任社員法人制資本会社指令法㈹」（Kapita】gese山cha丘en　und　Co．－
Ridhd血e・Gesetz；KapCoR血G）に対する学説的な根拠の提供という役割をも果たしている
ように思われる。というのも、彼らが、コンツェルン会計規定の翻1」化の必要性を主張してい
るからである。「無限責任社員法人制資本会社指令法」は「無限合資会社指令」（GrnbH　und
Co．KG－RiChtlmie）［90／605EWG】を国内法1ヒしたものであり、「無限責任社員法人制資本会社
指令法」は、2000年1月1日以降、無限責任社員法人制資本会社が資本会社のように決算書
を提出しなければならないことを規定した法律であるasの。無限責任社員法人制資本会社に含ま
れる会社形態は、少なくとも無限責任社員（pers（5nliCh　haftender　Gesells（thafter）が自然人で
あるか、あるいは無限責任社員として自然人を有する人的商事会社（PersonenhandelS・
9副㎞誠）ではないすべての合名会社（・ff・n・H・nd・ISges・11SChaft・OHG）および合資会
社（K6㎜ditgeseIk幡；KG）とされている。2000年1月1日から、これらの無限責任
社員法人制資本会社は、商法典第264条から第335条まで、つまり、年度決算書およびコンツ
ェルン決算書ならびにそれらの監査および公示に関する規定を適用しなければならないのであ
るpm。
　つまり、K血er／H（nkは、「新市場」、「資本調達容易化法」および「ドイツ会計基準」とい
う制度を学説レベルで跡づける一方、「無限責任社員法人制資本会社指令法」という制度に先行
する論理を展開していると言えるのである。彼らの学説は、「無限責任社員法人制資本会社指令
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法」という制度を意義あらしめるものであり、そうした役割を果たす学説であると位置づける
ことができるのである。
　彼らは、本章で取り上げた彼らの論攻の中で、ドイツの個別決算書が「国際会計基準」ある
いは「米国の会計原則」に従って作成されることになるかもしれないことに対する根拠は明ら
かではないと述べている。彼らがこのようなことを述べた背景には、次のような意図があるよ
うに思われる。つまり、ドイツの個別決算書に対する国際的な会計基準の適用可能性を疑問視
する論理を、商法上の個別決箪書と「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」の会計（報
告）目的は異なっているが、コンツェルン決算書における両者の会計（報告）目的は一致して
いること、ドイツにおける小規模および中規模企業がその資金調達を他人資本に依存している
こと、さらに、これらの企業のドイツ企業に占める割合が大きいことから、大企業のコンツェ
ルン会計と小規模および中規模企業のコンツェルン会計とを差別化する必凄性を強調するため
の装置たらしめようとすることである。会計の国際化は、各国において、大規模企業、中規模
企業および小規模企業がどのような害恰で存在しているかを無視して行うことはできない。と
いうのも、規模の違いにより、各々の企業の抱える問題が異なってくるからである。
KiiffherlHoCkの学説は、会計の国際化を再考するきっかけとなるように思われる。
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第3章　ドイツ会計制度の国際化への対応と「基準性原則」
　　　　－Weber－Gre皿etの所説を中心として　一
1．はしがき
　ドイツにおいては、会計の国際化に対応するために、その制度づくりが進められている。ま
ず、商法の改正が行われ、最近では、税法の改革も検討されている。ドイツ会計制度は、大き
な転換期を迎えていると言えるのである。その際のキーポイントの一つとされているのが、ド
イツに特有の「基準牲原則」（MaBgebhd】keitspr画p）である。この原則は、商事貸借対照表
（HandelSbi｝anz）と税務貸借対照表（Steuerbilanz）を結び付ける役割を果たしている。こ
れが、現代のドイツ会計において、この原則が重要視されている理由である。
　本章は、ドイツ会計制度の国際化への対応の中で、「基準性原則」をめぐる議論を考察しよう
とするものである。さらに、「基準性原則」に関する学説の果たしている役割についても指摘す
る。なお、本章は、Weber・Grelletによる論攻の特に前半部分を中心として展開されている。
E．「基準性原則」の内容の概観
　「基準性原則」とは、商事貸借対照表が税務貸借対照表の基礎とされることを言う。つまり、
税務上の利益算定の際に、「まず、商法の規定に従って作成された貸借対照表、すなわち『商事
貸借対照表』が、税務上の諸規定に従って作成される計算書類である『税務貸借対照表』の基
礎に据えられる①」のである。この「基準性原則」を形式上規定している法律が、所得税法で
ある。所得税法第5条第1項においては、「法律上の規定に基づき、帳簿を記帳しかつ規則的
に決算書を作成する義務を負っているか、もしくはそのような義務づけなしに帳簿を記帳しか
つ決算書を作成する営業者にあっては、経済年度末に、商法上の正規の簿記の諸原則に従って
表示されなければならない経営財産が計上されなければならない（第4条第1項第1文）。利
益算定に際しての税法上の選択権は、商法上の年度貸借対照表と一致して行使されなければな
らない②」と規定されている。
　「基準性原則」は、1874年から、各々の州の法律の中に採用されている。この原則は、まず、
商法上の諸規律と結び付けられていたが、1925年以来、「正規の簿記の諸原則」（Gr㎜dsatze
ordnungsmaBiger　Buchfilhrung；GoB）が基準性を有するようになったのであるgこうした
動向は、リオン・ベッカーによって跡づけられる。彼らは、1924年の法律家の日（Jtnistentag）
にハイデルベルクにおいて、商人の考え方および慣行（Denkungsweise　und　Briiuche　des
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KaufUianns）に、税法上の利益算定を結び付けることを要求したのである。そして、1954年
の租税新秩序法（Steuern・u・rdnung・g・set・；StNOG）において・「商法上の正規の簿記の諸
原則」（handelSrechtliChe　Grundsatze　omhungsmal｝iger　Budhfithrung）という文言が採用さ
れたのである③。Weber－Grelletによると、「基準性原則」を法律の中に組み込んだ根拠は、商
法上の利益算定と関係づけることによって、税法上の利益算定を単純化すること、安全な商法
上の諸規律を適用させること、商人の判断の実行を承認すること、に見られるのである。
　「基準性原則」に対して、とりわけ重要な役割を果たしている概念が、「商法上の正規の簿記
の諸原則」であり、これらは「不確定の法概念」（unbestimmter　Gesetzesbegr面とされてい
る。この概念の内容を規定することは、今日まで成功していない。何を「正規の簿記の諸原則」
とするかということは、その「正規の簿記の諸原則」を何の目的で適用するのかという問題に
関わってくる。さらには、ある「正規の簿記の諸原則」は、具象化された「正規の簿記の諸原
則」として商法上の諸規範に結び付くのか、単に商法上の諸規範にのみ結び付くのか、あるい
は法規範としてみなされるのではなく、技術的な基準、例えば、「国際会計基準」あるいは「米
国の会計原則」としてみなされるべきなのかということも明確ではないのである④。
　Weber－Grelletによると、「基準性原則」は、例外によって実施されている。これは、税務上
の利益算定の意義および目的が「完全な利益」（voller　Gewinn）を把握することにあることか
らも明らかである。1969年2月3日付の大法廷（Grofiler　Senat）の決議によれば、所得税法
第5条第1項における「正規の簿記の諸原則」への指示は、「完全な利益」の把握、所得税法
第5条および第6条、そして課税の公平性（G】eidhheit　der　Besteuerupg）という憲法上の原
則から、場合によっては、税法の、商法上の積極側計上禁止（Aktivierungsverbote）および消
極側計上命令（PassiVierungsgebote）に関する義務づけを生ぜしめることになる。これに対し
て、商法上の計上選択権（hande】sreChtliChe　AnsatzwahlireChbe）は、義務づけられていない。
例えば、商法における計上選択権は税務貸借対照表においては計上命令になり、商法における
消極側計上選択権は税翻舗照表にお・・ては消酬計上禁止になるのである・ここから・「基
準性原則」には制限が付けられていることが明らかになる。こうした制限は、計上の場合だけ
でなく、評価の場合にも適用される。例えば、共通費（Gemeinkosten）の算入についての選
択権（商法典第255条第2項第3文⑤）のような商法上の評価選択権（handelSredhdi（lhe
Bewer加㎎swa㎞hte）は、税務上、直ちに基準性を有することはないのである⑥。
　　「基準性原則」を規定している所得税法第5条第1項第1文は、商法上（7？「正規の簿記の諸
原則」に従って記帳されなければならない経営財産を計上することを要求している。Weberl・
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Grelletは、この条文の意味は、文言通り解釈されなければならないと述べている。つまり、こ
れは、「商法上の正規の簿記の諸原則」を遵守することのみが、義務づけられていることを明言
しているのである。したがって、各々の個別の商法上の諸規定、商法典全体の諸規定、さらに
商事貸借対照表が基準性を有するとは明言されていないのである⑦。
　所得税法第5条第1項第2文によれば、利益算定に際しての税法上の選択権は、商法上の年
度貸借対照表と一致して行使されなければならないのである。これが、形式上の（逆転した）「基
準性原則」（Grundsatz　der　f（）rmellen　（umgekehrben）Mal｝gebhichkeit）と呼ばれるもので
ある。「逆転した基準性」とは、税法上の選択権に商法上の選択権が合致している限り、税法上
の貸借対照表計上選択権の行使および評価選択権の行使は、商法上でも行使されなければなら
ないということである。納税義務者が税務上の利点を利用することを望む場合には、彼は、商
事貸借対照表においてもそれと同じ価値を計上しなければならないのである。つまり、商事貸
借対照表に計上する価値は、税務貸借対照表に計上された価値によって決定されるのである。
この理由から、これは、「逆転した基準性」と呼ばれているのである。商法上、この「逆転した
基準性」（所得税法第1項第2文）は、商法典第247条第3項、第254条、第273条、第279
条第2項、第280条第2項、第281条といった、いわゆる開放条項（Offhungskhuseln）に
よって保護されている。こうした商法典の諸規定は、商法上の規定とは異なる貸借対照表への
計上を、ただ税務上の理由だけから承認している。つまり、税法上の選択権を、こうした商法
上の開放条項を介して、商事貸借対照表の中で行使することが可能となるのである。本来、こ
うした開放条項は、商法の規範構造のみの観点力・らは承認できないが・税法上の選択権力s’一般
に行使されているとすれば、「逆転した基準性1によって、これらは、商事貸借対照表において
も行使されなければならないのである。Weber－Grelletによると、「逆転した基準性」は、所得
税法第5条第1項第2文の中にしか存在していないのである⑤。
皿，商事貸借対照表と税務貸借対照表の機能およびその相違
Weber－Grel］etは、貸借対照表理論においては、「正しい利益」（rightiger　Gew血1）の算定
は不可能であると述べている。彼は、商事貸借対照表上の利益とは、将来、引き出す可能性を
侵害することなく、かつそれによって企業を危険にさらすことなく、利益請求権
（Gew血ibereChtigten）に基づき分配されうるか、あるいはこれによって引き出されうるもの
としている。つまり、これは、不均等な実現原則（imparitatisChes　RealiSationsprinzip）に基
づいて算定された、損失を見越計上した売上利益なのである⑨。Weber－Gre皿etによると、売上
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と結び付けられる効果を持つ実現原則および損失を見越計上する効果を持つ不均等原則
（lmparitatsp血五p）は、次のことを示唆しているのである。すなわち、年度剰余額を算定す
る際の本源的な意義および目的は、配当可能利益を算定することにあるということである⑩。
彼は、配当可能利益の算定という観点においてのみ、商事貸借対照表を作成する際の実現原則
および不均等原則という慎重思想は、正当化されうると述べている。さらに、多くの選択権を
持つ商事貸借対照表法は、成果の管理（Steuerung　des　Ergebnisses）、秘密積立金の設定
（Bildung　stiller　Reserven）およ麻1」益平準化（Gew血rgVattung）に対しても働きかける余
地を持っており、慎重に配当可能利益を算定するという役割をますます果たしているのである
（li）。しかし、　Weber－Gre皿etによると、こうした余地は、経営者にとってこれらが有用である
ほどには、債権者あるいは投資家にとっては有用ではないのである。彼は、商事貸借対照表法
の基礎は、一方では慎重原則に、他方ではさまざまな選択権にあるとしている。こうした基礎
によって、商事貸借対照表上の清報は、必然的に貸借対照表作成者の自由裁量に委ねられるこ
とになるため、これらは、「計算書類の組織的な歪曲」（Systemat厩he　Entste恥㎎des
ReChnungswerkes）を承認していることに通じるのである（10。
　これに対して、税務貸借対照表は、税法上の基準に従った税務上の利益算定に機能する。
Weber－Gre皿etによると、税務貸借対照表上の利益算定は、給付能力に従った課税の原則
（Grundsatz　der　Besteuerung　naCh　der　Leistungsfahigkeit）、同一処理の原貝ll（Grundsatz
der　Glei6h三behandlu㎎）および法治国家性（ReChtsstaatilidhkeit）に基づいて行われなければ
ならない。つまり、確実性および明瞭な基準が必要となるのである。税法においては、蓋然性
　（wal）rshceinli（ihlieit）は認められないのである。税法上、問題とされるのは、債権者保護お
よ麻lj益平準化ではなく、公正かつ妥当な課税（faire　und　zut　reffende　Besteuerung）であり、
税法における利益算定機能は、商法におけるそれとは別のものなのである（1co。　Weber－Grellet
は、国庫は、給付に対する正当な課税（leiStungsgerechte　Besteuerung）に結び付く測定基礎
である「実現したキャッシュ・フロー」という観点での情報を求めていると述べている。彼によ
ると、貸借対照表税法の基礎となるのは、税法の干渉法的かつ分配法的な性質（eingriff－und
verteilungsmhtli（ihe　NatUr　des　SteuerrechtS）から生じる一般的な諸原則である。とりわけ、
給付能力に従った課税の原則、構成要件適合性の原則（G㎜dsatz　der　TatbestandsnぬBigkeit）
および公平性の原則（GrundSatz　der　GleiChmii｛｝igkeit）がこれに当たる（19。つまり、貸借対
照表税法の機能は、合法的かつ公平な課税という目標を持った、企業の経済的な給付能力の指
標としての利益の期間適合的な（periOdengerechte）算定にある。ここから、　Weber－Grellet
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は、経営上の所得の性質は、貸借対照表上の利益算定の特別な性質によって特権を与えられて
はならないと述べている。
税法の一部としての貸借対照表税法は、法と結び付けられている（1977年租税通則法第3
条第1項；構成要件適合性の原則）。干渉の性質および範囲は、規範化されなければならず、
租税の構成要件は、一般条項（Generalklauseln）あるいは裁量構成要件（Ermessens・
tatbes伽de）のように形成されてはならないのである。つまり、税法は、具体化された規範シ
ステムを求めているのである。税法上の利益算定の意義および目的は、「完全な利益」を把握す
ることである。この理由から、商法上の貸借対照表計上選択権は基準性を有するとは言えず、
税法上の選択権のみが考慮されることになるのである⑮。
　Weber・Grelletは、商事貸借対照表および税務貸借対照表は、機能上相容れないと述べてい
る。つまり、前者は、配当可能利益を算定するという役割を担っており、後者は、「完全な利益」
を算定するという役割を担っているということである。彼によると、商法上の諸規定も、「正規
の簿記の諸原則」も、税法上の利益を算定する際の基礎とはなりえないのである。税務上の利
益算定の場合には、配当、負債補償能力（S6huldende6㎞㎎sf猷㎏keit）、比較可能性、慎重性
および債権者保護は問題ではない。むしろ、システムの正確なかつ給備肋に合致した課税の
測定基礎に基づいて算定される金額が問題なのである。Weber－Grel］etは、商事貸借対照表は
中間計算（ZWi・・th・n・eChnung）であり・税務難対照表瞳終計算（llndrectmung）である
と述べている。彼によると、i隣性は、税法の歪み（DefOrrnatiOn）につながり、「逆転した基
準性」は、商法の歪みにつながるのであるae。
N．最近の動向
1．租税軽減法1999／2000／2002の諸規律
Weber．Gre皿etによると、所得税法の租税軽減法（Steuerent　aastmgsgesetz；StEntlG）に
よって、貸借対照表税法の領域において取り扱われる諸規律は、貸借対照表税法を「正規の簿
記の諸原則」および商事貸借対照表法からさらに開放している。貸借対照表税法は、より厳密
に法典化することにより、税法に不適切な不確定性（Uhbestimmtheit）を部分的に制限して
いるのである。新規律は、これによって、利益算定を客観化するという役割を果たしている。
さらには、個別の選択権の制限も、この方向を目指しているのである。また、導入される諸規
律は、多くの事例において、これまでの判決に合致している。そして、これらは、貸借対照表
税法の諸原則に還元されるのである。新規律は、貸借対照表税法を「正規の簿記の諸原則」シ
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ステムからさらに切り離すことにつながるのである（ID。
2．憲法上の観点
Weber－Gre］］etによると、国庫に対しての保護を与えているのは、商法および「基準性原則」
ではなく、憲法および憲法から導出される税法上の諸原則である。税法の憲法上の保証は、商
法による税法の保護を時代遅れにしているのである。彼は、税法と私法との間の緊張関係は、
所得税法第5条第1項における「基準性原則」によって緩和されることはないし、私法に有利
なように緩和されることもないと述べている。
　1969年2月3日付の決議において、貸借対照表作成上の選択権は、税法において、憲法上
の課税の公平性の原則（第3条）に合致しているとされたが、この場合は、税法と私法との間
の緊張関係は、明らかに税法および課税の公平性に郁1」なように緩和されていると言えるので
ある（Is。　Weber－Grelletによると、憲法による保護は、憲法から貸借対照表税法が直接導出さ
れうることを意味しているのではなく、むしろ憲法によって立法者の活動余地が決められてい
ることを意味しているにすぎないのである。
3．欧州共同体法（EG－Redht）および欧州裁判所の判決
貸借対照表指令法（BilanzriChtli皿bn－Gesetz；BiRiLiG）によって、ドイツの貸借対照表法
の中に転換された1978年7月25日付の第4次指令は、その第2条第3項において、年度決
算書は、会社の財産状態、財務状態および収益状態の実質的諸関係に合致する写像を伝達する
ことを求めている。これは、ドイツの貸借対照表法のこれからの動向の方向を示した1996年6
月27日付の欧州裁判所の判断、いわゆるトムベルガーの根拠にもなっているのである。「トム
ベルガー訴訟事件は、ドイツ国内の裁判所の司法権から離脱して、欧州裁判所によって下され
たドイツ会計法に関する最初の先決的な審判である（19」と言われている。この訴訟事件の内容
は、次のとおりである。すなわち、被告であるコンツェルン親会社は、資本持分子会社の1989
年度の利益配当に対する請求権を1999年度の親会社の決算書に記載した。しかしこの記載は、
ドイツ商法の実現原則に照らして不当な会計処理であり、したがって当該請求権を1989年度
の決算書に記載することを求めて訴訟を起こした者が、原告である親会社の一株主（トムベル
ガー）であった⑳。この事件の注目すべき点は、収益実現の認識時点についての解釈と審判が
ドイツ国内の司法権から離脱して欧州裁判所に委ねられたこと、および欧州裁判所が伝統的な
ドイツ会計における慎重原則ではなく、「経済的観察法」（w並sd滅hdhe　Betrachtu㎎s一
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weise）に基づいてその判断を下したことに見られるのである⑳。　Weber－Gre皿etによると、こ
の判断は、「経済的観察法」（wirts（inaftliche　Betrachtungswejse）と「真実かつ公正なる写像
an」（tme　and　fair　View）という二っの中心的な概念に基づいている。欧州裁判所は、「真実か
っ公正なる写像」という概念の中で、貸借対照表の真実性の原則（Gnmdsatz　der
Bilanzvvahitheit）を強調しているのである。したがって、利益の実現についての規定は、この
原則が遵守されていることを保証したのであるen。
　さらに、欧州裁判所は、1999年9月14日付の決定で、一括引当金（Pauschahril（ikstellungen）
は、それらが必然的であり、かつ実質的諸関係に合致する写像を伝達する限りで承認されると
いう決定を下した。Weber－Gre皿etによると、商法は、これにより、「完全な利麹の算定を要
求している税法に歩み寄ったことになるのである。さらに、1999年9月14日付の判断から、
欧州裁判所は、ドイツの税務貸借対照表に関する事案も取り扱うということが結果として生じ
たと言えるのであるua。
4．国際化
　ドイツ、米国、英国、フランスおよび日本のような大工業諸国における、貸借対照表作成方
法および評価方法を含む会計システムには、重要な相違点がある。例えば、米国および英国に
おいては、「真実かつ公正なる写像」思想が伝統的に支配的である一方で、ドイツ、フランスお
よび日本においては、慎重原則が支配的である⑳。
　Weber－Gre】】etは、「国際会計基準」（lnternational　Accounting　Standards；IAS）による会
計報告の上位の目標は、変動を含めた企業の財産状態および財務状態（財政状態）および経済
的な鮒勧（業絢を示すことにあると述べて・・る・彼によると・会計neは・資本市場の
投資家の関，b事に応じて行われる。したがって、彼らの意思決定に適合した比較可能な事象の
データを提供することによって、彼らが最も有利な投資を行えるように支援することは、会計
報告の本源的な任務なのである。「国際会計基準」は、こうした任務を担っているため、つまり
情報機能を高めることを目指しているため、税法上の諸規律によって影響を受けるということ
はありえないのである。「国際会計基準委員会」（lnternational　Aooounting　Standards
Committee；IASC）の方針によれば、実現は、より早く行われる傾向を持ち、損失の報告は、
より遅く行われる傾向を持つ。Weber－Grelletは、前者の例として、長期の任務（langfristige
Aufuagen）の場合を挙げ、後者の例として、無形固定資産対象物の積極側計上（Aktivierung
immaterieller　Anlagegegensttnde）、販売市場指向的な、または使用指向的な（nutzu㎎s・
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orientierte）財産評価を挙げている。さらに、彼は、「国際会計基準」は、経済環境の急激な変
化に伴って生じる会計実務の変化に応じた事象関連を年度決算書上に表示することを、商法典
よりも、厳密に要求していると述べている。その際に、「国際会計基準委員会」は、ドイツとは
異なり、新しい実務を法典化することに依存せず、自ら新基準を設定しうるのである㈲。
　米国の会計報告の目標設定は、「財務会計基準審議会」（Fina　naia1　Aocounting　Standards
Board；EASB）の「概念フレームワーク」（Conoeptual　Framework）の中で起草されている。
それによると、財務報告の任務は、「意思決定有用性」にある。会計データは、すべての利害関
係者の経済的な意思決定に役立つべきなのである。Weber－GreI］etは、米国の年度決算書に欠
けているのは、配当測定機能であると述べている。この場合、商法上の利益算定も税法上の利
益算定も、厳密に切り離されているのである。こうした方針に基づいて、「一椴に認められた会
計原則」（Generally　A㏄oepted　A㏄oountmg　Standards；GAAP）は、導出されているのである
（留）。
　Weber－GreIletによると、さらに、「一般に認められた会計原則」は、キャッシュ・フロー・ス
テートメント、セグメント報告書ならびにデリバティブについての記載事項を規定している。
全体的に、米国の会計報告は、「動的」（dynamjsCh）に行われ、かつ「公正なる表示」（Fair
Presentabめn）を求めているのである。会計情報は、本源的には、所有者（EigentUmer）に帰
属している。つまり、徹底して株主価値に指向しているのである。Weber・Gre皿etは、この理
由から、期間的に正確な成果の算定、会計データの比較可能性、税務上の会計報告と「「般に
認められた会計原則」に従った会計報告の切り離し、秘密積立金の非計上等が結果として生じ
ると述べている。「一般に認められた会計原則」は、権威のあるルールではない。まして、それ
は、税務会計に対しては、何の意味も持たないのである⑳。
　国際的な動向に対応するために、立法者は、「企業領域における統制および透明性に関する法
律」（（”、eset。　zur・K。nt。。be・und・Ttansp・・enz・im・Untern・hm・bSb・r・iCh；K・n［［llaG）および
　「資本調達容易化法」（Gesetz　zur　Verbesserung　der　Wbttbewe蜜bs趾㎏keit　deutscher
Konzerne　an　inter－nationalen　Finanzmiirkten　und　zur　ErleiChterung　der　Aufhahme　von
Gesel】schafterdatlehen；KapAEG）を制定した。これにより、「国際会計基準」あるいは「一
般に認められた会計原則」に従ったコンツェルン決算書を作成することによって、商法典に従
った決算書を作成することが免除されることになったのであるau。　Weber・Grelletによると、
このことは、ドイツのコンツェルン貸借対照表法からの脱却を意味しているのである。彼は、
まもなく個別決算書の国際1ヒについての議論も行われることになるだろうと述べている。
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Weber・Gre皿etは、このことに付随して、これにより、ドイツの貸借対照表が分割されてし
まう可能性を危瞑している。つまり、国際的に活動しているコンツェルンは、彼らのための新
しい法律を遵守し、それ以外の国内でのみ活動しているコンツェルンは、従来の伝統的な貸借
対照表法を遵守することになるということである。彼によると、すでに、持分でコンツェルン
を評価できる一方で、それ以外のコンツェルンは、その資本参加を伝統的な方法に従って把握
しなければならないという状況が生まれているのである。今日では、コンツェルン企業は、英
語でのみ示されている、法規範に従っていないか、あるいはそのようなものに基づいてもいな
い、さらにその内容および展開に関して、立法者の影響が及ぶことのない諸規定に従って、貸
借対照表を作成することができるのである。こうした諸規定、例えば欧州共同体法、「国際会計
基準」、「一般に認められた会計原則」、さらにはそれ以外の諸国の任意の諸規定すらも、ドイツ
の貸借対照表に影響を及ぼしているのである㈹。
　Weber－Grelletによると、貸借対照表法には、目下、「権利剥奪」（Entmechtlichung）の傾向
が見られる。これは、「国際会計基準委員会」および「財務会計基準審議会」に匹敵する私的な
団体である「ドイツ会計基準委員会」（Deum　hes　Reclmungslegungs　Staridards
Committee；DRSC）が設立されたことからも明らかである。この設立は、会計専門家が自己
を管理することにつながる。彼によると、「連邦財政裁判所」（Bundesh　hoDの「無力化」
（Entmachtu㎎）、そして税法からの切り離しは、必然的な結果なのである。さらに、商事貸
借対照表が公法であるが故に、「一般に認められた会計原則」に従って免除されたコンツェルン
決算書は、「国際会計基準」に従ったコンツェルン決算書と同様に、問題となっているel）。
　資本市場の観点、からすれば、ドイツの会計報告の哲理（Rechnungslegungsphilos（）phie）、例
えば秘密・積立金の設定、そして可能な限り少ない配当金は、二つの重大な結果をもたらしてい
る。一つは、株主にとって不可解な秘密積立金によって、どこかでもしかしたらより生産的に
費消される可能性のある資本が、企業内に留保されるという結果である。もう一っは、企業が
その秘密積立金をいつでも使用できる場合には、市場の統制の下で行われるほど絶対的に合理
的ではない動機から、こうした資本を投入することができるという結果である。したがって、
すべての利害関係者、例えば共同経営者、所有者、公共団体、いわゆるステーク・ホルダーにと
って有用であるのは、こうした資本を市場に指向した基準に従って投入するということなので
あるpm。
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V．「基準性原則」を考察する意義
　ドイツは、会計の国際化に対応するため、その制度づくりを進めている。その際のキーポイ
ントの一つとされるのが、ドイツに特有の「基準牲原則」である。この原則は、商事貸借対照
表と税務貸借対照表を結び付ける役割を担っていることから、重要な問題とされている。もと
もと各々の貸借対照表の作成目的は異なっていたはずである。しかしながら、商人の負担の軽
減を求める産業界からの圧力、そして税法上の利益算定の単純化をはかるという立法者の動機
に基づいて、この原則が採用されたのである㈹。目下、ドイツにおいては、この「基準性原則」
を維侍するのか、あるいは「基準牲原則」を放棄するのかということについての議論が盛んに
行われている。その中でWeber－Grelletは、商事貸借対照表の機能と税務貸借対照表の機能は
相容れないことから、「基準性原則」の維持を疑問視している。「基準性原則」を考察する意義
は、この原則がこうした状況にあるということを確認することにある。
VI．むすび
　以上のように、本章では、ドイツ会計制度の国際化への対応から見た「基準性原則」を中心
に考察を試みた。Weber－Grelletは、商事貸借対照表の機能は、債権者保護および慎重原則に
基づいた配当可能利益の算定にあるとし、税務貸借対照表の機能は、課税の公平性および給付
能力に基づいた税務上の利益の算定にあるとしている。したがって、二つの機能は相容れない
　　　　　　　　　ごのである。さらに、商事貸借対照表と税務貸借対照表を結び付ける「基準性原則」は、ドイツ
会計制度の改革から見ても、その存在意義が問われている。Weber－Grelletによると、それは
最近の動向からも明らかなのである。彼は、例として、租税軽減法19991200012002の諸規律、
憲法上の観点、、欧州共同体法および欧州裁判所の判決、そして国際化を挙げている。
　また、Weber－Gre皿etは、いくつかの「連邦財政裁判所」の判決を簡略に例示し、そこから、
「基準性原則」により引き起こされる問題を明らかにしているCO。つまり、「連邦財政裁判所」
の判決を示すことによって、「基準性原則」を維持することの難しさを指摘しているのである。
彼は、ここから、所得税法第5条第1項における「基準性原則」という制度と「連邦財政裁判
所」の判決に見られるような実際の実務が、現代においてますます乖離していることを示唆し
ている。Weber－Grelletの学説は、ドイツ会計における最近の動向および「連邦財政裁判所」
の判決から「基準性原則」を考察することによって、この原則の現状を正当化している。換言
すれば、彼の学説は、制度と実務の乖離を正当化する役割を果たしているのである。このこと
は、彼が、「基準性原則」の機能を疑問視しながらも、所得税法第5条第1項の改正を要求し
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ていないことから明らかである。
　前述のように、「基準性原則」を巡ってさまざまな議論が展開されている。例えば、「『国際会
計基準』の基準性」について、一連の論争を繰り広げているのが本論文第5章で取り上げるエ
ストライヒャー・シュペンゲルとフィルビア・ガッセンである（3iD。彼らの学説もまた、
Weber－Grelletの学説と同様に、「基準性原則」の現状、つまり「基準性原則」という制度と実
際の実務が乖離しているにもかかわらず、依然として「基難原則」が維持されている状況を
正当化している．異なっているのは、その観点である．つまり・一方はドイツ会計1こおける最
近の動向および「連邦財政裁判所」の判決から、制度的に「基準性原則」を考察しており、他
方は「『国際会計基準』の基準性」という論理上の観点から、「基準性原則」を考察しているの
である。結論として、各々の学説は、「基準性原則」から離反している実務を、制度上および論
理上、擁護していると言えるのである。
注
（D鈴木義夫著，『ドイツ会計制度改革論』（2000年，森山書店），68－69頁。
②この訳出については、同上書（72頁，74頁）におけるものを採用した。また、法律の条文につ
いては、http：〃www．einkorrmiensteuerrecht．delestgl§5．　htm　l　vom　2．＆2000からダウン・ロードし
た。
（a・W。b。r－G，ell。t，H。i。，iCh“Der　M・139・bliCh］・eitSgrunds・t・㎞臨㎞・㎞・be・
Entwi。klunge㎡’，Bbin・bS…lla・at・・，H・ft・5Y52（23・　12・　1999），S・2659・
霧酷雛丙容について館上一男．wフレーリックス臨r現代ドイツ商法典（第二棚
（1992年，森山書店）を参照されたい。これ以下に示される条文についても同様である。
⑥Weber－Gre］let，HeinriCh…，aa．0．，S．2659．
（7）Ebd，S．2660．
（OP　Ebd．，S2660．
（9）　Eb（i，S．2660．
（iO　Eb（L，S．2660。
（11）Ebd，S．2660．
（iM　Ebd，S．2660．
⑬Eb己，S．2660．
（14）　Ebd，S．2660．
㈹Eb（L，S．2661．
⑯Eb己，S．2661．
（iの　Ebd，S．2662．
ll辮膿，　rドイツ会計の新展開一国eeピーの轍アブ・一チー』（・999年森
山書店），160頁。
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（2σ）同上書，161頁。
⑳同上書，161頁。
anこの概念の詳細な内容については、拙稿，『会計上の“真実かつ公正なる写像”概念に関する一
考察』（1997年，明治大学大学院修士学位論文）を参照されたい。
（eP）　Weber－Gre】let，Hein1ゴch…，aaQ，S．2662
②のEb〔1，S．2662．
（2⑱Eb己，S．2663．
as）Ebd，S．2663．
⑳EbじL，S．2663．
en　Ebd，S．2663．
（2｛1）本論文第1章』
ooP　Weber－Gre】let，Hein［dch…，aaO．，S．2664．
（31）Ebd，，S．2664．
an　Ebd，S．2664．
（33）鈴木義夫著，前掲書，『ドイツ会計制度改革論』，71頁。
…、W。be，．G，，ll。t，H。in，j。h－・，aaO．，S．2（scva，2666．瞠欄政fiYJEFiJの諸判決力・ら明らかになる「基
準性原則」の問題点を指摘するにあたって、Weber－Grelletは、以下の判決文を用いている。①経
済財（Wirtschafisgut）に関する判決・・19．6．1997－IV　R　16〆95（Betrbbs－Berater；BB，Hefし
42（1997），S．21562157）②債務引当金および損失引当金（VerbindliChlieits－und
VerlustrkckStellunglに関する判決・・3．7．1997－IV　R　49／96（DER　BE’IRJEB；DB，Heft
43（1997），S，2157・2158》③経済的な所有権と他人の建物（WirtsChaftlidhe8　lligenturn　und
Ilr。mdb。uteniに関する判決一1．10．1997－X・RgY94（BB，H・ft・IO（199⑤・S・52⑤・42・199＆X　I　R
35／97（BB，H。ft・20r・998），S．1039・04・），・7．7．・998－X　I　R55197・25・9・・996一皿R　11W95（BB・H・ft
23（199の，S．・1191－1192），30．1．1995G・S・492（BB，H・ft・13（19gbl・S65365a・30・7・1997－I　R
65196（BB，H。ft・2（199の，S．8・－84），10．41997－IV・R・12t96（BB，H・ft・42（199の・S・2157－2159）・20・9・1995
X・R94！92（B明。ft・11（199ED，S．571－573），27．11．1996－VIII・RgZ92（BB・H・ft　22（199の，S・113a
1135），15．10．1996．V［II・R44194BB，H・ft・26（199の，S・1356－135の・7110・1997－VIII　R　63195，11・6・1997’X
IR、77196（BB，H，仕韻199の，S．2048－2（n9），23．8．1999－G・S・Y97（BB，H・ft　41（1999）・S・211Z
2、、e，・O．3．・999．X・1　R2Z98（DB，H・ft・28（・999），S・・430）（螺醐立（B・w・rtma・gs・i・heit）に関する
判決．・15．10．1997．　1　R1α97（BB，H・丘即998），S．739741），23・・6・・1997－G・S　2／93（BB・H・ft
38（、9gO，S．・939・94・）⑤同一時期の禾・溢の積観計上ehasengl・iCbe（菊血面曲㎜9）に関す
る判決…＆3．1989．X・Rgy86，11．4199CPI　R80／89，26・11・1998－IV・R5Z96（BB，H・ft
10（1999），S．507－510），16．・12．・1998・I　R5α95（BB，H・ft・23（1999），S・・12（）6－1212）・
なお、括弧内に雑誌名および頁数が記されているものについては、すでに入手済みである。
〈3tD本論文第5章，
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第4章　　「基準性原則」と「国際会計基準」による課税
　　一〇estreiCher／Spengelの所説を中心として一
1．はしがき
　ドイツにおいては、「国際会計基準」（lnternational　A㏄oounting　Standards）あるいは「米
国における→Cに認められた会計原貝ll」（US－（len・rally　Aooepted　A（x）ounting　Prineiple・・以下・
「米国の会計原則」）の導入に対応するための制度改革が、昨今急速に整えられている。こうし
た制度の改正を根底から支える役割を果たしている法律が、「資本調達容易化法」（Gesetz　zur
。。rb。説皿㎎der隙b・werb・tlihigk・it　d・ut・cher　Konzem・a曲pi幽蝕k伽㎜d㎜
E。lei，h伽㎎d。，Auihahm・v・n（沁鎗艶・1・afterdatl・h・n）および「企業領域1・おける統制お
よび透明性に関する法律」（Gesetz　zur　Kont　rolle　und　1］ransparenz　im　Unternehmens－
bereich）である①。これらの2つの法律によって、ドイツ企業が世界市場で活動ずるための環
鰹備がかなり進められたことは事実であるが、これらは・ドイツの制度上の問題点すべてを
解決するものではない。
本章は、これらの問題点の・つを明らカ・にするために、Oestrei・h・・ノSp・㎎・1の共同論攻を
用いることにより、とくに彼らが取り上げている「国際会計基準」の基enl・焦点をあて・そ
れと伝統的なドイツ商瀕（H。nd・lg・・et・bu・h・HGB）の基鞘との関係につV’ての考察を
試みるものである。
　現在、ドイツにおいては、「国際会計基準」の適用は、コンツェルン決算書（Konzem・
。bschluB）を作成する場合に限られている．また、「国際会計基準」に従ったコンツェルWt
算書の作成目的は、ディスク・一ジャーのみ1・ある．しかし・「国際会計基準」にお1ナる決鰭
作成規定は、コンツェルン決算書のみならず、個別決算書（Ein2e】ab謡オuB）の作成に対して
も適用されうるのである。ドイツにおいて、「国際会計基準」の適用が個別決算書の作成には認
められないとすると、個別決算書をべ一スに税務上の利益算定を行っている現段階では、結局、
商法典に従った個別決算書の作成から1燗放されえないということになる・これでは・ドイツ
企業の決算書作成における鯉を轍し、世肺場での競争力を高めることを目的とするドイ
ツの思惑から大きく外れることは否めない。Oestreicher／Spengelは、「国際会計基準」に従っ
た決算書をべ一スにした税務上の利益算定の影響について分析しているのである。
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皿．税務上の利益算定に対する「国際会計基準」の基準性
Oest，reiCh。r∫Sp。㎎。1は、「国際会計基準」あるいは「米国の会計熈1」」がd諫・商法上の
個別決算書に対して影響を及ぼす可能性を予測し、現在の寄与（Beitrag）の範囲内で、とくに
商法典を「国際会計基準」に対して開尉ることカ・ら生じる税務上の利益算定に対する結果を
分析している。
ドイツでは、「基準性原則」（Grund・at・d，・・㎜9・bbehk・it）に従って・営業を営む者
（（”、ew，rb，tmeib。nd。）は、収益税貸借対照表（E・tragsteu・rbil・n・）において・「商法上の『正
規の簿記の諸原則』（G・und・at…血㎜9・mal｝ig・・Bu・㎞㎞㎎）に従って謙されな1ナれ
ばならない経営財産（B，trieb、v。rm69・n）を繍年度（Wnts・1・aftsjahr）末に講し」瀦
税法第5条第・項第・文）なければならないのである・「基難熈ll」とは・鈴木によると・
課税所得を計算する際に、「離の規定1・基づいて作成された貸借対賑すなわち商事難対
照表（H。nd。ISbilanz）が、税務上の諸規定に基づいて作成される計轄類である税麟借対
照表（Steu。rbilan。）の基礎とされる②」ことであり、「これを・醇難対賑の税務貸イ罰
照表にたいする基enの原則という③」のである．また、「この原則は・・9轡己後半の所得税
法にその根拠を有して④」おり、「当初、商人が離と税法に基づく利益計算を男1」々におこなう
ことのWWさを避け、それによって、献の会計の簡素化をはかろうとするいわ｝ま便宜的な理
由か騰入されたもの⑤」である．Oestreich・r／Sp・㎎・1は・離上の「正規の簿記の諸原則」
を国際的な基準伽m。ti。n・le　St・nd・rds）1・対して開twる場合にも・この「基en原則」
を纏することが可能であり、その場合の必要条件は・「正規の簿記の諸原則」カミ・法臓
（RechtSn。。m）として、それらの性質を守ることであると述べている⑥・そして・その理由と
して決定的なものを3つ挙げている⑦。
、．本来、「基鞄原則」は、利益算定鯛に2つの年度決鰭（Jal・・e・ah・ChlUsse）を作成し
なければならないという煩雑さを簡素化することを目的として・…年以上前こ導入されたも
のである．それと並んで、正式の営業貸鮒照表（・rd・ntliCh・（”・eschaftSbil・n・en）という相
対的に確かな基蹴必要とする理由は、商業（H・nd・1）および営業（（語w・rb・）からの所得
を算定するということ法制度を続するということ・および法enを簡素化するということ・
にある．これらの理由のうち、税法の解イヒおよび法制度の統一性については・「基準鵬則」
によって今日まで繍されているのである．これ洲蘇においても税務上の禾1」益算定に対する
基準となったままである場合には、この長所は、国際的な基準に対して離上の「正規の簿記
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の諸原則」を開放する際にも維持されうるのである。
2．「基準性原則」の弁護者（BefUrworter）にとっては、上記の簡素化思考は、単なる決定的
な論拠（auss（ihlaggebende　Argument）ではないし、元々決定的な論拠ではない。彼らにとっ
て決定的であるのは、商法上の規定に従って算定された利益は、経営経済上も税務上も企業の
経済力の決定的な尺度を示しているということである。そして、このことを商人が理解し、そ
の上で、この利益とは、会社が最大限に社員に分配しうる金額であることを認識するのである。
また、「基準性原則」の弁護者にとって、国際的な基準に対して「正規の簿記の諸原則」を開放
することは、単に税i務貸借対照表法（Steuerb㎞edht）にのみ関わる問題ではない。国際的
な基準を導入するとすれば、「基準性原則」は税務上の利益算定にも関わってくることになるの
である。
3．「基準性原則」への批判としては、商法上の「正規の簿記の諸原則」に基づく利益算定は、
課税の公平性および構成要件適合性（dje　Glei（畑β堵ke批und　die　Tatbestandsm韻塘keit　der
Besteuerung）という憲法上の諸原則（verfassungsreChthChe　PrinZipien）と一致しえないと
いうものがあり、したがって一部では、「正規の簿記の諸原則」を拒否しているのである。こう
した批判の背景には、商法上の「正規の簿記の諸原則」は実質的に十分に規定されておらず、
会計処理についての多くの選択権および将来の損失の見越し（Vorwegnalime　ki㎞ftiger
Verlust）を認めているということがある。慎重性原則（VorsichtSpmbzip）を基礎としている
課税測定基礎（Steuerbe皿nesungsgrundlage）は、公平性の原則（GleichmiilSigkeits－
grundSatz）という経済的に非効率的な歪み（Verzerrungen）に至っているので、その他の部
分は、収入超過額（ZahlungsUberschtSse）からの基礎に基づく利益算定を選好しているので
ある。
Oest　reiCher／Spengelによると、商法上の規定に対する中心的な批判は、「正規の簿記の諸原
則」が　“何よりもまず慎重であること（Vorsicht　Uber　a皿es）”を要求しているというところ
に見られるのである。（）estreicher／Spengelは、この要求に従って、慎重な利益算定の原則
（Gn皿dsatz　der　vo正si6htigen　Gew血1ermittlu㎎）による利益算定という商法上の考え方が
形成されることは正しいとしている。慎重性とは、財産価値（Verm6genswerte）あるいは収
益（Ertrage）は高すぎることなく、また負債および費用は低すぎることなく見積もられるべ
きであることを意味しており、このことは、不完全な1青報しか与えられていない場合の価値の
算定（Ermittlung　von　Werten）に対しては、保守的な見積り規定（SChatzregeln）を適用し
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なければならないとする商法上の慎重性原則に合致しているのである⑧。Oestreicher／Spengel
は、しかし、この慎重性が「国際会計基準」に対して適用されるにせよ、またその“部分がそ
の他の基準に対して適用されるにせよ、多くの個別規律（Et　elregelungen）および具体的な
基準においては、確実に算定されうる価値の積極側計上を放棄すること、製造される財を個別
原価（Einzelkosben）⑨について積極側計上すること、あるいは秘密積立金（st皿e　Reserven）
を設定するために減額記入（Abschreibung）を実施すること、の三点を認めていないことを認
識しなければならないと述べている。また、こうした基準は、商法典の規定よりもはるかに密
度の濃い規律　（Regelungsdichte）を持っており、さらにこの規定よりもはるかに少ない選択
権を持っているのである（1①。OestweicherlSpengelによると、ベンチマーク処理（bendhmark
treatment）と認められた二者択一的処理（anowed　altema伽e　treatment）との間に部分的に
既存している選択権は、各々の基準の改正の動きの中で、様々な特典を伴って改良されている。
したがって、「国際会計基準」に対して商法典を開放する際に、商法上の規定を税務上の規定と
対応させることについての批判は意味をなくすことになり、したがって、商法典に対する展開
の余地（Gestaltu㎎sspjeh加me）は小さくなり、秘密積立金の設定についての可能性は制限
されることになるのである（11）。しかし、Oestreicher／Spenge1は、税務上の利益を算定する際に、
将来の損失を他の方法で将来の利益として把握しなければならなくなるという可能性がある限
りでは、こうした批判は無意味にならないはずであると述べている。OestmeiCherlSpengelに
よると、こうした批判に従って、税務上の利益算定について、「国際会計基準」の規定から区別
する場合には、「基準性原則」の基本原理（Grundprinzip）自体を疑問視する必要はなくなる
はずである。つまり、現行の税法では、未決取引（schwebende　Gesch餓en）において発生す
る恐れのある損失（drbhende　Verlust）に対して引当金（RUdkstellungen）を設定することが
全く認められていないことを考慮すれば、現行の諸規範（Nomen）が税務上の目的を犯して
いないことが認められるため、「基準1生原則」が、税務上の目的を犯すことになる性質を持って
いないこと力朝らかになるのである（th。
　商法上の「正規の簿記の諸原則」を「国際会計基準」に対して開放する際に、「基準性原則」
を維持するための必要条件が、この諸原則の法規範としての性質を守ることであることは前に
述べたが、Oestreicher∠Spengelは、「正規の簿記の諸原則」が課税という目的に対して改正可
能であり（reVisibel）、将来においても司法による統制（richterliche　Kbnt　rolle）を基礎として
いることを理由にして、国際的な基準を導入することによってこの諸原則を放棄することにな
るとすれば、課税という法的安定性の原則および構成要件適合性の原則（dje　Pr画pien　der
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Re（ihtssicherheit　und　’Ritbestiindsmal｝igkeit）はもはや保証されるはずがないと述べている。
「ドイツ会計基準委員会」（Deum　hes　Redhnungslegungs　Standards　Committee）が会計報
告規定（Rechnungslegungsvorschriflen）を立法化する手続の際に、連邦法務省
（BundesjustiZmmisterium）に対して助言を行うという方法（商法典第342条第1項）は、
私的な委員会が商人の慣行に指向した「正規の簿記の諸原則」の理解へと逆戻りすること
（RUdkkehr　zu　einem　an　der　1（au㎞mshbu㎎面entめ抽en恥rs伽dnjs　der　GoB）を意味
しているか否かという議論がある⑬。しかし、Oestmeicher／Spengelは、第一に「ドイツ会計
基準委員会」の勧告は原則に対して発せられるものではないこと、第二に裁判所は、それに従
って基準となる貸借対照表計上価額あるいは評価が「正規の簿記の諸原則」と合致しているか
どうかという判定の際に独立していることを挙げ、こうした議論を退けているのである。さら
に、この裁判所による判決（Rech細redlu㎎）は、「正規の簿記の諸原則」を国際的な基準に
対して開放する際に、意味のある役割を担っていることを指摘し、さらに現代の過渡期
（（）bergangszeit）に生じる法的不安定性（RechtSunsicherheiten）を考慮することを除外し
てはならないことを強調しているのである。また、（）estreicher／Spengelは、他方において、
税務貸借対照表法は、すでに今日、欧州会計法に基づいた貸借対照表法（Bilanzrecht）と結び
付けられており、“トムベルガー判決ae”以来、ドイツ会計法の方針と合致した解釈は、“真実
かつ公正なる写像（IS”の提供をより強く遵守させるという結果につながることは明らかである
と述べている。OestreicherlSpengelによると、今後、　EU証券取引所（EU－B6rsen）に上場
している企業のための公表規定（Offenlegungsregeln）を改善し、年度決算書の比較可能性
　（Vergleichbarkeit）を保証することを試みるとすれば、欧州法を国際的な会計基準
　（tntemationale　Red㎞u㎎slegungsstandards）に対して開放することを放棄してはならない
のである。
　さらに、Oestreicher／Spengelは、商事貸借対照表および税務貸借対照表による利益算定に
対する「国際会計基準」の適性についての異論は、アングロ・アメリカン的な決算書の持つ情
報目標（lnformationsZiel）に関係していると述べ、米国における分配測定機能（Aus－
schUttUngsbemessungsf　mnktion）について説明している。つまり、米国では、分配について
は、取締役会（Board　ofDirectx）rs）による決定のみが重要であり、こうした機関（Organ）は、
意思決定を行う際に、その基準を年度剰余額の金額（H6he　des　J血esUbers6husses）に限定
してはいないのである㈹。しかし、Oestreicher／Spengelは、米国におけるように、年度i剰余
額が、配当金の測定に対して法的な意味を少しも持っていないとしても、この額は、その結果、
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適切な分配に指向した大きさ（geeignete　AusschU伽ngsriChtgr6Be）では全くないこと、した
がってこれを課税の基礎にすることはできないことを必然的に意味するものではないと主張し
ているのである。
皿．企業課税に対する「国際会計基準」の基準性の影響
　商法上の「正規の簿記の諸原則」を「国際会計基準」に対して開放する際に、「国際会計基準」
は、収益税の測定基礎（ertr　ggsteuerliChe　Bemessungsgrundlagen）および企業の租税負担
（Unternehmenssteuerhe】臨tu㎎）に対してどの程度まで影響を及ぼすべきであるかという判
断は、原則的にドイツの立法者（Gesetzgeber）に委ねられているaの。っまり、これは、「基準
性原則」の形成という問題であると言えるのである。Oest塾eicheゴSpe㎎elによると、「基準性
原則⊥は、無制限に維持されるという選択権、放棄されるという選択権、そして部分的に離反
する（dmhreChen）という選択権、という三つの選択権を持っているのである。そこで、
OestreiCher／Spengelは、これらの三つの選択権の各々のケースを量釣に分析し、各々のケー
スの企業の負担の影響および税収入の影響を調査するために、11の産業について考察している。
11の産業とは、加工業（Verarbeitendes　Gewerbe）、化学産業（Chemisdhe　lndustirie）、電気
工学産業（Elektrotedhnik）、食品産業（Emmhrung　ggewerbe）、道路車両工事業
（S励㎡h㎞ugb。u）、製鉄産業極・nsch・ffend・lndu・tm）、機械工学業（M・・Chin・nh・u）・
建設業（Baugewerbe）、商業（Handel）、運輸業（Verkehr）ならびにサービス業（DienstleiStung）
である。なお、量的な分析は、現行の課税に対して実質的に最も意味のある費用計上
（AufUrandSvemechnung）という範囲における所得税法と「国際会計基準」との間の相違の
考察に限定されている。具体的には次の規律が考察されている。
一建物（Gebaude）および動産無形経済財（bewegliche　und　immaterielle　WirtsChaf　ggUter）
　　に対する減額記入額の計上（Vemechnung）、
一税務上の減額記入期間の相違、
一　製作原価（Herstenu㎎sko6ten）の算定、
一経営上の在庫品評価（VorratSbewertUng）の消費順処理方法i（Verbraudhsfoigeverfahren）、
一経営上の老齢年金（Altergverordnung）の実施形式（Dur　lhfUhrungsfbmmen）および見
　　積り（Beredmungen）の基礎、
一開発費（EnMddung6kos艶n）の会計的処理、であるas）。
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　なお、収益の時間上の把握の相違は、考慮されていない。というのは、「国際会計基準」に従
えば、受注工事（Ferhgu㎎sau踊gen）およびサービス提供（DiensleiStUngen）からの収益
は完成度（F。蛇、tellung・9・ad）によって所得とされ、また金融商品（Fin・nzinsmm・nte）
および外貨建項目（FremdwalirungSposben）からの収益は市場価値の動向（Ent　wridklung　des
MarktWerts）によって所得とされるので、算定された負担変動（BelastUngsvem　nde】rungen）
および税収変動額（Steuere血1ahmeve血deru㎎en）は傾向として小さすぎるからである（19）。
1．企業の租税負担分析についての結果
Oestrei（her／Spe㎎elは、各々の産業の経済的な租税負担の主要な結果を次のように分析し
ている⑳。
（、）離上の個別決算書に対して「国際会計基準」を導入することは・鵬上の結果から促進さ
れることはない。つまり、調査された産業の租税負担総額（Gesamtsteuerbelastung）にっい
て、産業によってかなりの相違が明らかになったのである。
（2）嘔際会計基準」の基準wが無制限1・効力を持つ場合・すべての調査された産業の負担聡々
に増えることになるはずである。この場合には、相対的にサービス業は、わずか3．2％の負担
増大によって勝者（Gewinner）とみなされる一方、運輸部門（VerkehrSbranche）の企業は、
24％もの負担増大によって敗者（Verlierer）とみなされることになる。この結果から、「国際
会計基準」に従った税務上の利益算定へと移行する場合、その産業が、固定資産集約型
（Anl。g。1ii、、t，nsitat）であればあるほど、そして従業員集約型（P・rs・n・］inb・n・itat）であれ
ばあるほど、なおいっそう租税負担上の不利を被ることが明らかとなるのである。
（3）現行の所得税法の規定（；9・7条）に基づく減編入額の計上の範囲において・基wwを部分
的に離反すること（D。。nhbrechung）は、調査された産業の過半数にとっては・伝統的な利益
算定と比べて租税軽減（SteuerentlastUng）となる。こうした離反の相対的な勝者とみなされ
るのは、比較的固定資産集約型であり、かつ、それほど韓品集約型ではない産業・例えば・
化学産業、道路輌工事業および運輸業である．これに対して・準骸用の鯛配分（di・
P，ri。disi，rung。。n・V。rs。・ge・ufW・ndung・n）について基enを離反すること1ま・伝統的な利
益算定と比べて租税腫負担（Steu・m・hrb・1・・tu・g・n）になるのである・この場合・相対的
な敗者とみなされるのは、とりわけ比較的従業員集約型であり、かつ、若干在庫品集約型であ
る産業、例えば、建設業、製鉄産業、電気工学業、食品産業および騰業である・両方の離反
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を考慮すれば、確かに同じく負担の増大が明らかになる。この結果により、「国際会計基準」の
基準性を無制限に維持することと同様に、こうした離反は放棄されるのである。なお、相対的
な敗者とみなされる産業、例えば、サービス業、電気工学業および機械工学業は、若干固定資
産集約型であり、比較的在庫品集約型かつ従業員集約型として際立っている。
以上から、Oest肥i（iner／Spengelは、「基準性原則」の具体的な形成にっいては、一方では現
在の企業の租税負担の水準が高くなる可能性あるいは低くなる可能性があり、他方では現在、
部門に依存している（bran（ihenabh麺g）租税負担の格差（Steueゴbelastu㎎sge制e）が縮
ノ」、される可能性あるいは拡張される可能性があることを考慮すると、ドイツの立法者には、国
家的に見ても、広範囲に及ぶ経済政策的な活動の余地が残されており、その余地は維持されな
ければならないということを強調しているのである。
2．国際的な比較におけるドイツ企業の競争状態についての結果
Oestreicher／Spe㎎elは、国家間で比較することによって、ドイツ企業の税務上の競争状態
に対する「国際会計基準」の基準性の影響を評価するために、ドイツの他に、フランス、英国、
オランダおよび米国を含めた国際的な租税負担比較を実行している。この負担分析は、次の主
要な結果を導いているeD。
（1）現行の法律状況（Re6htslage）によると、ドイツおよびフランスは、企業レベル
（Unteme㎞ensebene）で比較した場合、英国、オランダおよび米国よりも税金が高いこと
が明らかになっている。ドイツにおいては、高い租税水準（（las　hohe　Steuerniveau）は、ま
ず第一に収益税（Ertxagsteuern）に還元されなければならないのに対して、フランスでは、
過度に高い負担は収益に左右されない税金を用いることによって調整されているのである。そ
れでもやはり、個々に表示された数字を一般化することは不可能である。数字に重要な影響を
及ぼす要因は、成果状態（Erfolgslage）、固定資産集約型、在庫品集約型および企業の従業員
集約型のような産業の型、および自己資本比率（Eigenkapitalquote）である。ドイツにおい
ては、成果および自己資本比率が少なければ少ないほど、そして固定資産集約型、在庫品集約
型および従業員集約型であればあるほど、負担状態は相対的になおいっそう有利に見えるので
ある。その他の国々における負担は、部門（Branche）に応じて、そして経営経済指数
（Kennzahlen）の特徴（Auspriigung）に応じて、ドイツにおける負担よりもさらに高くなる
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可能性がある。
（2）「国wa計基準」に従った嚇上の禾II益算定一の一面的な轍（Um・te皿ung）という事例
においては、ドイツ企業の国際的な税務上の競争状態は、比較対象の国々に対して悪化するは
ずである。このことは、すべての調査された産業に対する負担が徐々に増えていることから見
ても驚くに値しない。
（3）「国際会計基準」に従った税務上の禾溢算定一の国際的に統一された樹テによって・ドイツ
における税務上の競争状態は、英国およびオランダに対してのみ悪化するはずである。これに
対して、フランスおよび綱と比較した場合は、事例の過半数において改善されている・結論
として、ドイツにおいては、それほど固定資産集約型および在庫品集約型でなければないほど、
また従業員集約型であればあるほど、「国際会計基準」への移行によって、相対的な改善がなさ
れないことになるのである。
（4）轍、「基準性原則」の形成につ・・て、ドイツの立瀦は根本的な三つの選択権を考慮する
ことになる。そして、外国の立法者の在り方も踏まえて、今までの税務上の利益算定法
（（・、eWi皿，rmiUlung、reCht）を維持するのカ・、あるいは「国際会計基準」に従った税務上の利
益算定＿と樹けるのか、ということを検討しなければならないのである・また・これにより・
どのような影響をドイツ企業に及ぼすことになるのかということも認識すべきなのである。例
えば、第一に、基WWが減額記入について甑する限りでは・すべての調査された産業に対す
る負担は、「国際会計基準」に基づいた税務上の利益算定と比べて小さくなり、それに従って、
産業の過半数の競争状態は、諸外国の競争相手（Mitkonkurrenten）に対して改善されること
になる。このことは、諸外国において、「国際会計基準」に従った税務上の利益算定へと移行す
るのか、あるい慨存の利益算定法が維持されるのか、ということに関係なく有効である・第
二に、「国際会計基準」の基準性を準備費用の期間配分について離反することによって、すべて
の調査された産業の実際の租税負担は、伝統的tlitiFl」益算定と比べて・そして「鴎会計基準」
に従った利益算定と比べて高くなるのである。この場合、ドイツ企業の相対的な負担状態は、
諸外国に対して恩けるIS・9・である．しかし、これは瀦外国が「国際会計基準」に従った税
務上の利益算定一とi」Xi－9一る力否かに｝撫関係である・第三に・減額訊額の計上についても
準麟用の鯛配分についても基準性を離反する場合、ドイツにおいては・伝統的な利益算定
　と比べて原則的に過重負担となる。したがって、ドイツ企業の負担状態は、諸外国の税務上の
利益算定がその都度支配的な法律1・よって擶されている場合には・国際的に見ても；llil’fLする
　ことになるはずである。
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以上から、Oestreicher／Spengelは、減額記入の期間配分について離反することによって、
ドイツ企業の国際的な競争状態は改善されるはずであると結論づけているのである。
3．総合経済的な租税収入についての結果
Oestrei（iner／Spengelによると、「国際会計基準」に従った税務上の利益算定を基礎づける際
に考慮しなければならないのは、租税収入の影響の量化（Quant血aler　mng）は、法人税を納め
る義務のある企業からの直接の税金に限定されていたということである。具体的には、法人税
（K6rpersdhaftsteuer）、連帯責任付加税（S6h㎞tatszusch㎏）および営業税
（Gewerbesteuer）は、収益によって考慮されていたのである。　Oest　reiCher∠Spengelは、こ
の場合、短期的な所得収入効果（Einnahコneeffekte）と長期的な所得収入効果との間で細分化
されることになると述べている。短期的な効果は、「国際会計基準」に従った利益算定へと移行
する時点で生じる固定資産の計上規定（Ansatzvorschriften）および評価規定（Bewe血㎎s・
vorschrifien）によって決められる測定基礎（Bemessu㎎sgrundlage）の修正という機能であ
り、長期的な効果は、さらに、次期以降の期間（FolgeperiOden）の税収入変化（AUf－
kommensveratiderungen）給んでいる（2D。　Oest　reiCher／Spengelは、これ1こ対して、次のよ
うに主要な結果を包括している（2ED。
（1）税務上の利益算定に対する「国際会計基準」の無制限の基準性という事例について、短期的
には、1998年に予想される収益税収入（Ertncagsteuerautkommen）のうち平均して約50％の
追加所得収入（zusat乞bche　E血ぬhmen）をもって見積もらなければならない。租税収入につ
いての効果は、部門によってかな’ c大きく異なる。例えば、加工業からは、43％の追加所得収
入をもって見積もられなければならず、運輸業からは、さらに、200％以上の所得収入増
（Mehle血iahmen）が明らかになる一方、サービス業部門からの税収入は、逆に一22％とな
るはずである。このように結果が異なる理由は、産業部門の経済的な構造にある。明らかに敗
者とみなされるのは、資本集約的な部門（kapitalintensive　Branchen）、例えば、運輸業、食
品産業および製鉄産業であり、従業員集約的な部門（personalintensive　BranChen）、例えばサ
ービス業は、勝者とみなされるのである。次に、長期的には、収益税収入は短期におけるほど
大きくは変化しないはずである。加工業からは、約5％という普通の税収入の増加となる。ま
た、この場合の相違の範囲は、道路車両工事業からの約1％という税収入の増加から、食品産
業および運輸業からの約15％の増加にまで及んでいる。こうした部門による相違は、短期的な
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効果と同源因に翫されなければならな…つまり・麟部門の繍的な離の相違に基づ
いて考慮すると、道路輌工事業、化学産業およびサービス業のような従類集約的な部門は・
長期的には適切剛益算定縦の転換に対処することが可能となり・餌産業・灘業およ
び運輸業のような資本集約的な部門よりも早く・こうした規定一の齢過程（Anpassungs°
proze6）を達成することができるのである。
（2）「国wa計基準」の基wwのmaロ的な鯉ま・継的な税収渤果と結鮒く可難もある
し、また消勧な税収入蘇と結び付く可能性もある・例えば・「国際会計基準」の基準性が・
渤およ飼動設備購，w。gliCh・・A・1・g・v・rm69・n）の減額記纈の計上につ“’て離反する
場合には、騨的にも長鋤にも鰍収入は下向きになるという動向が明らカ“になるのである・
また、「鴎会計基準」の無制限の基鞘・ついては、調査された部門に対する効果がかなり異
なる．まず蜘的には、収入不足（Einn・hm・ausfli・1・）については・・998年に期待されるべ
き収入の、。％から7・％まで生じる｝S・9・である．この場合・一方では轍のはっきりした老断
金があり、他方では固定資産en的な部Fr、例えば・電気工学業・道路輌工事業および難
産業は、6。％と95％との間の収入の増力ロで明らかに嚇とみなされる・次に・長鋤な収入不
足については、建設業における・％、そして働韓門（Kraftfhl）r2Eugbrauche）における12％
となるだろう．鴫に、資本ma的かつ従類集約的である部門は・長期的に眠も助成され
る（begiinstigen）ことになるのである．さらに・WW費用の期間配分についての「国離計
基準」の基準性磯反は、これに対して、短期的に脹駒にも税鵬（Steue皿eh「’
。inn。h，n。n）とma附けられる｝㎡である．短期的な収入の増加は・・998年から期待される
べき租穂入（Steuereinn。hm・n）の約45％から25・％になる・この場合・固定資産における
比較的高いPt・i・1・・（illi・1・・j益eSufilv・rtung・g・Winnen）に対して・名を挙げるに足る埋め合わ曲
な処置（n。＿w，mek。mp。nsat・tSCh・M戯㎞・n）が何も施されていないので・特1こ資
本集納な産業、例え薩輸業およて喰品産業がこれに該当するのである・また・積極的な収
入傾向画。hm，tr。nd）は、長期的な場合にも明らかになっている・この場合OS加は・所
徽法による収入と比べて・・％から22％にまで及んでいるのである・他方で1ま・食品産業およ
て麟業という資本鞠的な産業においてVま、最も高い増収をもって評価されなければならな
いのである．最後に、「鴎会計基準」の基準性が減額：en額の計上についても準獺用の鯛
配分についても緻している場合に｝ま、同じく鞭的な収入動向（Einn・hm・・ntW’Cldung）
が際立っている．この場合、騨的媚収1ま、・998年から鯖されるべき収入の1％から24％
になる．比ma在齪勲型の部門、例えば麟工学業・製薙業およ鏑業は・18％から24％
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という過重負担となり、相対的に敗者とみなされることになる。長期的な収入効果は・運輸業
における一1％、電気工学業における10％で推移するのである。こうした収入の増加は・産業
の過半数について、「国際会計基準」の無制限の基準性において生じるのである。
以上から、Oest　reiCher／Spengelは、税収入の主要な変化に対応する方法は、「国際会計基準」
の基準性への移行時期においては、その都度検討されなければならないと結論づけているので
ある。例えば、短期的な効果は部分的に非常に重いものとなるので、その結果、企業にとって、
こうした移行時期は財政的に厳しいものであるといえる。したがって、企業がこの時期におけ
る転換成果（Umsten㎜gser飼ge）を分配することが可能となるような一時的な経過規定
（Ubergangsregelungen）が必要とされることになるoo。
Oest　reidher／Spengelによると、減額記入額の計上について「国際会計基準」の基準1生を離
反するという事例を例外とすれば、短期的な効果および長期的な効果は積極的である。例えば、
長期的な収入動向については、収益税の測定基礎を変更する場合、企業全体の耐用年数
（Lebensdauer）について調整されるべき一時的差異（temportire　Djfibremen）のみが問題と
なるのである㈲。Oestneicher／Spengelは、長期的な効果は、企業の再投資政策（Re－
Investitionspolink）に関する承認に依存していると述べている。さらに、長期的な収入動向は、
かなりの部分に対して、「国際会計基準」への転換とのつながりで生じる金利効果
（Zinseffekte）によって影響を及ぼされるのであるが、この金利効果は、それとは別に、こう
した領域において国内の競争力および国際的な競争力になりえるので、具体的な処置を決定す
る際に、特定の部門からの収入効果の非対称の分配（aSymmetrische　Verbeilung）が考慮され
るはずである、とOest　reiCherlSpengelは結論づtナているのである。
N．租税立法者の行動余地に対する「国際会計基準」の基準性の影響
1．伝統的な税務貸借対照表法に基づく「基準性原則」の影響
　Oestrei（iher／Spengelによると、ドイツの租税立法者（Steuergesetzgeber）は、収益税の測
定基礎の形成に対して、そして企業の租税負担の水準の固定化に対して影響を及ぼす可能性を
持っているが、その場合、決定的に「基準性原則」の活動範囲に左右されるのである。したが
って、「国際会計基準」を無制限に税務上の利益算定の基礎とする場合には、彼らにはほとんど
行動の余地が残されていないことになるのである⑳。こうした状態においては、彼らは、「正規
の簿記の諸原則」の動向に関する購（Stellungnahmen）および注釈（Kommentierungen）
59
第4章　　「基準性原則」と「国際会計基準」による課税
を与えることによって澗接的に収益税の測定基礎に対して影響を及ぼすのである・
0。、t，ei，h。r／Sp。㎎。1は、現そテのme状態においては、所得税法1・よって離上の「正規の簿
記の諸原則」における多くの制限がZZされているので・基WWを躰的に制限することは当
然のことであると述べている．さらに、多か紗なかれ広範囲にわたって基WWを離反するこ
とによって、騨は、「正規の簿記の諸原則を改正する際に・直接的に収益税の測題礎・租
鵬担および企業の国際的轍勒に騰を及ぼす可製を持つ酵なのである⑳・
　「国際会計基準」を基靴した場合、所得税法に従った減額記入額計上計算
（、Ab、Ch，eibung。。。rre，hnung）を維持すること1・よって・蝶に対する轍効果
（Entl。、tu。g、effekt）が猷されることカ・明らかになっている・（le・trei・h・r／Sp・㎎・1は・そ
の際に、勘ロ的に国際的な競争力も改善される｝S・9Mであると述べている・これに対して・この
ように企業の負担が轍されたことにより、国庫にとっては深刻な税収減（Steue「－
mind。，，im、㎞。n）が生じることになる⑳．しかし、　OestreicherlSp・㎎・1によると・これと
同時に蝶による投資働（ln…titi・nSfatigl・・it）および鞠行動（1皿・Vati・nStatigk・it）・
そしてその結果の新たな工場の設立（翫囲㎎鵬at曲her舳・itSpMtze）もまた簾的に
轍されるので、鮪されるべき税収入の増減はそれほど大きくはならないのである・
さらに、平等原則（Glemb。itssatz）および鮒勧原則（leiStUng・bl）igk・itSp・inzip）
に指向した所得課税の実施が中心となっている場合にも・「国際会計基準」の基WWの離反は慎
重に行われるべきである㈲．・esneiCh・rlSp・ng・1は・立瀦が・「国際会計基準」に従って税
務上の利益算定を行う場合の基準性、収益税の測趨趨よびその普及に対して・粥源則
および法人税原則・よって影響を及ぼすことについての効率的な手段を・企業の租税負担・税
収入およびドイツの所碗（St・nd・rt・・D・u曲d）の鴎的な欝力の上に見出すことカs’
可能な｝ttr3Mであると述べている．というの｝ま、企業は所在地を決定する際に・そして投資につ
いての意思決定を行う際に、まず第一euza　akの税率およびそれほ灘しくなく「a‘」定できる租
税鯉を好むため、魅力的な所在地鮒を設定することによってますま轍イける国際的な租
税システム間欝から、税率を引下げるという｛頃向をmeすることができるからである⑳・し
たがって、Oestreich，r∫Sp。㎎。1によると、魅力的なm上の所在地条件をめぐる国際的轍
争において、測定基礎が甑する場合に税率を引き下げることは・税率の損掟基礎を削減する
　という方法よりもはるかに有効なのである。
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2．商事貸借対照表についての税務上の選択権の形式上の基準性
Oest　rei（沮er／Spenge1によると、租税猶予（Steuerstmdungen）を禾1」用することによって経
済政策的な目標を猷するために、立法者は潔急の法律（aktue】田e　Re6ht）に従って・税務
上の測定基礎の形成について商法上の年度決算書に及ぼす影響を取り除くことができるのであ
る．「国際会計基準」の規定においては、ドイツ会計によって儲づけられる基準性の逆転
（Umkehrung　der　MaBgeblichkeit）（31）という概念は存在しないので、「正規の簿記の諸原則」
を国際的な会計基準に対して開放する際に、この逆基準性原則を維持することはもはや不可能
なはずである。したがって、補助金による租税優遇措置（subventione皿e　Steuer－
。。㎎幡卸㎎。n）を実施する場合、商法上の年度剰余額に類似した配当禁止（AUS・
、chUtt。ngssp。me）という実務を放棄しなければならないはずなのであるem・
Oestreidher／Spe㎎elは、このことを次のデータから明らかにしている㈹。
（、）所得課税の改革についての提案1・従って、測定基礎の普及は・取引所得（M・tknnk・mm・n）
を可能なかぎり完全に把握することによって、そして租税割引を禁止することによって達成さ
れるべきであるので、逆基準性の適用範囲は、「正規の簿記の諸原則」の範囲内で行使される税
務上の選択権に限定される。
（2）減額EELM6よ醐価の鯛内に残っている選択権は・「正規の翻の諸原則」の基準性によ
って大部分は隠蔽されている。例えば、より低い部分価値に基づいた減額記入についての選択
権、あるいは棚卸財産（Vorratsvermdgen）に対する一定の消費順序（Verbrauchsfoige）につ
いての選択権、がこれである。
（3）逆基・eW源則を放棄する際に、動産繍財の消耗（Abnutzung・bew・gli・her　Wi・tschafbS°
9hte。）に対する控除（Abset・㎎・n）｝・よる計上についての選択権を・徐々に減らすという方
法によって維持する場合、これにより、商事貸借対照表において経済財の減額記入が直線法
（lm。are．M。thOd，）によって実施されてレ・るとい・う事例に対して・租税髄措置によって達
成される純財産増加分は自動的に企業の所有者に分配されうる、という結果が生じるのである。
っまり、商事貸借対照表においては、租税費用（Steuerau飾and）はあまりに低すぎるという
ことになるのである。というのは、税務上の規定に従って税金を支払うべき利益は商法上の規
定に従った利益より低く、商事貸借対照表においては、次期の営業年度中に十中八九生じうる
租税飽を考慮して、この誕税金に対する弓i当金が設定されているからである・こうした繰
延未納税金（SteuerschUld）に対する弓1当金の不醸性を度外視すればこの繰延税金を難
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対照表に計上するという義務は、商法上の規律に従って明らかになる利益と同じくらい分配さ
れうる、という結果を生むのである。そして、高く設定された税務上の費用が分配可能性
（Ausschht噸potentia1）を低くするという現行の法律に従って生じる配当禁止を基礎づけ
ることができるのである。それは、国庫が、租税節約にまさる利益を企業に対して認めていな
いからである。
（4）最終的に、逆基準性から結果として生じる資本会社の株主の排斥（Djsk血血ierung）とい
う事態は解消されるのである。
V．むすび
　Oestrei（iher／Spengelによると、商法上の「正規の簿記の諸原則」は、この諸原則が国際的
な会計基準に対して開放される場合にも維持されうるものであるが、その際の泌要条件は、法
規範としての性質を守ることなのである。さらに、06stτei6her／Spengel　lま、国際的な会計基
準に基づいた税務上の利益算定は企業の租税負担を高くすることになり、積極的な税収入効果
へと結び付くものであるが、「基準性原則」は、こうした財政的な効果に左右されることなく、
維侍されるべきものであると述べているのである。また、国際的な会計基準に基づいた税務上
の利益算定へと移行する際の短期的な負担は、一部の産業に対して大きな影響を及ぼすもので
あることから、一時的な経過規定が必要であるとも述べている。さらに、Oestrei（血erZSpe㎎el
によると、「正規の簿記の諸原則」が改正される場合にも、立法者は、基準性の離反および税率
の形成によって企業の租税負担および総合経済的な租税収入の水準に対して影響を及ぼす可能
性を持っているので、したがって、「正規の簿記の諸原則」を国際的な会計基準に対して開放す
る際に、税収入がそれほど大きく片寄ることなく、この諸原則を改正することが可能なはずな
のである。国際的な傾向として、測定基礎の普及および税率の引下げというスローガンのもと
で、企業の租税負担についての改革が実施されていることから見ても、ドイツにおける逆基準
性は放棄されるべきであるという見解を、Oestreicher／Spengelは持っているのである。
最後に、（）estreicherlSpengelの共同論攻は、制度そのものを議論しているのではなく、「国
際会計基準」の基準性について論理上で量的に分析したものであることに注意する必要がある
と思われる。この共同論攻を用いた理由は、これによってドイツ的な制度の在り方の問題の所
在を明らかにするためであることを特筆しておきたい。
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〈e　Oestreicher．Andreas．，Spe㎎eL　Ch由toph，“lnternabOna1Aocounting
Standards，Mal｝gebli6hlceitsprinzip　und　Besteuerung”，DEveBE7］urEB，Heft
12（26。⊃舳rz　199g）．S．593．
⑦Eb（L，S．593．
霧酷謄個男順鷹醸獺．齢務費梱別原価が形成される、いわゆる醐緬
計算における直接原価のことである。
（10P　CtestreiCherAn（heas…，a．aO．，S．594
（u）Eb〔L，S．594
（iZ　Eb（L，S．594．
（i3）　Ebd，S．594
（10この判決の詳しい内容については、Henssler，km，“Die　phase㎎lehhe　AkUvjeru㎎von
Gew血ianSprUchen　im　GmbH－Kbnze㎡’，JtZrfSten　fe’tungHkft　14（17．Ji血1998），S．701．を参照さ
れたい。
㈲この概念の詳しい内容については、拙稿，『会計上の‘真実かつ公正なる写像”概念に関する一
考察』（1997年，明治大学大学院修士学位論文）を参照されたい。
（ie　Oestreicher，Andreas…，aaσ，S．595．
（17）Eb〔1，S．　595。
（ls）Eb（iL，S．595．
（ig）　Ebd．，S．595．
⑳Eb｛L，S．595．
e1）Eb己，S．596－597．
（2D　Ebd，S．597．
（pa）Ebd，S．597．
（29　Ebd，S．59＆
⑳Eb〔L，S。59＆
（2e　Ebd，S，59＆
⑳Eb〔L，S．598．
（2en　Ebd，S．598．
㈲E1図L，S．599．
繰盤麗よ企業力輸珊講を行う黙ま轍法の齪に従って税糊舗照表を作
成し、次に商事貸借対照表を作成するという、基準性原則とは逆の意味を持っ概念である。ドイツ
においては、この逆基準性が維持されている。
62》OestreicherA皿drea8，　a　aO．，S．599．
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　　第5章　　「国際会計基準」による税務上の利益算定
FUIbier／Gassenと（）estweicher／Spengelによる論争を中心として　一
1．はしがき
昨今、ドイツにおいては、会計の国際化に対応するための制度改革が着々と行われている。
その結果、上場企業による国際的に認められた会計原則に従ったコンツェルン決算書
（KonzemabschluB）の作成tlSN認められることになったのである。この場合の国際的に認めら
れた会計原則とは、「国際会計基準」（lnbemational　Aooountmg　Stan（lards；IAS）あるいは「米
国における一般に認められた会計原則」（US・（弛ner』y　A㏄e脚d　Acoo㎜ti㎎P血dples；
US－GAAP：以下、「米国の会計原則」）であると一般に理解されている①。しかし、コンツェル
ン決算書の作成に限定されている国際的に認められた会計原則が、将来において、個別決算書
（EinzelabschlUl｝）の作成の際にも適用されうる可能性を示唆しているのが、
Oest　reicher／Spe㎎elなのである。彼らは、「国際会計基準」に従って税i務上の利益を算定する
場合の影響について定量分析を行っている。そして、その際に、ドイツ会計の伝統的な原則、
つまり「基準性原則」（MaBgebh6Hkeitsp血zip）の維侍を前提としているのである。彼らは、
これを「国際会計基準」の基準性と呼んでいる。この彼らの考察を批判しているのが、
Ftdbier〆Gassenである。彼らは、一方で「国際会計基準」の基準性を疑問視しつつ、他方で「基
準性原則」の完全な任務を要求しているのである。さらに、疲らに対して反論しているのが、
前記のOestmeicher／Spengelなのである。彼らは、　Fiilbier／Gas8enによる批判は首尾一貫して
いないと述べている。
　本章は、Oestreidher／Spengelによる“国際会計基準、基準性原則および課税”という共同
論攻を中心として起こった一連の質疑応答の模様を取り扱った2つの共同論攻を用いて、「国
際会計基準」の基準牲についての議論を進めることを試みるものである。
皿．Oestreicher／Spengelによる「国際会計基準」の基準性についての考察
Oestreicher／Spengelは、「国際会計基準」が、将来、商法上の個別決算書に対して及ぼす影
響について考察している。彼らは、ドイツ商法典（Handelgeset乞buch；HGB）を「国際会計
基準」に対して開放する際に生じる可能性のある影響を予測するために、11の産業を選択し、
税務上の利益算定に対して、モデル理論的に定量分析を行っているのである。
OestreicherlSpengelは、“国際会計基準、基準性原則および課税”という共同論攻の中で、
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次のように織づけている．すなわち、「基準醤則」は・離上の「正規の簾の諸原則」
（G，und。atze。rdung・mal｝iger・Bu・hfUhrung・（’・oB）を国際的な基準に対して開放eる際に
も、纏されうるのであり、その場合の腰菊牛は・「襯の簿記の諸原則」が・法規範として・
それらの瀕を守ることなのである②．彼らは、基鞄を無制限に繍することに関して疑問
を投げかけており、彼らによる定量分析の結果、減額記入の期間配分（Perio（lisierung　von
Abschr。ibung）について、基準性から部分的に離反すること（加舳・e血mg）1こより・ド
イツ企業は国際的な競争状態を改善することができるはずであると結論づけている。
また、彼らは、「国際会計基準」に基づいた税務上の利益算定は・企業の租税負担を高くする
ことになり瀦果としてプラスの税収効果一と結び付くが・「基準性原則」は・こうした財政的
な効果遊右されることなく、擶されるべきであると述べている・この場合・鰍負担が増
大することによる企業一の繍的な影響力・N、ZZの産業に対して過大となる可能性を指摘し・
これに対応するための一時的な経過規定価・rg・㎎・weg・1・ng・n）の必要性を弓螢調しているの
である．さらに、0。、tr。i。h。r／Sp・㎎・1は、上記のような税収（SteueraUk・㎜・n）の蹴に
ついても、立法者は、基WWから部分的に離反することによって・企業の鰍負担および総合
経潮姫税収入の水準に影響を及ぼすことが可能であるため・したがってそれ1まど鰍収入
が変動ずることはないとしているのである。
最後に、Oest・rei，h。r／Sp。㎎・1・｝・］、国際的な傾向として・測定基礎の普及および税率の引下
げというス。＿ガンのもとで、企業の租税餓にっいての改革がaxされていることから見て
も、ドイツの逆基準性（㎜9・k・h・t・・M・Bgebli・hh・it）は放棄されるべきであると主張してい
るのである。
皿，Fiilbier／Gassenによる批判
1．Oest　reicher／Spengelへの問題提起
　Ft曲ier／Gassenは、上場ドイツ企業に対して、「国際会計基準」や「米国の会計原則」に従
ったコンツェルン決算書の作成が許可されることとなったが、これは今のところコンツェルン
決算書に限定されており、商法上の個別決算書に対しては・何の影響も及ぼすものではないと
述べている．しかし、こうしたドイツにお1するコンツェルン会計の開放が・さら1・は個別瀬
書にも影響を及ぼすことになるのではないかと推測されることから、FU］bier／Gassenは、
0。、t，eiCher／Sp。㎎。1による、基WWを「鴎会計基準」に対して適用する際に生じうる・定
量分析から明らかになる影響につV・ての考察を評価している・Fiilbi・rlGass・nは・
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0。、treich。r／Sp。㎎，1によるこうした考察を次のように分析している・すなわち・彼らは・「連
邦財務省」（Bund。、血醜h㎜derF血n・BMF）の所見を礫にして・「鴎会計基準」
に基づく税収効果をモデ・哩論的に研究しており、この基準を適用した結果・企業の租税負担
の増大およびプラスの税収効果につながるという結論に至っているということである③・さら
に、Fiilbi，r／Gass，nは、0・streidl・er／Sp・㎎・1が、税韻借対照表（Steu・rbilanz）に対する
醇貸借対照表（H。nd・ISbilan・）の「基準性原則」を・商法上の「正規の簿記の諸原貝ll」の
国際会計基準」への開放の際にも、繍すべきことを主張していることに特に注目している
のである。
　Fillbier／Gassenによると、　Oestrei（iner／Spengelは、「国際会計基準」が将来において実際に、
非上場企業による個別決算書の作成の際に重要な基準となりうるか、そして「国際会計基準」
が、税務上の利益算定に対して適性であるかという問題を無視しているのである。さらに、
Ftdbier／Gassenは、「国際会計基準」の基準性の維i持は、資本市場指向型の会計諸規定の展開
を妨害することになると指摘しているのである。
2．税務上の利益算定に対する資本市場指向の会計諸規定の適性
F田bier／Gassenは、ある会計システムが、特定の目的に対して、適性を有していることを証
明する場合、現行の会計諸規定のみを利用して、それを行うだけでは不十分であると述べてい
る。その理由は、会計システムは、こうした諸規定とともに、時の経過の中で変化し、さらに
発展する構成概念（KonstrUkte）であるからである④。彼らは、現時点において、これは、ア
ングロ・アメリカン的な性格を有する「国際会計基準」に当たると述べている。彼らによると、
こうした基準の枠組設定行為（Rahmenwerk）および規則創出プロセス
（R，g。㎏。n。rierungSP・…6）を繊的1・行い、設定することに対して・常に注意の目を向け
ることを怠ってはならないのである⑤．彼らは、この基準が特定の目的に合致するとみなされ
る場合にのみ、ここから展開される会計諸規定は、現在およびとりわけ将来において、その目
的に対して作用する可能性を持っていることになると述べている。
　これに対して、（）estreicher／Spengelがただ現行の諸規定の一時的な現状のみを取り上げ、
税務上の利益算定に対する「国際会計基準」の基準性についての考察を進めていることに、
F皿）ier／Gassenは疑問を投げかけているのである。すなわち、　OestreicherZSpe㎎el　lま、「国際
会計基準」に従って作成される年度決算書が、税務上の給付能力（steuerlicher
跳t㎎鹸k，it）を示し、税務上の禾ll益を算定するという酌を果たすとV’う適性を有し
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ているか、そして「国際会計基準委員会」（lntemational　Aooounting　Standards　Committee；
IASC）のフレームワークおよび「国際会計基準委員会」の組織的なはめ込み（Einbettmg）
が、現在およびとりわけ将来において、こうした目的を果たす可能性があるかということにつ
いての検討を怠っているのである⑥。FiMbierlGassenは、「国際会計基準委員会」が、そのフレ
ームワークの中で、「国際会計基準」に従った年度決算書の唯一の作成目的は意思決定に有用な
情報の伝達にあることを定めていると指摘している。すなわち、「国際会計基準」は、収益リス
ク構造（Rendite－Risiko－Stniktur）に関心を持つ資本市場参加者による情報提供要求に指向し
ているのである⑦。FUIbier／Gassenは、こうした傾向が将来においてさらに強まることを予測
している。というのは、「国際会計基準」が世界的な基準となることを目標にしている「国際会
計基準委員会」のこうした思想傾向、つまり意思決定に有用な清報を伝達するという目的指向
性は、「証券監督者国際機構」（Intematbnal　Organ　zzation　of　Securities　Commjssions；
IOSCO）の観念（Vbrstenu㎎en）とも蝕しているからである⑤。ここから、　Ft曲ier／Gassen
は、意思決ma用性を目的として算定される鯛損益（P・riOd・n・rg・b・is）が税務上の利益算
定に対して強制的に利用されることはありえないので、こうした場合にはその他の算定基準が
必要になると述べているのである。彼らによると、損益概念（Ergebn拍begr面1ま、各々の目
的に合致して定義されなければならず、また、これは、十分な対目的作用性
　（Zwedkoperationalisierung）を持っていることが必要条件となるのである。彼らは、しかし、
外部の会計報告の中の数字は、受取人（Adressaten）によって考案されているので、この場合、
目的に対する完全な作用性はないように思われるとした上で、それでもやはり、受取人が、意
思決定に有用な情報を提供する貸借対照表によって、企業の将来の潜在的有用性
（Nut，enp。tential。）およOV＄Rの資源流出（Ress・ureen・bfiUsse）について知ることカs’でき
るように、収益価値の貸借対照表計上という方法（Art　von　Ertragswertb畑e】fung）に指向
しなければならないと述べているのである。
　FUIbier／Gassenによると、これに対して、税務上の利益算定の方法は、これとは全く異なっ
ている。というのは、この場合には、こうした目的観念を作用させることに対して、理論的で
なければならないからである⑨。彼らは、税務貸借対照表は、財産比較（Verm6gensvergleiCh）
によって、直接的な納税効果（SteuerzahlungsWitkungen）から、租税測定基礎
　（Steuerbemessungsgrundlage）を算定しなければならないとしている。したがって、彼らに
よると、年度決算書作成目的のこうした相違によって、アングロ・アメリカン的な基準におい
て、情報指向的な商事貸借対照表と収支指向的な税務貸借対照表が分離しているのは、当然の
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ことなのである。FUIbier／（融酷騨（Fi・kus）1よ予測される企業の脚韓に脚
を持っていない触次のような繍が導き出されると述べてい6・すなわち・収支指向的な
貸借対照表においてぽ観醜加説価・・ri・der曲贈n舳一69・nszngangs）に
基づく実ee測（Realis。ti・nsp・in・tp）が厳密に繍されるべきであり・したが弧緻義
務を負う利益（、teu。rpfi・htig・・G・winne）は市卿引を通じてSUする金額1こ限定されるべ
きであるということである（…．　：一こから、彼らば未実li；l」・1・・」益（一曲血伽m・）の算
入は、鵬翻（Eink。mm・n・be・teu・rung）につながるのではなく・むしろこれ1こ反して・
付則（Zu。at。，eg。1ung。n）を持つことなく、実際の財Wr（r・a…V・rm69・nsabg・be）につな
がることになると繍づけているのである．「国wa計基準」第39号“鍬商品・認識および
測’、、・111”　｝S　．市wn値と関係づけられることカ・ら明らかなよ狐彼らによると・「国wa計基準」
はこうした傾向をますます強めていくことが、推測されるのである。
F曲副G＿ぽ総収支測nv能を果たすために設定されたのではない「国際会計基準」
に従って算定された鯛損益が、猫および将来において・鰍測定基礎として用いられるべ
きであるかということについての検謂テわれなければならない瞭あると述べている・彼
らによると、未実嚇ll益に，N－9一る翻・ついて考察する場合・be・treich・r／Sp・ng・1ぽ蝋
求償制度（Kbmp，n、ati。n、m。，hani・m・n）について論じなければならないはずなのである（11’・
すなわち、騨による損失助成金個・s舳・・n伽）に基づく損失穴埋めNer’u・tau・g’e’Ch）・
㈱。Sst－a一る欄限の支払・働支援（uhbesch血kte　Liquid燃shj地zur　S槍uer刎u㎎）
および超過徽額に対する利子計上Nerzin・ung　zuVi・1・ntn・htete・Steu・m）である（lz・
FillbierlGass，n　lよ離上の1麺原則N・r・i・htSp・in・ip）醗能している限り・税法1こおい
て認められている損失硯歯＋上Nerlu・t・n・iZip・ti・n）にset”9一る批判ば起こりえないと述
べている。
FiM，ier／G。。、enによると、・estreich・r／Sp・㎎・1ぽ「国際会計基準」帳所として・ドイツ
醐、対して制限されている翻権の数およU・・eれによって蹄積立金（・tilLe　Re・erven）の
設定についての可雛の減少を挙げて・・るが、このことだけ力鵬上の利益算定にsN’9’る「国
we計鮮」の灘を証明するものではないのである（’＄・　Fiilbierl（”・assen｝S・この灘の証明
｝よむしろ「国me計基鞍員会」の総醜騰傾向に基づいて行われるべきは賞あると
主張しているのである。
Fuibier／Gassenによると、「国離計基準」｝ま、ドイツにおける「基準断測」が鶏1こ適
切なものであるかどうかという問題糊り離たとしても・wa上の利ilE｝1；ii定に適していなレ’
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のである。Oestreicher∫Spe㎎elは、「正規の簿記の諸原則」は、「国際会計基準」の適用範囲
の拡大の下でも、その法規範的性質を維持することができると述べているが、Fiilbier〆Gassen
は、これに疑いの目を向けている。その理由は、この性質を維i持することは、国際会計の動的
な環境においてはほとんど考えられないような静的な状態においてのみ、可能となるからであ
る（14）。
3．「国際会計基準」の基準性による租税負担および税収の影響
Fiilbier／Gassenは、　OestmeiCher／Spengelの共同論攻の中で主要部分を占めているのは、「国
際会計基準」の基準性を適用した場合に、予測されるべき税収変動額（Steuer－
aufkommensvembderungen）の算定であると述べている。この算定の結果は、モデノ哩納
に、かつ産業の部門別に示されている。ここで、FUIbier／Gassenは一つの疑問を示している。
すなわち、OestneiCherlSpengelは、なぜこうした定量的な分析を費用計上の範囲（Bereich　der
Au伽ands鴨皿edhn皿g）に限定して行っているのかということである（ls。彼らは、
Oestreicher／Spengelは、収益計上（Ertragsverrechnung）の計り知れないほど重要な問題領
域について何の分析も行っていないと批判している。Fiilbier／Gassenは、彼らがこの定量分析
を費用計上の範囲に限定していることの理由を次のところに見出している。すなわち、租税効
果（Steuerwitlrung）が、投機取引（Speku】atkmsge曲e）、例えばそれほど重要ではない
とみなされる派生的な金融商品から生じるわずかな持ち分のように、比較的小さいと考えられ
る場合には、現行の所見に従うことを、Oest　reicherlSpengelが示開唆iしているというところに
見出しているのである（la。　Fiilbier／Gassenによると、このほか、流動資産（UmlaufVerm6gen）
としての市場性のある有価証券（marktit㎞ige　WertPapiere）、資本参加、長期請負工事
　（㎞画s㎏eFe蜘㎎sau励ge）あるいは無形価値（immaterielle　Wert）については考察
されていないのである。
　F田lbier／Gassenは、　OestreidherlSpengelによる定量分析によって、税務上の利益算定に対
する「国際会計基準」の基準性は、企業の租税負担の増大およびプラスの税収効果という結果
にっながることが明らかにされたと述べている。そして、こうした結果を、長期的な効果と短
期的な効果とに分割している。そして、長期的には、プラスの税収効果が持続することは、次
の理由から考えにくいとしている。すなわち、企業の全体期間（’IbtalperiOde）に関係づけら
れる部門別の税収効果の差異は、金利効果（Zinseffekben）を無視した上で、収支的に
　（pagatOrisCh）保護されている会計システム間で、実際には常に調整されなければならないか
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らである（m。特に、流出した収益税（E】血agsteuem）による支払い能力の影響
（liqUiditatswirkung）が、将来の税収の減少という現象を引き起こすかもしれないのである
（18）。F司bier娼assenは、また、短期的な効果についても言及している。すなわち、短期的には、
これに対して、損失穴埋め、支払い能力支援および余計に支払われた税金の利子計上のような
必然的に含まれるべき求償制度は、Oestreicher／Spengelによる分析結果を相対化しないか、
っまり彼らの分析結果と異なる結果が生じる可能性はないのかということが検討されなければ
ならないのである（19）。FiMbier〆Gassenは、　Oest　reiCher／Spengelによって示されている結果は、
これまでの直観的な観念にむしろ異議を唱える形を取っているため、非常に興味深いとしてい
る。したがって、彼らは、モデル理論的な部門別定量分析を、その意味で評価しているのであ
る。
4．まとめ
FUIbier／Gassenは、　Oestmeicher／Spengelによる税務上の利益算定に対する「国際会計基準」
の基準性についての考察は、これまで学問上の議論において、個別に取り上げられているにす
ぎなかったテーマをまとめて提供するということに貢献していると評価している。彼らは、さ
らに、Oestreicher／Spengelによって、税務上の利益算定に対して、「国際会計基準」の基準性
を適用した場合、結果として税収の増大につながるという結論が導き出されているが、これに
より、「国際会計基準」の基準性についてのさらなる学問的な研究が鼓舞されることになる可能
性を示唆しているのである。しかし、Fiilbier／Gassenは、　OestreicherlSpengelの考察には、「国
際会計基準」に従った年度決算書が、税務上の利益を算定する際の測定基礎としての適性を有
しているかという疑問に対する十分な答えは全く含まれていないと述べている。すなわち、「国
際会計基準」の税務上の利益算定についての適性に関する明確な所見がほとんど見られないだ
けになおさら、これは厳密に取り上げられなければならない問題なのである⑳。
　Fiilbier／Gassenは、収支指向的な貸借対照表と情報指向的な貸借対照表の分離は歓迎される
べきことであると主張し、これは単一の機能を果たす会計諸規定を設定することに努めている
当該制度、っまり「国際会計基準」の在り方に合致するとしている。さらに、彼らは、資本市
場指向的な会計のための国際的な諸規定を用いて、税務上の利益を算定しようとすることは、
世界的な傾向に逆行する行為であるとしている。すなわち、ここには、伝統的なドイツ会計に
おける切り札としての機能（Funktionenspagat）、つまり、「基準性原則」の機能が存在して
いるのである⑳。FiMbierlGassenは、商法上の個別決算書の公表を断念した上で、「基準性原
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則」の完全な任務（eine　v611ige　Autgabe　des　Mal｝geblichkeitSpiinzips）のために弁明し、上
場している企業のコンツェルン決算書の作成のみに限定されている「国際会計基準」の適用の
ために弁明しているのである⑳。
N．Oest　reicher／Spengelによる反論
1．FiilbierlGlassenへの回答
Oestrei（燈活Spe㎎elは、　FiilbierlGassenによる批判の主要部分を次のように要約している。
すなわち、①「国際会計基準」は意思決定に有用な情報の伝達を目指しており、資本市場参加
者指向型であること、②自分たちが未実現利益についての報告を一見推奨していること、およ
び③直観的な観念に異議を唱えるモデル理論的な損益分析を提供していること、の3点である
㈲。OestreidherlSpengelは、　Ft曲ier／Gassenによる批判に答えるためには、次のような認識
が避けられないとしている。すなわち、「資本調達容易化法」（Gesetz　zur　verbesserung　der
W。ttbew。rb、fiihigk・it　d・ut・Cher・Kbn・em・n　Kapitalmiirkten　und・u・E・1・i・int・㎜9・le・
Auihahme　von　GesellsChafberdatlehen；KapAEG）の施行によって、商法上のコンツェルン
決算書の作成が免除されることになったことと並んで、「ドイツ会計基準委員会」（Deutsches
Redhnungslegungs　Stan（iardS　Committee；DRSC）が設立されたことである⑳。彼らによる
と、この設立は、会計の国際的な原則に対して、商法上の「正規の簿記の諸原則」を開放した
場合に生じうる影響を熟考する機会を与えるものなのである。これにより、「連邦財務省」は、
国際的に認められた会計原則が、将来、税務貸借対照表にも影響を及ぼす可能性を示唆してい
ることがうかがわれると、Oest　reichermspengelは述べているのである。その理由は、この原
則が「正規の簿記の諸原則」となるかもしれないし、あるいは商法上の選択権および判断余地
（Beurteilungsspielriiumen）が一要因となって、税法に対して問髄に影響を及ぼすかもし
れないからである⑳。
　彼らは、以上から、「連邦財務省」の所見から推察される目標を次のようにまとめている。す
なわち、重要な産業国の商法上および税法上の会計を比較し、商事貸借対照表と税務貸借対照
表との間のつながりを示すことである⑳。「連邦法務省」は、さらに、租税負担および税収の影
響を考慮した上で、ドイツの商法上および税法上の会計において生じうる変更および改革、そ
して税務貸借対照表に対する商事貸借対照表の「基準性原則」の維持および独立した会計法の
構想についての検討を行うことを目標としているのである⑳。Oestreicher／Spe㎎e1は、ここ
から、商法上の「正規の簿記の諸原則」を国際的な基準に対して開放する場合にも、「基準性原
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則」は維持されうるという結論を導き出しているのである。彼らは・この原則を維持するため
の必要条件として、こうした場合にも、「正規の簿記の諸原則」が、法規範としてのそれらの性
質を守ることを挙げているのである。
　Oestrei（iher／Spengelは、　Fiilbier／Ga8senに対して、次のことを強調している。すなわち、
①自分たちは「国際会計基準」の基準性を無制限に維持するべきであると主張しているのでは
ないこと、②自分たちは未実現利益に対して課税すべきであると主張しているのではないこと、
および③自分たちの論証は租税負担の増大およびプラスの税収効果を裏付けているのではない
こと、の3点であるpm。
2．商法上の観点
OestneiCherlSpengelは、「基準牲原則」の弁護者の意見を次のようにまとめている。すなわ
ち、「基準性原則」の弁護者は、「国際会計基準」に対して、「正規の簿記の諸原則」を開放する
ことは、商法上の問題にすぎないとしているということであるPm。　Oestreicher／Spengelによ
ると、これに対して提起される中心的な問題は、国際的な会計諸原則の目標がドイツの年度決
算書の目標と合致しているかということなのである。FiilbierlGassenは、収益リスク構造に関
心を持っている資本市場参加者のために意思決定に有用な情報を伝達ケるという目標を「国際
会計基準」が持っているため、この基準による年度決算書の目標とドイツの年度決算書の目標
は合致しないとしているのである。しかし、OestneiCher／Spenge1は、　Fiilbier／Gassenによる
こうした解釈を疑問視している。つまり、この基準に対して情報指向的な目標のみが設定され
ているかのように、彼らによって歪められて解釈されているとしているのであるCO。
　FUlbier／Gassenが述べているように、理想的には、意思決定に有用な情報の伝達と並んで、
収益価値の貸借対照表計上という性質に指向することが望ましいということを、
OestreiCh。r／Sp。㎎。1も認めている．0・・treicherlSpengelによると・それでもやはり・実際に
は、「国際会計基準」に従った決算書の受取人として、投資家あるいは債権者のみならず、労働
者（従業員）、納入業者（Lieferanten）、得意先（Kunden）、政府（Regierungen）および社
会一般（◎ffentilidhkeit）が想定されているのである。そして、上記の者たちによる情報提供要
求は、経済的な意思決定に役立つ企業の財産状態、財政状態および収益状態についての情報お
よび財産状態および財政状態における変動についての情報を与えるという決算書の目標につな
がるのである⑳。すなわち、具体的には、経済的な資源、将来の支払い能力、財産構造および
財政構造についての情報は、例えば、利益への依存度あるいは財政上の債務返済の履行状況を
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評価しうるように提供されなければならないのであるca。　Oestreicher！Spengelは、こうした
目標は、導き出された損益とこれに基づく分配のつながりを排除するものではないと述べてい
る。問題とされるのは、人々がむしろ将来の支払い能力についての情報を収益価値の貸借対照
表計上という性質を利用して処理することを望んでいるかどうかということなのである㈹。
3．税務上の観点
Oestrei（herZSpe㎎elは、「基準性原則」の反対者の意見を次のようにまとめている。すなわ
ち、「基準性原則」の反対者は、商法上の「正規の簿記の諸原則」に基づいた税務上の利益算定
は税務貸借対照表の目標と合致しないとみなしているということである㈱。
OestreiCher／Spengelによると、具体的には次のような諸規律が、「基準性原則」の反対者によ
って批判されている。すなわち、①製作原価（Herstellungskosten）の評価の際の選択権②
固定資産たる無形財産対象物の積極側計上（Aktivierung血naterieller
Verm6gensgegenstatide　des　Anlageverm6gen）の禁止、③部分利益の実現の欠如（fehlende
T［bilgew血コrealisation）、④価値回復命令の欠如（fehlende　Wertautholungsgebot）、⑤維持費
用の即時の成果作用性（sofordge　Erfblgswirksamkeit　von　Erhalt㎜ngsaulWand）、および⑥引
当金設定（RUdkstellungsbildung）の寛容な可能性（groBzitgige　M6glichlgeiten）、である㈲。
彼らによると、これらは、取得（Erwerb）、任務達成までに長い処理期間を必要とする部門の
設置あるいは価格変動および為替変動（P曲一㎜dWi㎞㎎磯hwan㎞㎎en）の影響を強く
受ける製品の製造の促進につながるのである。
　Oestreidher／Spengelは、こうした状況に対して、国際的な会計諸原則はこうした批判を退
けるのか、あるいは激化させるのかという問題を提起している。彼らによると、彼らの考察に
よって、「基準性原則」への批判は和らげられることになるはずなのである㈹。また、税務上の
給付能力の基準（MaB）によって実現した純財産の増加という意味における所得が保持されて
いるとすれば、国際的な諸原則に従った所得は、「正規の簿記の諸原則」に従ったものよりも適
切に算定されていることになるのである⑳。さらに、彼らが考察しているのは、租税軽減原則
（S艶uelentiastu㎎sgesetz）および減額記入のための行政諸規律（’VerwaltUngsregelungen
fiir　AbsChreibungen）によって、現行の法律を改正することである。彼らによると、これによ
って、すでに貸借対照表税法（Bilanzsteuerrecht）が、国際的な会計諸原則へと接近し始めて
いることが明らかになるのである。
　Oestreidher／Spengelによると、　Fiill）ier／Gassenによる批判は、こうした状況に応じて、会
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計の国際化の動きの中では、未実現利益の報告が強化されることになるということを示してい
るにすぎないのである。このことの例として、Fiilbier／Gassenは、市場価値についての評価お
よび部分利益の実現を取り上げているが、Oest　reiCher∫Spengelによると、この場合の適用範
囲は、実現原則の解釈に基づいているのである。加えて、（）est　reicher／Spengelは、
FiM）ier／Gassenの意見を次のように否定している。すなわち、アングロ・アメリカン的な会計
のように商事貸借対照表と税務貸借対照表を分離することが、金融商品の市場価値の上昇分お
よび部分利益についての課税につながるのではないということである。Oestreicher∠Spengel
によると、アングロ・アメリカン的な会計システムを採用している国々においては、ドイツの
実務とは異なり、選択によってこうした利益についての課税が生じるのである。
4．「国際会計基準」の基準性の租税負担および税収の影響の予測
Oestrei（iheゴSpe㎎elによる定量分析は、次の2つの部分から構成されていた。すなわち、
①国際的な諸原則を課税の基礎とした場合、ドイツ企業の租税負担およびその競争状態は、フ
ランス、英国、オランダおよび米国に対してどのように変化すると予測されるのかという部分、
および②ここから導き出される税収の影響を、連邦銀行統計（Bundesbankstatistiken）に基
づいて評価するという部分、である。この場合、必然的に、転換期間における短期的な効果と
それを越える長期的な効果が区別されなければならないはずである。彼らによると、ここから
結果として、「国際会計基準」の無制限の基準性によるドイツ企業の租税負担の例外のない増大、
および傾向として短期的にも長期的にもプラスの税収効果の傾向が明らかとなったのである。
　OestreiCher∠Spengelは、ここで新たに、非常に簡素化された事例を用いて、租税負担額お
よび納税額の変動を明らかにすることを試みている。彼らは、取得原価10，000である機械投
資という事例を設定している。この機械の耐用年数（Nutzungsdauer）は5年であり、毎年
2637．97の払込剰余額（Einz　hhlungsiibers61iUssen）がある。そして、この事例を現行の法律
に基づく逓減法による減額記入方法（degressive　AfA）と国際的な諸原則と合致する直線法に
よる減額記入方法（1ineare　AfA）とに分けて分析している。この分析のねらいは、時間的な視
点において、費用の期間配分（Periodesierung　von　Ambendungen）を変更した場合の推移動
向を明らかにすることである。なお、Oestrei（inerlSpengelは、費用の期間配分を変更した場
合の影響を一次的影響（P血iiirwirkungen）と呼んでいる。
　金利効果を考慮しない場合は、次の表．1（38）のようになる。
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表．1　金利効果を考慮しない場合の納税額および租税負担額
　逓減法による30％の減額記入額，支払い能力剰余額からの利子収益のない場合
to t1 t2 t3 t4 t5
　　収支領域
@　減額記入額
@　利　　　益
@人税（35％）
・10，000．00
@　　　　0．00
@　　　　0，00
@　　　　0．00
2，637．97
R，000．00
E362．03
|126．71
2，637．97
Q，100．00
@537．97
@188．29
2，637．97
P，633．33
P，004．64
@351．62
2，637．97
P，633．33
P，004．64
@351．62
2，637．97
P，633．33
P，004．64
@351．62
資本市場投資 0．00 2，764．685，214．367，500．719，787．0512，073．40
累積納税額
i＝租税負担額） 一126．71 61．58 413．20 764．821，116．45
直線法による30％の減額記入額，支払い能力剰余額からの利子収益のない場合
to t1 t2 t3 t4 t5
　　収支領域
@減額記入額
@利　　　益
@人税（35％）
一10，000．00
@　　　　0．00
@　　　　0．00
@　　　　0．00
2，637．97
Q，000．00
@637．97
@223．29
2，637．97
Q，000．00
@637．97
@223．29
2，637．97
Q，000．00
@637．97
@223．29
2，637．97
Q，000．00
@637．97
@223．29
2，637．97
Q，000．00
@637．97
@223．29
資本市場投資 0．00 2，414．684，829．367，244．049，658．7212ρ73．40
累積納税額
i＝租税負担額） 223．29
　　　「
S46．58 669．87 893．161，116．45
利子収益を考慮しない納税額および租税負担額の差異
直線法の場合 223．29 446．58 669．87 893．161，116．45
逓減法の場合 一126．71 61．58 413．20 764．821，116．45
差　　　異 350．00 385．00 256．67 128．34 0．00
OestreiCher／Spengelによると、この表から明らかにされることは、現行法（逓減法｛）に基
づいても「国際会計基準」（直線法）に基づいても、期間5における累積納税額は同じく1，116．45
であるということである。もし、この分析が企業の全存続期間（gesamte　Lebensdauer　eines
Unteme㎞ens）において行われたとすれば、一次的影響は、租税負担額および納税額には及
ばないだろうと彼らは述べている。その理由は、この場合、時間上前で行われる（後ろで行わ
れる）利益報告は、それより後ろの期間の中で、それと合致したより少ない（より多い）利益
によって完全に補完される、つまり全体利益同一性の原則（GrundsatZ　der
’lbtalgewinmgleidhheit）が機能するからであるPm。しかし、こうした現象を観察することはで
きないので、投資行動（lnvestitionsverhalten）が変化しない、かつ一定の成長率（WachstUm）
を示す企業を想定して、平等原則によってしか取り消されえない永久的な測定基礎の差異
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（permanente　Bemessungsgrundlagendifferenzen）を分析することになるのである。これは、
上記の表においては、各々の期間の累積納税額の差異の表示によって明らかにされているので
ある㈹。
　彼らは、さらに次の表．2（41）において、税務上の利益算定の二次的影響、つまり利子の影響を
考慮した分析を行っている。
表．2　金利効果を考慮した場合の納税額および租税負担額
　税引前の収支の流れ，支払い能力剰余額から10％の利子収益のある場合
to t1 t2 t3 t4 t5
収支領域 ・10，000．002，637．972，637．972，637．972，637．972，637．97
利子付投資 0．00 0．00 263．80 553．97 873．171，224．28
資本市場投資 0．00 2，637．975，539．748，731．6812，242．8216，105．07
逓減法による30％の減額記入額支払い能力剰余額から10％の利子収益のある場合
to t1 t2 t3 t4 t5
　　収支領域
@　利子付投資
@　減額記入額
@　利　　　益
@人税（35％）
・10，000．00
@　　　　0．00
@　　　　0．00
@　　　　0．00
@　　　　0．00
2，637．97
@　　0．00
R，000．00
|362．03
E126．71
2，637．97
@276．47
Q，100．00
@814．44
@285．05
2，637．97
@539．41
P，633．33
P，544．05
@540．42
2，637．97
@803．10
P，633．33
P，807．74
@632．71
2，637．97
P，083．94
P，633．33
Q，088．58
@731．00
資本市場投資 0．00 2，764．685，394．078，031．0310，839．3913，830．29
累積納税額 ・126，71 158．34 698．761，331．472，062．47
租税負担額 一126．71 145．67 700．651，403．432，274．78
直線法による30％の減額記入額支払い能力剰余額から10％の利子収益のある場合
to t1 t2 t3 t4 t5
　　収支領域
@利子付投資
@　減額記入額
@　利　　　益
@人税（35％）
一10，000．00
@　　　　0．00
@　　　　0．00
@　　　　0．00
@　　　　0．00
2，637．97
@　　0．00
Q，000．00
@637．97
@223．29
2，637．97
@241．47
Q，000．00
@879．44
@307．80
2，637．97
@498．63
Q，000．00
P，136．60
@397．81
2，637．97
@772。51
Q，000．00
P，410．48
@493．67
2，637．97
P，064．19
Q，000．00
P，702．16
@595．76
資本市場投資 0．00 2，414．684，986．327，725．110，641．9213，748．32
累積納税額 223．29 531．09 928．901，422．572，018．33
租税負担額 223．29 553．421，006．571，600．902，356．75
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利子収益を考慮した際の租税負担額の差異
直線法の場合 223．29 553．421，006．571，600．902，356．75
週成法の場合 ・126．71 145．67 700．651，403．432，274．78
差　　　異 350．00 407．75 305．92 197．47 81．97
利子収益を考慮した際の納税額の差異
直線法の場合 223．29 531．09 928．901，422．572，018．33
逓減法の場合 一126．71 158．34 698．761，331．472，062．47
差　　　異 350．00 372．75 230．14 91．10 ・44．14
　Oestrei（iher／Spe㎎elによると、ここから明らかになるのは、測定基礎、納税額および租税
負担額が徐々に増大するということである。さらには、納税額および租税負担額の乖離が生じ
ている。例えば、直線法においては、時の経過とともに、租税負担変動額が常に納税変動額を
越えているのである。彼らによると、納税変動額は国庫にとって財産となるものであり、高い
租税負担の原因は企業の利子利益の減少なのである（en。例えば、直線法による減額記入額は、
逓減法1による額と比べて、期間5においては、81。97の租税負担額の増大につながることが明
らかになっている。これは、つまり、利子収益の減少が影響しているのである。これに対して、
期間5の44．14という納税額のマイナスの差異は、彼らによると、次の理由によって生じるこ
とになる。すなわち、租税測定基礎が、利子収益の減少によって、その限りにおいて狭められ
るからである㈹。それにもかかわらず、彼らは、彼らによる分析の長期的な効果として、プラ
スの税収効果が挙げられる理由を次のように述べている。すなわち、こうした分析を、実際の
企業の全存続期間に拡大して行うことは不可能であるし、再投資行動（Reinvestitions－
verhalten）もまた影響を及ぼすからである（44）。しかし、上記の事例においては、積極的な税収
効果は、期間4までしか見れらない。彼らによると、こうした結果のみを指して、長期的な租
税負担の影響および税収の影響を否定的に見る者は、費用の期間配分を変更した場含の金利効
果および企業の再投資政策の影響を無視しているのである㈲。
　OestmeiChermSpengelは、　FiXlbier／Gassenによるさらなる批判は、収益の期間配分の場合の
差異についての定量的な分析が行われていないことであると述べている。OlestweiCher／Spe㎎el
は、異なる会計諸規定に基づいたモデル理論的な分析は、費用範囲においてのみ可能であると
している。彼らは、異なる会計諸規定上の収益の期間配分の差異を分析していない理由を次の
ように挙げている。すなわち、この場合には、市場関係（Matktverhalmisse）に対する個別
の任意の設定が必要となるはずだからである㈹。しかし、彼らによると、積極的な効果を原則
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上算定することに関しては、何も変わらないのである。例えば、部分利益の実現の結果として、
収益が時間上より早く発生する場合には、さらにより高い効果が生じるのである。また、金融
商品と外貨建項目（Fremdwiihrungsposben）の市場価値の貸借対照表計上も同じである。彼
らは、これを納税のさらなる見越計上（weitere『Vorverlagerung　von　Steuerzahlungen）と呼
んでいる㈹。彼らは、派生的な金融商品の大部分は、基礎取引、例えば流動資産としての有価
証券および外貨における債権・債務と保証関係（Sichemngszusammenha㎎）があるとして
いる。そして、これを理由として、市場価値の貸借対照表計上を目指した移行から生じる転換
効果は低いと指摘しているのである。Oestreicher／Spengelは、　FUlbier／Gassenの見解と異な
り、保証関係における市場価値の貸借対照表計上を目指した移行の影響は、保証取引
（Sicheru㎎sg6雌en）の場合に相殺されるだけでなく、同時に基礎取引における市場価値
の貸借対照、表計上の影響をも中和させることになると述べている。
5．まとめ
Oestreidher／Spengelは、　Fillbier／Gassenによる自分たちへの批判は、的を外していると述
べている。つまり、OestmeiCher／Spe㎎elによって考察されている対象物とFikll）ier／Gassenに
よって主張されている彼らにとって重要な事項は、すれ違っているのである㈹。
また、Fiilbier／Gassenは彼らの批判を最後まで貫いていないことをOest塾eicher／Spe㎎elは
指摘している。これは、FUIbier／Gassenが、一方で会計の国際的な諸原則に対する「正規の簿
記の諸原則」の開放を拒否し、他方で「基準性原則」の完全な任務を要求していることからも
明らかなのである㈹。
　Oestrei（iher／Spengelは、何が課税の対象物となるべきかを熟考すべきであると指摘してい
る。彼らによると、FUIbier／Gassenは、財産比較による利益算定を推奨しているが、何が財産
として示されるべきであるかということについて具体的に言及していないし、どのようにして
それが評価されるべきであるかということについても同様なのである⑳。Oestreicher／Spengel
は、アングロ・アメリカン的な基準によって税務上の利益算定を行うことを仮定した場合、
F田lbier／Gassenによる批判および意見では、諸問題を解決することはできないと述べている。
V．一連の考察の意義
　ここにおいては、なぜ今ドイツにおいて上記のような論争が繰り広げられているのか、つま
りOestmeicher／Spengelの共同論攻に端を発した質疑応答の模様を考察する意義はどこにある
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のかということを明らかにすることを試みようとするものである。とりわけ、ドイツにおける
急速な制度改革が、これまでの伝統的なドイツ会計の在り方を検討する必然性をもたらしてい
ると思われる。その理由は、このことが、「国際会計基準」のコンツェルン会計への導入によっ
て、ドイツ会計に生じている影響の中にあらわれているからである。例えば、本章においては、
F田bieゴGassenと（）estrei（iher〆Spe㎎elによる一蓮の考察から明らかであるように、ドイツに
おける「基準性原則」の取り扱いが問題とされているのである。
　さらに、これまで見てきたように、Fiklbier／GassenとOestreiCher／Spengelは、「国際会計
基準」の基準性を適用した場合の企業の租税負担および税収の影響に言及し、定量分析を行う
際に取り上げるべき範囲、つまり費用計上や収益価値の計上に関する各々の意見を表明してい
る。ここから、間接的にではあるが、次のことが言えるように思われる。すなわ娠彼らは税
務上の利益算定という複雑かつ難解な事柄を取り上げているが、実は、そこから逆作用的に単
純な事柄、例えば費用概念あるいは収益概念を再検討することを促しているようにも見えるの
である。
　したがって、Ftdbier1GassenとOestreicher∫Spengelによる論争を考察する意義は、彼らに
よって、「基準性原則」、費用概念および収益概念を再検討することが促されていると見られる
ところにあると思われるのである。
VI．むすび
　以上のように、Fiilbier／GassenとOestreicher♂Spengelによる一連の論争を見てきたが、前
者は後者に対して、次のことを要求している。すなわち、Ft曲jer／Gassenは、①「国際会計基
準」に従って作成される年度決算書が、税務上の給付能力を示しているかどうか、つまり、「国
際会計基準」は税務上の利益算定に対する適性を有しているかどうかを検討すべきであること、
および②「国際会計基準」の基準性の影響を定量的な分析から明らかにする場合、費用計上の
範囲のみならず、収益価値の貸借対照表計上についても分析を行うべきであること、を
OestreidherlSpengelに対して要求しているのである。これに対して、　Oest　reidher／Spengelは、
①「国際会計基準」に従って作成される年度決算書の目標、つまり資本市場参加者からの清報
提供要求に応じることは、この基準によって導き出される損益とこれに基づく分配のつながり
を排除するものではない、したがって、この基準は、税務上の利益算定に対する適性を有して
いるとみなしうること、および②保証関係における収益価値の貸借対照表計上を目指した移行
の影響は、保証取引によって相殺されるだけでなく、基礎取引における収益価値の貸借対照表
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計上の影響をも中和させること、を挙げ、Ft曲ier／Gassenからの要求を退けているのである。
　これからも、ドイツにおいては、会計の国際化に対応するための制度改革が進められると思
われる。特に、租税関係に付随して生じる諸問題ぼ非常に重要である。したがって、これらの
問題を考慮しながら、これからのドイツ会計の動向に注目する必要があるように思われる。
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第6章　　「連邦財政裁判所」の大法廷の決定における「基準性原則」の様相
　　　　　　　　　一Moxterの所説を中心として　一
1．はしがき
ドイツにおいては、その所鰍法（Einkommensbeuergesetz；EStG）第5条第1項に「基
準性原則」（MaeigebliChkeitSgrundsatz）がある。「基準性原則」とは、税務上の利益算定の際
1に、「まず、商法の規定に従って作成された貸借対照表、すなわち『商事貸借対照表』が、税務
上の諸規定に従って作成される計算書類である『税務貸借対照表』の基礎に据えられる①」こ
とを言う。つまり、商事貸借対照表（Handelsbilanz）が税務貸借対照表（Steuefb皿anz）の
基礎とされることを言うのである。しかし、所得税法第5条第1項第2文によれば、利益算定
に際しての税法上の選択権（steuer塾echthche　Wi狙redhte）は、商法上の年度貸借対照表と一
致して行使されなければならないのである。これが、「形式上の（逆転した）基準性の原則」
（Grundsatz　der　fommellen（urngekehrten）Ma6geblichkeit）と呼齢るものである。「逆
転した基準性」とは、税法上の選択権に商法上の選択権（handelSrechtliche　W仙hhe（ihte）が
合致している限り、税法上の貸借対照表計上選択権の行使および評価選択権の行使は、商法上
でも行使されなければならないということである。ドイツ会計における最近の動向からは、現
在の会計上の実務が「基準性原則」から乖離している現状、つまり逆転した…騨性の機能が支
配的である状態が見て取れるのである②。
　そこで本章は、こうした状態を裁判所の決定から裏づけることを、その目的としている。そ
の際に、「配当請求権の同一時期の積極側計上」（phasengleiche　Aktivierung　von
DiVidendenanspniChene））に関する「連邦財政裁判所」（Bundesf㎞hof；BFH）の大法廷
　（der　Gro8e　Senat）の決定を用いている。そこから、現在の会計上の実務、本章においては
裁判所の決定が、「基準性原則」から乖離する可能性の黙認を示唆していることを明らかにする
のである。なお、本章は、とくにMoxterの論攻を中心として展開されている。
ll．「連邦財政裁判所」の大法廷の決定の概要
　「連邦財政裁判所」の大法廷は、支配会社（beherrschende　Gesekschaft）の「配当請求権
の同一時期の積極側計上」を、完全に例外として認めようとしている。これは、「過半数をもっ
て他の会社に関与している資本会社（Kapitalgesellchaft）は、貸借対照表日（Bilanzstichtag）
にまだ決議されていない被支配会社（nachgeschaltete　Gesellschaft）の利益処分
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（Gew血iverwendung）からの配当請求権を原則的に積極側計上することはできない④」とい
う主文（Leitsatz）から明らかである。大法廷のこうした見解は、「1985年12月31日に、あ
る資本会社に直接的に関与し、かつこれをその過半数の得票により　（kraft　ihrer
Stmmenmehrheit）支配している資本会社は、被支配会社によって1985年12月31日より
後に決定されるべきである利益処分決議（（弛輌㎜・・rw・ndu㎎・be・hlus・）カ’ら明らかになる
配当請求権を、原則的には同一時期の税務貸借対照表の積極側に計上してはならない⑤」とい
う文言の中に示されている。Moxterは、この決定を導出するに至った事象関連を挙げている：
「訴えを起こしたT・GmbHは、1985年12月31日に、　E・AGの親会社からその株式の84％
を取得した。E－AGの総会は、年度決算書（Jahresabsdhluss）の確定後の1986年6月24日
に利益処分を決議した。T・GmbHは、その配当請求権を1985年12月31日に、その貸昔対照
表に積極側計上することを切望していた。その背景には、T・GmbHが1985年に、繰越可能な
損失（vor囎s働gen恥rlust）を存分に利用する可能性を持っていたという事情があった。」
Moxberによると、大法廷の決定の影響が、上記の事象関連のみに限定されていたとすれば、
それほど大きな問題にはならなかったはずである。しかし、この決定の影響は、上記の事象関
連を越えてはるかに遠くまで及んでV・るのである．納糠瀦（Steu・rpfiChtig・）には・次の
ような注目すべき選択権が許されている。すなわち、支配会社は、子会社（TbChter－
9。、，llseh。fl。n）、孫会社（E・k・lgesellSChaften）の切り離しaSu・gli・derung）によって・そ
の利益報告を本質的に遅らせることができるということである。Moxterは、それにもかかわ
らず、大法廷が、「同一時期の積極側計上」は支配会社に対して法律上規定されていない選択権
に匹敵する形成可能性（Glesta　ltungsm6glichkeiten）を開くことを指摘していることは驚くに
値すると述べている⑥。
1．価値を根拠づける利益処分についての意見形成
　大法廷は、「配当請求権の同一時期の積極側計上」に関する論争の中で、税務貸借対照表にお
いては、経済財（WirtsChaftsgUter）のみが積極側計上できると主張している。大法廷による
と、この場合の経済財とは、具体的かつ独立して評価可能なものなのである。その前提として、
少なくとも経済上すでに独立している、客観的に価値を有している状態が作り上げられなけれ
ばならないのである．酷廷は、こうした前提が欠けているのが・利益処分決舗の酉己当請求
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（DiVidendenf（）rderu㎎en）であるとしている⑦。
　大法廷は、「同一時期の積極側計上」を例外として認めているが、その際の前提として、①貸
借対照表利益が獲得されていること、②貸借対照表日に、配当されうる貸借対照表利益が少な
くとも社員（GesekSdhaftern）に明らかにされていること、③貸借対照表日に、社員が、一定
の利益処分を将来において決議する意思を最終的に持っていることが、客観的な手がかり
（AnhaltSpunkte）に基づいて証明されていること、を挙げている。大法廷によると、こうし
た前提が満たされているかどうかは、客観的な、再検査可能な、かっ外部に現れている判断基
準（naCh　aul｝en　in　Ersdheinung　tretender　Kriterien）に基づいて判断されなければならない。
っまり、単なる想定（Unterstellungen）あるいは推定（Vermut　umgen）では不十分なのであ
る⑧。
　これに関して、大法廷は、こうした前提を満たすことは通常不可能であることを指摘してい
る。それによれば、一般的には第二の前提が欠けているのである。大法廷は、貸借対照表日に、
配当されうる利益がどのくらいであるかということを社員はどのようにして知りうるのか、と
いう疑問を投げかけている。というのも、貸借対照表計上選択権の行使（AusUbung　von
Bilanzier㎜mgswahlrechten）は、貸借対照表日後に検討されるからである。大法廷は、仮にこ
の前提が満たされているとしても、第三の前提を満たすことはできないだろうとしている。そ
の理由として、貸借対照表日に、社員が一定の利益処分を決議する意思を最終的に持っていた
かどうかは、実際には証明されえない可能性のあることが挙げられている。しかしながら、こ
うした社員の意思は非常に重要視されている。こうした利益処分についての意見形成は配当請
求の経済上の発生にとって重要であるので、こうした意見形成は、その価値を明らかにするも
のとしてのみならず、価値を基礎づけるものとして扱われるべきなのである③。
　さらに、貸借対照表日の配当請求には、「客観的な価値透明化構…想⑲」（objektive
Wertaufiiellungskonneption）を基礎としても、まだ経済財の属性（Wirtsdhaftsguteigens（　haft）
が欠けている場合がある。その場合とは、貸借対照表日に、確かな「分配の意図」（Aus－
schUttUngsabsiCht）が、客観的には少しも見分けられない場合である⑪。
2．「欧州裁判所」および「連邦最高裁判所」と「連邦財政裁判所」の大法廷との相違点
　「欧州裁判所」（Europa　Gerichtshof；EuGH）は、トムベルガー決定（ta（’lbrnberger・
Entscheidung）の中で「同一時期の積極側計上」を認めている。しかし、この場合に考慮しな
ければならないことは、資本参加において潜在的に含まれている秘密積立金（sti［te　Reserven）
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は、実現（Realisierung）が欠けているために、税法上まだ記帳される必凄はないということ
である。大法廷は、その限りでは、税法上の観点の下でのみ、「欧州裁判所」とは異なる見解を
持っているのである⑱。
　「連邦最高裁判所」（BundesgerichtShof；BGH）と大法廷との相違は次の点にある。すな
わち、「連邦最高裁判所」は、その決定の中で、1975年から、配当請求を財産対象物
Nerm6gensgegenstand）として「同一時期に積極側計上する」という商法上の選択権を、単
なる貸借対照表計上副次項目（B㎞er㎜gsh脆）として認識していたということである。
この相違は、「連邦最高裁判所」が「価値解明原則」（Wertaufiiellungeprinzip）を広く解釈し
ていたということから生じているのである。その拡大解釈の根拠には、「債権者保護」
（Gvaubigerschutz）という観点によって影響されている商法は、「価値解明原則」をそのよう
に広く解釈することに寛大であるということがあるのである。それに対して、税法は、公の、
つまり強制的な法律である。「課税の公平性」（Gleichheit　der　Besteuerung）という憲法上の
原則は、税負担が納税義務者の意思によって影響されうる可能性を認めていないのである。し
たがって、こうした拡大解釈は、商法上の「価値解明原則」の適用が非財産対象物（Ni（痘t・
Verm696nsgegenstand）を経済財として扱うという法律上規定されていない選択権に匹敵する
形成可能性を、支配企業に対して開くに至る場合に問題となるのである（1の。
皿．Moxterによる「連邦財政裁判所」の大法廷の決定の評価
1．伝統的な貸借対照表法原則の相対化
a）決算日原則
　Moxterによると、大法廷が、配当されうる利益の高さおよび適切な利益処分決定が貸借対
照表日に少なくとも支配社員に対して明らかにされている限りにおいてのみ、「同一時期の積
極側計上」を認めようとしているとすれば、大法廷は、「価値解明原則」を主観的な亜種
（subjek伽e　Viil血nte）の中で解釈しているのである。この場合、基準となるのは、主観的な
「価値解明理解」（Wertaufhelhingsversimdnis）に従って、商人が貸借対照表日に事実上知
ったこと、あるいは少なくとも適切な綿密さ（angemessene　Sorgfalt）をもって知ることがで
きたことなのである。例えば、こうした主観的な観念（Konzeption）によれば、手形譲渡
（Wbdhselweitergabe）から生じる不確実な債務（ungewisse　Verbindli（Sikeiten）に対する引
当金義務（RUdkstellungs－pfiCht）は、貸借対照表作成日（Bilanversbellungstag）までに、す
べての手形が現金化され、貸借対照表日にひとつの客観的なリスクもない場合にも生じるので
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ある。あるいは、債権の回収性（Einbringlichkeit　von　Forderungen）が貸借対照表日に明確
でない限り、貸借対照表作成日までにすべての債権が引き受けられていても、価値修正
（WertberriChtigung）を行わなければならないのであるas。
Moxterは、次のことが注目に値すると述べている。すなわち、手形譲渡から生じる引当金
義務についての事例、および債権価値減少（Forderungsabwe血㎎）を行うことについての事
例、っまり価値修正についての事例において、「連邦財政裁判所」と「ライヒ最高裁判所」
（Reidhsgericht）はそれぞれ、主観的ではなく、むしろ「客観的な価値透明化構想」を主張し
ていたということである。Moxterによると、基準となるのは、貸借対照表日に貸借対照表作
成者（Bilanzierenden）に対して、現れていないリスク（fehlende　Risiken）が明らかにされ
ていなかった、または明らかにされることはありえなかったということではなく、貸借対照表
日にそれ相当のリスクが客観的にはひとつもなかったということなのである。「連邦財政裁判
所第1法廷」（Der　I　BFH－Senat）は、手形支払義務（Wedlselobligo）に関する決定の中で、
次のことに注を付している。それによると、貸借対照表日にまだ生じていない、あるいはまだ
明らかにされていないという価値を決定づける状況（wertbest㎞ende　Ums伽de）もまた考
慮されなければならないということである。Moxterは、ここでは、基準日原則
（StiChtagsprinzip）からの乖離はほとんど認められないと述べている。つまり、「連邦財政裁
判所」も、諸関係は、基準日にできるだけ適切に把握されるべきであることを指摘しているの
である㈹。
　Moxterによると、支配企業の配当請求の事例においても、「連邦財政裁判所」は「客観的な
価値透明化構想」を主張していたが、これは次のことからも明白なのである。つまり、「連邦財
政裁判所」の判断（IDが、貸借対照表日より後に行われる利益処分決議は通常の事例においてす
でに貸借対照表日に存在していた過半数の社員の意図を明らかにしている、ということを指摘し
ていることである。この意図とは、配当によって会社の利益を自ら補給するということである。
法律上生じた利益分配請求権（（…winn・u・・ChUttrmg・an・p・uCh）は・繍上すでに貸借対照
表日に手もとにあった。したがって、配当および配当の高さに対する多数の社員の立場は、客
観的に再検査可能な方法で明らかにされたと言えるのである。MoXterによると、「連邦最高裁
判所」は、「欧州裁判所」への「提案決議1（Vorlagebeschluss）の中で、次のような「連邦財
政裁判所」の見解に従っていることを主張している。すなわち、利益処分決議は、基準日に存
在していた資本参加企業（das　beteiligte　Unternehmen）の意図への逆推論（RUdksChluss）
を認め、これをいわば客観的に再検査可能な方法で明らかにしているということである（ls。
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　「正規の簿記の諸原則」（Grundsatze　ordnungsmal｝iger　Budhfiihrung；GoB）の中の決算
日原則（Absdllussstidhtag＄pr面p）　（ドイツ商法典（Himdelsgeset乞buch；HGB、以下、
単に商法典と略す）第252条第1項第3号（1en）は、期間適合的な利益算定（periode㎎ere（血te
Gewi皿ermittlu㎎）の要件の表現である。これを踏まえて、利益請求権（Gew」㎞脇prU（ihe）
が民法上あるいは税法上根拠のあるものだとすれば、ある経済年度に獲得された純財産の増加
（Reinverm6gensz㎎gang）という意味で、この請求権を利益に含めることが可能になるので
ある。Moxterは、法外に高い利益請求権も利益請求権の削減（Gewirmanspruchsver一
㎞㎎en）も、基準日適合的な純財産を算定することによって防止されるべきであると述べ
ている。彼によると、こうしたことを考慮して、「連邦財政裁判所」の判断⑳は解釈されなけれ
ばならないのである。ここから、したがって、「客観的な価値透明化構想」の目的は、諸関係が
基準日にできるだけ適切に把握されることにあると言えるのである。Moxterは、できるだけ
期間適合的な利益を記帳することが利益算定の意義と目的であることから、税務貸借対照表に
おいても醇貸借対照表においても、「時間的に正確な欄区分原貝1」」（Grundsatz　zeitraum・
ridhtiger　Periodenabgrenzung）が適用されなければならないと主張している。彼は、それに
もかかわらず、「同一時期の積極側計上」に関する大法廷の決定が、「客観的な価値透明化構憩u
の中で自ら具象している決算日原則を無視し、この原則の貸借対照表法上の意味を正しく評価
していないことを批判しているのである⑳。
b）利益実現原則
　「配当請求の積極側計上」は利益の実現を意味している。それにもかかわらず、大法廷は伝
統的な利益実現時点の基準を扱うのではなく、経済財の基準に集中しているのである。大法廷
によると、資本参加という経済財は、貸借対照表日に、具体的な価値含有性（Werthalt　igkeit）
も独立した評価可能性（se】bststandige　Bewertbarkeit）も提供していない。例えば、外国の
商人（丘emder　Kau丘nalm）が貸借対照表日に、民法上まだ生じていない債権の取得（Erwerb）
にコストを費やしている（kosten）ことがありうることは、事実上の根拠から非常に考えられ
ることである。ここから、民法上の債権の発生は不確実性を負わされていると言える。こうし
た不確実性には、将来最初に生じる配当請求の取得者がこれを資本参加のまだ独立していない
部分として扱い、これに対する報酬（Entgelt）のみが支払われたにすぎないとすることが含ま
れている。したがって、大法廷によれば、貸借対照表日の配当請求の経済上の実現は、極めて
稀な特例を除いて、受け入れられえないのである⑳。
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Moxterによると、「同一時i期の積極側計上」に関する最高裁判所の判決（h6dhst　r　ichterliche
RechtSpredhung）の伝統的な立場は、一般的な利益実現原則において保持されていた。例えば、
売却取引（Veriiul21e】rungsgeschaften）の場合にも、事実上の根拠に従って、その債権は確かに
生じているかどうか、そこから債権の増加は普通でないリスクをもはや負っていないかどうか、
ということが問われるにすぎないのである。それに対して、その金額については全く不確実で
あるが、こうした不確実性には、債権評価（Forde㎜gsbewe血㎎）ならびに引当金設定
（R戯ste皿ungsbildung）によって対応することが可能なのである。　Moxterによると、根拠
に従えば、配当請求の民法上の増加は、貸借対照表日に、もはや言うに値するリスクを負って
いない。Moxterは、支配社員は「分配の意図」を知っているだけではなく、それをさらに成
し遂げる力があるが、この意味では、支配社員の配当請求は、“少なくとも経済上すでに独立し
ている（実現している）”という大法廷の見解に反していることを認めている⑳。
　Moxterは、なぜ大法廷は外国の商人を引き合いに出しているのかということを理解するこ
とはできないと述べている。Moxterによると、外国の商人が資本参加するとすれば、彼は支
配社員になり、その増加リスク（Zugansrisiken）をこうした状況（Position）から評価するこ
とになるのである。Moxterは、外国の商人による資本参加と企業全体の取得者とは異なるた
め、外国の商人の事例が企業全体の取得者の事例にあてはまることは何もないはずであると述
べている（2e。
　大法廷は、配当請求の個別的流通可能性（Ein2elverkeh【s鐡㎏keit）、っまり個別的譲渡可
能性（EinzelUbertragbarkeit）を意識していた。しかし、　MoXterによると、「連邦財政裁判所」
はこうした譲渡可能性が十分であると決定づけた。それによると、経済財は次のことを前提と
している。すなわち、それが、貸借対照表日に実現しうる財産価値（Verm6genswert）とみな
される経済上存分に利用できる財産的優位性（Vermdgensvorteil）を維持していることである。
これは、外国の第三者がこうした対象物を購買価格測定（KaufpreiSbemessung）の範囲内で
考慮することになるはずである場合に問題となるのである。「連邦財政裁判所」によると、財産
構成要素の独立した評価可能性の要件に合致しているのは、企業全体の取得者がその中に具体
的な価値を見出す場合である。その価値に対して、彼は総価格の範囲内で重要となる特別な報
酬を計上するはずなのである。M（痴erによると、この場合、資本参加とともに取得した配当
請求が特別な報酬を正当化することは少しも問題とはならないのである。彼は、このことは配
当請求の取得を伴わない資本参加取得が購買価格をそれに応じて過少にすることからも明らか
であると述べている（2S。
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2．相違における要点
a）　「欧州裁判所」との相違における要点
　大法廷は、“税法上の観点、の下でのみ、「欧州裁判所」とは異なる結果に至る”というテーゼ
を掲げ、税法上、資本参加において潜在的に含まれている秘密積立金はまだ記帳される必要は
ないとしている。しかし、MoXterは、現行の法律に照らしてみても、税法上、貸借対照表項
目の中に含まれている秘密積立金は、その貸借対照表法上の実現まで考慮されないままである
ということに疑いの余地はないと述べている。彼によると、「欧州裁判所」と大法廷とのこうし
た相違の問題を判断する際に興味を引かれるのは、欧州法上の貸借対照表諸原則に従って、何
か他のことが適用されるのかどうかということなのである。つまり、彼は、大法廷が“税法上
の観点”と限定していることから、商法上の観点、つまり欧州法上の貸借対照表諸原則に従う
ことによって、税法上とは異なる原則が適用されることになるのかというところに興味を持っ
ているのである⑳。
　「年度決算書指令」（Jahresabschlussricht］mie；JaR）は、「慎重主義原則」（Gr㎜dsatz　der
VorsiCht）を各々の事例において遵守することを規定している。この原則は次のことを意味し
ている。すなわち、①貸借対照表日に実現した利益のみが記帳されること、②すべての予見す
ることのできるリスクが考慮されなければならないこと、である（「年度決算書指令」第31条
第1項cの「実現原則」）。また、加盟国の選択権を認めている「持分法」（Equity・Methode）
を定めた「年度決算書指令」第59条の領域においては、明白に「分配制限」
　（AusschUttungsSperre）が設けられている（「年度決算書指令」第59条O。しかし、「欧州
裁判所」は、トムベルガー決定の中で、「年度決算書指令」第59条はドイツの立法者による選
択権の行使により商法典に転換されていないので、これに関しては基準とはなりえないことを
指摘しているのである（27）。
　　「連邦最高裁判所」も、1975年以来、何度も引用されている判断の中で、資本参加という貸
借対照表項目に含まれている秘密積立金を、その実現の前に考慮することを禁止しているので
ある。ドイツの貸借対照表法の最も重要な諸原則のひとつであるこの禁止は、不確実な利益が
配当されることを防止することになるのである。Moxterは、こうしたことからも、大法廷の
テーゼ、つまり“税法上の観点の下でのみ、「欧州裁判所」とは異なる結果に至る”の真意がど
こにあるのかということに疑問を持っているのである⑳。つまり、Moxterによれば、「欧州裁
判所」と大法廷との間に明らかな相違点は見られないのである。
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b）　「連邦最高裁判所」との相違における要点
　Moxterは、「連邦最高裁判所」が「同一時期の積極側計上」において単なる貸借対照表副次
項目を認めているとすれば、「連邦最高裁判所」と大法廷との相違点は実際には打ち消されるさ
れることになると述べている。その理由として、彼は、貸借対照表副次項目の捉え方を挙げて
いる。例えば、営業経営の開業および拡張のための費用（商法典第269条⑳）のような貸借対
照表副次項目は、ひとつの財産対象物も形成しない。その結果、税務貸借対照表においても積
極側計上しうる経済財をひとつも形成しないことになる。この限りでは、貸借対照表副次項目
は、派生的営業権あるいは暖簾i（商法典第255条第4項）のような積極側計上選択権
（AktiVierungswahlrechte）とは異なるのである。この場合の積極側計上選択権とは、商法上
の財産対象物および税法上の経済財に該当し、税法上積極側計上義務（Aktivierungspfbchten）
を負った積極側計上選択権である⑳。
　Moxterは、さらに、この相違を平準化している場合を指摘している。それは、大法廷が、
商法と税法とは異なる法的根拠⑳によって特徴づけられていると主張する場合である。彼によ
ると、商事貸借対照表が重要な形成の自由（Gestaltmgsfreiheit）によって作成され、税務貸
借対照表が強制的な法律によって作成されているとすれば、商事貸借対照表と税務貸借対照表
をつないでいる「基準性原則」はそれほど重要ではなくなるはずなのであるan。
　大法廷は、支配社員の配当請求を明らかに非財産対象物、つまり単なる貸借対照表副次項目
と呼んでいる。Moxterによると、大法廷は、これが引用している1975年の「連邦最高裁判所」
の決定からは何も得ていないのである。「連邦最高裁判所」は、貸借対照表の中に、基準となる
時点においてすでに会社の一部になっている財産対象物のみを積極側に記帳するという見解を
保持している。Moxterによると、この財産対象物という名称を、「連邦最高裁判所」は、価値
解明問題との関係の中で再度用いており、その中で次のことを指摘しているのである。すなわ
ち、子会社にあって経済的に実現されたのと同じ営業年度にその配当金を記帳することが、目
下の事情を考慮した上で、認められるだけでなく、命じられているかどうかを、「連邦最高裁判
所」は、その事象の状態によって決定する必要はないということである（B）。Moxterは、「連邦
最高裁判所」が、まだ単なる貸借対照表副次項目の意味で貸借対照表日の配当請求を非財産対
象物と見ているとすれば、生じうる積極側計上義務の問題に言及する必撚性はどこにもないは
ずであると述べている。彼によると、ここからも、「連邦最高裁判所」が、配当請求を財産対象
物と見ていることは明らかなのである。Moxterは、さらに、1989年の決定の中でも、「連邦
財政裁判所」が単なる貸借対照表副次項目をひとつも受け入れていないことを指摘している。
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配当請求は、すでに貸借対照表日に手もとにあった財産対象物なのであるca。
Moxterは、次のことにも疑問を投げかけている。すなわち、大法廷が商法および税法の法
的根拠を対照させ、“税法はそれに対して公法である”というテーゼを持っていることである。
彼は、大法廷の真意を汲み取れないことを指摘し、大法廷はこのテーゼにより商事貸借対照表
法は債権者保調幾能に関して公法ではなく、その限りで少しも強制的な法律ではないというこ
とを主張するつもりであるのかと述べている。以上のことから、Moxterは、“「連邦最高裁判
所」は「価値解明原則」を包括的に解釈しており、商法は債権者保護の観点に基づいて著しく
影響されている”とする大法廷のテー一．一一ゼに関しても首を傾げているのである（3S。
　Moxterは、大法廷が適切に指摘していることとして、次のことを挙げている。すなわち、
税法は、「課税の公平性」（Gleidhheit　der　Besteuerung）という憲法命令（Vbr臨u㎎sgebot）
を甚斗酌することによって、納税義務者の形成可能性を制限しなければならないということであ
る。税法は、「連邦財政裁判所」の大法廷が1969年に確認したように、完全な利益（vo皿er
Gew血1）を把握しなければならない。それ故に、貸借対照表副次項目を含めない商法上の積
極側計上選択権は、税法上の積極側計上義務になり、商法上の消極側計上選択権
（PassiVierungswahlredhte）は、税法上の消極側計上禁止（PassiVierungsverbOten）になる
のである。商法上も、利益権者（Gewinnberechttgten）の請求権が縮小される場合には、こう
した意味における完全な利益が記帳されなければならないのである。Moxterによると、これ
は、会磁上の信議務（丁蜘舳t）または非韻の場合には信義誠実の原則（Grundsatz
von　［［heu　und　Glauben）の結果から生じるのである。　Moxterは次のことを危惧している。す
なわち、企業と資本参加者との間で取り決めが行われ、同じ営業年度において獲得された子会
社の利益をその親会社が次年度の営業年度において受け取ること、あるいは多段式の資本参加
　（mehrstUfige　Beteiligung）においては、それよりもさらに遅い年度において受け取ることに
よって、こうした利益が、法律上認められた方法で経済上消耗させられる可能性のあることで
ある。こうした時間上の遅延は、利益請求権の実質的な縮小につながる可能性を持っているの
である㈹。
　Moxterによると、利益請求権が、税法におけるように商法においても言及されている場合
には、利益は常に期間適合的に、つまりこれを獲得した営業年度において把握しなければなら
ないのである。その際に、期間適合的な利益把握を妨げている選択権は制限されなければなら
ないのである。Moxterは、利益処分決議の延期によって「同一時期の積極側計上」を回避す
るというこれまで行使されていた選択権も同様であると述べている。例えば、最高裁判所の判
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決が、今まで「同一時期の積極側計上」に対して、親会社の監査終了前に子会社の年度決算書
が確定され、少なくとも利益処分案（Gew血iverwendungsvo】schlag）が示されていることを
前提として認めていた場合には、年度決算書の確定を延期することによって、「同一時期の積極
側計上命令」を簡単に免れることができた。Moxterによると、これが、大法廷による商法上
の「価値解明原則」の適用は、支配企業に対して、法律上規定されていない選択権に匹敵する
形成可能性を開くと考えた実際の選択権なのであるeT。
　Moxterによると、大法廷は年度決算書確定または利益処分決議の延期によって利益実現の
延期を生ぜしめるに至る事象関連形成の前に不必要に屈服している。大法廷はそのような事象
関連の形成を、租税通則法（Abgabenordnung；AO）第42条を最後の手段として防止してい
るのであるが、Moxterによると、通常の支配関係における年度決算書確定または利益処分決
議の延期が濫用されるようになることは、ほとんど否定されえないのである。彼は、租税通則
法第42条に依存することが、税額査定期間課税の原則（das　P面p　der
Abschnitrtsbesteuerung）を守る唯一の可能性になるとすれば、これに頼らざるをえないだろ
うと述べているpm。
IV．むすび
　Moxterは、支配会社の「配当請求の同一時期の積極側計上」にっいて、「連邦財政裁判所」
の大法廷が、これを完全に例外として認めようとしていることに異論を唱えている。大法廷は、
配当請求は経済財として認められないこと、さらに、通常の事例において、貸借対照表日に配
当可能な利益または利益処分が再検査可能な方法で社員に明らかにされていないことを理由に、
「配当請求の同一時期の積極側計上」を原則的に認めていないのである。大法廷は、この決定
によって、一見「欧州裁判所」および「連邦最高裁判所」とは異なる見解を持っているように
見えるが、MoXterによると、そこにはひとつの相違も見出せないのである。大法廷が指摘し
ている相違とは、「欧州裁判所」と異なり、大法廷は税法上の観点の下でのみ決定しているとい
うこと、および「価値解明原則」を包括的に解釈する「連邦最高裁判所」と異なり、大法廷は
特別な税法上の法的根拠を守らなければならないということ、である。Moxterは、こうした
相違は商法上および税法上の利益算定に関する説得力に欠けるテーゼによって特徴づけられて
いるにすぎないと述べている。
　次に、Moxterは、允法廷が決算日原則および利益実現原則のような基礎となる貸借対照表
諸原則を相対化し、税額査定期間課税の原則を利用して、取り決められるべきではない時間上
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の利益の延期（Gewinnvers（　hiebungen）を可能にしていることを批判している。子会社によ
って行われるべきである利益処分決議の延期によって、「同一時期の積極側計上命令」を免れる
ことが可能であるとすれば、その命令には何の意味もない。Moxterによると、問題は、こう
した利益処分決議の延期が通常の事例になりうるかどうかということである。利益処分決議の
延期は、利益請求権の縮小につながり、その理由からこれは会社法上の信義義務または一般的
な信義誠実の原則に反している。MoXterは、年度決算書確定または利益処分決議の延期の濫
用を防止するためには、適切な税額査定期間課税の原則を遵守する税法上の最後の手段として、
租税通則法第42条に依存せざるをえないだろうと結論づけている。
　ドイツにおいては、「基準性原則」、つまり商事貸借対照表を税務貸借対照表の基礎とする所
得税法第5条第1項の規定がある。しかし、ドイツ会計における最近の動向から「基糊生原則」
を考察することによって、現在の会計上の実務が「基準性原則」から乖離していることを正当
化する学説があるau。「基準性原則」に従えば、商法上で「配当請求権の同一時期の積極側計上」
が行われるとすれば、税法上も同様の処理が行われることになる。しかし、税法上でこの処理
を認めないとすれば、「基準性原則」の逆転により税法上の処理が商法上の処理に影響を及ぼす
ことになるのである。「配当請求権の同一時期の積極側計上」に関して、商法上の問題を扱う「欧
州裁判所」および「連邦最高裁判所」と税法上の問題を扱う「連邦財政裁判所」の大法廷とが
異なる決定を下したということは、裁判所の決定が基準性の逆転現象をこうした側面からも引
き起こし、さらにその状況を静観するかもしれないということを暗に意味しているのである。
したがって、Moxterの学説は、「配当請求権の同一時期の積極側計上」に関する裁判所の決定
の事例を挙げることによって、こうした場合にも、逆基準性が機能する可能性を示唆するとい
う役割を果たしているところに、その意味があると思われるのである。
　さらに、「連邦財政裁判所」の大法廷が「配当請求権の同一時期の積極側計上」を原則的に認
めないという決定を下したことの意義は、現在ドイツにおいて進行している一連の税制改革の
中で明らかにされる可能性があると思われる。この決定は、とくに法人税務上の全額合算シス
テム（k6rpersChaftsteuerliche　Vollanre（imungssystem）から二分の一所得法（Halb・
einkimiteverfahren）へと転換する局面に関連があるとする意見もある㈹。「配当請求権の同一
時期の積極側計上」に関する「連邦財政裁判所」の大法廷の決定が、税制改革との関係の中で
ドイツ会計制度に及ぼす影響については、こうした状況を考慮しながら今後の課題とする。
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〈3a　MbXter，　Addf・・，　a　aO．，S．2335．
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CB）　Ebd．，S．2335．
βのElxl，S．2336．
（3のEbd。，S．2336．
pm　Ebd，S．2336．
（3のEb（1，S．2336．
⑱Eb己，S．2336．
（39）本論文第3阜
㈹Herzig，　Norbert．，　BB－Kbmmentnr（BB　Heft　44，2．　11．2000．　S．2252－2253）．
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第7章　ドイツにおける「国際会計基準」に従った個別決算書の問題性
　　　　　　　　一一BaetgeZBeermannの所説によせて一
1．はしがき
　「資本調達容易化法」（KapitalaufhahmeerleiChterungsgesetz；KapAEG）1こいうドイツ商
法典（Handelsgesetzbuch；HGB、以下、単に商法典と略す）第292a条の作成免除規定は、
国際的に認められた会計基準に従ったコンツェルン決算書およびコンツェルン状況報告書を作
成し、公表している上場企業に対して、商法典に従ったコンツェルン決算書およびコンツェル
ン状況報告書の作成と公表を免除するものである①。ここから、通常、「国際会計基準」
（lnternabbnal　Acooundng　Standards；IAS）あるいは「米国の会言源則」（US－Gener皿y
Aeoepted　A㏄counting　Principles；US・GAAP）に従って作成されるのは、上場企業のコンツェ
ルン決算書であると考えられている。それにもかかわらず、本章で取り上げる
Baetge！Bee一の共同論攻は、個別決算書に対する「国際会計基準」の適用について論じ
ている。これは、シュマーレンバッハ経営経済協会作業部会が、2000年9月19日に、“会計
の将来に関する10個のテーゼ”の7番目のテーゼとして、“個別決算書にも原則的に「国際会
計基準」を適用する”ことを公表したことに関係すると思われる。ここから、「国際会計基準」
の適用範囲がコンツェルン決算書にとどまらないことも予想されるのである。7番目のテー・一一ゼ
は、以下のとおりである。
「すべての関係者へのおそらく最大の挑戦は、このテーゼである。この関係の中で、とりわけ
小企業および中規模企業の観点、ならびに基準性原則（Mal｝geblidhl〈eitsprinzip）（所得税法第5
条第1項第1文）②を介した税法（SteuerreCht）の結び付きは、広範囲な議論に対してきっか
けを与えるだろう。もちろん、期待されるべき議論の際に、次のことを明らかにさせるべきで
ある。すなわち、過去に個別決算書には、例えば租税測定機能（S伽efbemessu㎎s且m㎞on）
のような追加的な機能がますます負担させられ、この機能はその程度が増大するにつれ、その
中心的機能、っまり情報機能の達成を妨げているということである。この側面に焦点を合わせ
た『国際会計基準』規定の適用によって、個別決算書は再びその中心的機能にフィードバック
されうる。他の目標設定指向の規定、とりわけ税法の規定の影響は、こうして回避されうるは
ずである。さらに『国際会計基準』に従って作成される個別決算書の長所は、とりわけ企業間
の比較可能性およびコンツェルン決算書の並行性（Para皿elitat）にある。資本市場指向を欠く
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小企業および中規模企業の関心事を樹酌すれば、こうした適用グループに、もちろん次のよう
な可能性が与えられるべきはずである。すなわち、免除された形で、税務貸借対照表
（Steuerbilanz）のみを作成し、場合によっては開示することである。」③
　当該作業部会が、こうしたテーゼを公表した背景には、会計環境の急激な変化がある。例え
ば、内部的要因として、企業の資本需要の増大あるいは企業管理指向の強化の傾向、また外部
的要因として、投資家の関心事の重視、「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従った
コンツェルン決算書の作成に関する規定、および会計の国際化に対する欧州連合（Eumpean
Union；EU）の活動が挙げられる④。当該作業部会の議長であるHans－（leorg　Bruns氏（ダイ
ムラー・クライスラー社の理事会メンバー）は、この7番目のテーゼについて、「当該作業部会
の議論の際にもとりわけ異論の多いものであった⑤」ことを認めている。そして、今後、このテ
ーゼを含めた10個のテーゼすべてに関して、活発な議論が行われることを期待しているので
ある。
蝉は、こうした状況を闘こ漁、Bae繰一の共同論攻によせながら、「鴎
計基準」に従って個別決算書を作成する際の問題性についての検討を試みるものである。なお、
上のシュマーレンバッハ経営経済協会作業部会のメンバーには、Baetgeも含まれていることを
特記しておく。
皿．「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従って会計報告を行うドイツ企業の動機
　「米国の会計原則」に従ってコンツェルン自己資本（Kbmerneigenkapital）およびコンツ
ェルン成果（Konzernergebnis）を最初に公表した企業は、ダイムラー・ベンツ社（Daimler－
Benz　AG）であった⑥。　BaetgelBeermannは、こうしたいわゆる大企業が「国際会計基準」あ
るいは「米国の会計原則」に従って決算書を作成する動機を、他の企業を獲得する、あるいは
企業内部を拡張する際に必要とする資本需要の増大に見ている。つまり、グローバルに行動す
るドイツのコンツェルンにとって、ドイツの資本市場のみで資金を調達するだけでは不十分な
のである⑦。また、さらなる動機として、世界の最も重要な取引所であるニュー一…ヨーク証券取
引所（NYSE）が、上場企業に対して、年度決算書（JahresabsChluB）の特定の項目を「米国
の会計原則」に従ったものに移行させること、また「米国の会計原則」に従って年度決算書を
作成することを要求しているということが挙げられる⑤。BaetgelBeermannは、しかしながら
これは、ニューヨーク証券取引所に上場しようとする企業にのみあてはまる事象ではないと述
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べている。Baetge／Beermannによると、外国の投資家は、それ以外の企業に対しても、「国際
会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従った年度決算書を作成することを求めているので
ある。というのも、そうした年度決算書を利用することにより、それらを国際的に比較するこ
とが可能になるからである⑨。
　また、欧州委員会（Europaisehe＆）mmission）は、欧州域内の年度決算書の比較可能性を
高めるために、新会計戦略（neue　Redmu㎎s】egu㎎sstrategie）を打ち出している。それによ
ると、遅くとも2005年から、欧州連合加盟国のすべての上場企業に対して、「国際会計基準」
に従ってコンツェルン決算書を作成することが義務づけられることになる⑩。しかし、ここで
も、その義務は上場企業にとどまらない。さらに、欧州連合加盟国には、非上場企業（nicht
b6rsennotierte　Untemelmen）に対しても、「国際会計基準」に従った年度決算書の作成を義
務づけることが許されているのである⑩。
　大企業と並んで、「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」を適用する中規模企業
（曲舳che　U伽e㎞en）の数もまた増大しているが、　Baetge／Bee一は、その
本質的な理由として次のことを挙げている。つまり、これらの適用が、「新市場」（Neuer　Markt）
でその株式が取引されている企業に対して義務づけられていることである。したがって、「新市
場」に上場している企業は、「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従って年度決算書
を作成しているが、さらに非上場中規模企業もまた、「国際会計基準」あるいは「米国の会計原
則」を適用している。というのも、こうした企業においても、国際的な取引が増加しているか
らである働。例えば外国の顧客（Kunden）および納入業者（Lieferanten）は、国際的に比較
可能な会計規定、すなわち「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従った年度決算書
を求めているのである。また、ドイツ企業の側から見れば、それらの年度決算書を用いてその
比較可能性を高めることにより、外国の共同競争者（MitWettWerbem）と自社とをこれまで
よりもよりよく比較することができるよう｝こなるのである（1の。BaetgeZBee一は、内部統
制（Steuerung）という視点からも、「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従った年
度決算書は商法典に従った年度決算書よりも適していると述べている。
皿．年度決算書の比較可能性に及ぼす影響
BaetgeA3ee一によると、鴎計基準」あるいは「米国の会計原貝IJ」に従りた年度決
算書の数の増大は、一方で年度決算書およびコンツェルン決算書の国際的な比較可能性を高め
ているが、他方でそれらの決算書と、他のドイツ企業の商法典に従った年度決算書との直接的
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な比較を困難にしている。BaetgeBeemmannは、このことを考慮して、　i：EAO社（i：FAO　AG）
の年度決算書を「国際会計基準」に従った年度決算書と商法典に従った年度決算書との比較の
ための事例として挙げているのである。この事例により、彼らは、商法典に従った年度決算書
と比べて、「国際会計基準」に従った年度決算書が、貸借対照表分析者（Bilanzanalyt　iker）に
よる経済状態の判断に対して、どのように影響を及ぼしうるのかを考究している。
i：EAO社は1996年に設立され、フランクフルトにその本社を有しており、1999年にフラ
ンクフルト証券取引所の「新市場」に上場を果たした株式会社であるaの。Baetge1Bee㎜a㎜に
よると、当該会社は、「国際会計基準」に従った年度決算書と商法典に従った年度決算書とを比
較研究するのに適している。というのも、当該会社は、1998年度および1999年度において、
「国際会計基準」に従った年度決算書のみならず、商法典に従った年度決算書もまた公表して
いるからである。彼らはとくに、1998年度および1999年度の「国際会計基準」に従った貸借
対照表と商法典に従った貸借対照表とを取り上げ、表1⑮および表2（leに示している。これに
より、i：FAO社によって二種類の規定に従って作成された年度決算書を用いて、どのように
経済状態を分析することができるのかということが比較されうるのである。BaetgelBee一
は、単純化のために、二つの指数のみを経済状態の判断の基礎として用いている。一つ目は収
益力（E血agskraft）を判断するための自己資本利益率（Eigenkapitalrentabilitat）であり、
二っ目は財i務上の安定性（finanzielle　Stabihtat）を判断するための自己資本比率
（Eigenkapitalquote）である。次に、表3（1のにおいて、表1および表2から明らかになる「国
際会計基準」および商法典に従った年度決算書の数値が示され、続いて表4（lsにおいて、それ
ら各々の指数値（Kennzahlenwerte）が算定されている。
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表1：i：EAO社の1998年度および1999年度の「国際会計基準」に従った貸借対照表
積　　　　極　　　　側
「国際会計基準」に従った貸借対照表（TDM）
@ 　　　　　　消　　　　極　　　　側
1999
N度
1998
N度
1999
N度
1998
N度
A固定資産 A自己資本
1，無形財産価値 2，118 1001．引受済資本金 10，645 250
H．開発費 1，650 0 且資本準備金 58，32513，100
1∬．有形固定資産 1，010 562皿．繰越損益 一2，836一1，419
IV．財務固定資産 38，477 8 IV．年度損益 ’－Q，403一1，417
固定資産合計 43，255 670 自己資本合計 63，7310，514
B．流動資産 B．払込資本金 0 40
1．債権およびその他の
@財産価値 1，684
812C．引当金
II．流動資産たる有価証 5，784 0 1．繰延税金 696 0
皿．流動資金 12，4329，5131．その他の引当金 578 199
流動資産合計 19，90010，325引当金合計 1，274 199
C．繰延収益税 4，492 1，431D．債　　務 2，642 1，673
積極側合計 67，64712，426消極側合計 67，64712，426
　　　　　　　　d表2：i：EAO社の1998年度および1999年度の商法典に従った貸借対照表
積　　　　極　　　　側
商法典に従った貸借対照表（匝M）
消　　　　極
　E
､
1999
N度
1998
N度
1999
N度
1998
N度
ん固定資産 ん自己資本
1．無形財産対象物 2，118 1001．引受済資本金 10，646 250
H．有形固定資産 1，010 562］L資本準備金 58，32513，100
皿．財務固定資産 38，477 8 皿．繰越損益 一4，267 一2，139
固定資産合計 41，605 670∬1．年度損益 一6，419 一2，128
B．流動資産 自己資本合計 58，2859，083
L債権およびその他の
@財産価値 1，670
789B．払込資本金 0 40
11．流動資産の有価証券 5，784 0 C．（その他の）引当金 578 199
皿．流動資金 12，4329，513D．債　　務 2，642 1，657
流動資産合計 19，88610，302E．計算区分項目 0 16
C．繰延収益税 14 23
積極側合計 61，50510，995消極側合計 61，50510，995
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表3：i：FAO社の「国際会計基準」および商法典に従った数値
π
1998年度 1999年度
国際会計基準 商法典 国際会計基準 商法典
年度損益 一1，417TDM一2，128TDM一2，403TDM託｝，419TDM自　己資本 10，514TDM9，083TDM63，731TDM58，285TDM
総　　資　　本 12，426TDM10，995TDM67，647TDM61，505TDM
表4：i：EAO社の「国際会計基準」および商法典に従った自己資本利益率と自己資本比率の指
数値
1998年度 1999年度
国際会計基準 商法典 国際会計基準 商法典
自己資本利益率 一1a5％ 一23．4％ 一3．8％ 一11．0％
自己資本比率 846％ 82．6％ 94．2％ 948％
BaetleZBeermannの分析から、1998年度に囎贈鉾」に従りた脚己資本
利益率は、－13．5％となり、これは商法典に従った場合の・23．4％という自己資本利益率より高く
なることが明らかになる。さらに、1999年度には、「国際会計基準」に従った場合の自己資本
利益率は、－3．8％に改善されているが、他方、商法典に従った場合の自己資本利益率は、・
6，419TDMという大きなマイナスの年度損益（negativ　Jahiesergebnis）によって費消され、
・11．0％にとどまっている。また、彼らの分析によれば、1998年度には、「国際会計基準」に従
った場合の84．6％という自己資本比率は、商法典に従った場合の82．6％という自己資本比率と
比べて若干高くなっているが、1999年度には、「国際会計基準」と商法典に従った場合の自己
資本比率は、それぞれ94．2％と94．8％となり、ほぼ一致していることが明らかになっている。
ここから、彼らは、次のように結論づけている。すなわち、こうした経済状態の写像の相違（ein
unterschiedliches　Bild　der　wirtsChaft2ichen】』age）は、「国際会計基準」に従った年度決算書
と商法典に従った年度決算書のどちらが、貸借対照表を分析する際の基礎に置かれているかに
依存しているということである。次に、BaetgeBeem㎜は、「国際会計基準」に従った年度
決算書の数値と商法典に従った年度決算書の数値との相違、およびそこから算定される指数値
間の相違がどこから生じているのかという疑問を呈示している。さらに、彼らは、「国際会計基
準」および商法典に従った年度決算書上にそれぞれ表示される異なった損益が、貸借対照表分
析者に誤解を与えないようにすることは可能であるかということについて検討しているのであ
る。
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1▽．貸借対照表比較分析の出発点
BaetgeLBee一によると、商法典に従りた年度決算書と「国際会計基準」あるいは「米
国の会計原則」に従った年度決算書とを会計的に比較分析する場合の出発点となるのは、前者
および後者において、会計（報告）の相違がどこに見られるのかということを分析することで
ある。彼らは、表5（1enにおいて、彼らが重要とみなした会計（報告）の相違点を取り上げ、商
法典に従った会計（報告）と「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従った会計（報
告）における相違を比較している。
表5：商法典、「国際会計基準」および「米国の会計原則」との間の重要な相違点
項　　目 商法典 国際会計基準 米国の会計原則
長期自己創設 固定資産たる自己創設 特定の前提の下での開 特定の前提の下での自
無形財産価値 無形財産対象物の積極 発費の積極側計上義務、 己創設無形財産価値、例
側計上禁止。 その他の自己創設無形 えば特定のソフトウェ
財産価値の積極側計上 アおよび特定の広告宣
糺 伝費の積極側計上義務、その他の積極側計上禁
止。
コンツェルン 積極側計上、および4 積極側計上義務、規則的 積極側計上義務、通常で
決算書におけ 年以上の一括減額記入 に20年以内の耐用年数は40年（新しい提案に
る派生的な暖 または耐用年数を超え を超える計画的減額記 よると20年）以内の耐
簾 る計画的減額記入ある 入。 用年数を超える計画的
いは自己資本における
利益準備金との、即時の
成果中立的な相殺。
財務上の財産 財務上の財産対象物の 短期的取引目的で保有 短期的取引目的で保有
価値および負 （繰越記入される）取得 している（売買目的）財 している（売買目的）財
債 原価での評価、財務上の 務上の財産価値または 務上の財産価値または
債務の償還金額（“取得 負債は、成果作用的に付 負債は、成果作用的に付
原億’）。プラスの成果貢 すべき時価で評価され すべき時価で評価され
献は、まず財務上の財産 なければならない。売却 なければならない。満期
価値および負債の減少 のためにいつでも処分 日まで保有されるべき
の際に実現される必要 できる（売却可能）財務 財務投資（満期保有）ま
がある。 上の財産価値は、成果作 たは負債は、　（繰越記
用的か、あるいは成果中 入される）取得原価で評
立的に付すべき時価で 価されなければならな
評価されなければなら い。売却のためにいつで
ない。満期日（End・も処分できる（売却可
伽㎏keit）まで保有され能）財務上の財産価値
るべき財務投資（満期保 は、ポートフォリオに基
有）および企業により売 ついて成果中立的に付
買目的で支払われたも すべき時価で評価され
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のでない債権は、（繰越
L入される）取得原価で
]価されなければなら
ﾈい。財務上の財産価値
ﾌ付すべき時価が取得
ｴ価に含まれる場合に
ﾍ、常に成果作用的に減
z記入されなければな
轤ﾈい。
なければならない。財務
繧ﾌ財産価値の付すべ
ｫ時価が取得原価に含
ﾜれる場合には、常に成
ﾊ作用的に減額記入さ
黷ﾈければならない。負
ﾂは割引現在価値で評
ｿされなければならな
｢。
棚卸資産 支配的な見解によれば、
ｻ造の委託が完了した
鼾〟i工事完成基準）の
ｷ期製造委託からのプ
宴Xの成果貢献の実現，
特定の前提の下での工
鱒i行基準に基づく製
｢委託からのプラスの
ｬ果貢献の実現（工事進
s基準）。
特定の前提の下での工
鱒i行基準に基づく製
｢委託からのプラスの
ｬ果貢献の実現（工事進
s基準）。
繰延税金 商事貸借対照表損益と
ﾅ務貸借対照表損益と
ﾌ間の“時間上の”相違
ﾌ場合の評伍支配的な
ｩ解によれば、未利用の
ﾅ務上の繰越損失に対
ｷる繰延税金について
ﾌ評価禁止。
商事貸借対照表損益と
ﾅ務貸借対照表損益と
ﾌ間の‘一侍的な”相違
ﾌ場合の評価。特定の前
?ﾌ下での未利用の税
ｱ上の繰越損失に対す
骭J延税金についての
]価義務。
商事貸借対照表損益と
ﾅ務貸借対照表損益と
ﾌ間の“一時的な”相違
ﾌ場合の評価。特定の前
?ﾌ下での未利用の税
ｱ上の繰越損失に対す
骭J延税金についての
]価義務。
年金引当金 年金受給期待権補償方
ｮ　（Anwa式scha臨一
р?ьM寧ve血hlen）で
ﾌ評価、3・6％の計算率
ﾅの割引。
期待権割引現在価値方
ｮ　（Anwartscha丘s－
b≠窒翌?窒煤､er曲en）で
ﾌ評価、長期的資本市場
?ｦでの割引、将来の価
l上昇は吸収される。
期待権割引現在価値方
ｮでの評価、長期的資本
s場利率での割引、将来
ﾌ価値上昇は吸収され
驕B
その他の
?幕
部分的な評価義務、費用
ｫ引当金に対する部分
Iな評価選択権，
費用性引当金の評価禁
~。最頻値でのその他の
?幕烽ﾌ評価、あるいは
ｽ数の引当金の場合の
咜ﾒ値での評価。
費用性引当金の評価禁
~。最頻値でのその他の
?幕烽ﾌ評価、あるいは
ｽ数の引当金の場合の
咜ﾒ値での評価。
　表5から、商法典に従った年度決算書と「国際会計基準」に従った年度決算書との問の重要
な相違点は、附属説明書における記載事項（Anhangangaben）に見られることが明らかにな
る⑳。i：FAO社の場合には、1999年の商法典に従った決算書と「国際会計基準」に従った決
算書との間の重要な相違は、長期自己創設無形財産価値（der　langfristigen　se】bst　ersteI1艶n
imrnateriellen　Vemm6genswerte）および未利用の税務上の繰越損失（n（xih　niCht　genutzte
steuerh（ihe　Vbrlustvo血臼ge）に対する繰延税金（der　latenten　Steuern）を貸借対照表に計上
する際の異なった方法に起因している⑳。
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　1999年の「国際会計基準」に従った年度決算書では、商法典に従った年度決算書において直
接的に費用として計上された1，650TDMという金額の開発費（Ent幅ddu㎎sausgaben）は貸
借対照表の積極側に計上されている。このように、「国際会計基準」によれば、開発費は、自己
倉段無形財産価値として貸借対照表の積極側に計上されなければならないのである。これは、
「国際会計基準」第38号パラグラフ45が、以下のように規定していることによるものである。
「開発（又は内部プロジェクトの開発局面）から生じた無形資産は、企業が次のすべてを立証
することができる場合に限り、認識しなければならない：
（a）使用または売却できるように無形資産を完成させることの技術上の実行可能性；
Φ）無形資産を完成させ、さらにそれを使用又は売却するという企業の意図；
（c）無形資産を使用又は売却できる能力；
（d）無形資産が蓋然的な将来の経済的便益をどのように創出するか。企業は、特に、無i贋産
　　の産出物についての又は無形資産それ自体についての市場の存在を、あるいは、それが内
　　部で使用される予定である場合には、無形資産の有効性を立証しなければならない；
（e）無形試算の開発を完成させ、さらにそれを使用又は売却するため必要となる適切な技術上、
　　財務上及びその他の資源の利用可能性；並びに
（D　開発期間中の無形資産に起因する支出を信頼性をもって測定できる能力。」en
Baetge！Beermannは、1，65CVII）Mという金額の長期自己創設無形財産価値を貸借対照表の
積極側に計上することによって、年度損益は高くなると述べている。したがって、「国際会計基
準」に従った自己資本は、商法典に従った場合より、954TDM⑳という金額分だけ高くなるの
である。さらに、積極側に計上された自己倉1搬無形財産価値に配分される収益税は、696TDM2D
という金額の繰延税金として消極側に計上されることになる。しかし、こうした「国際会計基
準」の中の第38号による処理と異なり、商法典によれば、1，650TDMという金額の開発費は、
直接的に費用として帳簿記帳されることになる。これは、第248条第2項が、以下のように規
定していることによる。
「有償取得ではない、固定資産の無形財産対象物については、積極側項目が計上されてはなら
ない。」co
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Baetge！Bee一は、1999年の「国際会計基準」に従った年度決算書において、未利用の
税務上の繰越損失に対する積極側の繰延税金は、3，415TDMという金額になると述べている。
このように積極側の繰延税金は、未利用の税務上の繰越損失に対して計上されなければならな
いが、これは、「国際会計基準」第12号（1996年改訂）パラグラフ34が以下のように規定し
ていることによる。
「繰延税金資産は、未利用の租税の損金繰越（cnnyfbrward　ofunused　tax　lOsses）および未利
用の税額控除（unused　tax　credits）に対して認識されなければならないが、これは次の範囲ま
でである。すなわち、将来の課税便益を、利用されうる未利用の租税損金および未利用の税額
控除に対して、獲得しうる範囲までである。」⑳
　この規定から、Baetge∠Beermannは、未利用の税務上の繰越損失は、将来の税務上の利益
と相殺することができるとしている。それに伴って、将来、諜税されるべき所得は減少し、し
たがってそれに付随して租税費用（Steuerau飾and）もまた減少することになるのである⑳。
「国際会計基準」第12号に従って、税務上の損失が発生した営業年度において繰延税金を積
極側計上することは、税務上、長所となる。この長所は、次のような結果につながる。すなわ
ち、貸借対照表の消極側に計上される年度損益⑳を、繰延収益税（latente　Steuere血age）の
分だけ、この事例においては3，415TDMという金額分だけ、増加させることになるのである（2＄。
これに対して、「正規の簿記の諸原則」に従えば、未利用の税務上の繰越損失に対する繰延税金
を積極側に計上する必要は、全くないのである㈹。
V．「国際会計基準」に従った年度決算書データの調整
Baetge！Bee一は、　i：EAO社が「国際会計基準」に従った決算書のみを公表していたと
すれば、この決算書と商法典に従った決算書とを比較することはできなかったと述べている。
当該会社が、商法典と「国際会計基準」に従った決算書を公表したからこそ、二つの決算書を
比較することが可能となったのである。しかし、二つの年度決算書は、どのような方法を用い
て比較されるのであろうか。Baetge［Beerma皿は、「国際会計基準」あるいは「米国の会計原
則」に従った決算書データと商法典に従った決算書データとの比較を可能にするために、商法
典に従って貸借対照表に計上される項目の数値に、それとは異なる「国際会計基準」あるいは
「米国の会計原則」に従った数値を調整することが必要であると述べている。彼らによると、
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この場合、次のような指数が用いられることになる。すなわち、貸借対照表に計上される商法
典に従った数値と「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従った数値との相違が、指
数値の変更につながらない指数である61）。
　Baetge∠Beem］Larmは、1999年のi：EAO社の「国際会計基準」に従った年度決算書データ
を用いて、商法典に従った貸借対照表項目の数値へと「国際会計基準」に従った貸借対照表項
目の数値を調整することを試みている。彼らは、第一に、「国際会計基準」に従って積極側に計
上されている1，650TDMという金額の長期自己創設無形財産価値を取り除いている。というの
も、商法典によれば、1，65（YTDMという金額の開発費は直接的に費用として計上され、「国際
会計基準」の規定のように無形財産価値として計上される必要はないからである。その結果、
年度損益が減少する。より詳細に見れば、端数を無視した約42％という税率を適用した場合、
租税後の年度損益は、954TDMという金額分だけ引き下げられなければならないことになる。
さらに、長期自己倉1段無形財産価値の積極側計上に基づいて設定された696TDMという金額
の消極側の繰延税金が取り除かれなければならない。BaetgeBeemma皿は・以上の処理を以
下の仕訳（1）で行っているan。
（㈲年度損益954TDM（貸）篇疑灘勾65㎜M
　　　消極側の繰延税金　　696TDM
　第二に、Baetge［Beermannは、未利用の税務上の繰越損失に対する積極側の繰延税金を取
り除いている。これは、つまり、未利用の税務上の繰越損失に対して1999年度の期首に積極
側計上されている1，431TDMという金額の繰延税金である。というのも、未利用の税務上の繰
越損失に対する繰延税金を積極側に計上することによって、1998年度における年度損益は増加
し、それに応じて緯越損失は減少するからである。さらに、未利用の税務上の繰越損失に対す
る積極側の繰延税金の増加分は、税率の変更によるフィードバックにより引き下げられなけれ
ばならない。この金額は354TDMという金額になる。したがって、積極側の繰延税金および
年度損益は354TDMという金額分だけ引き下げられなければならない。　Baetge！Beermannは、
以上の処理を以下の仕訳（2）で行っている㈹。
（借）繰越損失1，431TDM（貸）積極側の繰延税金1，785TDM
　　　年度損益354TDM
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　第三に、BaetgeZBeermannは、未利用の税務上の繰越損失に対して1999年度に設定された
積極側の繰延税金を取り除いている。これは、未利用の税務上の，縛越損失に対して1999年度
に積極側計上された4，492TDMという繰延税金から、1998年度に積極側計上された
1，431TDMという金額の繰延税金および税率の変更に基づいて算定された、未利用の税務上の
繰越損失に対する354TDMという金額の積極側の繰延税金の増加分を控除することにより算
定される。したがって、2，707rDMという金額になる。さらに、年度損益もまた、2，707TDM
とい辮だけ引き下げされなければならない。Baetge／Bee一は、以上の処理を以下
の仕訳（3）で行っているan。
（借）　年　度　損　益2，707TDM　（貸）　積極側の繰延税金2，707TDM
BaetgeZBee一は、長期朧騰財産価値および未利用の税務上の繍に耐
る積極側の繰延税金の数値を調整することにより、商法典に従った貸借対照表へと「国際会計
基準」に従った貸借対照表を接近させている。こうしたr連の仕訳による年度決算書の数値の
調整は、表幽にまとめられている。
Baetge［Bee一によると、　i：蹴醐においては、自己騰形財産価値および未
利用の税務上の練越損失に対する繰延税金から生じる相違は完全に取り除かれうる。表仰に
示されているように、表6において、「国際会計基準」に従った貸借対照表の数値に基づき、
接近段階を介して算定された貸借対照表の数値は、i：FAO社によって公表された商法典に従
った貸借対照表の数値と完全に合致する。さらに、Baetge旧eerma㎜は、表86YDを示すことに
より、自己資本利益率および自己資本比率もまた、この接近によって必然的に商法典に従った
指数値と合致することを明らかにしているのである。
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表6：i：FAO社の商法典に従った貸借対照表の数値への「国際会計基準」に従った貸借対照表
の数値の調整
「国際会計
譓?vに
]った
ﾝ借対照表
調　　整　　欄 商法典に
]った数値
ﾖと調整
ｳれた
ﾝ借対照表
i：EAO社に
謔ﾁて公表
ｳれた商法
Tに従った
ﾝ借対照表（TDM） 借方　　　　貸方
貸借対照表 31．12．1999 31．12．199931．12．1999
積極側
固定資産たる自己創設
ｳ形財産価値（開発費） 1，650
1，650（1） 0 0
積極側の繰延税金 4，492 2，707（3） 0 0
1，785（2）
その他の積極側 61，505 61，505 61，505
積極側合計 67，647 61，505 61，505
消極側
引受済資本金および
走{準備金 68，971
68，971 68，971
繰越損益 一2，8361，431（2） 。4，267 ・4，267
年度損益 ・2，403 954（1） 一6，418 一6，418
354（2）
2，707（3）
消極側の繰延税金 696 696（1） 0 0
その他の消極側 3，219 3，219 3，219
消極側合計 67，647 61，505 61，505
表7：選択された「国際会計基準」に従った数値
1999年度
「国際会計基準」に
]った数値
「国際会計基準」
ｩら商法典へと
ﾚ近した数値
商法典に
]った数値
年度損益 ・2，403TDM 一6，41grDM 一6，41｛打DM自　己資本 63，731TDM 58，285TDM 58，285TDM
総　　資　　本 67，647TDM 61，505TDM 61，505TDM
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表8：「国際会計基準」に従った、近づけられた価値に従った、および商法典に従った自己資本
利益率および自己資本比率
1999年度
「国際会計基準」に
]った指数値
「国際会計基準」
ｩら商法典へと
ﾚ近した指数値
　商法典に
]った指数値
自己資本利益率 一3．8％ ・11．0％ ・11．0％
自己資本比率 94．2％ 94．8％ 94．8％
BaetgeABeermannは、貸借対照表に計上されているすべての項目が、必ずしも上の事例の
ように、「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従った数値から商法典に従った数値へ
と、接近段階を介して近づけることが可能となるわけではないことを指摘している。つまり、
外部の貸借対照表分析者は、営業報告書（GeschaftSbemht）の中で公表されている情報を利
用して、場合によっては、「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従った特定の項目の
数値を商法典に従った数値へと調整することができるのであるOU。ただし、その際には、商法
典、「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」のいずれに従って貸昔対照表が作成されてい
るのかということに関係なく、同じ指数値を提供する指数が適用されなければならないau。
Baetge／Bee一によると、こう騰は、とりわけ収支の灘ヤッシュ・フロー）に指
向した指数（zalihungsstmomorient　ierte　K6nnzah】en）なのである。
　このように、Baetge！Beemlannは、商法典に従うた決算書と「国際会計基準」に従った決
算書とを比較分析する際に、後者の特定の項目の数値から前者のそれらの数値へと、接近段階
を介して近づけることを試みている。これにより、貸借対照表分析者は、商法典に従った年度
決算書と「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従った年度決算書とを比較すること
が可能となるのである。Baetge！Beermannは、貸借対照表分析者が規定の異なる年度決算書
間の数値の相違を分析の際に利用することは、上のような事例に限ったことではないと述べて
いる。彼らによると、商法典に従った決算書と「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」
に従った決算書とを比較できるように、それらの間の相違を取り除くことは、すでに十分に行
われているのである。彼らは、同じ商法典に従った年度決算書においても、評価あるいは計上
における選択権の行使の相違によって、同じ項目に対して異なる大きさの数値が計上される可
能性のあることが考慮されるべきであることを指摘している。例えば、製作原価に関する全部
原価評価（VollaufWandbewertUng）と部分原価評価（TbilaufUTandbewe血mg）との間の選択
権は、年度決算書に表示されている財産状態、財務状態および収益状態に著しく影響を及ぼし
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うるのである㈹。
VI．　Baetge／Bee一による分析の要点
　BaetgeZBeermannは、「新市場」に上場しているi：EAO社によって公表された1998年度お
よび1999年度の商法典に従った年度決算書と「国際会計基準」に従った年度決算書を事例と
して、異なる規定に従って作成された二種類の年度決算書を比較分析している。彼らは、この
比較分析にあたって、「国際会計基準」に従った数値を商法典に従った数値へと調整するという
方法を用いている。彼らによると、こうした数値の相違の原因は、商法典と「国際会計基準」
との間の処理方法の相違にある。彼らは、とくに長期自己創設無形財産価値、未利用の税務上
の繰越損失に対する繰延税金、およびそれらに伴う年度損益の計上の相違に注目して、商法典
と「国際会計基準」に従った数値間の相違を調整仕訳によって取り除くという手法を用いてい
るのである。そして、二種類の貸借対照表を共通の基礎に立たせることにより、それらを比較
可能な状聾に置くことに成功したのである。
　BaetgelBee一による分析の要点は、最後の部分に現れている。つまり、同じ商法典に
従った年度決算書においても、行使する選択権の違いにより、同じ項目に対して異なる大きさ
の数値を計上することになるということに注意を喚起している点である。彼らは、例として製
作原価に関する全部原価評価と部分原価評価という選択権を挙げ、このことを強調しているの
である。この部分から読み取れることは、彼らは、同じ会計規定に従った場合の異なる選択権
の行使による数値の相違と、商法典に従った数値と「国際会計基準」に従った数値との相違を
近似したものとみなしているということである。ここから、Baetge1Beem㎜は次のような
見解を持っていることが推察されうる．つまり、商激に従った年鰍算書の作成力・ら「国際
会計基準」に従った年度決算書の作成への転換は、従来の年度決算書の質を大きく変化させる
ものではないということである。
V皿．むすび
　以上のように、Baetge1Beemla㎜の論理は展開されている。はたして、その意味はどこに
あるのだろうか。商法典と「国際会計基準」に従った数値の相違を仕訳によって調整するとい
うところに意味があるのだろうか。そうではなく、これにより、BaetgeLBee】cmalmは、商法
典に従った年度決算書の数値と「国際会計基準」に従った年度決算書の数値との相違を、商法
典における異なる選択権の行使による数値の相違と「同質化」している、この点にその意味があ
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ると思われるのである。本来、前者と後者の相違の質は異なったものであるにもかかわらず、
彼らは、その論理展開の中で、異質のものをあえて「同質化」しようとしたのである。したがっ
て、その価値は、商法典に従った年度決算書の作成から「国際会計基準」に従った年度決算書
の作成への転換を図るための手段としてその論理を展開させている点に、見出せるのである。
BaetgeBeermannは、彼らの輝開において、その論理を補強する目的で、例として製
作原価に関して全部原価で評価するか部分原価で評価するかという選択権を挙げている。製作
原価（4Dに関する規定は、商法典第255条第2項に見ることができる。
「製作原価とは、財産対象物の製作、その拡張、あるいはその原状を超える著しい改良のための、
物財の費消および用役の使用によって発生する出費である。これには、材料費、製造費および
製造の糊1」費が属する。さらに、製作原価を算定する場合には、必要な共通材料費、必要な製
造共通費および製造に起因する固定資産の価値費消の、適当なる部分を算入することができる。
一般管理費ならびに経営の社会的施設、任意の社会的給付および経営内老齢年金のための出費
は、算入される必要はない。第3文および第4文にいう出費は、その出費が製作の期間に属す
る限りにおいてのみ、考慮することが認められる。販売費は、製作原価に算入されてはならな
い。」（4Q
　製作原価に関する全部原価評価と部分原価評価の選択権は、商法典第255条第2項第3文に
おいて規定されている。しかし、「商法上の評価選択権が、税務上、直ちに基準性を有すること
はない㈹」と言われている。ここに、「逆基準性」（umgekehrte　MalSgeblichkeit）㈹が適用され
る可能性を見出すことができるのである。つまり、商法上、選択権が規定されていても、税法
上の観点から、実質的にはその選択の余地のない場合があるのである。したがって、製作原価
に関する規定においても、「逆基軸の適用により、実際には全部原価評価が支配的であると
されるのである㈲。Baetge／Beem　aannの共同論攻は、こうした実務の場面を取り除いた形で、
彼らの論理を展開している点に注意する必要があると思われる。
　さらに、注意すべき点として、Baetge／Beermannが「基準性原則」の問題を取り除いている
ことが挙げられる。ドイツにおいて個別決算書について論じる場合には、当然のこととして「基
準性原則」という問題が生じる。「基準性原則」とは、「商事貸借対照表が税務貸借対照表の基礎
とされることを言㈹」い、したがって「国際会計基準」の個別決算書への適用について検討する
場合には、この点で看過できない問題なのである。
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　また、Baetge1Bee皿a㎜は、個別決算書における課税および配当測定機能について一言も
言及していない。商事貸借対照表の作成目的は、配当可能利益の算定にあり、税務貸借対照表
の作成目的は、課税所得の算定にあると言われている㈹。彼らは、個別決算書におけるこれら
の二つの機能に関わる問題を取り除いているのである。
　BaetgeBeermannが、「国際会計基準」に従った年度決算書を用いて、その年度決算書と商
法典に従った年度決算書との比較分析を試みた背景には、「国際会計基準」に従って年度決算書
を作成する小企業および中規模企業の増大がある。これらの企業はコンツェルンを形成してい
ないため、個別決算書の作成に「国際会計基準」を適用しているのである。さらに、シュマー
レンバッハ経営経済協会作業部会が、“会計の将来に関する10個のテーぜ’の7番目のテーゼ
として、“個別決算書にも原則的に「国際会計基準」を適用する”ことを公表したことにより、
今後、個別決算書への「国際会計基準」の適用が増大することが予想される。このテーゼに対
して、モクスターは、“シュマーレンバッハ協会作業部会のテーゼに対する論評”の中で警鐘を
鳴らしているのである㈹。
　個別決算書の作成にも「国際会計基準」を適用することが制度的に認められうるのかどうか
について、ドイツの検討すべき課題は多いと思われる。例えば、租税測定基礎の算定に関わる
個別決算書の作成に対する「国際会計基準」の適性であるが、これは国庫の収入にも影響を及
ぼす問題として重要である。さらに、ドイツ会計基準委員会の動向および連邦財政裁判所およ
び欧州裁判所の判決も視野に入れて、今後の動向に注目しなければならない。
注
①ドイツにおける一連の会計制度改革については、鈴木義夫著，『ドイツ会計制度改革論』（2000
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第8章　「商法上の個別決算書におけるパラダイム転換」論の制度的意味
　　　　　　　　　　一Eulerの所説によせて　一
1．はしがき
　ドイツ連邦共和国（以下、ドイツと略）では、1998年の「資本調達容易化法」
（Kapitalaufhahrneerleichterungsgesetz；KapAEG）によりドイツ商法典（Handels－
geset乞bu（h；HGB、以下、単に商法典と略す）第292a条が新設された。この規定は、国際的
に認められた会計基準に従ったコンツェルン決算書（Kbnnernabsdhluss）およびコンツェルン
状況報告書（Konzernlagebericht）を作成および公表する上場企業に対して、商法典に従った
コンツェルン決算書およびコンツェルン状況報告書の作成と公表を免除するものである①。ま
た、同年の「企業領域における統制および透明性に関する法律」（Gesetz　zur　I（bntm皿e　und
1｝ranspaコrenz　im　Unternehmensbereich；KonT【aG）により商法典第342条が新設された。
この規定により、「会計原則設定のための『私的な会計委員会』（privates　Re（imungs・
legungsgremium）の設置に関する法的根拠が与えられることとなった②」のである。この機関
の任務は、「コンツェルン会計に関する諸原則の適用についての勧告を行うこと、会計規定の立
法準備に際して連邦法務省に助言を与えること、そして国際的な基準設定委員会においてドイ
ツ連邦共和国を代表すること③」にあるとされる。
　こうした≒連のドイツ会計制度改革に見られる会計の国際fヒは、その対象をコンツェルン会
計に限定しているように見える。にもかかわらず、昨今、コンツェルン決算書のみならず、個
別決算書（E並曲bschlu鈴）の作成においても「国際会計基準」（International　A㏄counting
Standards；IAS）あるいは「米国の会計原則」（US・Generally　Aooepted　A㏄ounti㎎
P血dples；US－GAAP）に従った場合の問題性、さらにはコンツェルンを形成しない企業、例
えば小規撚び中規模蝶曲e皿d㎡蜘幽me㎞en；㎜）が「国聯
基準」あるいは「米国の会計原則」に従って個別決算書を作成する場合の問題性について論究
する所説を目にすることが多くなった④。つまり、学説レベルにおいては、コンツェルン会計
のカテゴリーには含まれないところにおいても、会計の国際化の影響が見て取れるのである。
こうした動向は、シュマーレンバッハ経営経済協会作業部会が、2000年9月19日に、“会計
の将来に関する10個のテーゼ”の7番目のテーゼとして、“個別決算書にも原則的に「国際会
計基準」を適用する⑤”ことを公表したことにも関係しているように思われるのである。また、
この部会のメンバーでもあるBaetgeは、　Beermannとの共同論攻、『工ASIUS・GAAPとHGB
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に従った決算書の会計的比較分析』を発表している⑥。これは、商法典に従った個別決算書と
「国際会計基準」に従った個別決算書を作成しているある会社を事例として、異なる規定に従
りて作成された二纐の個別決算書を比較分析したものである。Bae幽一の論攻は、
「商法上の個別決算書におけるパラダイム転換1論とみなすことができるのであるが、彼らの「パ
ラダイム転換」論は、商法典に従った個別決算書の数値と「国際会計基準」に従った個別決算
書の数値との相違を商法典における異なる選択権の行使による数値の相違と「同質化」すること
により、商法典に従った個別決算書の作成から「国際会計基準」に従った個別決算書の作成へ
の転換を図るための手段としてその論理を展開させたものであった⑦。
　以上のように、学説レベルでは、すでに「商法上の個別決算書におけるパラダイム転換」論
が展開されているのである。しかし、はたして学説レベルでのこうした「パラダイム転換」論
はどのような意味を持っているのであろうか。つまり、こうした論理は、学説レベルにとどま
るものではなく、何らかの実務駐象の合理化に向けた合意形成システムとして機能するものな
のであろうカ㌔本章は、この点に問題の所在を認識するものであり、こうした問題意識のもと、
上記の疑問を明らかにすべく、Eu］erの『商法上の個別決算書におけるパラダイム転換：GoB
からIASへ？』⑧の分析を試みるものである。ここで、注意すべき点は、　Eulerもまた「パラ
ダイム転換」という用語を用いてその論理を展開しているということである。本章の目的は、
「パラダイム転換」論として表明されているEUIerの論攻のその実質的な意味、つまり「パラ
ダイム転換」論が何に対して機能するのかを解明することにある。
ll．　Eulerによる問題提起
Eulerは、商法上の個別決算書における「正規の簿記の諸原則」（G㎜醜tze
ordnungs1nal3iger　Budhfiihrung；GOB）から「国際会計基準」への「パラダイム転換1論を
展開する際の基盤として、2002年3月12附の欧州議会（E㎜p鋤e財㎞ent）の提案
⑨を挙げている。当該提案によれば、計画中である新規定に見ることのできる、会計を国際的
に標準化するという推移動向は、確かに上場企業のコンツェルン決算書のみにおけるものであ
る。しかし、Eulerによると、これにとどまらず、同規定をもって、国際慣行（Gepflogenheiten）
に指向する個別決算書をめぐる議論もまたさらに開始されていることが看取されなければなら
ないのである。というのも、欧州議会は、加盟国に対して、非上場企業にも「国際会計基準」
に従った年度決算書（Ja㎞esabschluss）の作成を規定あるいは選択的に許可するという国内
の選択権を与えるべきであると決議したからである（10。
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　こうした推移動向から、商法上の個別決算書を特徴づけている「正規の簿記の諸原則」から
スリムな（abgeepedkte）「国際会計基準」への「パラダイム転換」論が展開されることになる
のである。Eu】erによると、「国際会計基準」の見地（IAS・㎏ht）に立つ個別決算書において
は、補完的な情報義務および説明義務が削減されるということが予想されなければならないの
である。しかし、この場合においても1「国際会計基準」における個別企業に該当する積極側計
上、消極側計上および評価の規定は何も変わらないであろうと言うのである（ID。
Eulerは、まずこれらの規定と「正規の簿記の諸原則」における諸規定との比較分析を突破
口として、商法上の個別決算書における「正規の簿記の諸原則」から「国際会計基準」への「パ
ラダイム転換」論を展開するのである。
皿．商法上の「正規の簿記の諸原則」のシステム
1．積極側計上と消極側計上および評価の規定
Eulerは、商法上の「正規の簿記の諸原則1の定義づけをBeisseに倣って行っている。　Beisse
によると、「『正規の簿記の諸原則』は、諸原則および個別規範のシステムを形成する。最上位
原則は、債権者保護思考から結果として生じる慎重主義原則（Vorsichtsp血Zip）である。こ
れは、一連の下位原則（Folgeprinzipien）および付属している個別規範を通じて具体化されて
いる⑰」のである。Eulerは、「正規の簿記の諸原則」の基礎を財産算定の原則に置いている。
彼によると、それは、次の商法典の規定から明らかになるのであるaep。
●　商人は、自己の財産および自己の負債を年度決算書に表示することを義務づけられて
　　いる（商法典第242条第1項第1文）。
●　これにより、商人は、すべての財産対象物、負債および計算区分項目を各別に貸借対
　　照表に計上し、個別に評価するのである（商法典第246条第1項第1文，第252条第
　　1項第3号）。
●　財産の算定に際して、何ものも実質上あるい1：ltlh律上の与件に対立しない限りでは、
　　企業の継続性から出発しなければならない（商法典第252条第1項第2号）。
　また、こうした財産算定は客観化によって特徴づけられるかたちで行われる。Eulerは、ま
ず財産算定の原則に基づいて積極側計上されるべき財産対象物を挙げている。財産対象物に含
まれるのは、事物と権利（SaChen　und　Rechten）のみではない。　EUIerによると、商人の経済
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的所有権が、積極側計上にとっては決定的となるのである（商法典第248条第1項第2文）。
さらに、無形固定資産．（i皿naterielle　Anlagevemldgen）は、客観化によって特徴づけられる
かたちで積極側に計上される。つまり、無形固定資産は、商法典第248条第2項から明らかに
なるように、有償取得に、したがって市場での価値の確認（Wertbestattgung）に結び付いて
いるのである。ここから、無形固定資産の計上は、次の場合にのみ認められることになる。す
なわち、無形固定資産および反対給付が双務契約の枠内で相互に関係づけられる場合、そして
またその取得が法的かつ経済的に独立した第三者によって行われる場合である。したがって、
財産算定の原則は、経済的観察法のみならず、客観化によっても特徴づけられていると言える
のである。さらに、「連邦財政裁判所」（Bundesimf；BFH）には、「基準性原則」（所得
税法第5条第1項）に基づいて商法上の「正規の簿記の諸原則」を具体化するという任務が義
務づけられているが、Eulerによると、「連邦財政裁判所」も、経済的観察法のみならず客観化
を考慮することにとくに重きを置いているのである（1の。
　EUlerは、財産算定の原則に基づいて消極側計上されるべき引当金（RUdkstellungen）を挙
げている。商事貸借対照表（HandelSbilanz）には、不確定債務（ungewisse　Verbindlichkeit）
および発生の恐れのある損失（drohende　Verlust）に対する引当金が計上されなければならな
い（商法典第249条第1項第1文）。消極側計上義務を負う引当金には、義務的引当金
（PfliChtrUdkste皿ungen）と費用性引当金（AimandSrddkstellungen）とがある。前者は、
第三者に対する法律上あるいは事実上の債務の場合に設定される引当金である（商法典第249
条第1項第2文第2号）。但し、この設定は、経済的に引き起こされ、十分な確率で予測でき、
かつ補償されない負担が貸借対照表日に生じている場合に限られる。後者は、任意に設定する
ことが認められる引当金である（とりわけ商法典第249条第2項）。但し、この引当金は秘密
積立金の設定に役立つのであり、その結果、法典化された「正規の簿記の諸原則」の規範
（Kanon）には属さないのである。　EUlerによると、「正規の簿記の諸原則」についての最高裁
判所の判決は、経済的観察法と客観化とを適切に考量したものであり、積極側計上判断基準と
消極側計上義務を負う引当金とを広範囲にわたって対称的に具体化しているのである。したが
って、「正規の簿記の諸原則」の目標は、これまでどおり適当なる解釈を用いて達成されるとい
うことが妥当するのである㈹。
　さらに、客観化された財産算定は、実現主義原則（Reaba血onspr吻）によって補完され
る（商法典第252条第1項第4号後段第2文）。EUlerによると、収益および費用は、期間配
分された払い込み額（Einzahlungen）および払い出し額（Auszahlungen）と定義されるので
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ある（商法典第252条第1項第5号）。まず、利益として表示することが認められるのは、慎
重主義原則との関係によって、ほぼ確実に生じる財産の増加のみとされる。EUIerは、利益現
実化（Gewi皿verWitklichung）の定義から、取得原価および製作原価が財産対象物の絶対的
価値上限を形成する（商法典第255条第1項ないし第3項）と指摘する。したがって、価値の
増大が実現可能と思われる場合にも、これが利益表示を正当化することはないのである。EUIer
は、こうした未実現利益の表示を禁止することに対する根拠を商法上の配当規制に見ている。
彼によると、「法律上の仮説によれば、収益の実現の結果として払い込みが行われるか、もしく
は近々予測できる場合に限り、したがって、その限りでは、十分な支払能力（LiqUiditat）が
保証されているとみなされる場合に限り、持分所有者に分配可能な財産の増加が存在する㈹」
のである（1の。
　次に、費用の期間配分についてであるが、これがとりわけ目的としているのは、財産対象物
を取得するために必要とされた支出はそれが獲得する（alimenherten）収益に帰算されるとい
うことである。これが、耐用年数の限られた固定資産に対する減額記入が計画的に実施される
理由である。つまり、実現主義原則によって、取得原価および製作原価は費用として、それも
やむをえない場合には慎重に把握された期間に渡って配分されるのである。Eulerによると、
耐用年数の限られた財産対象物に対して計画的最低減額記入額を用いることなく算定される利
益は、配当規制にも情報提供にも適さないのである（ls。
　実現主義原則と並んで、債権者保護の年度決算書を特徴づけている原則が、不均等原則
（Imparitatsp面p）である。この原則に従えば、未決の法律行為（schwebellden
Redhtsgesch狙en）により発生の恐れのある損失（商法典第249条第1項第1文）および財産
対象物の価値減少（商法典第253条第2項第3文第3項第1文および第2文）は、すでにそ
の発生をもって利益減少的に把握されなければならない。つまり、リスクおよび損失は、それ
らが正規に実現する前に会計処理されなければならないのである。資本維持の観点の下では、
利益は、こうした発生の恐れのある損失を見越計上する場合に限り、配当可能であるとみなす
ことができるのであるag。
　以上のように、Eulerは、「正規の簿記の諸原則」の基礎を財産算定の原則に置いているので
ある。本節で注目すべきことは、財産算定の原則が積極側計上判断基準においても消極側計上
判断基準においても経済的観察法および客観化に基づいている点である。では、商法上の「正
規の簿記の諸原則」のシステムは、何に対して通用力を有するのか。これについては次節で扱
うことにする。
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2．通用力
　商法は、商人に対して「正規の簿記の諸原則」に従った年度決算書を作成することを規定し
ている（商法典第238条第1項第1文，第243条第1項）。この一般規範は、法典化された年度
決算書原則（とくに商法典第252条第1項）およびさまざまな個別規範（とくに商法典第238
条ないし第263条）に具体化されている。かくして、中心的な「正規の簿記の諸原則」は、法
典法（kodifiziertes　Recht）とみなされているのである。　EUlerによると、「商事貸借対照表法
は公益（6fentliChen　lnteresse）に資するが故に、相応の義務は、私法的性格ではなく、むし
ろ公法的な性格を持っている⑳」のである。「正規の簿記の諸原則」は、商事貸借対照表法の体
系化および具体化によって発見され、さらに経済的観察法によって特徴づけられている。経済
的観察法という場合には二つの意味が含まれている。一つ目は、事態は商法上の貸借対照表規
範の目的およびそこに含意されている価値判断（impliziten　We血㎎en）に基づいて評価され
なければならないということであり、二つ目は、異種の法領域（つまり、例えば民法）の価値
判断は、これが商事貸借対照表の目的に合致している場合に限り、これを引き継がなければな
らないということである⑳。
　以上のように、Eu】erは、商法上の「正規の簿記の諸原則」は、すべての商人に対して通用
力を有すると指摘する。本節で注意すべきことは、商法上の「正規の簿記の諸原則」が経済的
観察法によって特徴づけられている点である。こうした商法上の「正規の簿記の諸原則」のシ
ステムを踏まえて、次章において、「国際会計基準」のシステムについて扱うことにする。
IV．「国際会計基準」のシステム
1．積極側計上と消極側計上および評価の規定
　Eulerによると、「国際会計基準」は、商法上の「正規の簿記の諸原則」とは対照的に、企業
財産をできる限り完全に模写すること、この点にその目標を置いている。年度決算書は、その
受け手が、企業の資源および時の経過におけるその推移動向に関する情報を入手することを可
能にするものでなければならないのである。これに機能するものとして、無形財産価値
（immaterielle　Verm6genswertx））を寛大に積極側に計上するという判断基準が挙げられる。
Eu】erによると、「国際会計基準」において、積極側に無形財産価値が計上されなければならな
いのは、翻1何能な将来の経済的効用が予測できる場合であるとされているのである。但し、
企業がこれらをいつでも処分できるものに限られている。注目に値するのは、自己創設無形財
産価値（seibst　erste皿ten　immateriel掩n　Vermdgenswerte）もまた計上される可能性があると
119
第8章　　「商法上の個別決算書におけるパラダイム転換」論の制度的意味
いうことである。もちろん、自生的のれん（oPt　（leschtifis・und　F血lenwerte）ならび
に研究費（Forschungskosten）｝ま積極側計上から除外されるのであるが、開発費については、
次のことを具体的に示すことができる場合には積極側に計上されなければならないのである。
すなわち、開発が技術的に実現可能であり、完成が意図されており、製造開発
（FertigentWidklung）への資源が十分であり、かつ将来の経済的効用が予測されうることで
ある。Eulerは、無形財産価値を積極側に計上する際の中心的な問題を次の点に見る。すなわ
ち、計上判断基準（Ansat乞㎞tehen）が、問主観的に（intersubjekiv）証明できる、あるい
は直接観察できる事態に結び付いていない点である。彼によると、こうした判断基準は、意図、
仮定、予想＄よび見積もりに依存しているのである。したがって、これは次のことにつながる。
すなわち、無形財産価値が、望ましい成果を期待する決算書作成者（Redmu㎎slegenden）に
より、ほぼ彼らの望みどおりに積極側に計上されることである。EUIerによると、この場合、
決算書作成者は、彼らの選択した貸借対照表計上方法を貸借対照表政策的に正当に理由づける
ことさえできれば、こうした操作性に満ちた計上を行うことができるのである⑳。
　財産価値の範囲が広く限定されているのとは対照的に、消極側計上義務を負う引当金は局限
まで限定されている。Eulerによると、「国際会計基準」において、引当金は、将来必要な支出
の時点あるいは金額が不確実である負債と定義されている。引当金の消極側計上に際しては、
以下の3点が必要条件とされている。
●　過去の現象から、現在の法律上あるいは実際上の義務が結果として生じていること、
●　経済的に価値の高い資源の流出が予測できること、および
●　債務の金額を信頼できるかたちで見積もることが可能であること、
である。EUIerによると、「国際会計基準」に従った引当金設定の判断基準と「正規の簿記の諸
原則」に従った引当金設定の判断基準とは一見似ているように思われる。しかし、Eulerは、
注目すべき相違点、として、上記必要条件のうち、第1点目を指摘する。つまり、“過去の現象
から”結果として生じる引当金が計上されなければならないとされる、この点である。Euler
によると、この判断基準には、実現主義原則との関係が欠けていることから、適合的な“現象”
を実際にどの点に見るべきであるかということが明確ではないのである。例として、継続使用
（Einsatzdauer）後の飛行機を整備するという法律上の義務は、消極側に計上される必要があ
るのかという問題を挙げることができる。実現主義原則に基づいて判断を下すとすれば、これ
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を消極側に計上する必要はないのである。というのも、総オーバーホールは将来の売上高をも
たらすからである。しかし、「国際会計基準】によれば、はたして過去における飛行機の使用が
適合的な“現象”とみなされなければならないのかという問題がまず解決されなければならな
いことになるのである。EUIerは、注目すべき点として、消極側計上義務のある引当金に対す
る判断基準が相対的に区分精密かつ局限されたかたちで構想されているのに対して、積極側計
上義務を負う無形財産価値に対する判断基準は、過度に曖昧かつ幅広く構想されていることを
挙げている。したがって、次のような帰結が明らかになる。すなわち、企業財産が体系的に歪
められて模写されることから、この情報がどの意思決定に有用となるのかは明らかではないと
いうことである。Eu】erは、価値判断の観点、から見れば、「国際会計基準」はかなり矛盾してい
ると指摘するのである（2S。
　EUIerによると、「国際会計基準」において、企業の通常の活動から生じる収益は、その実現
をもって表示されなければならないとされている。財を販売する場合の収益の実現とは、基準
となるリスクとチャンスが買い手に委譲される時点である。収益の現実化は、以下の3つの場
合に以下のように生じる。すなわち、
●　サ”ビス給付（Diensde治tu㎎en）の場合に1ま請負工事の進捗度に応じて、
●　契約に合致した使用権（NutZungen）の場合には期間適合的に、および
●　利子の場合には効果的な利子計上を考慮した上で時間比例的に（zeitproport　iOnal）、
現実化されるのである。Eu】erによると、その限りでは、「国際会計基準」は「正規の簿記の諸
原則」とほぼ一致しているのである。相違点は、長期請負工事の処理方法に見られる。この場
合、「正規の簿記の諸原則」は工事完成基準（Comp】eted　C　ontract　Method）を採用しており、
同基準に従えば、利益の実現は、給付リスク（1．eiSutUngsrisiken）が最終の引き取りの結果、
ほぼ取り去られたときにはじめて認められるのである。これに対して、「国際会計基準」は、工
事進行基準（Pereentage　of　（］ompletion　Method）を採用している。同基準に従った利益表示
に対する必要条件は、製造注文（Fertigungsauftxagen）、定価契約（Festpreisvertragen）お
よび費用追加契約（Kostenzus（　hlagsve］rtragen）問で異なる。例えば、定価契約の場合、利益
表示に対する必要条件は、当該契約から経済的効用が生じるだろうということ、そしてまた費
用の発生を信頼できるかたちで算定できることである。EUIerによると、この場合、客観化は
後退する。というのも、利益現実化は、決算書作成者の予想および見積もりに依存しているか
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らである。さらに、実現主義原則から離反する事例として、金融商品あるいは金融手段とみな
される不動産をより高く再評価すること（Neubewertung）が挙げられる。　EUIerは、取得原
価あるいは製作原価より高く付すべき価値（公正価値）は情報として有用であるかもしれない
が、但し、この価値が見積もりから算定されるのではなく、観察可能な市場価格から直接明ら
かになる場合に限られることを指摘する。Eulerによると、保有財産（mhenden　Verm6gen）
の価値変動額は、分配には適当ではないのである。というのも、この変動額は、潜在的支払能
力を保証するものではないからである（24）。
　「国際会計基準」には多くの選択権があり、その点に「国際会計基準」の特徴のひとつを見
ることができる。これらの選択権は、明示的選択権と含意的選択権とに区別することができる。
前者の例として、物的資産（Sachanlagen）を減額記入額分だけ引き下げた取得原価もしくは
製作原価で計上するか、あるいは再評価するかという選択権、さらには棚卸資産評価
No皿atSbewertung）に際して、ベンチマーク法を用いて評価するか、あるいは後入先出法を
用いて評価するかという選択権が挙げられる。後者の例としては、代替的会計処理
（Bilanzierungsaltemnativen）が挙げられる。　Eulerによると、「国際会計基準」において、
これは、年度決算書の受け手のニーズに基づいて選択されなければならないものとされている
のである。しかし、Eu】erは、こうしたニーズをどのように決定しなければならないかという
ことが明確ではないことから、貸借対照表政策上利用可能な選択権が与えられていることに等
しいと指摘する。つまり、含意的選択権は、予想および見積もりに依存した会計処理判断基準
の所産なのである。Eulerによると、現行の「国際会計基準」は、会計処理の自主性を認めて
いるのであるCO。
　以上のように、Eu】erは、「国際会計基準」には、「正規の簿記の諸原則」と対照的に、積極
側計上、消極側計上および評価の際の判断基準に客観化および一貫性が欠けていると指摘する。
また、「国際会計基準」においては、未実現利益の表示もまた可能になるが、こうした利益は、
分配には適さないのである。では、こうした「国際会計基準」は、何に対して通用力を有する
のか。これについては次節で扱うことにする。
2．通用力
　「国際会計基準」は、商法上の「正規の簿記の諸原則」とは対照的に、「国際会計基準審議会」
（lntematjonal　Aocoundng　Standards　Board；IASB）という私的方式によって設定される。
「国際会計基準審議会」は、専門知識を有する14名のメンバーから構成されることになってお
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り、当面は、少なくとも経済監査士5名、決算書作成者3名およびその受け手3名ならびに学
会関係者1名で構成される。Eulerによると、実務家が多数を占めていることと並んで注目す
べきことは、同審議会のメンバーが地理的な判断基準に基づいて選出されているのではない点
に見られるのである。現在、議席の過半数は、アングロ・サクソン諸国で占められている。しか
も、4名の米国人のうちの2名が、同時に米国の基準設定主体である「財務会計基準審議会」に
所属しているのである。「国際会計基準」は、すでに「国際会計基準審議会」における過半数関係
（Me㎞heitsve捌tnisse）が示しているように、アングロ・サクソンの法的伝統の所産である。
こうした規貝1喋（Regelwerk）は、規制を要する事態をほぼ欠けることなく把握ずることに狙
いを置いているのみならず、その規則構造（Regeigefitge）もまた継続酌に展開するが故に、
首尾一貫性（Kon曲tenz）を保証することはほとんど不可能なのである。したがって、　Euler
は、こうした規則構造は法的安定性および法的明瞭性の観点から見ても問題があると指摘する
のである（2ED。
　欧州議会は、委任論方式（Komitologieve曲en）の枠内で、欧州連合委員会（EU・
KommjssiOn）の決定を通じた「国際会計基準」の転換（T㎞jbrmation）を意図している。
欧州議会は規制委員会（Regehlngasuschuss）をスタートさせ、「国際会計基準」が欧州の公
共の福祉（Gemeinwohl）に合致する限りにおいて正当と認めるべきであるという。これによ
り、確かに、法律制定に関する権限は、形式上、私的機関に委譲されるのではないが、民主的
に正当とは認められない機関によって形成されるということが、実質上妥当するのである⑳。
　以上のように、Eu】erは、アングロ・サクソンの法的伝統を引き継ぐ「国際会計基準」の規則
構造に見られる問題性から、「国際会計基準」の通用力を疑問視しているのである。ここまで、
EUIerは、「国際会計基準」のシステムを一貫して否定的に捉えているように思われる。　EUIer
は、「パラダイム転蜘論を展開しながら、何故に、あたかも「商法上の個別決算書におけるパ
ラダイム転換1は行われないと結論づけるかのように論理を展開するのであろうか。次章におい
て、EUIerが、個別決算書の機能をどこに見ているのかについて扱うことにする。
V．個別決算書の機能
既述のように、商法上の個男1鉄算書は、財産算定の原則に基づいて、これを実現主義原則お
よび不均等原則によって補完するかたちで特徴づけられる。これらの諸原則を通じて作成され
る貸借対照表は、処分可能な財産の増加分の算定に適しており、したがって配当に適した利益
の算定にも適しているのである。かくして、商事貸借対照表は、企業の資本維時に機能すると
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いう帰結が導き出される。Eu】erによると、資本維持の意義を明確に有する有限責任企業
（haftUngsbe曲bn　Untemehmen）のみならず、非有限責任企業（ni（int
haftUngsbeschrbUikten　Unternehmen）の場合もまた資本維持に関する情報は意味を有する。
というのも、こうした企業は、資本費消（Kapitalaufuehrung）を継続して行う結果、どのよ
うなリスクが当該企業に対して、あるいは第三者に対して生じるのかということに関心を持っ
ているからである㈲。
　Eulerによると、商法上の配当規制は、とりわけ資本維持および債権者保護に機能する。資
本維持に関する法律上の規定をほとんど必要としないのは他人資本提供者である。というのも、
彼らは、自らの利益の保証に対して効果的な手段を自由に利用できるからである。その手段と
して、例えば信用担保（Kure（litsiCherheiten）、特定の貸借対照表関係（bestmmte
Bilanzrelationen）、配当禁止（AussChUttungssperren）および洞察の権利（Emhlidksrechte）
が挙げられる。しかし、Eulerによると、法秩序（Redhtsom　nung）は、権利を付与された自
己の利益を維持する経済力を持たない弱者（SChwaCheren）、つまり中規模の納入業者、手工
業者、サービス業者あるいは被用者という小債権者（K】ein9臨ubiger）の保護に機能すべきな
のである。彼らは、他人資本提供者のように契約上の保護を獲得できないが故に、あるいは契
約交渉が完全に欠如しているが故に、有効な資本維持規定を必要としているのであるOP。
　Eu］erは、さらに今後、上場企業のコンツェルン決算書においても、資本維持に重きが置か
れる可能性を指摘する。というのも、こうした決算書は、資本市場の情報ニーズにより強く指
向するからである。米国の基準に従えば、支払不能テスト（lnsolvenztests）に基づいて配当
を規制する可能性があるかもしれないが、こうした場合があるとすれば、貸借対照表計上能力
のない財産価値および決算日価値（Tageswerte）を考慮した上で、債務超過計算によって配当
が決められることになる。しかし、Eu】erによると、合衆国における大資本提供者は、こうし
た配当規制を受け入れておらず、したがって、彼らの大部分は、おそらく配当禁止に関する契
約を締結していないのである⑳。
Eu】erは、資本維持を意味のあるかたちで保証することに機能するのは、個別決算書のみで
あると指摘する。というのも、この決算書は、企業財産を客観化されたかたちでも慎重性を考
慮したかたちでも算定することができるからである。これは、とりわけコンツェルンの個別決
算書にもあてはまる。その理由として、原則的に法律上独立している企業単位は、自己の債務
に対してのみ責任を持たなければならないということが挙げられる。ここから、次の帰結が導
き出される。すなわち、情報指向によって特徴づけられる「国際会計基準」に従ったコンツェ
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ルン決算書の目的を適切に補完しうるのは、資本維持に指向する「正規の簿記の諸原則」に従
った個別決算書なのである㈹。
Eu】erによると、「国際会計基準」に従ったコンツェルン決算書を作成しない、あるいはこの
決算書の枠内での報告に含まれない企業の場合には、配当規制によって特徴づけられる商事貸
借対照表の1青報不足をいかにして補償するのかという問題が生じるのであるが、立法者は、資
本会社に対して補完的な附属説明書（Anhang）の作成を義務づけることによって、この問題
を解決したのである。かくして、吟味（Uberpri血㎎）に値するのは、附属説明書における個
別の説明義務および記載義務であることが明らかになる。Eu】erは、この場合、国際慣行への
適創鉦によって情報レベルは引き上げられ、かつ単一化されることになるだろうと述べてい
るan。
　これに対して、「国際会計基準」に従った年度決算書は、企業価値のできる限り正確な近似値
（Approximation）を獲得しようとする努力によって特徴づけられる。注目すべき点は、無形
財産価値の範囲の幅広い限定、そして他のものに優先して時価に指向した公正価値での評価に
見られる。「国際会計基準」が目的としているのは、年度決算書の受け手に国際的に比較可能か
つ意思決定に有用な情報を提供することなのである。Eu】erによると、この目的は、資本市場
が効率的に機能すれば、それに伴って資源の配分が改良されるだろうという願望と結び付いて
いるのである働。
　Eu】erは、企業の収益価値には可能な配当のみならず、妥当な持分価格および既存の信用リ
スクの示唆（Hinweise）もまた含まれているが故に、こうした価値が受け手の情報ニーズに機
能するだろうということについて異論の余地はないと述べている。しかし、構想上の問題は、
こうした企業価値が予測される配当、したがって不確実な配当に依存しているところに見られ
るのである。この場合、個別評価によって特徴づけられた年度決算書における個々の貸借対照
表項目が企業価値への寄与分とみなされることにより、財産価値に属する持分が企業の将来の
配当フロー（AusschUt加ngsstrom）から脱離ケる（abepahten）ことになる。こうした状況が
生じるとすれば、ここからも貸借対照表上の財産算定の枠内における財産価値を市場価格で評
価する場合の問題点が明らかになる。つまり、市場価格で評価される多くの無形価値および秘
密賦課金（stalle　Lasten）は極めて曖昧かつ不確定であり、したがってこうした財産に対して、
過大評価あるいは過小評価が行われる恐れがあるのである㈱。
　Eu】erによると、市場価格は、企業価値を概算したものであるにすぎないのである。したが
って、企業における財産価値は、過大にも過小にも付されることが可能となる。かくして、収
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益力のある（e血agsstarken）企業の企業価値は、貸借対照表財産をはるかに上回り、収益力
のない（e］血agssChwachen）企業の場合には、これをはるかに下回る可能性がある。　EUIerは、
「国際会計基準」の目的、つまり年度決算書の受け手に対して企業に関する有用な情報を提供
するという目的は、極めて制限的に達成されうるにすぎないと指摘する㈲。
Eu］erは、さらなる問題として、決算書作成者が成果に対して実質的利害を持っていること
を挙げている。彼によると、その結果考慮しなければならないのは、貸借対照表政策を推進す
るために、すべての曖昧な積極側計上規範、消極側計上規範および評価規範が一貫して用いら
れるということである。Eu】erは、このことを次のように意味づけている。すなわち、「国際会
計基準」の多くの含意的選択権は、秘密積立金の設定あるいは仮想財産の表示の誘因として機
能するということである。「国際会計基準」における含意的選択権がどのように機能するかとい
うことを具体的に示した事例として、「新市場」（Neuer　Markt）が挙げられる。この市場にお
いて、「国際会計基準」に従った会計は、「すぐにシャボン玉のようにパチンとはじける願望を
喚起することに貢献したca」のであるcaD。
　さらに、「国際会計基準」に従った貸借対照表作成における信用性は、次のことによって脅か
されている。すなわち、積極側が極端に広く、消極側が極度に局限まで限定されているという
ことである。前者については、これにより、積極側に自己創設無形財産価値が計上されるとい
う可能性が生じるが、但し、当該価値が貸借対照表作成者によって技術上実現可能かっ有益と
みなされる場合に限られる。EUIerは、積極側計上判断基準が現行の「国際会計基準」第38
号ほど主観的に設定されることはありえないと述べている。つまり、彼によると、「国際会計基
準」の判断基準に従って積極側に計上されるのは、純粋な期待値（Ho血㎎swerte）にすぎな
いのである。これに対して、後者、つまり消極側計上される引当金は、次の場合に限られる。
すなわち、引当金が法律上あるいは最も局限された必要条件の下で実際に生じた場合である。
ここから、法律上生じた債務のみが消極側に計上されるという帰結が導き出される。Eulerに
よると、「国際会計基準」は、「国際会計基準審議会」のメンバーのバランスと関係なく代表され
る利害を一面的に反映しており、したがってこれに基づいて設定されるのである㈹。
　Eu】erは、「国際会計基準」に従った個別決算書においては、もうひとつ信用性を脅かす問題
の発生する恐れがあると指摘する。それは、とくに監査義務のない企業の場合に生じる可能性
がある。「国際会計基準」に従った貸借対照表作成は、見積もりおよび予想を広く極端に必要と
するが故に、「正規の簿記の諸原則」と比べると、「自己充足的計算」（SiCh・Reich・ReChnens）
のリスクがより大きくなるのである。したがって、「国際会計基準」に従った個別決算書の導入
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には、次のことが欠かせないのである。すなわち、第三者が、基礎となる見積もりおよび予想
を少なくとも信愚性（Plausibilitat）に基づいて監査することである。しかしながら、　Euler
によると、ここから明らかになる次の点が注目に値するのである。すなわち、個人企業、人的
会社および小資本会社は、今まで監査義務を負う必要がなかったということであるcam。
EUIerによると、与信者あるいは共同社員（Mltgesel㎞ha氏em）に対して、意思決定に有用
な情報を提供するとされている「国際会計基準」に従った個別決算書には、附属説明書の洗練
化が欠かせないのである。というのも、洗練された附属説明書なくして、貸借対照表ならびに
損益計算書を解釈することはできないからである。附属説明書に記載される内容は、用いられ
た評価方法、見積もりおよび予想基礎、ならびに不変性（Stetigkeit）の侵害（Durthhrechung）
と財産および利益へのその金額的影響に関する情報である。「国際会計基準」の見地に立つ個別
決算書は、さらに次の理由からも、適格な附属説明書を放棄することができない。すなわち、
受け手には、ある程度妥当な企業の写像を把握するというニーズがあるということである㈹。
　Eu】erは、立法権の行使により、商法上の「正規の簿記の諸原則」の代わりに「国際会計基
準」に従った個別決算書の作成を規定あるいは選択というかたちで許可するという勧告を行う
ことはできないと結論づけている。というのも、「国際会計基準」の適用による非客観化
（EntObjektiVierung）の結果、適切な配当規制は、もはや保証されないことになるからである。
のみならず、同基準においては、債権者保護の資本維持も少数社員の利益請求権も事象適合的
に構想されてはいないのである（41）。　　　　－
　Eu】erは、情報指向の個別決算書には、洗練された、そしてそれに付随して費用の嵩む附属
説明書の作成が必要条件となると指摘する。というのも、そうでなければ、企業の債権者およ
び社員は、疑わしい情報を知るというよりも、むしろ偽りを知ることになるからである。Eu】er
によると、商法上の「正規の簿記の諸原則」と比べて、多種多様な見積もりおよび予想の結果、
偏向した、また操作的とも言える個別決算書が作成されるというより大きな危険が考慮されな
ければならないのである。したがって、「国際会計基準」に従って個別決算書を作成する個人企
業、人的会社および小資本会社は、費用の嵩む義務監査を放棄することはできないことになる
（4勾。
　EUIerは、資本市場指向会計が多くの非上場企業対して果たす機能を疑問視する。というの
も、匿名の資本市場は、こうした企業にほとんど関心を持っていないからである。さらに、資
本市場指向会計は小債権者に対立する。彼らにとって、非公式の情報システム（infomle皿e
InfomコationsSysteme）は、「国際会計基準」に従った年度決算書より優れているのである㈹。
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　以上のように、EUIerは、個別決算書の機能を配当規制に見る。この規制は、企業の資本維
持に機能するのであるが、これを意味のあるかたちで保証できるのは、「正規の簿記の諸原則」
に従った個別決算書のみなのである。これに対して、非客観化によって特徴づけられる「国際
会計基準」に従った個別決算書においては、配当規制はもはや保証されえない。さらに、意思
決定に有用な情報を提供するという「国際会計基準」の目的もまた、極めて制限的に達成され
るにすぎない。というのも、「国際会計基準」においては財産価値の評価に際して市場価格が用
いられるからである。
　ここまで、Eu】erの論攻を分析してきた結果として、次の帰結を導き出すことができよう。
すなわち、Eu】erは、商法上の「正規の簿記の諸原則」のシステムと「国際会計基準」のシス
テムにおける積極側計上と消極側計上および評価の規定、さらにそれらの通用力を比較分析す
ること、そして個別決算書の機能を配当規制に見ることから明らかになった、「国際会計基準」
に従った個別決算書における諸問題を理由に、商法上の個別決算書において「パラダイム転換」
は行われないと結論づけているということである。ここから、卑見によれば、Eulerの「パラ
ダイ轍論は、瀞1節の中で挙げたB麟一による「パラダイム轍」論
とは異なる結論を導き出していることが明らかになる。また、Eu】erの「パラダイム転換」論
を分析した結果として、次の点を明確にしておく必要がある。すなわち、Eu】erは、他者によ
る「パラダイム転換1論を否定するのであるが、彼もまた「パラダイム転換」という用語を用
いて論理を展開していることである。Eulerの「パラダイム転換」論を意味づける際には、こ
の点に特に注意することが必要である。というのも、ここに、Eulerの「パラダイム転換」論
を意味づける際の手がかりがあるように思われるからである。
VI．　EUIerの結論
　以上のように、EUlerは、欧州議会が行った決議を契機として、商法上の個別決算書におけ
る「正規の簿記の諸原則」から「国際会計基準」への「パラダイム転換」論を展開しているの
である。この決議は、欧州取引所上場企業は2005年から「国際会計基準」に従ったコンツェ
ルン決算書を提示すべきであるということをその内容に含んでいる。米国証券取引所上場企業
において、こうした決算書の提示は、いよいよ2007年から義務づけられることになっている。
それ以上に出て、加盟国には、非上場企業に対して、今までの商事貸借対照表法の代わりに、「国
際会計基準」を個別決算書およびコンツェルン決算書に適用することを規定あるいは許可する
という選択権を与えるべきであるとされているのである（49。
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　欧州議会の見解によれば、公共の福祉に合致する「国際会計基準」のみが、現行法に転換さ
れるべきとされる。これについて、欧州連合委員会は、委任論方式の枠内で意思決定を行うべ
きとしている。EUlerによると、これにより、立法権は形式的に私的機関に委譲されるのでは
ないが、実質的には委譲されるのである㈹。
　EUIerは、個別決算書に対して、債権者保護の「正規の簿記の諸原則」の代わりに、情報指
向の「国際会計基準」を規定あるいは選択というかたちで許可することを立法者に勧告する必
要はないと述べている。というのも、「国際会計基準」のシステムの特徴が非客観化にあるとい
うことが明らかになる結果、「国際会計基準」に従った年度決算書は、配当規制にも資本維持に
も適さないからである。また、意思決定に有用な情報を提洪するという「国際会計基準」の目
的は、匿名の資本市場と関係のない企業には重要ではないのである㈹。
　さらに、EUIerは、情報指向の「国際会計基準」の必要条件として、洗練された附属説明書
の作成を挙げている。というのも、そうでなければ、粗雑な欠陥に満ちた解釈のなされる恐れ
があるからである。そうであるにもかかわらず、操作性に満ちた「国際会計基準」に従った年
度決算書の場合には、義務監査を断念する可能性が生じることは想定すらされていないのであ
る。Eu】erは、「国際会計基準」に従った個別決算書においては、コスト・ベネフィット（Kosten
und　Nutzen）が不適切な関係において対応させしめられることになると指摘するのである（4D。
　以上の論理展開により、EUIerは、商法上の個別決算書における「正規の簿記の諸原則」か
ら「国際会計基準」への「パラダイム転換」における諸問題を明らかにしている。ここから、
Eu】erは商法上の個男1鉄算書における「パラダイム転換」は行われないと結論づけていること
が看取できるのである。では、Eu】erの「パラダイム転換」論を、どのように意味づけること
が可能となるのであろうか。Eulerの「パラダイム転換」論の意味づけを次章において試みる
ことにする。
V巳むすび
　以上のように、個別決算書の機能を配当規制に見るEu】erは、「正規の簿記の諸原則」が客
観化および経済的観察法によって特徴づけられるのに対して、「国際会計基準」には客観化およ
び一貫性が欠けていること、さらに含意的選択権が多く設定されていることから、「国際会計基
準」に従った個別決算書において、もはや配当規制は保証されないと指摘することにより、商
法上の個別決算書において「パラダイム転換」は行われないと結論づけている。ところで、Euler
の「パラダイム転換」論を意味づける際の手がかりが、実は1998年にEulerによって発表さ
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れている。その論攻には、『国際化された会計の税務貸借対照表上の帰結』という題名が付され
ている（48）。この中で、Eulerは、結論として次の4点を挙げている。すなわち、
●　商事貸借対照表および税務貸借対照表の作成目的は同じであることから、「基準性原
　　則」の維持が可能であること、
●　「欧州共同体貸借対照表指令」（EG－Bilanzrichtlinje）の誠実なる転換は、税務貸借対
　　照表に対して何ら影響を及ぼさないこと、
●　「欧州裁判所」（European　Gerk血tshof；EuGH）の商事貸借対照表法に関する決定は、
　　税務貸借対照表に直接的影響を及ぼすことはないこと、および
●　　「米国の会計原則」または「国際会計基準」に従ったコンツェルンあるいは資本会社
　　の年度決算書の作成は、税務貸借対照表に対して直接的な帰結をもたらさないであろ
　　うということ、
である。これらの4点の結論について、以下で考察を展開することにする。まず、第1点目で
あるが、EUlerは、商事貸借対照表と税務貸借対照表との結合は適切であると指摘する。彼に
よると、前者の作成目的は社員への総利益に基づいた分割払い額（AbsChlagszahlung）の算定、
いわゆる配当可能利益の算定にあり、後者の作成目的は国庫（FiSlgus）への総利益に基づいた
分割払い額の算定、いわゆる課税所得の算定にある。かくして、Eulerは、商事貸借対照表と
税務貸借対照表との作成目的を同一視することで、つまり総利益に対する分割払い額の算定と
いう共通の作成目的は同じ配当規制を通じて達成されるという理由づけにより、「基準性原則」
を擁護する手段とするのである（4en。
　次に、第2点目であるが、EUlerは、「欧州共同体貸借対照表指令」が「基準性原則」の指示目
標、つまり商法上の「正規の簿記の諸原則」を修正することがあるとすれば、税務貸借対照表
にも何らかの影響が及ぶ可能性を指摘する。彼によると、はたしてこうした修正が行われるの
かということは、「欧州共同体貸借対照表指令」が誠実に商法に転換されたかということに関係
しているのである。Eu】erは、「欧州共同体貸借対照表指令」が誠実に転換されたことの根拠と
して、同指令の解釈の非在を挙げている。彼によると、「欧州共同体貸借対照表指令」は、年度
決算書の比較可能かつ等価なる作成を目的とする。かくして、加盟国の国内法に転換する際に
要求されるのは、各国の規定を対等化することにすぎないのである。つまり、同指令と同一の
言葉での転換ではなく、むしろ加盟国の年度決算書の実質的な比較可能性および等価性が必要
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とされるのである。したがって、転換された商事貸借対照表法の解釈の指令合致性を判断する
基準は、実質的な比較可能性および等価性にある。EUlerによると、「欧州共同体貸借対照表指
令」によって商法上の「正規の簿記の諸原則」が変更される場合には、「基準性原則」を介して税
務貸借対照表にも影響を及ぼす可能性があるのである。しかし、「立法者は、指令を転換する場
合、国内法の原則的な構造を変える必凄はない働」のであり、また同指令は商法に誠実に転換さ
れているが故に、その可能性は否定されるのである6D。
　さらに、第3点目であるが、「欧州共同体貸借対照表指令」は資本会社の会計をその規制領域
としているan。ここから、　Eu】erは、「欧州裁判所」の商事貸借対照表法に関する決定もこの領
域に限定されると指摘する。一般条項たる「真実かつ公正なる写像」が決定的役割を果たす「欧州
裁判所」は、商法上の「正規の簿記の諸原則」を修正することはできないのであるan。かくして、
「欧州裁判所」の決定は、資本会社、その個別決算書およびコンツェルン決算書の領域にのみ影
響を及ぼすことから、「欧州裁判所」の商事貸借対照表法に関する決定は、直接、・税務貸借対照
表に影響を及ぼすことはないという帰結が導き出されるのである。但し、「欧州裁判所」が管轄
権（Kblnpetenzen）を不当に用いて商法上の「正規の簿記の諸原則」あるいはドイツの税務貸
借対照表法を決定する場合には、この限りではない。間接的な影響としては、次のことが挙げ
られる。すなわち、「欧州裁判所」の決定が、商法上の貸借対照表作成に関して展開するとすれ
ば、税務貸借対照表に対して、その内容についてはほとんど予測できない影響が及ぼされる可
能性があるということである㈱。
　最後に、第4点目であるが、Eu】erは、「米国の会計原則」または「国際会計基準」をすべて
の商人に適用される商事貸借対照表法とみなす場合には、商法上の「正規の簿記の諸原則」が
修正される結果として、税務貸借対照表に直接的な影響を及ぼす可能性を指摘する。しかし、
コンツェルンあるいは資本会社の年度決算書に限定されている場合には、税務貸借対照表に対
して、直接的な帰結をもたらさないのである㈲。
　以上のように、Eulerは、1998年の論攻の中で、会計の国際化が税務貸借対照表に間接的影
響を及ぼす可能性を認めながらも、直接的影響は何ら及ぼさないと結論づけるのである。1998
年の論攻と2002年の論攻、そのどちらにおいても、会計の国際化はドイツ会計に直接的影響
を何ら及ぼすことはない、そして商法上の個別決算書において「パラダイム転換」は行われな
いというのである。では、結局、本章で取り上げたEUIerの「パラダイム転換」論は、どのよ
うに意味づけられるべきであろうか。
　本章第1節において述べたように、商法典第342条の新設により、「私的な会計委員会！とし
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て、「ドイツ会計基準委員会」（Deutsches　Redmu㎎slegu㎎s　Standards　Commitbee；DRSC）
が設置された。この「ドイツ会計基準委員会」から委任されて設置された「ドイツ基準設定委員
会」（Dutsche　Standardisierungsrat；DSR）の勧告、さらに連邦法務省の公告によって成立
する「ドイツ会計基準」（Deutsches　Rec㎞u㎎slegu㎎s　Staridards；DRS）の射程に1ま、「コ
ンツェルン会計に関する諸原則の適用についての勧告」のみならず、次のこともまた含まれると
いう岡。すなわち、個別決算書に関する基準の設定、「ドイツ会計基準」の「正規の簿記の諸原
則」化および「正規の簿記の諸原則」の発見の新たなる方法、である。つまり、「正規の簿記の
諸原則」の新しい在り方の可能性が示唆されているのである。こうした一一連の制度改革が、ド
イツ会計に影響を及ぼし、変化をもたらしていることは容易に想像できるであろう。しかし、
依然として変化しないとみなすことができるのが、会計制度の役割であるように思われるので
ある。会計制度とは、企業の獲得した「利益の大きさとそれによって決められる税金や配当金が
社会的に認められたものとして存在しうるため6D」の社会的合意形成システムである。このシス
テムにおいては、「会計数値の測定に際して社会的規範（例えば、商法、税法や会計原則）が遵
守されていなければならない㈹」のである。つまり、企業の獲得した利益に対する税金の算定に
は、社会的合意形成システムの機能が不可欠なのである。こうしたシステムとして、税務貸借
対照表もまた機能しなければならないのである。かくして、「税務会計実務現象は、『税務貸借
対照表』という法的な概念を通じて発現する（59）」のである。
　Eu】erは、1998年の論攻の中で、会計の国際化は税務貸借対照表に直接的影響を及ぼさない
と結論づけている。彼の論攻は、税務貸借対照表の在り方、つまり課税所得の測定という任務
の維持に機能するように論理展開されていると思われる。さらに2002年の論攻において、
Eulerは、次のことにより「商法上の個別決算書におけるパラダイム転換」論を否定する。すな
わち、経済的観察法および客観化によって特徴づけられる「正規の簿記の諸原則」がすべての
商人に対して通用力を有するのに対して、「国際会計基準」は客観化に欠けるのみならず、同基
準の規則構造における問題性から同基準の通用力を疑問視するという論理展開である。一見し
たところ、確かに、Eulerは、「国際会計基準」における問題性を根拠として、学説レベルで展
開される「パラダイム転換」論を否定していると言える。しかし、卑見によればそうではな
くむしろ「国際会計基準」が社会的合意形成システムとして機能しないという論理から、こう
した「パラダイム転換」論を否定しているのである。EUIerは、他者によって展開される「パ
ラダイム転換」論を見据えながら、「パラダイム転換」という同一の用語を用いた論理展開によ
って、他者による「パラダイム転換」論とは異なる結論を導き出している。つまり、「パラダイ
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ム転換」という用語を用いて、「パラダイム転換」は行われないと結論づけるのである。EUIer
の否定対象は他者による「パラダイム転換」論であり、これを否定することにより瑠r嗣度を
擁護しているのである。Eu］er¢擁護する現行制度とは、税金の算定における社会的合意形成
システムである。ドイツでは、税法は、2000年税制改革により次のように改正されている㈹。
●
●
?
●
●
●
●
●
●
2001年から、法人税が25％に引下げられる。
法人税の「全額合算法」（Vollanrechnunggwerfahren）が「二分の一所得法」
（Halbeinkixnfbeverfahren）に取り替えられる。
個人企業は、法人税と同様に課税される可能性（オプション）を得る。
このオプションの可能性を利用しなし個人企業にあっては、営業税非課税額の2倍の
高さで、「営業税の一律合算もしくは税額控除」（pausChalierte　Anredhnung　der
Gewelbesteuer）によって、所得税が軽減される。
1999！2000／2002年税負担軽減法の2002年段階が2001年1月1日へと1年前に移さ
れる。
2003年1月1日に、「最低税率」（Eingangs8teuersatz）は17％に、そして最高税率
は47％に引下げられる。
2005年1月1日に、最低税率は15％に、そして最高税率は42％に引下げられる。
「基礎控除額」（Grundfreibetirag）は2003年1月1日に14500ドイツ・マルクに、
そして2005年1月1目には15，000ドイツ・マルクに引上げられる。
「財源の確保」（Finanzierung）に関しては、とくに、減価償却の可能性の一部につき、
これを制限もしくは廃止する。
ここから、「全体としては、『利益の縮小』したがって『税負担の軽減』の方向をとるであろう
（61）」と言われているのである。Eulerの「パラダイム転換」論は、こうした現行の合意形成シス
テムに基づいた企業税制の在り方を理論上合理化しようとしているのである。つまり、EUIer
の「パラダイム転換」論は、現行の企業税制擁護論として機能するのであり、この点に、Eu】er
の「パラダイム転蜘論を意味づけることができるのである。かくして、現行の企業税制を保
持するが故に、学説レベルでは「パラダイム転換」論が展開されることになるとも言えるので
ある。
　なお、「正規の簿記の諸原則」を取り上げる際に生じる「基準性原則」および「基準性原則論」
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に関しては、第12章で取り扱うこととする。
注
（1）本論文第1章』
②鈴木義夫著，『ドイツ会計制度改革論』（2000年，森μ」書店），157頁。
③同上書，157頁。
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第9章　ドイツの債権者保護思考と「国際会計基準」
　　　　　　－Kahleの所説によせて一
1．はしがき
　周知のように、2005年から、欧州連合加盟国において、「国際会計基準」（Intemational
A㏄ounti㎎Standalds；LAS）が上場企業のコンツェルン決算書（Konzernabschluss）に対し
て適用されることが義務づけられた①。これを発表した欧州委員会によれば、各加盟国の立法
者には、非上場企業のコンツェルン決算書および個別決算書（Einzelabsdhluss）に対する「国
際会計基準」の適用に関して、選択権が与えられている。こうした状況と相前後して、ドイツ
連邦共和国（以下、ドイツと略）では、個別決算書に対する「国際会計基準」の適用を論究す
る論攻が散見されるようになってきた②。というのも、「国際会計基準」の全面適用を巡っては、
さまざまな問題が生じているからである。例として、「基準性原則」（Mal］geblichkeitSprinzip）
の維持あるいは放棄、また、中規模企業に対する「国際会計基準」の適用あるいは非適用の問
題が挙げられる。現時点では、これらの論攻においては、「国際会計基準」全面適用賛成論ある
いは反対論として、双方から論陣が張られているように見受けられる。会計制度は、社会的合
意形成システムとして機能するものであるが故に③、現在、ドイツで進行中の会計の国際化は、
欧州連合の会計制度の確立を標榜した新たな合意形成を企図したものといえよう。
　本章は、会計制度を社会的合意形成システムとして位置づけた上で、会計の国際化が、どの
ようにして社会的合意を形成していくのか、その過程の一端を明らかにしようとするものであ
る。こうした問題意識のもと、その手がかりとして、Kalileの『貸借対照表上の債権者保護と
国際的会計基準』の論攻が取り上げられる。伝統的に、ドイツにおいては、債権者保護
（G遣ubjgers6hutz）が、現行の商事貸借対照表法における上位原則とされている。債権者保
護思考は、慎重主義原則（Vblsichtsp細p）において意味を有する。この慎重主義原則は、「と
くに、将来の事象に関して、貸借対照表作成者のところに不確実な予想が存在している場合に
は、商法典第252条第1項第4号に従って、積極項目についてはこれを過小に評価し、そして
消極項目については過大に評価することを要求する④」ものである。ここから、利益算定の目
的は、慎重な測定、売上への依存および損失の見越計上を通じた分配測定指向の金額の算定に
あることが明らかになる。債権者は、責任財産（Hafungsverm6gen）が企業から過剰に流出
することから保護されるべきであるという。慎重主義原則および資本維侍によるこうした制度
上の債権者保護は、秘密積立金の設定の誘因となっている⑤。
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　さて、Kah】eは、次の問題提起から、彼の論理を展開している。つまり、はたして、ドイツ
において将来的に「国際会計基準」に従った個別決算書が作成されるならば、それは従来の債
権者保護を放棄することにつながるのか、という問題意識である。Kahleによれば、「国際会
計基準」は「米国の会計原則」（US－Genera］ly　A㏄oepted　Aocountmg　Principles；US・GAAP）
により特徴づけられるという。ここから、まず、「米国の会計原則」と「米国会社法」
（Gese皿戯redht　der　USA）における名目資本維持と連繋する分配可能性との結び付きにつ
いて論を展開する。次に、「米国の会計原則」と米国における分配測定との結び付き、米国の私
的な「信用契約」（KreditVe血agen）における会計に関する規律一これは「米国の会計原則」
とされている一が分配測定に及ぼす影響、また米国における債権者保護思考が示される。さ
らに、「配当禁止」（AusschthttUngssperre）が投資意思決定に及ぼす影響から、「配当禁止」に
よる債権者保護が考察される。そして、資本保護に対する「国際会計基準」の問題点が、会社
法との関係の中で挙げられる。最後に、債権者保護思考に対する「国際会計基準」の合目的性
を考察した上で、「国際会計基準」に従って個別決算書が作成される場合、このことは、ドイツ
における従来の債権者保護にどのような影響を及ぼすことになるのか、という問題提起に対す
るKah］eの結論を示している。
　はたして、Kahleは、貸借対照表上の債権者保護と「国際会計基準」との関係を論じること
により、何を主張しようとしていたのであろうか。ここでは、Kahleの論攻の制度的役割に焦
点を当て、この点が明らかにされる。
∬．「米国会社法」における分配可能性
　「米国の会計原則」と「米国会社法」における分配可能性との関係に触れる前に、Kahleに
よって、次のことが確認されている。すなわち、米国では、配当金の分配（Au曲hUttung　einer
DiVidende）に関する意思決定は、原則的に取締役会によってのみ行われるということである。
配当金の分配請求権（AnspruCh　aUf　die　Verteilung　・einer　MVidende）が成立するのは、次の
場合に限られる。すなわち、企業の状態が利益準備金（RUdklage　der　（lewinne）を必要としな
い場合、あるいは悪意ある動機例えば自己助成の目的から、企業が配当金を支払わない場合
である⑥。
　Kabeによると、米国の資本会社の会社法においては、「伝統的システム」一　「名目資本
システム」とも呼ばれる一と「現代的システム」とに鴎1」されている。前者においては、分
配は、原則的に次の場合に限り認められる。すなわち、頒己によって基噸本（Grundkapital）
137
第9章　ドイツの債権者保護思考と「国際会計基準」
⑦が侵害されることなく、かつ支払不能（insokven（y）に陥らない場合である。ここから、配当
は、通常、期間利益および利益剰余金（eamed　s叫plus）から行われることが明らかとなる。
但し、連邦州（Bundesstaaten）の中には、資本剰余金（capital　surplus）からの分配を認め
る州もある。また、一部の連邦州においてのみ、資本剰余金への引受済資本金（gezeichnetes
Kapita1）の転換が禁止されているにすぎない。こうした転換は、裁判所によって認められてお
り、したがって利益剰余金構想に従う連邦州においても、資本剰余金からの分配が行われうる。
Kahleは、資本剰余金として、次の3つの準備金を挙げている。1つ目は、払込剰余金（paid　in
surplus）である。これは、券面額超過発行（（bberpariemission）の際の打ち歩（AgiO）から
設定される準備金である。2つ目は、再評価準備金（revahuabOn　surplus）あるいは評価替準
備金（appreda伽n　s叫plus）である。これは、繰越記入される取得原価を超える設備財のより
高い評価から設定される準備金である。3つ目は、縮小準備金（reduぬon　sulplus）である。
これは、資本減少から設定される準備金である。2つ目の準備金、つまり再評価準備金あるい
は評価替準備金から行われる分配は、未実現の価値上昇に対する分配を認めることにつながる。
Kahleによると、これが、「米国会社法」における名目資本維持と連繋する分配可能性が「米
国の会計原則」から独立していることの証左なのである⑧。
　このような基礎資本構想によって特徴づけられる「伝統的システム」に対して、「現代的シス
テム」は、基礎資本構想の廃止によって特徴づけられている。「現代的システム」においては、
「支払不能テスト」（Insolvenzbest）には大きな意義が与えられる。「改訂模範事業会社法」
（ReVised　MOdel　Business　Corporation　Act）によると、分配が認められるのは、企業がその
後も債務を満期日到来時に返済できる場合である。これは、「株主持分支払不能テスト」
（eqUity　insokWen（y　test）と呼ばれている。これに対して、次の場合には、分配は認められな
い。すなわち、分配後に、全債務が全財産を上回る場合である。これは、「貸借対照表テスト」
（balance　sheet　test）と呼ばれる。　Kahleは、この場合の企業の財産および負債の評価と「米
国の会計原則」との間に、密接な結び付きはないと指摘する。というのも、「改訂模範事業会社
法」によれば、「取締役会は、状況において合理的である会計実務および原則に従った年度決算
書に基づいて⑨」意思決定を行わなければならないからである。それのみならず、さらに、「公
正なる評価あるいは状況において合理的であるその他の方法⑩」により、意思決定を行うこと
もまた可能となる。Kahleの解釈によれば、これが意味しているのは、取締役には「米国の会
計原則」からの乖離が認められているということになる。さらには、「米国の会計原則」に従う
ことが模写される状況において合理的でなく、したがってこうした原則に従った年度決算書が
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非常識となる場合には、「米国の会計原則」からの乖離が義務づけられている。つまり、遵守さ
れる何らかの会計原則が状況において合理的とみなされうる限り、「米国の会計原則」に従った
年度決算書の作成が強制されることはないのであるal）。
　上述のように、名目資本維持と連繋する分配可能性に関して、「米国会社法」と「米国の会計
原則」との間に密接な結び付きはないとされるが、Kahleは、例外として、「カリフォルニア
会社法」を挙げている。「カリフォルニア会社法」によれば、まず「株主持分支払不能テスト」
により、その企業が分配後に支払不能に陥ることが明らかとなる場合には分配は行われない。
分配が認められるのは、こうした「株主持分支払不能テスト」と並んで、「カリフォルニア会社
法」第500条第（a）項および第（b）項の必要条件を満たす場合に限られるan。「カリフォル
ニア会社法」第500条第（a）項によれば、分配の額は、企業の留保利益の金額まで認められ
る。さらに、第（b）項によれば、積極側が債務の少なくとも125％の金額になることが必要条
件となっている。Kahleは、この必要条件は、自己資本持分が貸借対照表総額の少なくとも20％
の金額になること、つまり「量的支払不能テスト」（quantitative　insolvency　test）、および分
配後に流動資産が短期債務を補償すること、つまり「流動性テスト」（liqUidity　test）を要求し
ていると指摘する㈹。
　Kahleによると、「カリフォルニア会社法」における分配規則における特殊性は、「米国の会
計原則」との結び付きに見られるという。「カリフォルニア会社法」第114条によれば、貸借
対照表は、明示的な例外を留保して、「米国の会計原則」に従って作成されなければならないの
である。したがって、内部留保の金額は、「米国の会計原則」に従って算定されることになる。
しかし、例えば「量的支払不能テスト」の場合、繰延費用（deferred　charges）および繰延収
益（deferred　c　redits）の計上禁止、さらに暖簾および資本化された研究開発費の積極側計上に
関して、「米国の会計原則」からの部分的乖離が可能となる。また、「カリフォルニア会社法」
第500条第（b）項によれば、「量的支払不能テスト」に対しても「流動性テスト」に対しても、
次の場合には未実現の価値上昇を考慮することが認められることになる。すなわち、市場性の
ある有価証券の場合、および12ヶ月以内に確実に実現される既存の債権債務関係
（SdhUldverhalmissen）から生じる将来の収入を算入する流動資産の計算の場合であるag。
　結論として、Kahleは、米国では、カリフォルニアを除いて、会社法上の分配可能性と「米
国の会計原則」に従った利益算定規則との間に密接な結び付きはないと主張する。Kah］eによ
ると、米国では、過去に、会社法上の分配可能性の判断の際に、法規範としての会計が求めら
れたこともあったが、最終的には認められなかったという。というのも、法規範としての会計
139
第9章　ドイツの債権者保護思考と「国際会計基準」
は、実用的ではなく、それどころかむしろ災害である、とみなされたからである。その結果、「米
国の会計原則」に従った利益算定は、帰納的であり、かつ客観化が弱いとみなされる。ドイツ
では、「米国の会計原則」は、法規範ではなく、専門規範とみなされている。こうした規範は、
単に一般に認められた慣行にすぎないのである。Kahleによると、専門規範から当為原則
（Sollenstitze）を導出することはできない。というのも、法的に義務づけられる当為原則を設
定する権限は、機関化された起草能力のある、民主的に正当と認められる法律制定機関に与え
られているからである㈹。
　以上が、「米国の会計原則」と「米国会社法」における名目資本維持と連繋する配当可能性と
の関係に関するKahleの論理展開である。この論理展開の中で、注意すべき点として、次のこ
とが挙げられる。Kahleは、分配可能性の判断において企業の財産および負債を評価する際に、
それと「米国の会計原則」との結び付きはないと指摘する。しかし、これは、あくまでも会社
法上の名目資本維持と連繋する配当可能性と「米国の会計原則」との間に密接な結び付きはな
いということを意味しているのであり、分配可能利益の算定と「米国の会計原則」との問に結
び付きがないということを意味するのではないという点に注意しなければならない。また、確
かに、「改訂模範事業会社法」において、「状況において合理的である会計実務および原則」は
「米国の会計原則」であるという関係が明示されているわけではないが、それには、「一般に認
められた会計原則によるべきことが想定されているし、基本原則になっているae」という解釈
も見られることに注目したい。さらに、Kahleが、「配当」と「分配」という用語を使い分け
ている点にも注意が必要である（ID。
　さて、Kahleは、次に、米国における債権者保護思考に関する考察を行っている。
皿．米国における「信用契約」の機能
　前節において、Kahleは、「米国の会計原則」と「米国会社法」における名目資本維持と連
繋する配当可能性との間に密接な結び付きはないと結論づけた。本節では、「米国の会計原則」
と米国における分配測定との結び付き、米国の私的な「信用契約」における会計に関する規律
が分配測定に及ぼす影響、そして米国における債権者保護思考が取り扱われる。
　ドイツにおいて、債権者保護は法の中で規定されているが、米国では、債権者はどのように
保護されているのであろうか。Kahleによると、米国における債罹者保護思考は、「信用契約」
の中に認められるという。債務者には、「分配制限」（AussChUtmgsbesdhrdn　kuungen）を通
じて、貸借対照表上の利益あるいは特定の部分を取り除く藩llが与えられている。こうした「分
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配制限」は、会計規則に従って行われ、これを通じて、起こりうる利益分配の金額が確定する。
分配測定機能の観点からすれば、積極側計上される要件は、将来の払込額の具体化が所与であ
ることである。これに対して、合目的ではないとみなされる消極側計上は、これが、確実およ
び不確実な負債の不完全な表示につながることである（ta）。
　私的な「信用契約」における会計に関する規律によると、分配測定は、まず原則的に「米国
の会計原則」に従って算定される利益から出発する。次に、こうした利益に対して修正が施さ
れる。この修正は、ドイツ会計に非常に似ているという。Kahleは、例として、暖簾、積極側
の繰延税金および無形価値の大部分の計上禁止、債務に対する規定、流動資産における最低価
値原則、および利益実現化に対する必要条件を挙げている。Kahleによると、これらは、「米
国の会計原則」に従うよりも厳格化されているという。さらに、追加規則の中で、利益に対す
る経営管理者の権限は、その縮小よりも拡大に対して制限されることが定められている。した
がって、このように修正される利益算定は、傾向として、純財産の減少および利益表示の遅延
につながることになる⑲。
　Kahleは、ここに、ドイツにおける慎重主義原則および不均等原則（ImparitatSprinzip）に
よる債権者保護との類似点を見出している。つまり、ここから、米国における任意の債権者会
計と法律上のドイツ会計とは類似するという帰結が導き出されるのである。Kah］eは、こうし
た慎重性は、債権者保護につながると指摘する。但し、私的な「信用契約」における会計に関
する規律がこうした追加規則による債権者保護思考を持たないとすれば、この「信用契約」に
おいて、慎重主義原則は実施されないことになるだろうという。Kahleによると、私的な「信
用契約」における会計に関する規律が債権者保護思考を持つ限り、米国における「信用契約」
は、債権者保護に対して、法律より確実性を有し、かつ合目的であるといえるのである⑳。
　Ka田eは、分配可能な金額の貸借対照表上の算定は、国および地域によって大きく異なるの
ではないと述べている。確かに、カリフォルニアでは、「米国の会計原則」と会社法上の分配可
能性とが結び付いているが、カリフォルニアの立法者によって、「米国の会計原則」からの乖離
を認める規定が定められている。というのも、「米国の会計原則」に従った場合に積極側計上が
可能となる項目の有価値性（Werthaltigkeit）が疑問視される事例が認められるからである。
例えば、繰延費用の場合には、資産概念が非客観化されていることが明らかである。ドイツの
ように、法律の中で「配当禁止」を規定することが有利性を有することは、部分的に肯定され
るかもしれない。それにより、「配当禁止」を私的な「信用契約」の中で取り決める必要はなく
なり、信用委託の取引コストは引き下げられることになろう。こうした法律における規定は、
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事前に締結される契約のようなものであり、一度で、したがって低いコストを実現する。これ
は、同様の内容が私的な「信用契約」の中で何度も、したがって高いコストで取り決められる
場合にば適切である。つまり、目的適合的に作成される年度決算書は、取引コストを減らすこ
とにつながるのである⑳。
　Kahleによると、ドイツにおいて、商法上の個別決算書に対して「国際会計基準」を適用す
る場合、この基準に分配測定機能が欠けているが故に、次のことが予想されなければならない
という。すなわち、「分配境界線」（AussChUtt　ngsbegrenzung）に関して、与信者と受信者と
の間で、契約上の取り決めが行われる可能性が生じるということである。但し、個々の貸借対
照表項目に対する法律上の「配当禁止」が実施されない場合である。米国では、こうした「配
当禁1ヒ」が実施されない場合を補償するのが、市場での取引である。さらに、Kahleによると、
債権者は、会社法では十分に保証されない保護に対して、「信用契約」における取り決め、つま
り「規約」（Covenants）を通じて改善しようとするという。かくして、とりわけ銀行および債
務証券（SChUldversChreibungen）の所有者である長期の財務債権者（Finanzgtaubiger）は、
「規約」およびその「規約」に違反した場合の制裁を要求することになる。こうした「規約」
の中で、「分配制限」に関する取り決めも行われる。Kahleによると、米国では、「規約」によ
る債権者保護は、ドイツにおける慎重主義原則による制度上の債潅者保護よりもはるかに合目
的であると考えられているのである。Kahleは、制度上の債権者保護における不備は、私的な
「信用契約」における「規約」によって補償されると指摘する。但し、「分配制限」が、債権者
保護に対する手段として利用される場合、つまり「信用契約」における「規約」の中で取り決
められる場合には、信用委託の取引コストが引き上げられる可能性を示唆しているan。
　Kahleによると、「規約」の利点は、それが個別に書式化され、したがって具体的な契約状
況に関係づけられる点に認められるという。つまり、「規約」は、法律上の「配当禁止」よりも
厳密に債権者保護思考に立っている。したがって、米国では、こうした「配当禁止」は不十分
なものとみなされているのであるCO。
　Kahleによると、「規約」は、債権者の手腕および交渉立場、つまり取引力（Matktmacht）
に左右されるという。例えば、ノ』・債権者は、「規約」と結び付く取引コストの増大により除外さ
れる可能性がある。他方で、信用総額（KteditSummen）が高く、取引力が大きく、そしてリ
スクを嫌悪する（RjsikoaversiOn）与信者は、多くの「規約」を通じて、債務者に影響を及ぼ
し、極端な例では所有者に類似した権剰を行使することが可能となる。しかし、債務者は、無
条件に窮屈な「規約」に束縛されるのではない。というのも、債務者には、裁量の余地および
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会計上の選択権が残されているからである。それのみならず、彼らには、事前の解約告知およ
び削除の可能性（vor2eidge㎞digu㎎辞und　TUg㎜gsm691山eiten）もまた委ねられている。
その結果、「信用契約」の解約が可能となる。但し、分配後には、「規約」はもはや役立たない。
ここから、Kah］eは、「規約」は予防策としてのみ、債権者保護を保証しうると結論づけてい
るan。
　以上から、Kahleは、「信用契約」における「規約」の中で「分配制限」を取り決めるとい
う債権者保護思考を「情報による債権者保護」（informationeller　GMubigerschutz）と位置づ
けているが、はたして、こうした債権者保護思考は、晴報による債権者保護」と言えるのかど
うかということには注意する必要がある。さらに、なぜ、Kahleは「情報による債権者保護」
という概念を用いたのか、この点にも注目したい。
1V．「配当禁止」による債権者保護一　「配当禁止」が投資に及ぼす影響一
　ドイツにおける支配的な貸借対照表理論は、「配当禁止」を通じた慎重な利益算定を債権者保
護と同一視しているen。分配可能利益が将来的に「国際会計基準」に従って算定されるとすれ
ば、このことは、ドイツにおける従来の債権者保護にどのような影響を及ぼすことになるのか。
この点を明らかにしようとしているのがKahleの論攻であるが、その前段階として、　Kahleは、
従来のドイツにおける「配当禁止」による債権者保護の合目的性について考察している。した
がって、本節では、「配当禁止」がはたして債権者保護に資するのかどうか、この点に論点を置
くことにする。
Kahleは、企業の市場価値および債権者の状態への「分配規制」（AusschUt加㎎sres厩k極on）
の影響について論じている。その際に、こうした「分配規制」が、財産移転との関係の中で位
置づけられている。そして、財産移転の観点から、投資意思決定の問題が引き出される。
　Kahleによると、債権者と所有者との間の財産移転は、清算金融による分配および他人金融
による分配（hqujdations・und丘emd丘nanzierbe　AussChUttungen）を通じてのみならず、さ
らに投資政策によってもまた生じる可能性がある。したがって、ある投資が所有者にとって有
利であるか不利であるかは、資本価値のみに依存するのではなく、それと結び付く財産移転に
もまた依存しているという。企業がリスクのより大きい投資を行うことは、所有者に有利な財
産移転につながる。リスクのより大きい投資とは、今までの投資プロジェクトが清算され、そ
の資金がリスクのより大きいプロジェクトに投資される、つまり財産の代替が行われるか、あ
るいは他人資本の調達の際に債権者と取り決めた投資政策よりリスクの大きい投資政策が実施
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される、つまりリスク移転が行われることである。かくして、こうした投資は、収入超過額
（ZahlungsUbersdhiisse）の予測価値のみならず、支払不能リスクの増大を引き起こすことに
なる⑳。
　投資は、過小投資（Unterinvestitionen）と過大投資（Obe血vestitionen）に鴎llされる。
Kahleによると、過小投資、例えぱ既存の大規摸な他人金融の場合における自己資本による投
資は、所有者に有利とはならないという。これは、事実上の追加担保付保証（Nadhbesicherung）
により、リスクを負担する（ksikobehafteten）債権者の保護につながる。というのも、この
投資の収益から、まず債権者への返済が行われることになるはずであるからである。その他の
場合には、債権者に有利とはならない。Kahleは、過小投資は、モラル・ハザードの問題であ
ると指摘する⑳。
　過大投資、つまりマイナスの資本価値を有する投資プロジェクトが、所有者に赫1」となるの
は、次の場合である。すなわち、払出剰余額（Auszahlungsilbemi“sse）が支払不能の状態
で明らかになり、マイナスの資本価値の結果、市場価値損失が、財産移転を通じて、持分所有
者に過剰補償される場合である。Kahleによると、この場合の問題は、「分配規制」により解
決されるという。こうした過大投資は、新しい投資の非マイナスの収入超過額（niChtnegativer
Zahlungsilberschtsse）の仮定の下では、所有者に有利とはならない。というのも、それは、
企業の市場価値の下落と同時に、債権者請求権（AnsprdChe　der　Gtaubiger）の上昇につなが
るからである。Kahleによると、こうした債権者請求権の市場価値の上昇が、債権者保護に対
する基準とみなされてはならないのである。というのも、債権者請求権の最大化は、企業の市
場価値の最大化と結び付いているのではないからである。さらに、過大投資が、債権者にも所
有者にも損害を与える可能性は、実質投資プロジェクトからマイナスの収入超過額が明らかに
なる場合である。したがって、Kahleは、債権者保護を上位原則として設定するとしても、は
たして「配当禁止」が各事例において債権者の利害に資するかどうかは、不明瞭であると結論
づけている⑳。
　Kahleは、債権者が慎重な利益算定によって内部留保の充実を要求することが、結果として
債権者の状態の悪化にもつながる可能性を無視することはできないという。さらに、秘密積立
金の取り崩しは、清算金融による分配および他人金融による分配を可能にする。したがって、
慎重な利益算定は、債権者保護と単純に等置されてはならない。慎重な利益算定による債権者
保護思考は、名目上の責任財産（Haf　uungsmasse）に指向しており、「分配境界線」が経営管
理者の投資意思決定に及ぼす影響を度外視しているas。
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　以上から、Kahleは、「配当禁止」を通じた慎重な利益算定を債権者保護と同一視すること
に疑問を投げかけている。かくして、「配当禁止」が債権者保護につながるとは限らないという
論理展開により、「国際会計基準」および「米国の会計原則」は、必然的に債権者保護と矛盾す
ることにはならないという帰結が導き出されるのである。Kahleは、「国際会計基準」に従っ
て分配可能利益が算定される場合においても、債権者保護は保証されうると指摘する。では、
「国際会計基準」と資本保護とは、どのような関係にあるのであろうか。「国際会計基準」に従
った場合、はたして資本は保護されうるのか、次節において、この点を取り扱うことにする。
V．「国際会計基準」および会社法上の資本保護
　「国際会計基準」が資本保護に及ぼす影響が取り扱われる理由を、次の点に見出すことがで
きる。すなわち、「国際会計基準」第39，号に徒った金融商品の公正価値による評価から生じる
未実現利益が分配可能利益の算定に対して援用されることから、ドイツの資本会社の収益表示
が拡張する可能性一但し、こうした未実現利益が成果作用的に処理される場合に限られる一
があるという点である。この未実現手1溢が将来において実現されるかどうかは保証されないが、
この利益の分だけ企業に流動性が留保されることになろう。したがって、この利益は、債権者
が金融商品の補足的価値下落または債務の増加リスクを一面的に負担することにつながる㈹。
　Kahleによると、ドイツにおける商法上の個別決算書に対する「国際会計基準」の適用の場
合、欧州連合加盟国には、遵守すべき会計規定が定められている。1つ目が各国内の規定、2
つ目がアングロ・サクソンの規定、3つ目が欧州指令である。3つ目においては、資本維持の原
則が規定されている。例えば、英国では、情報目的に対して、「真実かつ公正なる写像」概念馴
に従った商事貸借対照表が作成される。そして、分配目的に対しては、確実に実現した利益の
みが算定される。したがって、経済的に実現した利益（erWirtsChaftete　GeWinn）と留保利益
との間で差別化されなければならないという（3Z）。
　Kahleは、「国際会計基準」の適用による資本保護（KapitalsChutz）の弱体化を予想する。
つまり、こうした弱体化する可能性のある資本保護を補償する必要性が生じるという。例えば、
これまでの「正規の簿記の諸原則」（G㎜曲t脚油u㎎sm魏er　Bu（漁㎞㎎；（”）oB）によ
れば、貸借対照表に計上されることのなかった特定の事象の積極側計上項目を「配当禁止」と
すること、あるいは不動産における秘密積立金の評価替から生じる収益を、消極側への義務的
反対記入を通じて中立化することが行われうる。Kahleは、このように、未実現利益が、消極
側への反対項目一価値修正あるいは「配当禁止」の準備金一を通じて相殺されることによ
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り、時価による貸借対照表作成（Tbilwembilanzierung）は、債権者保護に対して合目的とな
るかもしれないという見解を示している。というのも、ドイツ商法典（HandelSgesettbuch；
HGB）第252条第1項第2号における企業継続性の前提から、時価による貸借対照表作成を
鮒ることは、「廃物モデル」働㎜劇とも言えるカ・らである。りまり、こうした
拒絶は、支払不能手続前に、後で無担保負債であることが明らかになる利益の引き出しを引き
起こしかねないのである㈹。
　Ka田eは、資本保護の弱体化を補償するさらなる手段が2つ挙げている。1つ目は、「株式法」
第58条第2項第1文以上に出て、株式会社の取締役会および監査役会が年度剰余額の二分の
一以上をその他の利益準備金に組み入れることを可能にすることである。2つ目は、有限会社
に対して、社員総会による任意の取り崩しが認められない法律上の準備金の設定を義務づける
ことである。これにより、有限会社法第30条第1項の払出制限額は、その分だけ高くなるoo。
　さらに、Kah］eは、債権者保護と所有者保護との関係、および上述の資本保護の補償が所有
者に及ぼす影響について触れている。ドイツにおける法律上の「配当禁止」は、資本市場から
乖離して、企業が不泌要に高い資金を保有する危険に結び付いているという。Kahleによると、
ドイツにおける債権者保護が所有者保護に矛盾するのは、次の場合である。すなわち、経営管
理者が所有者の財務上の目標に指向していない場合である。これに鑑みて、貸借対照表法およ
び会社法は、持分所有者が自己の資金を企業から取り去ることを容易に可能たらしめる。つま
り、持分所有者は、彼らの視点から、より良いさらなる投資先を見つけた場合、今までの投資
先から資金を引き上げ、別の投資先へとその資金を投入することができるのである。ここから、
株主による株式会社の消耗（Auszehm㎎）が危嗅されることになる。例えば、株主が、自ら
の誤った判断により、自己あるいは企業に対して、財務上の損害を与える可能性が生じる。財
務上の損害とは、収益性のある投資が中断することである。これは、株主が任意積立金（freier
RUdklagen）を不意に控除することを通じて引き起こされる。しかし、実際に、所有者が、こ
うした控除に関する意思決定を行う可能性はあまりないという。というのも、誤って中断され
る投資は、所有者にとって、利益の放棄を意味するからである。それよりも、資本控除
（Kapitalabzug）に関する意思決定を所有者が行う可能性は、彼らが経営管理者の忠誠心につ
いて疑念を抱く場合に生じうる。つまり、所有者は、企業内部の資金利用が株主持分価値の上
昇につながらないことを恐れて、資本控除を行う。Kahleによると、ここから明らかになるの
は、準備金設定に関する経営管理者の権限の拡大は、反生産的に作用するということである㈲。
　ドイツの大企業は、資本参加による資金調達により重きを置いている。したがって、Kahle
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によると、国際的な資本市場において所有者が獲得しようとする利益に対する「配当禁止」の
拡張を通じて、所有者保護を怠ることは起こりえないという。かくして、］Kahleは、将来、会
計基準を債権者保護思考に排他的に調整することはありえないと主張するen。
　以上のように、Kahleは、「国際会計基準」の適用の場合、未実現利益が分配可能利益の算
定に対して援用されることから、これにより予想される資本保護の弱体化に対する補償の必要
性を指摘し、さらにその方法を挙げている。次節では、本章第皿節で挙げた米国の「信用契約」
における「規約」が「情報による債権者保護」として有効であるというKahleの指摘を出発点
として、「情報による債権者保護」に対する「国際会計基準」の合目的性について取り扱うこと
にする。
VI．「情報による債権者保護1に対する「国際会計基準」の合目的性
　米国では、私的な「信用契約」における会計に関する規律により、原則的に「米国の会計原
則」に従って算定された利益から出発して分配測定が行われるが、こうした利益に対する修正
が行われるということであった。さらに、Kah】eによって、私的な「信用契約」における「規
約」が晴報による債権者保護」として位置づけられた。さて、では、「国際会計基準」の適用
の場合にも、こうした「情報による債権者保護」思考は有効なものとなりうるのであろうか。
　KaNeによると、債権者保護は、「分配制限」と並んで、企業に流れ込む将来の収支額の時
間上の分布（Verteilung）および不確実性に関する情報の伝達によって保証される。こうした
情報は、伝統的な「正規の簿記の諸原則」に従った個別決算書よりも「国際会計基準」に従った
個別決算書を通じて、債権者に伝達されることが推定されるという。というのも、「国際会計基
準」に従った財務報告は、与信者が将来のキャッシュ・フローに関して予測することを可能にす
るからである。つまり、「国際会計基準」には、こうした予測機能が備わっているのである⑳。
　Kahleは、しかし、「国際会計基準」に従った年度決算書は、予測機能の意味で、構想上合
目的ではないと指摘する。その理由として、次のことが挙げられる。すなわち、「貸借対照表は、
予測されるべき将来の払込額と払出額のわずかな部分を含んでいるにすぎないcm」ということ
である。例えば、貸借対照表において、将来の投資あるいは将来の賃金支払額（Lbhnzahlungen）
は、考慮されていない。したがって、貸借対照表は、将来の払込額と払出額が生じるであろう
時点の予測をわずかに可能たらしめるにすぎないという。Kah】eによると、相対的に安定した
枠組み条件の下でのみ、期間損益は、将来に対するインジケータ効果を含むことができるとい
う。しかし、不安定な実際の環境条件の下では、将来を過去の模写として位置づけることはも
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はや不可能である。Kah］eは、例として、営業年度の売上収入を挙げている。つまり、こうし
た売上収入が、将来の売上予測に対する基礎を十分に提供しているとは言えないということに
なる。Kahleによると、こうした回顧的分析の目的は、将来の収益を予測することにあるので
はなく、むしろこの分析により、収益の決定因子（Ertragsdetem血anten）を通じて、将来の
収益を予測する手がかりを獲得することにあるというのである（］9）。
　1（ahleは、「国際会計基準」に従って行われる見積もりの問題性は、「国際会計基準」第14
号における包括的なセグメント報告書の利用により取り除かれると指摘する。改訂された「国
際会計基準」第14号は、リスクおよび報酬アプローチ（risk　and　reward　approach）によっ
て特徴づけられている。第14号によれば、リスクおよび好機部門に属する製品およびサービ
ス給付は、セグメントへと総括される。Kahleによると、これにより、多様化した企業の場合
には、予測の際の誤りが少なくなるかもしれないという。しかし、どの程度まで、過去指向的
年度決算書が将来の収支額、その時間上の構成およびその確実性に関する予測を可能にするか
ということは、明らかにされないままである。そうではあるが、「国際会計基準」が秘密積立金
の設定を制限する限りでは、これは、「ドイツ商法典」の規定よりも多くの盾報を伝達する。経
営管理者が秘密積立金を秘密裏に取り崩すことは、債権者を危険にさらすことになる。これは、
明らかに債権者保護に反することになろう。Kah］eによると、過小評価は、債権者保護ではな
い。っまり、「国際会計基準」の適用への移行が、債権者保護の改善と結び付いているのである
（40）。
　以上から、Kahleは、「国際会計基準」の予測機能は、構想上合目的ではないとしながらも、
こうした「国際会計基準」は秘密積立金の設定を制限するが故に、「ドイツ商法典」よりも債権
者保護に対して合目的であると結論づける。このKahleの論理展開の中で特に注意を払わなけ
ればならない点を挙げよう。それは、Kahleが、私的な「信用契約」における「規約」によっ
て達成される晴報による債権者保護」と「国際会計基準」の「（予測情報による債権者保護」
を、同じ「情報による債権者保護」という用語を用いて論理展開している点である。というの
も、前者と後者、2つの「情報による債権者保護」という用語の持つ意味内容が異なっている
からである。なぜ、Kah】eは、あたかもそれらが同じ内容を意味するかのように、同じ用語を
用いているのであろうか。次節において、その制度的意味を明らかにしたい。
W　むすび
　以上のように、Kahleは、ドイツにおいて、「国際会計基準」に従った個別決算書が将来的
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に作成される場合の債権者保護思考に関する論理を展開させている。Kah】eは、「国際会計基
準」は分配測定機能に指向して設定されているのではないことを理由に、この基準は、必然的
にこうした目的に対して合目的ではないと結論づけてはならないと主張する。現実の環境条件
の下では、債権者が慎重主義原則による利益算定に指向する傾向を認めながらも、次のことに
より、この問題を解決しようとする。すなわち、米国における私的な「信用契約」における「規
約」の機能である。というのも、この「信用契約」における会計に関する規律は、ドイツにお
ける従来の債権者保護と同様の効果を持つからである。なお、この「信用契約」における「規
約」により、信用委託の取引コストが上昇する可能性が生じうる。次に、Ka旬eは、英国を例
に挙げ、個別決算書に対する「国際会計基準」の適用の場合、経済的に実現した利益と留保可
能利益とは差別化されなければならないことを指摘する。さらに、個々の事象に対する「配当
禁止」による効果を、これが投資意思決定に及ぼす影響により、疑問視する。ここから、「配当
禁止」が債権者保護に資するとは限らないという帰結が導き出される。また、Kahleは、「国
際会計基準」に従った年度決算書は将来のキャッシュ・フローに関する情報を限定的に伝達しう
るにすぎないが故に、「国際会計基準」は、予測に役立つ情報の提供という意味での「情報によ
る債権者保護」思考には向いていないと指摘する。しかし、ドイツの債権者保護における秘密
積立金の問題性は、「国際会計基準」の適用を通じて解決されうるという。
　以上のKahleの論理展開から、何が明らかになるであろうか。注意すべき点は、従来の慎重
主義原則による債権者保護と「情報による債権者保護」は、かなり異なる思考であるというこ
とである。というのも、前者が、法律上の「配当禁止」あるいは秘密積立金の設定による内部
留保の充実を債権者保護として位置づけているのに対して、後者は、法律上の「配当禁止」の
効果を疑問視し、さらに秘密積立金の設定を制限することを債権者保護として位置づけている
からである。Kahleは、こうした後者の債権者保護を「博報による債権者保護」と呼んでいる。
　この「情報による債権者保護」思考との関係の中で導き出されるのが、次の点である。すな
わち、Kahleが、「信用契約」における「規約」による債権者保護を「情報による債権者保護」
としている一方で、「国際会計基準」の持つ予測機能の意味での債権者保護もまた「情報による
債権者保護」としていることである。つまり、「情報による債権者保護」という用語が用いられ
ているが故に、両者の「情報による債権者保護」の内容が同じ意味を持つと捉えてはならない
ように思われるのである。というのも、同じ用語が異なる意味内容を含む点にこそ、Kahleの
論攻の制度的役割を見出すことができると考えられるからである。意味内容の異なる2っの晴
報による債権者保護」論は、どのような制度的役割を果たしているのであろうか。卑見によれ
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ば、Kahleの論攻の制度的役割は、ドイツにおける従来の債権者保護思考とは別の債権者保護
思考の誕生、端的に言えば、債権者保護の手法の多様化の可能性の示唆にあるといえる。
最後に、Kahleは、従来の慎重主義原則による債権者保護を全面否定しているわけではない
ことを特筆しておきたい。Kahleは、「博報による債権昔保護」という概念によって、「国際会
計基準」に従った予測機能の意味での「（予測）情報による債権者保護」思考を成立させるため
に、「信用契約」における「規約」による「情報による債権者保護」思考を引き出しているので
ある。
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第10章　「IAS命令」から見るドイツ会計制度の国際化
1．はしがき
　1998年に施行された「資本調達容易化法」（Kapitalaufhahmeerlei（ihtenmgsgesetz；
KapAEG）および「企業領域における統制および透明性に関する法律」（Gesetz　zur　Kontmolle
und　Transpamnz　im　Untemehmensbereklh；KbnTraG）を契機としたドイツ会計制度の国際
化①は、21世紀に入り、新たな局面を見せている。その一端は、次のことから明らかになる。
1つ目は、「資本調達容易化法」に基づき、新たに追加制定されたドイツ商法典（以下、単に商
法典と略す）第292a条が、2004年12月31日に失効することである②。当該規定に従って、
「商法典にもとついたコンツェルン決算書およびコンツェルン状況報告書の作成と公表に関す
る義務を免除されることになった。ただし、それは、これら親企業が国際的に承認されている
会計原則にしたがって、商法典にもとついたコンツェルン決算書およびコンツェルン状況報告
書に相当する『等価の』（gleiChwertlig）決算書を開示している場合に限られる③」のである。2
つ目は、欧州連合（以下、本章では、EUと記す）が2002年7月19日付で「IAS命令」
（IAS・Verordnung）を公表したことである④。当該命令によれば、　EU加盟国の上場企業は、
2005年以降、「国際会計基準国際財務報告基準」（international　Aoooundng　Standards；
IASAnternational　Finanda1　Report　Standards；IFRS：以下、本章では、「国際会計基準」の
み記す）に従ったコンツェルン決算書の作成義務を負うことになる。但し、その年度決算書あ
るいはその他非上場企業のコンツェルン決算書および年度決算書に対する「国際会計基準」の適
用については、加盟国選択権が与えられている⑤。さらに、当該加盟国選択権は、「10項目プ
ログラム⑥」（10Punkte・Progra皿ns）の中で、その「継受適用」（Weitergabe）が告知され
ている。それによれば、当該加盟国選択権の雁受適用」は、「任意適用（企業選択樹の形で、
資本市場指向的企業の個別決算書、ならびにその他の企業の連結決算書および個別決算書に対
して、IAS適用の可能性を開くもの⑦」とされている。かくして、ドイツでは、「その深層にあ
るEUの枠組みを前提に、　IASへの『2005年対応』が求められる⑤」と言われている。
　かかる状況に鑑みて、ドイツ会計制度の国際化がどのような過程にあるのかということを明
らかにすることは、会計研究上、意義を有すると思われる。そこで、本章は、その手がかりと
してBudhheim／Grdnerの共同論攻⑨を取り上げる。というのも、彼らの論攻は、「IAS命令」
を中心として、資本市場指向のコンツェルンに対して影響を及ぼすさまざまな指令の提案の概
観を呈示した上で、それらと法律との関係に焦点を当てているからである。彼らは、まず、「ms
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命令」における3つの規定の概要を紹介している。次に、その中の第4条の規定と商法典第292a
条との相違点が指摘され、「込S命令」の位置づけがなされている。さらに、「透明性および開
示法⑩」（Transparenz－und　PublizitatSgesetz；’IEranSPuG）による商法典第291条第3項の
改正点が挙げられる。最後に、「透明性指令」（T㎜spalenzridltl㎞e）の提案（11）の任務が明ら
かにされ、その位置づけがなされている。
　はたして、Budhheim／Gr6nerの論攻は、現在のドイツ会計制度の国際化の過程をどのよう
に描き出しているのであろうか。結論として、2つの分析視角が指摘され、そこから垣間見る
ことのできるドイツ会計制度の国際化の“今”が明らかにされる。
ll．「IAS命令」の概要
　Budhheim1Gr6nerによれば、　EU域内の資本市場上場企業が、「国際会計基準」に従ったコ
ンツェルン決算書を作成することに際しては、その履行基準と各国の国内法との調和化が必要
であるという。当該履行基準には、加盟国内の貸借対照表法とEU域内の取引所に上場してい
る企業の報告義務との調和化に関する命令および指令の提案が含まれる。Budhheim／Grdner
は、その中で、とくに「IAS命令」、睡明性および開示法」および「透明性指令」の提案に注
目している。本節では、まず「IAS命令」の概要を取り上げることにする。
　「IAS命令」第4条は、　EU加盟国の企業に対して、次のことを義務づけている。すなわち、
2005年1月1日に開始する営業年度以降、「国際会計基準」に従ったコンツェルン決算書を作
成することである。但し、その企業が、「有価証券業指令」（WertpapierdienstleiStUngen－
richtlinie）第1条第13項の意味での「規制の下におかれた市場」（geregelter　Markt）に有価
証券を上場している場合に限られる。さらに、第5条は、加盟国に対して次の選択権を提供し
ている。すなわち、資本市場に指向しない企業のコンツェルン決算書ならびに年度決算書に対
する「国際会計基準」の適用義務あるいは任意適用についての選択権である。当該加盟国選択
稚は、各国の立法者による国内法化が可能である。さらに、経過規定として、第9条が定めら
れている。これは、次の企業に対して、2007年1月1日以降に開始する営業年度に「国際会
計基準」に従った決算書の作成を義務づけている。すなわち、債券（S（inUldtiteln）のみを上
場している企業、あるいは欧州以外の取引所への上場目的で「米国の会計原則」（US－Genera】1y
A㏄ep艶d　A㏄α皿ti㎎P血ciples；US－GAAP）を適用している企業であるcm。
　Bud止eim／Gr6nerによれば、「IAS命令」が規定しているのは、コンツェルン決算書作成の
際に適用されるべき会計（報告）システムである。つまり、コンツェルン決算書を作成しなけ
153
第10章　　「LへS命令」から見るドイツ会計制度の国際化
ればならない企業を規定しているのではないのである。これを規定しているのは、商法典第290
条以下である。これについて、彼らは、以下の例示を設定している㈹。
例示1
　「公式の取引」（Amtlicher　Handel）に株式を上場している親企業は、財産に関する当該親企
業の権利を持続的に侵害している単一の子企業を有している。
●　「国際会計基準」第27号パラグラフ13によれば、当該親企業には、コンツェルン決算書
　　を作成する義務はない。
●　商法典第296条によれば、当該親企業は、子企業を連結しなければならない。したがって、
　　コンツェルン決算書の作成の場合には、2005年1月1日以降「猛S命令」に基づき、「国
　　際会計基準」に従った決算書を作成しなければならない。というのも、親企業が、「公式
　　の取引」に上場しているからである。しかし、この場合、実際には、「国際会計基準」に
　　従ったコンツェルン決算書は作成されないであろうということには、注意が払われない。
　この例示から明らかになるように、まずコンツェルン決算書が作成されるか否かにっいて、
コンツェルン貸借対照表指令により調和化された国内法、つまりドイツでは商法典第290条以
下の条文に従って判断される（第1段階）。次に、作成義務が生じると判断される場合には、
「IAS命令」に基づき、コンツェルン決算書に適用されるべき会計（報告）システムが決定さ
れることになる（第2段階）。かかる状況は、以下の図1で示される（1の。
図1
コンツェルン決算書
　　作成義務
コンツェルン決算書
　会計システム
　商法典
第290条以下
「IAS命令」および
選択権の行使
出典、Bud血eir。Jl・9inelG・6nenSusar皿・，‘‘dnwendungSberelCh　dm　ms－V…mb・ng　an　d・・
Sdbnit㎞皿e　zu　deutsdユem　und　EU・Bilanzredht”，　BB，　Heft　18　（30．4．2003），　S953．
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　以上のように、Buchhei皿IGr6nerは、「IAS命令」の第4条、第5条および第9条を概観し
ている。本節において、注目すべき点は、図1に示される状況である。つまり、「IAS命令」
の規定は、コンツェルン決算書の作成義務が生じるか否かではなく、作成義務が生じるとの判
断後に、制度的意味を有するということである。では、その際に、「IAS命令」は、どのような
役割を果たすのであろうか。次節では、とくに「IAS命令」第4条に焦点を当てることにする。
皿．rlAS命令」第4条と商法典第292a条との相違点
本節では、コンツェルン決算書の作成義務が生じると判断された場合に初めて制度的意味を
有する「IAS命令」の中で、とくに第4条の規定を中心に取り上げ、当該規定と「ドイツ商法典」
第292a条との相違点を挙げることにする。というのも、かかる相違点から、「IAS命令」にお
ける加盟国選択権の重要性が浮かび上がってくると思われるからである。
　Budhheiin》Gr6nerによれば、「IAS命令」第4条と商法典第292a条との間には、2つの相
違点がみられるという。1つ目は、企業に対する商法典第292a条の適用範囲が「IAS命令」
第4条より原則的に広い点にある。商法典第292a条は、国際的な諸原則に従ったコンツェル
ン決算書およびコンツェルン状況報告書の作成および公示により、商法典に従ったコンツェル
ン決算書の作成義務が免除される企業を次のように規定している。すなわち、親企業あるいは
その子企業から発行された有価証券を通じて「有価証券取引法」（Wertpapierhandelsgesetz；
WpHG）第2条第5項の意味での「組織化された市場」（organisierter　Matkt）を禾1」用してい
るか、あるいは取引所への上場認可を申請している親企業である㈹。
　これに対して、「IAS命令」第4条の適用範囲は、「規制の下におかれた市場」に有価証券を
　　　　　　　ち上場している企業に限られている。つまり、上場認可を申請している企業には、第4条の適用
は認められない。Budhheirn／Gr6nerは、2つの規定の適用範囲を一致させるために、「IAS命
令」第5条の加盟国選択権を「継受適用」する必要があることを指摘している。というのも、
その「継受適用」を通じて、上場認可申請中の企業は、商法典に従った決算書の作成義務を免
除されるからである。当該加盟国選択権は、「10項目プログラム」の中で、その「継受適用」
が告知されている㈹。
　2つ目の相違点は、「国際会計基準」に従ったコンツェルン決算書の作成範囲にある。商法典
第292a条によれば、コンツェルン親企業は、その子企業のみが「組織化された市場」を利用
している場合にも、商法典に従ったコンツェルン決算書の作成義務を免除される。つまり、親
企業の上場が、作成義務の免除に対する前提条件ではない。したがって、非上場親企業もまた、
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「国際会計基準」に従ったコンツェルン決算書を作成することができる。これに対して、「ms
命令」は、（部分）コンツェルン親企業の上場が、「国際会計基準」に従った決算書の作成の前提
条件であると規定している。その結果、次の企業が問題となる。すなわち、商法典第292a条
に基づき、商法典に従った決算書の作成を免除されている企業である。Buchheim／Gr6nerは、
かかる事例においても、「ms命令」第5条の加盟国選択権の「継受適用」の必要性を認識して
いる。これについて、彼らは、以下の例示を設定している⑰。
例示2
　持株会社たる親企業は、60％上場子企業を有している。さらに、当該子企業は、常に利用す
ることのできるその他連結義務を負う子企業を有している。
●幽 ､法典第292a条によれば、商法典に従った決算書の作成義務の免除に対する前提条件は、
　　子企業の資本市場上場により満たされている。したがって、当該持株会社は、上位の「国
　　際会計基準」に従った決算書を作成することができる。
●　「IAS命令」第4条によれば、子企業およびその下位会社から構成されている部分コンツ
　　ェルンのみが、「国際会計基準」に従った決算書の作成義務を負う。但し、国内法におい
　　て、部分コンツェルン決算書の作成義務が生じる場合に限られる。当該持株会社は、次の
　　場合に、コソグロマリット（KonglOmerat）全体の商法典に従った決算書を作成しなけれ
　　ばならないことになろう。すなわち、商法典第292a条が無効になり（ausVaufen）、「IAS
　　命令」の加盟国選択権が「継受適用」されない場合である。
　以上のように、Buchheim》Grdnerは、「IAS命令」第4条と商法典第292a条との相違点と
して、各々の規定の企業に対する適用範囲、および「国際会計基準」に従ったコンツェルン決
算書の作成範囲の2つを挙げている。本節における注意点を3つ挙げよう。1つ目は、「有価証
券業指令」第1条第13項の意味での「規制の下におかれた市場」と「有価証券取引法」第2
条第5項の意味での「組織化された市場」の定義が一致していることである（ls。2つ目は、商
法典第292a条が2004年12月31日に失効することである。その結果、2005年1月1日以降、
当該規定の適用範囲の企業に対して、「IAS命令」が適用されることになる。かかる状況に鑑
みて、「IAS命令」第4条と商法典第292a条との2つの相違点を挙げることにより、
Bu（mheimlGr6nerは、「10項目プログラム」の中で告知されている「IAS命令」第5条にお
ける加盟国選択権の「継受適用」の正当性を主張する論理を展開する。というのも、彼らによ
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れば、当該加盟国選択権の「継受適用」が、これら2つの相違点の解消につながるからである。
3っ目は、「IAS命令」が「ドイツ商法典」、つまり会社法との関連の中で、位置づけられている
ことである。この点には、とくに注意する必凄があると思われる。さらに、今ひとつ、会社法
との関連の中で捉えられるべき法律が、「透明性および開示法」である。次節では、当該法律に
よって改正された商法典第291条第3項の規定を取り上げることにする。
N，「透明性および開示法」による商法典第291条第3項の改正点
前節では、「IAS命令」を会社法との関連の中で位置づけることが重要であることが確認で
きた。本節で取り上げる「透明性および開示法」もまた、会社法と関連している様相を捉える
必要がある。というのも、「透明性および開示法」は、商法典第291条第3項の中に組み込ま
れているからである。「透明性および開示法」は、2002年7月19日付で制定されている。当
該法律は、「連結会計法制の一層の整備を図るものであるα％という。以下に、「透明性および
開示法」の可決により改正された商法典第291条第3項の条文を挙げる⑳。
「第291条第3項
　第1項による作成免除は、第2項に掲げる前提条件の存在にかかわらず、次の各号の1つに
該当するときは、親企業はこれを要求することはできない。
1．作成を免除されるべき親企業が、その株式が公式の市場での取引について許可されている
　　株式会社であるとき
2．株式会社および株式合資会社にあっては作成を免除されるべき親企業の持分の少なくと
　　も100分の10を有し、また有限会社にあってはその持分の少なくとも100分の20を有
　　する社員が遅くともコンツェルン営業年度の終了前6ヶ月以内にコンツェルン決算書およ
　　びコンツェルン状況報告書の作成を請求したとき。当該親企業に作成を免除されるべき親
　　企業の持分の少なくとも100分の90が属しているときは、その他社員が作成免除に同意
　　したときに限り、第1項を適用することができる。」
　これにより、「欧州経済共同体指令」（EUIEWG）に従ったコンツェルン決算書または商法典
第292条に基づき認められる欧州以外の決算書には、「公式の市場」（AmtliCher　Markt）での
取引について許可されている部分コンツェルン親企業に対する作成免除効果がないことになっ
た。したがって、当該部分コンツェルン親企業は、「IAS命令」に基づき、「国際会計基準」に
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従った部分コンツェルン決算書の作成義務を負うことになる。というのも、Buchheim1Gr6ner
によれば、「公式の市場」は、「IAS命令」の意味での「規制の下におかれた市場」であるから
である。「ドイツ商法典」第291条第3項は、企業に対する「IAS命令」の適用範囲を広げること
になろう。これについて、彼らは、以下の例示を設定している⑳。
例示3
　「公式の取引」に上場している株式会社は、米国の親企業の90％子企業である。さらに、当
該株式会社は、その他連結義務を負う下位会社を有している。
●
●
●
「透明性および開示法」の可決以前、当該株式会社は、内部的には「米国の会計原則」に
従って貸借対照表を作成していた。また、外部的には「ドイツ商法典」第291条第3項（旧
条文）に関連した第292条第1項に基づき、コンツェルン決算書を全く公表していなかっ
た。他方、米国の親企業は、商法典第291条第1項に基づき、ドイツ語によるコンツェル
ン決算書およびコンツェルン状況報告書を公示していた。
「透明性および開示法」の可決以降、当該株式会社は、「公式の取引」での株式の上場を
根拠に、（部分）コンツェルン決算書の作成義務を負うことになった。但し、当該株式会
社が、現在適用している基準は、「米国の会計原則」である。
当該株式会社は、「IAS命令」第4条に基づき、2005年1月1日以降「国際会計基準」
に従ったコンツェルン決算書の作成義務を負うことになる。というのも、当該株式会社は、
商法典第290条に基づき、コンツェルン決算書の作成義i務を負う企業であり、EU域内の
「規制の下におかれた市場」に上場しているからである。かかる事例において、当該株式
会社は、米国の取引所への上場目的で「米国の会計原則」を適用しているのではないが故
に、「LAS命令」第9条の経過規定における加盟国選択権の「継受適用」の際の問題とは、
無関係である。
BudhheimlGr6nerによれば、商法典第291条第3項の新条文が触れているのは、「組織化さ
れた市場」ではなく、「公式の市場」であるため、現在のところ、「規制の下におかれた市場」
に上場している株式会社に対する部分コンツェルン決算書の作成義務は生じないという。これ
について、彼らは、以下の例示を設定している⑳。
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例示4
　「規制の下におかれた市場」に上場している株式会社は、米国の親企業の90％子企業である。
さらに、当該株式会社は、その他連結義務を負う下位会社を有している。
?
●
「透明性および開示法」の可決以降、ドイツの「規制の下におかれた市場」に上場する場
合も、債券を上場する場合も、部分コンツェルン決算書の作成義務は生じない。
かかる状況は、2005年1月1日以降も変わらない。つまり、当該株式会社に対して、「】AS
命令」第4条を適用することはできない。というのも、会社法上、コンツェルン決算書の
作成義務が生じないからである。
Budhheim／Gr6nerは、資本市場指向企業が「公式の取引」に上場しているか、あるいは「規
制の下におかれた市場」に上場しているかにより、その会計（報告）システムが異なる状況を
危惧している。彼らによれば、かかる状況は、「現代化指令OP」（MOdernisierung－RIJ）に基づ
き、商法典第291条第3項の規定を次のように一・部改正することを通じて解消されるという。
すなわち、当該条文は、現行の規定における「公式の取引」の記述に止まらず、「組織化された
市場」にも触れなければならないということである。その結果、同じ資本市場指向企業が、異
なる会計（報告）システムを適用するという現在の状況が回避されることになる。
Buchheim／Gr6nerは、「現代化指令」の意味での（部分）コンツェルン決算書の作成範囲の拡
大を仮定すると、社債（S（血uldver曲ejbu㎎en）の初回発行の場合、2007年までの商法典第
292a条の効力の延長を通じて、さまざまな影響が及ぼされることになると述べている。これに
ついて、彼らは、以下の例示を設定しているas。
例示5
　日本の親企業の100％子企業は、「規制の下におかれた市場」への新たに発行されるべき社債
の上場認可を申請する。当該子企業は、日本の親企業が米国の取引所に上場していることから、
内部的には「米国の会計原則」に従って貸借対照表を作成している。さらに、当該子企業は、
その他連結義務を負う子企業を有している。
●　社債の発行前、当該子企業は、商法典第291条および第292条に基づき、商法典に従った
　　部分コンツェルン決算書の作成を免除される。また、「規制の下におかれた市場」への社
　　債の上場認可の申請の場合、当該子企業は、商法典第292条に関連した第291条第3項
　　に基づき、部分コンツェルン決算書の作成を免除される。
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●　　「現代化指令」が商法典第291条第3項に転換されるとすれば、当該子企業は、社債の上
　　場と同時に、部分コンツェルン決算書の作成義務を負うことになる。
●　「IAS命令」第9条の経過規定における加盟国選択権が「継受適用」されない場合、当該
　　子企業ぽ2005年1月1日以降、「国際会計基準」に従った部分コンツェルン決算書の作
　　成義務を負うことになろう。しかし、当該加盟国選択権は、「10項目プログラム」の中で、
　　その「継受適用」が告知されている。したがって、2007年1月1日以降部分コンツェ
　　ルンに対する「IAS命令」の適用が義務づけられることになる。この場合、部分コンツェ
　　ルンは、商法典第292a条に基づき、「米国の会計原則」に従った部分コンツェルン決算書
　　の作成による免除規定を利用することができない。というのも、商法典第292a条は、2004
　　年12月31日に失効するからである。つまり、部分コンツェルンは、2005年1月1日か
　　ら2007年1月1日までの間、商法典に従ったコンツェルン決算書の作成および公示の義
　　務を負うことになる。
●　しかし、「LAS命令」第5条における加盟国選択権の継受適用」により、2005年1月1
　　日以降、「国際会計基準」に従った部分コンツェルン決算書の作成が可能となる。この場
　　合に限り、商法典に従った部分コンツェルン決算書の作成義務は生じない。結局、「L鴇
　　命令」第9条の経過規定は、債券のみを上場する企業の負担軽減にはっながらない。
●　2007年1月1日まで商法典第292a条の効力を延長することは避けられない。つまり、
　　2005年および2006年の営業年度に対する「米国の会計原則」に従った貸借対照表の作成
　　が認められなければならない。それ以降、「IAS命令」第4条に基づき、「国際会計基準」
　　に従った部分コンツェルン決算書の作成が義務づけられることになる。
Budhheim〆Gr6nerは、「透明性および開示法」と関連した商法典第291条第3項の改正につ
いて、次のように結論づけている。すなわち、この改正では不十分であるということである。
というのも、現行の規定においては、資本市場指向企業の範囲を「公式の取引」に限定してい
るからである。彼らによれば、「現代化指令」に基づき、その範囲を一層広げることが必要とな
る。つまり、「組織化された市場」に上場している企業もまた、その範囲に含めなければならな
い。その結果、資本市場指向企業は、市場の種類の区別なく、同じ会計（報告）システムを適
用すべきであるとの帰結が導き出される。さらに、Buchheim／Gr6nerが、商法典第292a条の
効力の延長の必然性を指摘している点には、注意する必要があろう。
　以上から、本節の最初で指摘されたように、「透明性および開示法」一「現代化指令」を含む
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一が、商法典、つまり会社法と関連している様相が確認できた。次節では、「透明性指令」の
提案を取り上げ、当該指令の提案は、どの法律と関連しているのか、また、どのような任務を
有するのか、この点を明らかにしたい。
V．「透明性指令』の提案の任務
　本章第皿節および第IV節で取り上げた「IAS命令」、「透明性および開示法」および「現代化
指令」は、会社法との結び付きの中で位置づけられると結論づけられた。本節では、「透明性指
令」の提案に焦点を当てることにする。というのも、当該指令は、既述の「IAS命令」、「透明
性および開示法」および「現代化指令」とは異なり、会社法と結び付いているのではないから
である。
　Budhheim／Gr6nerは、「透明性指令」の提案に触れる前に、新しく設けられた市場セグメン
トについての考察を行っている。ドイツ証券取引所株式会社（Deutsdhe　B6rse　AG）は、2003
年1月t日に、「ゼネラル・スタンダード・セグメント」（（leneral－Standard・Segrnent）と「プ
ライム・スタンダード・セグメント」（Ptme－Standard－Segment）とに市場を分割した。前者
は、「公式の市場」または「規制の下におかれた市場」への上場の際に、資本市場法上の最低限
の前提条件を満たしている企業、後者は、国際的な投資家に指向している（positionieren　siCh）
企業をその対象としている。また、後者にあっては、四半期報告書（QuartalSberiChte）の作
成および「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」の適用が義務づけられている。いずれ
にせよ、会社法の適用範囲にある両セグメントの（部分）コンツェルンは、「】AS命令」に基
づき、2005年1月1日または2007年1月1日以降、「国際会計基準」に従った決算書の作成
義務を負う。というのも、両セグメントは、「IAS命令」の意味での「規制の下におかれた市
場」であるからであるCO。
　EU委員会は、2003年3月26日付で、「透明性指令」を提案している。　BudhheirnlGrdner
によれば、これは、EUにおける金融市場における発行者の期間適合的かっ経常的（laUfenden）
公示義務の統一につながるという。「透明性指令」の提案は、「規制の下におかれた市場」に上
場しているすべての企業に次のことを義務づけている。すなわち、「国際会計基準」第34号に
従った半期報告書（Ha】bjahtbericht）の作成である。さらに、株式溌行者は、　EUの諸規定に
従って四半期報告書を公示する義務を負う。BudhheimlGrdnerは、こうした四半期報告書に
より、ドイツ証券取引所に上場している（部分）コンツェルンの開示義務における相違は制限
されると述べている。というのも、会社法および資本市場法上の規制は、EUの諸規定に従っ
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た記載事項を含む四半期報告書と協調しているからである⑳。
BudlheimlGr6nerは、「m　s命令」および「透明性指令」の提案が資する点を次のところに
見出している。すなわち、EU域内の金融施設（EU・Fina㎎platz）への有価証券の上場認可の
申請の際に、発行者の報告義務が調和化されること、この点である。彼らによれば、「IAS命
令jが国内の会社法に従った年度決算書あるいはコンツェルン決算書の作成義務を負う企業に
対する毎年の報告義務を規定しているのに対して、「透明性指令」の提案は、「国際会計基準」
に従った毎年および1年未満の（unte巧a㎞ge）報告義務を規定している。但し、当該指令は、
その報告義務を資本市場指向企業に結び肘けていることを看過してはならない。さらに、EU
委員会によって提案されている「目論見書指令」（ProspekUiChtlinie）の提案⑳もまた、こう
した調和化の中で重要な役割を果たしている。つまり、EU委員会は、加盟国内の会社法およ
び資本市場法の一貫した同化（konsiStente　AngleiChung）を目指しているのである。かかる状
況は、以下の図2で示される⑳。
図2
「目論見書指令」
（初回上揚認可｝
［透睨性指令」
（次回義務）
出典：Budhheim／Grimer…，　aaO．β．955．
　以上のように、Budhheim／Grdnerは、「ゼネラル・スタンダード・セグメント」と「プライ
ム．スタンダード・セグメント」が会社法の適用範囲にあることを確認した上で、「透明性指令」
の提案の任務を次の点に見出している。すなわち、資本市場法として、「規制の下におかれた市
場」一上記2つのセグメントを含む一に上場しているすべての企業の報告菱務を統一化す
ること、この点である。また、ここでは、「透明性指令」の提案が資本市場法と関睦して位置づ
けられていることに注意しなければならない。
　では、以上のBudhheirn／Gr6nerによる論理展開から、何が明らかになるのか。換言すれば、
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ドイツ会計制度の国際化は、現在、どのような過程にあるのか。次節において、その点を明ら
かにしたい。
VI．むすび
　以上のように、BuchheimlGr6nerは、「IAS命令」を中心として、「透明性および開示法」、
および「透明性指令」の提案を会社法あるいは資本市場法との結び付きの中で位置づけている。
資本市場指向企業（コンツェルン）は、かかる命令および指令の提案に基づき、その会計（報
告）に際して、会社法上の規制にも資本市場法上の規制にも従わなければならない。その結果
として、EU加盟国内の会社法および資本市場法は、一貫して同化されることになる。
Buchheim／G1もnerは、その上で、次の2つ結論を導き出している。1つ目は、会社法および資
本市場法の領域における変更を通じて、企業がさらなる決算書の作成による追加コストを負担
することのないように、調整が施されなければならないということである。2つ目は、2007年
1月1日まで商法典第292a条の効力を延長しなければならないということである。当該規定
は、2004年12月31日に失効するが、個々の事例において、「米国の会計原則」を適用してい
る企業には、その効力の延長が必要であるというのである。
　さて、Budhheim／Gr6nerの論攻は、現在のドイツ会計制度の国際化がどのような過程にあ
ることを描き出しているのであろうか。その際、2つの分析視角を用いなければならないと思
われる。すなわち、「ドイツ商法典」第292a条からの視角と「IAS命令」第5条からの視角で
ある。前者の分析視角からは、会計（報告）システムが「国際会計基準」に収敏していく様相
が見て取れる。換言すれば、「国際会計基準」への比重が増していく反面、「米国の会計原則」
への比重が減っていく現象を捉えることができるのである。というのも、商法典第292a条の
2004年末の失効は、「米国の会計原則」に従って決算書を作成している企業に影響を及ぼすか
らである。
　これは、商法典第292a条の効力の延長を主張する今ひとつの意見からも明らかである。か
かる意見を表明しているBurgerlUlbrichは、次の3つの要件を満たす企業に対する2005年末
までの商法典第292a条の効力の延長の必要性を指摘している。すなわち、①営業年度が暦年
から乖離している、②「IAS命令」第9条の経過規定が適用されない、かつ③「国際会計基準」
あるいは「米国の会計原則」を適用している企業である。かかる状況は、以下の図3で示され
るpm。
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図3
商法典に従った
コンツェルン決算書
「国際会計基準」あるいは
「米国の会計原則」に従った
　コンツェルン決算書
商法典
一一．．第．292翻条．．．．
　商法典
謔Q90条以下
規制の不備
rlAS命令」
ノー一一一一一H－一一トー一十一一一一レ
2004年　2004年　2005年
6月30日12月31日　6月30日
出典：Bu劇U】bridh，“IASLVerordn1皿9　und§292a　HGB－Prbblame　beim　Ubergi皿9－”，　DB・
Heft　45（7．11．2003），　S．2397．
　さらに、BurgerlU］briChは、「IAS命令」第9条の経過規定が適用できる企業の場合にも、
当該企業が「米国の会計原則」に従って決算書を作成している場合には、2007年末までの商法
典第292a条の効力の延長が必要であると述べている。かかる状況は、以下の図4で示されるew。
図4
商法典に従った
コンツェルン決算書
「米国の会計原則」に従った
　コンツェルン決算書
商法典
　商法典
謔Q90条以下
規制の不備
「IAS命令」第9条
魚漁ゑ簸懸ト
2004年　2005年　2006年
12月31日　　12月31日　　12月31日
出典：Bm馴田br㎞…，　a．a．O．，S．2399．
　以上のように、Burger／Ulbrichは、その論攻の中で、図3に示される状況においては2005
年末まで、図4に示される状況においては2007年末まで、商法典第292a条の効力の延長を
求めるのであるが、これもまた、会計（報告）システムが「国際会計基準」に収敏していく過
程の証左であるいえよう。
　では、後者の分析視角、すなわち「IAS命令」第5条の分析視角からは、ドイツ会計制度の
国際化のどのような面が描き出されるのであろうか。ここで再度、「IAS命令」第5条の加盟
国選択権の内容を繰り返す。第5条は、資本市場に指向しない企業のコンツェルン決算書なら
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びに年度決算書に対する「国際会計基準」の適用義務あるいは任意適用についての選択権を規
定したものである。これは、何を暗示するのであろうか。卑見によれば、年度決算書における
「国際会計基準」適用の可能性が示唆されているのである。これについては、ドイツにおいて、
さまざまな論陣が張られていることは、周知の事実であるel）。これらは、例えば、「基準性原則」
（MaBgebhchkeitspr吻）や「債権者保護」（G】aubigerschutz）の視点から、検討されてい
るものである（3D。したがって、かかる状況に鑑みて、第5条における加盟国選択権の「継受適
用」が、ドイツ会計制度の国際1ヒにどのような影響を及ぼすのか、ということに注意しなけれ
ばならない。というのも、当該加盟国選択権は、「10項目プログラム」の中で、その「継受適
用」が告知されているからである。
　以上から、Budhheim！Gr6nerの論攻は、「IAS命令」および商法典第292a条の効力の延長
の必然性からドイツ会計制度の国際化の過程を捉えたものであり、その制度的意味は、次の2
点を明らかにしたことにあるといえよう。すなわち、「国際会計基準」対「米国の会計原則」の
関係の中で、前者が後者を淘汰していく過程を描き出していること、そして「IAs　e，令」第5
条の加盟国選択権の継受適用」がドイツ会計制度に大きな影響を及ぼすであろうということ
を示唆していること、この2点である。
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第11章　「貸借対照表法改革法」草案および「貸借対照表統制法」草案の概要
1．はしがき
　「IAS命令」により、　EU加盟国の上場企業は、2005年1月1日以降、「国際会計基準国際
財務報告基準」（international　Aeoounting　Staiidards；IASAnbernational　FinanCial　Report
StandardS；IFRS：以下、本章では、「国際会計基準」のみ記す）に従ったコンツェルン決算
書の作成義務を負うことになっているが、それに先立ち、ドイツでは、2004年4月21日に、
連邦内閣によって、以下の2つの法案が決議された。それが、「貸借対照表法改革法」
（Bilanzre（thtSrefOrrngesetz；Bi　RReG）および「貸借対照表統制法」（B皿an乞kont塾o皿gesetz；
BilKoG）の草案である。連邦法務大臣Zipriesは、同両法案により、「10項目プログラム」の
転換による重要な改革、つまり企業の高潔性（Untemehmensintegritat）および投資家保護の
さらなる強化が行われることになると述べている。エンロンあるいはパルマラーに見られる最
近の国際的な会計スキャンダルは、投資家の信頼を失わせる結果に至った。こうした状況に鑑
みて、株式市場への投資家の信頼を取り戻すためには、企業報告の透明性および自己統制が不
可欠であると言われている。Zjpriesによれば、これに資するのが、「貸借対照表法改革法」お
よび「貸借対照表統制法」なのである①。
　「貸借対照表法改革法」草案および「貸借対照表統制法」草案の対象は、いわゆる「エンフ
ォースメント」の導入である。これにより、必要とあれば、資本市場企業の決算書は、独立し
た場所によって監査され、違反が発覚した場合には、「連邦金融サービス業監督施設」
（Bundesanstalt　fiir　FinanzlienstleistungaulSicht；BaFin）によって処罰されることになる。
同両法案ぽ2003年⊇月25日付の「企業の高潔性および投資家保護に関する連邦政府の措置
一覧」（以下、本章では、「措置一覧」と記す）における会計および決算監査に関する項目4、5
および6の圧倒的な部分を転換している。「貸借対照表法改革法」草案の理由書によれば、同
両法案は、価値の高い、透明性のある、かつ資本市場に指向した会計基準のみならず、同時に
かかる基準の遵守の保証に関するメカニズムを改善し、全体として資本市場企業の決算書の質
の向上および保証を目標にした広いコンセプトの実現に貢献する②。
　本章では、「貸借対照表法改革法」草案および「貸借対照表統制法」草案の理由書を中心とし
て、これらの法案を概要を示した上で、ここから、現代のドイツ会計制度改革の特徴を明らか
にする。
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∬．「貸借対照表法改革法」草案における理由書の内容
　「貸借対照表法改革法」草案の理由書によれば、同法案は、ドイツの貸借対照表法の新展開
と国際化、および決算監査人の役割の強化にその重点を置いている。まず、貸借対照表法の部
分において重要であるのは、次の4つの欧州共同体（European　Gemeinsehaft；EG：以下、
本章では、EGと記す）の法的行為に対して、ドイツ国内の貸借対照表法を適合修正すること
にある。すなわち、「IAS命令」、「現代化指令」、「基準値指令」および「公正価値指令」であ
る③。
　次に、決算監査の領域においては、とりわけ決算監査人の独立性の強化が目標にされる。そ
の際に、とくに商法典第319条の改正および商法典第319a条の新たな追加がなされることに
なっている。商法典第319条が規定しているのは、決算監査人の選任が除外される事例である。
当該条文によれば、これは、経済監査士（Wh細ha館pr〔d勧あるいはこれに近しい者と、監査
されるべき会社あるいはこれに関連する企業との間の人的、財務的および営業的関係が問題に
なるという④。
　さらに、会計および決算監査の法的枠組みの効率を最大限に高めるために、「貸借対照表法現
代化法」（Bilanznechtsmodernisierungsgesetz）の立法が計画されている。これは、「措置一覧」
の中ですでに告知されている。当該法律は、2004年後半に公示されることになっている。この
中では、「現代化指令」に従った選択権の行使に関する意思決定、それ以上に出る国際的な動向
への商事貸借対照表法の適合修正、公正価値評価への商事貸借対照表法の開放が予定されてい
る⑤。
　以下では、「貸借対照表法改革法」草案の理由書の中で挙げられている「IAS命令」、「現代
化指令」、「基準値指令」および「公正価値指令」へのドイツ貸借対照表法の適合修ヨEプロセス、
ならびに決算監査人の独立性について取り扱うことにする。
1．rlAS命令」
理由書によれば、「LへS命令」の中心規制は、組織化された資本市場で有価証券を発行して
いる企業は、2005年以降、そのコンツェルン決算書の作成に際して、「国際会計基準」を強制
適用する義務を負う、この点にある。その他企業、つまり組織化された資本市場で活動してい
ない企業のコンツェルン決算書およびすべての資本会社の個別決算書に対する「国際会計基準」
の適用に関しては、「IAS命令」の第5条において選択権が与えられている。その限りにおい
て、EU加盟国は、「国際会計基準」の適用を規定するか、あるいは企業選択権として許可する
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可能性を有している⑥。
　では、そもそも「国際会計基準」とは、どのようなものであろうか。理由書によれば、「国際
会計基準」は、私的な性格を有する「国際会計基準審議会」によって作り上げられた会計原則
である。かかる審議会の活動資金は、さまざまな国からの基準設定者、産業企業、銀行および
保険会社、経済監査士およびその他貸借対照表作成に関係する者または利害関係者からの寄付
金によって調達されている。構成メンバーは14名であり、そのうち欧州から参加しているの
は6名である。EU域内への「国際会計基準」の引き受け手順は、「ラムファルシー・グループ」
（Lamfalussy・Gruppe）の勧告に従っている。当該グループは、2000年リスボンでの欧州委
員会の決議に基づいて召集され、欧州有価証券市場の規制に関する報告書を作成した。かかる
状況の背景には、2005年以降、EUの資本市場指向企業のコンツェルン会計を国際的に認めら
れた諸原則へと適合修正するという目標があった。これは、欧州有価証券市場のさらなる完全
化を目指し、グローバル化された資本市場での欧州企業の競争力を強化するために行われる。
「国際会計基準」は、ドイツに代表される欧州大陸的貸借対照表作成諸原則とは著しく異なる
アンゲロ・アメリカ的貸借対照表作成の伝統に基づいている。さらに、当該基準は、2㎜年5
月付の「証券監督者国際機構」（lntemational　Orgaエ血ation　of　Securities　Comm鵬ions；
10SCO）の決議により、ボーダーレスの取引所上場認可を目的として世界的に勧告された。そ
れ以来、「国際会計基準」は、国際的な規則集とみなされている⑦。
　欧州レベルでの「国際会計基準」の引き受けは、私的な基準設定者を重視する推移動向に対
応している。ここから、次のことが期待されていたことが予測されよう。すなわち、刻々と変
化する経済状況に見られる新たな傾向に対して、貸借対照表作成基準をより迅速に適合修1Eす
るか、あるいは先を見越してそのような傾向を考慮する柔軟かつ実務よりの（praxisnahe）作
業が求められていたということである。理由書によれば、基準設定に際して、幅広い、かつ重
要な利害関係者を包括する基準設定者審議会を構成すること、および透明性のある、公の諮問
機関と結び付いた基準設定方式を守ることが不可欠である。ドイツでは、「企業領域における統
制および透明性に関する法律」（Gesetz　zur　Kontrolle　und　T㎞sparenz　i皿
Unteme㎞ensbe艶i（沮）によって商法典第342条が新設され、　i基準設定者の活動に対する法
的基礎が与えられた。こうした基準設定者は、コンツェルンの会計基準の作成、貸借対照表法
領域の立法への助言、および国際的な専門審議会との共同作業の中でのドイツの利害の代表の
義i務を負う。そして、登記社団「ドイツ会計基準委員会」（DeutsChes　Redhnungslegungs
Standards　Committee；DRSC）が、「ドイツ基準設定委員会」（DeutSChen
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Standamhsierungsrat；DSR）により専門審議会として設立された。これは、「連邦法務省」
によってドイツの基準設定者として認められている⑤。
　欧州委員会は、個々の事例における「国際会計基準」の適用について、「IAS命令」の第6
条に基づき、委任論方式（KbmitOfOgievervahren）で意思決定を行う。理由書によれば、かか
る方式は、基礎法行為（Basisrechtakt）として、命令の具体化および現実化（AktUahSiemng）
に役立っ。これに加えて、加盟国の代表者から構成される「規制委員会」
（Regelu㎎sausschuss）が設置される。この「規制委員会」と並んで、利害関係を有する範
囲の代表者から構成される「専門家委員会」（［aDdhnis（iner　Ausschuss）がある。当該委員会は、
新しい「国際会計基準」の作成あるいは既存の「国際会計基準」の変更のプロセスの初期段階
において影響を及ぼすことを可能にするために、（欧州委員会に一筆者）助言を行い、かつ
「国際会計基準審議会」との密接なコンタクトを保持する役割を担っている⑨。
　理由書は、「IAS命令」に従った加盟国選択権の行使について、コンツェルン決算書と個別
決算書とに分けている。まず、コンツェルン決算書に関して、次のように言及している。すな
わち、EU域内に所在地を有し、かつ「規制の下におかれた市場」で活動しているすべての有
価証券発そr渚は、2005年以降、「国際会計基鞠に従ったコンツェルン決算書を作成する義務を
負う。さらに、「LAS命令」は、加盟国に対して、「国際会計基準」の適用領域の拡大あるいは、
ある一定の枠内においてはその制限も認めている。「IAS命令」の第5条によれば、加盟国は、
有価証券を発行していない企業のコンツェルン決算書に対する「国際会計基準」の適用を任意
で許可あるいは規定することができる。これに基づいて、「貸借対照表法改革法」草案は、EG
法の枠内で引き受けられている「国際会計基準」をすべての企業のコンツェルン決算書に対し
て適用する包括的な選択権を規定している。当該選択権は、「貸借対照表法改革法」草案第1
条第20号における商法典第315a条第3項および同法案第3条第5号における「開示法」第
11条第6項第2号の中に規定されている。「貸借対照表法改革法」草案1よ「IAS命令」の義務
的適用領域を超える「国際会計基準」に従ったコンツェルン貸借対照表作成義務を、「規制の下
におかれた市場」への上場認可を申請している親企業に対してのみ課している。これは、同法
案第1条第20号における商法典第315a条第2項および同法案第3条第5号における「開示
法」第11条第6項第2号の中に規定されている。このようにして、現行の商法典第292a条に
従い、特定の前提条件の下で「国際会計基準」に従ったコンツェルン貸借対照表の作成をすで
に選択しているであろう資本市場企業には、次のことが求められる。すなわち、投資家の情報
ニーズに指向して、「国際会計基準」の透明性要求に強制的に応えることである。その他、つま
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りコンツェルン決算書作成義務を負うより大きい中規模コンツェルンの親企業は、現行法を超
えて、そのビジネス・パートナーに国際的な基準に従った連結決算書（konsolidierten
Abschluss）を渡す可能性を有する（10）。
　「IAS命令」の義務的適用領域の制限は、その第9条の中に規定されている。第9条によれ
ば、加盟国は、特定の企業に対して、当該命令の強制的な初回適用を約2年延期することがで
きる。かかる経過規制が適用されるのは、（株式とは対照的に）債券（SChUldtite1）のみを発
行しているか、あるいは「IAS命令」の公布に際してEUあるいは欧州経済領域（EWR）に
属さない国一　とくに米国一　で取引所に上揚する目的で「国際会計基準」以外の国際的
に認められた基準、つまり「米国の会計原則」に従った貸借対照表を作成している企業である。
理由書によれば、「貸借対照表法改革法」草案は、「IAS命令」の第9条における選択権を行使
している。これは、同法案第2条第5号における「ドイツ商法典施行法」第57条に規定され
ている。したがって、その限りでは、次のような意思決定が「貸借対照表法改革法」草案の中
で行われている。すなわち、企業側に最大の弾力性を与えることに賛成である、と。但し、理
由書によれば、こうした意思決定は、すべての資本市場企業のコンツェルン決算書の十分な比
較可能性が低くなるということを意味している。それでもやはり、2年の経＠期間および軽過
規制を利用する企業の範囲を考慮すれば、こうした意思決定は、企業に対する過度な負担を回
避するのに適切かつ妥当であるといえよう（U）。
　次に、理由書は、個別決算書に対する「IAS命令」に従った加盟国選択権の行使について言
及している。「LAS命令」の第5条は、加盟国に対して、資本企業およびその他企業による個
別決算書への「国際会計基準」の適用を許可あるいは規定する選択権を与えている。「措置一覧」
によれば、連邦政府は、個別決算書への「国際会計基準」の適用を、その情報提供機能
（nforrnatOrisChe　Funlction）に限定して認めている。したがって、その他の点では、伝統的
な商法典に従った決算書が作成されなければならない。理由書によれば、「貸借対照表法改革
法」草案は、こうした「措置一覧」における提案に合致している。個別決算書への「国際会計
基準」の適用を清報提供機能に限定している根拠は、次の点において明らかにされる。すなわ
ち、個別決算書の目的は、コンツェルン決算書とは異なっている、この点である。個別決算書
の目的達成に対して、国際的な基準は不十分であるという。周知のように、「国際会計基準」に
従った決算書は、情報提洪目的に対して十分に役割を果たすが、個別決算書には、さらに分配
測定機能（「株式法」第57条第3項、第58条第4項）および税務上の利益算定の基礎（所得
税法第5条第1項第1文）としての役割が課されている。理由書によれば、「国際会計基準」
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に従った決算書は、分配測定基礎には適さない。というのも、「国際会計基準」は、一貫して情
報提供目的に指向するが故に、徹底的に公正価倒思考に基づいているからである。さらに、「国
際会計基準」は、商法典とは異なり、未実現利益、例えば株価、利子率等の変化に基づく単な
る（blo8e）価値変動を成果作用的に把握することになっていることも挙げられよう。理由書に
よれば、こうしたアプローチが情報提供目的に対して意味を持ちうる一方で、持分所有者への
未実現利益に分配にはほとんど意味を持たないのである。また、「国際会計基準審議会」は、「国
際会計基準」が情報提供目的に適していることを常に明言しているan。
　さらに、「国際会計基準」は、課税の基礎としてもほとんど適していない。というのも、「国
際会計基準」に従って、給付適合的な課税の原則に合致しない利益が把握されるからである。
しかし、より決定的な点として、「国際会計基準」が、私的な「国際会計基準審議会」によって
決議されることが挙げられる。理由書によれば、国内の税法立法者がその立法権を部分的に私
的な審議会に委譲することは、ほとんど考えられない。「国際会計基準」に従った貸借対照表作
成の場合、上述の分配測定基礎で挙げたように、1年毎に大きく変動する成果は、課税の基礎
としては適さない。理由書は、次のように言及している。すなわち、「納税者も国庫も計画保証
を必要とし、一方で税務上の負担の安定性にも他方で国庫の収入の安定性にも関心を寄せてい
ることは明白である㈹」とag。
　個別決算書の目的が、単一の会計作業のみでは最適に達成されえないとすれば、つまり情報
提供目的のための「国際会計基準」に従った決算書と分配測定機能および税務上の利益算定の
基礎のための商法典に従った決算書が作成されなければならないとすれば、これは、企業に対
する会計費用の負担の増加がある程度避けられないことを意味する。ここから、「貸借対照表法
改革法」草案は、「措置一覧」に合致して、同法案第1条第29号aにおける商法典第325条第
2a項の中で、以下の帰結を引き出している⑯。
●　投資家およびその他ビジネス・パートナーが、より良い清報提供目的のために、個別決算
　　書に対して「国際会計基準」を適用することは、もっぱら任意で行われる。
●　情報提供目的のために「国際会計基準」に従った個別決算書を公示しようとする企業は、
　　それと並んで、会社法および税法のために商法典に従った決算書を作成しなければならな
　　い。
●　商法典第267条第3項の意味での大資本会社の場合、二重の貸借対照表作成と結びf寸く超
　　過費用1よ「国際会計基準」に従った決算書のみを連邦公報に公示することにより、軽減
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●
される。
小および中規模会社の場合、「国際会計基準」に従った個別決算書に関する調整による介
入は行われない。いずれにせよ、当該企業は、商法典に従った決算書を登記裁判所への供
託を通じて公示しなければならない。自由であるのは、当該企業が、それと並んで「国際
会計基準」に従った決算書を作成し、場合によっては任意で監査を受け、適した形式でそ
のビジネス・パートナーに告知することである。
　理由書によれば、現在、個別決算書への「国際会計基準」の適用に関するこうした規制アプ
ローチに代わる実行可能でコスト＃Fl」な代替案は、明らかではない。というのも、かかる代替
案があるとすれば、それは、会社法および税法の領域における商法典に従った決算書の任務が
その他計算作業によって引き受けられることを前提とするものとなるはずだからである。これ
に関して、理由書は、以下のように言及している㈹。
●　会社法の領域に対しては、分配をいわゆる「支払能力テスト」（solven（y－test）に結び付
　　けることが考慮される。かかるテストが直接焦点を合わせているのは、企業が一定の金額
　　で分配する場合、当該企業がまだその支払義務を果たす状態にあるかどうかということで
　　ある。しかし、こうした「支払能カテスト」には、完成した、かつ負担能力のある方法が
　　未だ欠けている。かくして、現在の時点では、ドイツ資本会社法に対する基礎である債権
　　者保護という目標履行基準を資本維持の原則から開放することに対して、責任を負うこと
　　ができないと思われる。さらに、これは、EUレベルでの現行の法律状況に一致しないで
　　あろう。第2次会社法指令第15条は、株式会社に対して、資本維持の原則を規定してお
　　り、これを年度決算書に結び付けている。
●　現在、独立した税務貸借対照表法の創設による税務貸借対照表と商事貸借対照表との切り
　　離しは、必要ではないように思われる。こうした切り離しは、唐突な（abrupten）システ
　　ム転換を意味し、必要な法律遵守により、著しい負担が企業に課されることになろう。と
　　くに税務貸借対照表の上にさらに糊llな、義務監査の基礎になる会社法上の分配測定に関
　　する計算が加わるような場合には、独立した税務貸借対照表法が、はたして著しくコスト
　　有利となるかどうかは疑わしい。
これに鑑みて、理由書によれば、「貸借対照表法改革法」草案は、個別決算書への「国際会計
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基準」の適用に関して、企業に高い程度の弾力性を提供し、現行の貸借対照表法および会社法
のシステム化に適応した解決策を認めている（1D。
2．「現代化指令」
　理由書によれば、「現代化指令」とは、さらなる領域において、「貸借対照表指令」、「コンツ
ェルン貸借対照表指令」、「銀行貸借対照表指令」および「保険会社貸借対照表指令」の形式に
おける現行の欧州貸借対照表法を現実化する変更指令である。「現代化指令」は、欧州貸借対照
表法の国際化を継続すると同時に、その国内法化の適合修正の際に加盟国に対してより多くの
弾力性を与えている。「国際会計基準」への同指令の適合修正は、貸借対照表の作成義務を負う
すべての企業に例外なく「国際会計基準」を適用することを通じて行われるのではなく、むし
ろ、加盟国に対して、企業に「継受適用」できる（weitergeben　k6nnen）追加的な選択権を与
えることを通じて行われる。確かに、一方で、同指令のこうした弾力性は、その中に含まれる
選択権を行使することにより、非資本市場指向企業への「国際会計基準」の適用を認めること
になるが、他方では、商法上の会計におけるパラダイム転換を強制するものではない。理由書
によれば、現在、既存の加盟国選択権および企業選択権は、本質的には維持されたままである
（1紛。
　しかしまた、「現代化指令」を通じて行われる変更は、会計の比較可能性を欧州レベルで改善
することになるいくつかの強行規定を内容として含んでいる。例えば、状況報告書の報告内容、
決算監査人による確認の付記の形成、ならびに資本市場企業に対する論理的に首尾一貫した透
明性の必要条件に関する詳細な規制である。こうした強行規定が、比較可能性を改善する主要
な方法になるとすれば、今まで与えられていた選択権を通じて、加盟国の負担を軽減する方法
は、将来、認められなくなるかもしれないag）。
　　「貸借対照表法改革法」草案が、「現代化指令」の強制的な履行基準への貸借対照表法たる商
法典の適合修正に限定している一方で、商法典をさらなる項目において国際的な推移動向に接
近させるために、広範囲に及んで残っている形成余地の利用方法は、同指令とは別個の2004
年後半に示されることになっている「貸借対照表法現代化法」の立法計画に留保されている。
理由書によれば、歴史的原価での評価の代わりに、より広く時価評価を採用することに焦点を
合わせている「現代化指令」の規定が、どの程度までこの「貸借対照表法現代化法」に転換さ
れるのか、さらに吟味されることになる⑳。
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3．「基準値指令」
　「貸借対照表法改革法」草案は、商法典第267条第1項および第2項、第293条第1項に
規定されているいわゆる基準値を適合修正する。商法典第267条は、小中および大資本会社の
規榔ll分類を規定している。こうした分類は、商法典第三編の諸規定をさまざまな企業に適用
する際に、免除あるいは軽減に対する基準となっている。例えば、小資本会樹ま、その年度決
算書の監査義務を免除され（同商法典第316条第1項）、大資本会社のみが、その年度決算書
を連邦公報に公告しなければならない（同商法典第325条第2項）。また、商法典第293条で
は、コンツェルン決算書の作成義務を負う企業の基準値が規定されている。現行の基準値は、
「貸借対照表指令」第11条、第12条および第27条、ならびに第27条に従うことを指示する
「コンツェルン貸借対照表指令」第6条に基づいている⑳。
　「貸借対照表法改革法」草案の第1条第3号によれば、商法典第267条第1項および第2
項は、以下のように変更される⑳。
「3．第267条は、以下のように変更される。
　a）第1項は、以下のように変更される：
　　　aa）第1号において、“3，438，000ユーロ”という記載は、“4，015，000ユーロ”とい
　　　　　う記載に取って替えられる。
　　　bb）第2号において、“6，875，000ユーロ”という記載は、“8，300，000ユーロ”とい
　　　　　う記載に取って替えられる。
　b）第2項は、以下のように変更される：
　　　aa）第1号において、“13，750，000　＝一ロ”という記載は、“16，060，000ユーロ”と
　　　　　いう記載に取って替えられる。
　　　bb）第2号において、“27，500，000ユーロ”という記載は、“32，120，000ユーロ”と
　　　　　いう記載に記載に取って替えられる。」
　これにより、商法典第267条第1項および第2項に規定される貸借対照表合計額および売上
高は、現行法における数値より各々約17％引き上げられる。したがって、小中規模資本会社数
が、増加することになる。つまり、規模別分類に基づき、これまで大資本会社としての義務を
負っていた企業は、従来、当該企業に課されていた負担が軽減される可能性も生じるのである。
というのも、当該企業が、新条文に従って、新たに中規模会社に分類されるからである。
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　「貸借対照表法改革法」草案の第1条第12号によれば、商法典第293条第1項は、以下の
ように変更される㈲。
「12．第293条第1項第1文は、以下のように変更される。
　a）第1号は、以下のように変更される：
　　　aa）aにおいて、“16，500，000ユーロ”という記載は、“19，272，000ユーロ”という
　　　　　記載に取って替えられる。
　　　bb）bにおいて、“33，000，000ユーロ”という記載は、“38，544，000ユーロ”という
　　　　　記載に取って替えられる。
　b）第2号は、以下のように変更される：
　　　aa）aにおいて、“13，750，000ユーロ”という記載は、“16，060，000ユーロ”という
　　　　　記載に取って替えられる。
　　　bb）bにおいて、“27，500，000ユーロ”という記載は、“32，120，000ユーロ”という
　　　　　記載にに取って替えられる。」
　これにより、コンツェルン決算書の作成義務を負う企業の貸借対照表合計額および売上高も
また、約17％引き上げられる。したがって、現行の商法典第293条第1項に従って、今までコ
ンツェルン決算書の作成義務を負っていた企業が、その義務を免除されることになる。
4．「公正価値指令」
　「公正価値指令」には、多数の選択権と並んで2004年1月1日に転換されなければならな
い限定数の義務的規制が含まれているが故に、附属説明書および状況報告書に関するこうした
規制は、立法計画の枠内で行われることになっている。同指令のさらなる選択権の転換は、「貸
借対照表法現代化法」の草案に留保されている⑳。
　「公正価値指令」が、コンツェルン決算書における市場価値での金融商品の計上および評価
を企業選択権として許可することを要求する限りにおいて、現行の商法典第292a条の中で、
それに関する要件が斜酌されている。当該規定は、「規制の下におかれた市場」を利用している
企業に対して、コンツェルン決算書への「国際会計基準」の適用を許可している。したがって、
当該企業には、「国際会計基準」第39号を適用する可能性がある。「貸借対照表法改革法」草
案は、商法典第292a条の廃止を規定しているが、新しい商法典第315a条第3項により、従
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来と同様に、「国際会計基準」に従ったコンツェルン決算書に対する企業選択権を提案している
（25）。
5．決算監査人の独立性
　「劉昔対照表法改革法」草案は、新しい商法典第319条および第319a条を通じて、決算監
査人の独立性の保証に関する「10項目プログラム」の第5号「企業の高潔性および投資家保護」
を転換する。同法案にあっては、最近の国際的および国内の推移動向が関係づけられている⑳。
EU委員会は、2002年5月16日に、勧告「EUにおける決算監査人の独立性一基本原
則」を提案した。同勧告は、義務監査における決算監査人の独立性に関して、EU域内で統一
的な法律の制定に貢献するものである。一般的に、客観性および職務上の高潔性が、監査活動
の決定的な判断基準となるべきである。したがって、決算監査人の独立性が、それに対する重
要な基準とみなされるのである⑳。
　理由書によれば、独立性の要件の具体化には、独立性に対する特定リスク要因の定義を示す
必要がある。理由書は、以下のリスクを挙げているas。
●　監査されるべき企業に対して有する監査人の自己利益とクライアント（Mandanten）に
　　よる経済的圧力の行使の可能性（例えば、監査人が、当該企業に直接的あるいは間接的に
　　資本参加している場合、あるいはクライアントが支払う監査およびコンサルティング報酬
　　（Pmbngs－　Oder　Beratungshonoraren）に過度に依存している場合）。
●　監査人が、決算監査の枠内で、クライアントのために以前に行ったコンサルティング活動
　　の成果の判断を強制される場合の自己制御（In－SiCh－Kontrol｝e）の危険
●　監査入と長期のクライアント関係にある経営者との間に、過度に密接した、規定による臨
　　界上の客観性を損なう信頼関係が展開している場合。
　こうしたリスクに対して、EUの勧告には、必要な保証措置への配慮を決算監査人および被
監査企業に求める一連の指令が含まれているが、同勧告は、こうした透明性および「セーフガ
ード」のみに指向するのではない。同勧告は、被監査企業に対するサービスの証明が不当であ
る例として、貸借対照表書類および年度決算書の作成、金融情報システムの開発および更新、
評価給付の証明、およびクライアントの内部監査への協力を挙げている（：ig）。
　それと並んで、EUの勧告には、いわゆる内部のローテーション、っまり監査の担当者の交
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替に関する提案が含まれている。また、今後、クライアントの監査給付およびその他給付から
生じる経済監査士または経済監査会社の収入は、公示されることになっている。EUの勧告は、
EU加盟国の決算監査人の独立性規制の中で具体化され、したがってEUにおける最終的な調
和化まで補完することになる（3［b。
　さらに、EU委員会は、第8次会社法指令、いわゆる「決算監査人指令」を改正することに
している。同指令の改正案は、決算監査人の独立性に関する諸原則を含んでいる。これは、上
述のEUの勧告における「基本原則」を引き継いでいる。改正案では、次のような「基本則」
が規定されている。すなわち、経済監査士が決算監査を行ってはならないのは、経済監査士と
被監査企業との間に、その独立性を危うくしうる財務上あるいは営業上の関係、雇用関係ある
いはその他結び付きが見られる場合であるという。加盟国は、EU勧告を考慮した上で、こう
した改正案を具体化しなければならない（3D。
　「決算監査人指令」の改正案がいつ可決されるかは明らかではないが、決算監査人の独立性
に関する規制は、「貸借対照表法改革法」草案に基づき、商法典の中で新たに規定されることに
なっている。とくに、商法典第319条、第319a条は、同指令の改正案に指向しており、予測
されるべき規制を先取りするものである。理由書によれば、当該規定は、ドイツにおける従来
の法律状態およびEUの勧告に鑑みて、具体化されている。こうした具体化措置は、法的安定
性の生成および監査された年度決算書における信用の強化にとって不可欠なのであるeD。
　理由書は、米国の環境状況の変化を挙げている。米国では、2002年7月30日に、「サーベ
ンス・オクスリー法」（Sarbanes・Oxley．A（rt）が調印された。同法は、とりわけ以下のことを
規定している（33）。
?
●
●
●
上場企業の決算監査人の活動を監視する「公開会社会計監視審議会」（Pubhc　Company
Aoooul1廿ng　Over団ght　Board；PCAOB）の設置、
監査活動と相容れない多数のコンサルティング・サービスの除外、
CEO（ChiefExecutive　Offioer）あるいは監査されるべき企業の財務上および貸借対照表
作成上のデータに携わる他の会議のメンバーであった者が、直近12ヶ月以内に、監査会
社に任用された場合、この者を監査人とすることはできない、
監査委員会による監査人の選択、および監査されるべき企業の取締役会の監査委員会に対
する報告義務、補佐的に、企業の業務執行に携わらない会議のメンバーに対する報告義務。
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　この「サーベンス・オクスリー法」は、決算監査の質および決算監査人の独立性の保証に関
する法律である。
　さらに、理由書では、ドイツ国内の推移動向について言及している。「連邦最高裁判所」は、
2002年11月25日付の判断の中で、決算監査人の不公正に関する従来の諸原則について言及
している。また、作業部会「決算監査とコーポレート・ガバナンス」もまた、決算監査人の独
立性に関する勧告を示している。ここでは、決算監査人が監査活動以上に出て、同勧告の中に
挙げられているいくつかのコンサルティング・サービスを提供している場合、この者を経済監
査人から除外することが提案されている（3D。
　商法典第319条の新規定は、諸勧告および裁判所の判断の要素を含んでいる。理由書によれ
ば、公の議論は、次のことを示している。すなわち、明瞭かつ一義的な規制は、資本市場の機
能性における信用および決算監査人の独立性を回復するために、必要であるということである。
したがって、商法典第319条第3項、第4項、第319a条の規定は、十分な法的安定性をもた
らすのであるCO。
　次に、理由書は、「自己監査禁止」（Se】bs㌻p曲㎎svervot）について言及している。これは、
将来、一方で決算監査人としての活動、他方で特定のコンサルティング・サービスおよび癖価
サービスを提供する活動を同時に行うことをもはや認めないとするものである。理由書によれ
ば、決算監査人の独立性は、次のことを通じて危うくされてはならない。すなわち、決算監査
人が、決算監査の枠内で、コンサルティング活動または評価活動の成果を新たに検査するとい
うことである。しかし、その他の点では、したがって全体として圧倒的な部分では、決算監査
人として活動している宣誓帳簿監査士（vereidjgten　Buchpriifer）および経済監査士による被
監査企業に対するコンサルティング活動は、今後も行われうるであろう。あくまでも、「自己監
査禁止」が、決算監査人の独立性の保証のために選択されたということであるen。
　それに対して、決算監査人による監査役会報告、および取締役会と監査役会の共同による監
査役会報告に関する「株式法」における規定の設置は、断念された。決算監査人の独立性の保
証の必要条件は、監査役会が、決算監査人によって企業に提供されるコンサルティング・サー
ビスおよび評価サービスを含む給付に関する情報を提供することである。EUの勧告において
は、決算監査人による詳細な監査役会報告が規定されている。ドイツでは、「コーポレート・ガ
バナンス・コデクス」（Corporate　Governance　Kodex）の中で、騎役会は、決難臥曜
択に関する提案を行う前に、決算監査人の独立性を危うくする関係が、この者と被監査人との
間にあるのかということについて、予定される監査人に説明させなければならないとしている。
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その際の説明範囲は、過去の営業年度において提供されたコンサルティング・サービスにまで
拡大されることになっている（3D。
　理由書においては、以上の「IAS命令」、「現代化指令」、「基準値指令」および「公正価値指
令」へのドイツ貸借対照表法の適合修正プロセス、ならびに決算監査人の独立性に関する項目
と並んで、最後の項目「その他」が挙げられている。ここでは、「貸借対照表法改革法」草案の
補完的な内容として、同法案のコスト上の成果について言及されている。理由書によれば、「貸
借対照表法改革法」は、連邦、州および地方自治体の公共財政に対して、数字を付すことので
きる影響を及ぼすものではない。その他コスト、とくに経済コストは、同法案の各主要構成要
素により異なる（3S。
　まず、「LへS命令」の選択権の「継受適用」により、「国際会計基準」の義務的適用を通じて、
企業は、重大な超過コストを負担する。但し、すでに現行の商法典第292a条の規定を適用し
ている企業には、こうした超過コストは生じない。現在必要とされる転換コストは、「貸借対照
表法改革法」ではなく、むしろ「IAS命令」に基づいている。次に、「現代化指令」および「公
正価値指令」の転換により、若干の超過コストが生じる可能性がある。さらに、商法典第267
条、第293条による基準値の適創鉦は、コスト減少的に作用する傾向を持つ。というのも、
当該規定に基づき、将来、監査義務を負う、あるいはコンツェルン会計義務を負う、または連
邦公報に年度決算書を公示する義務を負う企業は、ほとんどなくなるからである。最後に、決
算監査人の独立性に関する新規定は、個々の事例において、経済監査に携わる者に対する望汗
の超過コストをもたらす。被監査企業に対して超過コストの生じる可能性があるのは、当該企
業が、将来、決算監査人ではなく、むしろその他職業人一例えば、経済監査士または宣誓帳
簿監査士一　にコンサルティングを委任する場合である。しかし、理由書によれば、決算監
査人の独立性を保証し、決算監査の質を向上させることは、こうした若干の超過コストの発生
という問題とは比較にならないほど重要なのである。なお、価格レベル、とくに消費価格レベ
ルへの影響は、「貸借対照表法改革法」から明らかになるのではないau。
　以上のように、「貸借対照表法改革法」草案の理由書は、「IAS命令」、「現代化指令」、「基準
値指令」、「公正価値指令」、決算監査人の独立性、および「その他」の項目から構成されている。
同法案の理由書において注目すべき点は、個別決算書への「国際会計基準」の適用が、情報提
供目的に限った上ではあるが、認められたということ、決算監査人の独立性の保証に関する規
制が強化されたこと、さらに、こうした規制の強化が米国の環境状況の変化、つまり「サーべ
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ンス・オクスリー法」の制定と関係のあること、である。こうのように監査制度の在り方に変
化が生じていることを踏まえて、以下の第皿節では、「貸借対照表統制法」草案の理由書を取り
上げることにする。
皿．「貸借対照表統制法」草案における理由書の内容
　「貸借対照表統制法」草案の理由書によれば、連邦政府は、ドイツの資本市場および国際的
な競争力のさらなる強化を目標としている。同法案は、「有価証券取得および引受法」
（Wertpapiere】rverbs一㎜d　Ubemahrnegesetz）、「金融サービス監督法」（Finanzd　iensレ
leiStUngsaufSiChtSgesetz）および「第4次金融市場促進法」（Vlerten　FinanzmaJrkt・
jbrderu㎏sgesetz）の公布と歩調を揃えている。過去3年の推移動向が示しているのは、行為
ニーズ（HandlungsbedarDがあるということである。この背景には、国内外の企業スキャン
ダルが、投資家の信用のみならず、資本市場全体の高潔性および安定性もまた揺るがしている
という状況がある㈹。
　現在、会計規定の適用に関するドイツのシステムは、決算監査人および監査役会による年度
決算書およびコンツェルン決算書の監査を包括している。それ以上に出て、年度決算書の無効
ならびに刑罰規則に関する諸規定が、「株式法」の中に存在する。目下のところ、ドイツには、
資本市場指向企業の企業報告書（Untemehmensbe比hte）の「正しさ」（R血ht　igkeit）を規則
的に検査することを国家から委任された審議会は、まだ設置されていない。理由書によれば、
「貸借対照表統制法」草案の目標は、企業決算書の適法性を監視するメカニズムの導入にある
（41）。
　会詳規定の適法性の監視は、ドイツの資本市場の高潔性にとって非常に重要である。という
のも、効率的、流動的かつ機能性に富む資本市場の発達は、市場参加者も投資家も、公表され
る企業報告書の適法性を信用することができるか、この点に左右されるからである。貸借対照
表の粉飾に端を発する昨今の企業スキャンダルが示しているのは、どの実質的な成果がこうし
た危機となりうるのかということのみではない。決算書の操作によって隠蔽される個々のドイ
ツ企業の危機もまた、資本市場の機能性を損なうことになる。投資家は、資本市場における一
連のスキャンダルに反応している。米国の「サーベンス・オクスリー法」も、こうした状況を
受けて制定されたのである（4Z）。
　欧州における各国の会計システムが異なる場合にも、金融市場の高潔性および投資家保護の
強化の目標は共通である。かかる目標に指向するのが、2003年3月に、欧州の「エンフォー
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スメント・システム」の形成に関する原則を提案した「欧州有価証券規制委員会」（Committee
of　European　Securities　Regulators）の決議である。当該原則は、欧州において、統一的な「エ
ンフォー…一スメント・システム」の開発を目指している。かくして、欧州における会計の「エン
フォースメント・システム」の調和化に対する基礎が築かれる。これに基づき、各国において、
こうしたシステムが国内レベルで規定される㈹。
　「貸借対照表統制法」の中で計画されている「エンフォースメント・システム」の2段階方
式は、既存の欧州のシステムを組み合わせている。私法的な審議会には、英国におけるように、
連邦政府によって次の任務が委譲されることになっている。すなわち、資本市場指向企業の会
計を再検査する（Uberpr血fen）ことである。当該審議会は、第1段階で、会計規定違反に対す
る手がかりがある場合と同じくサンプル・テスト検査により活動する。こうした会計検査に際
して問題が生じた場合には、第2段階に進む。第2段階では、「連邦金融サービス業監督施設」
が介入する。当該施設は、必要とあれば、高権的手段を用いて、検査および貸借対照表の誤り
の公表を行う。こうした「エンフォースメント・システム」は、企業決算書の信頼性、貸借対
照表の明瞭性および真実性、そして投資家の信用を回復させる。かくして、ドイツの金融市場
はさらに発展し、持続的に強化される㈹。
　理由書は、この「エンフォースメント・システム」についてさらに詳細に言及している。そ
れによれば、「連邦法務省」は、「連邦財務省」と協調して、私法的に組織化される独立した機
関を「会計検査所」（PrUlistelle　lilr　Rechnungslegung）として承認する。こうした承認の前提
は、「検査所」の設置が独立した専門家をもって保証されていることである。「検査所」に委譲
されるのは、資本市場指向企業の年度決算書あるいはコンツェルン決算書が適法であるか、正
しいか、そして会計基準を遵守しているかを再検査する任務である。「会計検査所」の設置ある
いは承認がなされない場合には、「連邦金融サービス業監督施設」が、こうした「検査所」の任
務を引き継く絢。
　検査されるのは、その有価証券が国内の取引所で「公式の市場」あるいは「規制の下におか
れた市場」における取引について許可されている企業の決算書である。検査の対象は、最後に
確定した年度決算書およびそれに付随する状綿報告書、そして最後に承認されたコンツェルン
決算書およびそれに付随するコンツェルン状況報告書である。したがって、「エンフォースメン
ト」は、法的な監査義務を負う企業の報告書に限定される。かくして、現在の法律状態によれ
ば、監査義務のない中間報告書は、この「エンフォースメント」から除外される㈹。
　会計規定違反に対する手がかりがあるか、あるいは「連邦金融サービス業監督施設」から「検
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査所」に検査の要請があり次第、「検査所」は活動を開始する。その上で、「検査所」は、被検
査企業のサンプル・テスト検査に着手する。この場合、「検査所」と当該企業の協力は任意であ
る。当該企業が、企業への・「検査所」の立ち入りを拒否し、「検査所」に対して書類の閲覧を認
めず、そしてその他方法により「検査所」の検査を妨げる場合、「検査所」は、「連邦金融サー
ビス業監督施設」にその旨を報告する。次に、第2段階として、「連邦金融サービス業監督施
設」が活動を開始する㈹。
　「連邦金融サービス業監督施設」は、公法的手段を用いて、会計の誤りの検査および公表を
実施することができる。その検査に際して、当該施設は、「検査所」、外部の経済監査士あるい
は専門有識者（Sa（1hvers伽diger）と協力することができる。再検査されるべき企業が「検査
所」と協力する場合には、「検査所」が企業の決算書あるいは報告書の検査を行う。検査結果が
判明した場合、「検査所」は、その結果を被検査企業にも「連邦金融サービス業監督施設」にも
報告する。企業の決算書あるいは報告書の再検査により、誤りが確認された場合、被検査企業
は、「検査所」の検査結果に同意するかどうかを表明する機会を得る。同意する事例では、「連
邦金融サービス業監督施設」は、確認された誤りの公表を命ずる。被検査企業が「検査所」と
の協力を拒否するか、あるいは当該企業が「検査所」の検査結果に同意しない場合には、「連邦
金融サービス業監督施設」が活動ずる。当該施設は、「検査所」の検査結果が正しいかどうかに
重大な疑いがある場合にも活動する。両方の事例において、当該施設は、会計の検査を命ずる。
かかる検査により、被再検査企業の会計に誤りのあることが明らかになる場合には、「連邦金融
サービス業監督施設」は、確認された誤りの公表を当該企業に義務づける㈹。
　こうした「連邦金融サービス業監督施設」の行政命令に対して、被再検査企業が異議を唱え
る場合、当該企業は、フランクフルト上級地方裁判所に抗告することができる。「連邦金融サー
ビス業監督施設」は、会計に関連した違反行為の疑いを理由づけるデータを「追求する権限の
ある官庁」（der　fiir　die　VerfOlgung　zustandigen　Beh6rde）に届け出なければならない。かか
る事例において、「連邦金融サービス業監督施設」は、職業義務違反を指すデータを「経済監査
士会議所」（W臨ha角pr晩r㎞ner）に、そして取引法上の規定違反を推論させるデータを
「権限のある取引所監督官庁」（zustmdigen　B6rsenau鍾ごhtsbeh61de）に報告しなければな
らない㈹。
　理由書は、こうした2段階方式において生じるコストについて言及している。それによれば、
具体的な検査コストを含む「検査所」のコストおよび「連邦金融サービス業監督施設」の一般
的な「エンフォースメント・コスト」は、その有価証券が国内の取引所で「公式の市場」ある
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いは「規制の下におかれた市場」における取引に関して許可されているすべての企業の租税公
課によって調達される。第2段階における検査の具体的なコストは、その都度、原則的に被検
査企業に別個に課される。但し、第2段階における検査結果が、第1段階における「検査所」
によるものから乖離する場合には、この限りではないpm。
　この2段階方式による手続の流れを簡単に示せば、以下のようになろう。
図：「エンフォースメント・システム」による企業会計の監視手続の流れ
第1段階
［壷］〔⇒
　私法的機関
サンプル・テ
スト検査
検査に際
して問題の
生じた場合
第2段階 ????
公法的機関
会計の誤り
　の検査
企業への
判明した
誤りの公表
の義務づけ
　「エンフォースメント・システム」の導入にあたって、その法的基礎の形成に関する連邦の
立法権限は、「基本法」第74条第1項第11号から明らかになる。刑罰規定および罰金規定の
創設、そして「連邦金融サービス業監督施設」の行政命令に対する異議および抗告手続に関す
る立法権限は、「基本法」第74条第1項第1項から生じる。連邦法上の規制（「基本法i」第72
条）が必要とされる理由は、とくに、統一的な連邦法上の規制を通じてのみ投資家保護が強化
されるということから所与である。かくして、「貸借対照表統制法」草案における次の目標設定
は、国家全体の利益にも資する。すなわち、企業の高潔性および投資家保護の強化、企業決算
書およ備告書の作成の際の不襯性の阯およびその霧、ならびに資本暢の驚の正し
さ、または資本市場全体の高潔性および安定性における投資家の信用の強化は、既存の連邦法
の変更または適合修正の形式で、連邦法上の規制を通じてのみ可能となる。理由書によれば、
州法上の規定では、法律上の規制関係が分散される恐れがある⑪。
　理由書によれば、「貸借対照表統制法」は、連邦予算に対しても州および地方自治体に対して
も追加的なコストを何ら生ぜしめない。「検査所」および陣邦金融サービス業監督施設」から
?
生じるコストは、もっぱら監督される企業によって調達される。したがって、「エンフォースメ
ント・システム」の導入は、資本市場指向企業にとっては、コストの増加となる。しかし、こ
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うした財務的負担に対するプラスの効果を看過してはならない。というのも、資本市場の高潔
性、それによるドイツの金融市場の強化により、失われた投資家の信用は回復するからである。
投資家は、以前にも増して資本市場に投資し、したがって企業の資本調達コストは減少するこ
とになる。全体としてみれば、「エンフォースメント・システム」の導入は、経済に対して利益
をもたらすであろう。かくして、価格レベルへのマイナスの影響が予測されることはないan。
　以上が、「貸借対照表統制法」草案の理由書の内容である。同法案において、最も注目される
のは、企業の会計を監視する「検査所」と「連邦金融サービス業監督施設」の設置である。こ
れは、「新しい2段階の『エンフォースメント・システム』に対して、私的要素と高権的要素
を組み合わせる㈹」という点にその特徴が見られる。また、「検査所」と「連邦金融サービス業
監督施設」の活動を実際に行うであろう専門家あるいは専門有識者が、具体的にはどのような
バック・グラウンドを有する者であるのかということには、理由書は何も触れていない。これ
については、今後のさらなる展開を見守る必要があろう。
　次節では、「貸借対照表法改革法」草案および「貸借対照表統制法」草案から浮かび上がるド
イツ会計制度の現在の特徴を明らかにする。
VI．むすび
　以上のように、ドイツでは、「貸借対照表法改革法」草案および「貸借対照表統制法」草案を
通じて、会計制度改革が今なお進行している。これは、2004年12月31日の商法典第292a
条の失効および2005年1月1日からの「LAS命令」の適用に対応しているpm。
　「貸借対照表法改革法」草案の理由書に見ることのできる注目点を第H節の最後で挙げたが、
ここで再度繰り返す。つまり、同法案により、個別決算書への「国際会計基準」の適用力S’情報
提洪目的に限った上で認められたこと、決算監査人の独立性の保証に関する規制が強化された
こと、およびこうした規制の強化が米国の「サーベンス・オクスリー法」の制定と関係のある
こと、以上の3点にその特徴が見られたのである。他方、「貸借対照表統制法」草案の特徴は、
企業会計を監視する「エンフォースメント・システム」として、「検査所」と「連邦金融サービ
ス業監督施設」の2段階方式が導入されたことである。
　では、「貸借対照表法改革法」草案および「貸借対照表統制法」草案を通じて、ドイツ会計制
度のどのような特徴が明らかになるのであろうか。卑見によれば、ドイツ会計制度において、
もう一歩進んだ改革が行われ始めていることの証左なのである。最近め数年間に行われた制度
改革の出発点は、1998年に施行された「資本調達容易化法」（Kapitalaufhahme一
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erleiChte皿㎎sgesetz；KapAEG）および「企業領域における統制および透明性に関する法律」
（Gesetz　zur　Kontmlle　und　’lim）sparenz　tm　Unternehmensbereich；KonTraG）である。前
者の法律に基づき、作成免除規定である商法典第292a条が新設されている。後者の法律に基
づいて新設されたのが、私的会計審議会の設置規定の商法典第342条である。こうした制度改
革の背景には、資本市場のグローバル化または国際化があった。成文法の国であるドイツでは、
こうした状況に鑑みて、当該法律の制定を通じた会計制度改革が行われたのである。
　この段階、つまり1998年の段階で焦眉の急であったのは、グローバル化された国際的な資
本市場において、ドイツ企業が資本調達を行う際の負担を軽減する目的のために、コンツェル
ン決算書への「国際会計基準」の適用を承認することであった。ここでは、コンツェルン決算
書を作成する際に適用する最善の会計基準は何であるかということに注意が向けられていたよ
うに思われる。しかし、今の段階、つまり昨今の会計スキャンダルにより、資本市場に対する
投資家の信用が揺らいでいる現在では、適用されている会計基準が何であるかということでは
なく、むしろ次の点に注目が集まっているのである。すなわち、はたして会計基準は適切に適
用されているのか、その適用過程を通じて表出される決算書は信頼できるものであるのか、ま
た信頼できるものであるとすれば、それはどのように証拠づけられうるのかということである。
結局、これは、監査の問題であるといえよう。換言すれば、監査制度の在り方が問われている
のである。
　ここから、現在の会計制度改革は、新たな局面を向かえているという結論が導出される。以
前に行われていた主要な会計制度改革は、資本市場のグローバル化または国際化のための会計
基準の調和化または統一化に指向していた。この段階においてドイツのなすべきことは、欧州
の法律あるいは指令への対応に原則的に限られていた。しかし、現在では、この範囲をはるか
に超えて、米国の制度状況、つまり目下のところの「サーベンス・オクスリー法」の制定をも
視野に入れた改革が必要不可欠なのである。それは、次のことからも明らかであろう。すなわ
ち、「貸借対照表統制法」草案における2段階方式の「エンフォースメント・システム」の導
入が「サーベンス・オクスリー法」に基づいて設置された「公開会社会計監視審議会」とは無
関係ではないように思われることである。かくして、現在のドイツにおける会計制度改革は、
米国における制度との関係も考慮しなければならないのである。
　さらに、「貸借対照表法改革法」により、情報提供という限定条件が付されてはいるが、個別
決算書への「国際会計基準」の適用が認められたことに注意を払う必要があろう。というのも、
個別決算書に対する「国際会計基準」の適用に付随して、所得税法第5条第1項に規定される
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「基準性原測」の問題が俄かに浮上するからである。この点については、次章で取り扱うこと
にする。
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1．はしがき
　ドイツ連邦共和国（以下、ドイツと略）における「基準性原則」（Mal3gebliChkeitsprinzip）
の歴史は古く、その始まりは19世紀後半にまで遡るといわれる①。以来、この原則の維持ある
いは放棄をめぐるさまざまな「基準性原則論」が展開されている②。本章では、とくに1990年
代後半以降の「基準性原則論」を取り上げ、この間に生じている「基準性原則」をめぐる議論
の変化の様相を明らかにし、その意味を考えることにする。かかる考察は、現在のドイツ会計
制度の特徴を明らかにするための“鍵’ともなると考えられるのである。
9．会計国際化に向けた制度改革の過程
　さて、上掲の問題を考察する前に、ここで1990年代後半に制定された2つの法律を挙げる
ことが重要であると考えられる。1つは、1998年4月24日に施行された「資本調達容易化法」
（Kapita｝authahrneerleichterungsgesetz；KapAEG）である。この法律の立法目的は、外国
および国内の資本市場に上場しているドイツ企業の会計上の負担を軽減し、当該ドイツ企業が
資本調達を行う際の競争力を高めること、つまり、資本調達を容易にすることにあるといわれ
ている③。こうした立法目的を果たすために、商法の改正が行われ、ドイツ商法典第292a条が
新設された。　　　　　　し
他の1つは、同年5月1日に施行された「企業領域における統制および透明性に関する法律」
（Gesetz　zur　Kontrolle　und　Tll　ansparenz血Unteme㎞ensbeIeich；】面nTraG）である。こ
れは、「株式会社制度を対象として、株式法、有限会社法、組合法等を改正するためのものであ
り、株式会社の機関のコントロール能力を強化することによって、コーポレート・ガバナンスの
視点から監査役会、取締役会、株主総会、決算書監査人等の役割を改善しようとするものであ
る④」とされている。
　このように、1990年代後半において、ドイツでは、会計国際1ヒに向けた制度改革が急テンポ
で行われたのである。これらの法律は、「ドイツの企業会計制度の在り方に大きな転機をもたら
すことになる⑤」といわれている。これに関連して、文献上、次のことが指摘されている。すな
わち、現在、上場企業に限定されている「国際会計基準」に従ったコンツェルン決算書の作成
が、近い将来、非上場企業のコンツェルン決算書および上場企業あるいは非上場企業の個別決
算書の作成においても認められる可能性があるということである。さらに、これら法律の施行
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と並行して、税制改革もまた行われているのである。その例として、2000年税制改革を挙げる
ことができよう⑥。
　しかしながら、会計国際1ヒに向けた制度改革が行われながらも、依然として所得税法第5条
第1項に規定される「基準性原則」は維持されている。ここから、こうした会計国際1ヒの中で、
ドイツの伝統的な概念である「基準性原則」の制度的意味はどのようなものとなるのか、とい
う疑問が生じる。次節において、この所得税法第5条第1項における「基準性原則」およびこ
れに関連してさまざまに展開されている「基準性原則論」を考察することにする。
皿．「基準性原則」と「基準性原則論」の現在
　所得税法第5条第1項においては、「法律上の規定に基づき、帳簿を記帳しかっ定期的に決
算書を作成する義務を負っているか、もしくは任意に帳簿を記帳しかつ決算書を作成する営業
者にあっては、経済年度末に、商法上の正規の簿記の諸原則に従って表示されなければならな
い経営財産（第4条第1項第1文）が計上されなければならない。利益算定に際しての税法上
の選択権は、商法上の年度貸借対照表と合致して行使されなければならない」と規定されてい
る。実質上の基準性は第1文の中において、また形式上の基準性、いわゆる「逆転した基準性」
は第2文の中で規定されている⑦。
　この原則の維持あるいは放棄をめぐる議論の対立は、1990年代後半に、2つのグルー・一プによ
って展開された一連の論争の中に顕著に現れている。一方のグループは、「国際会計基準」によ
る税務上の利益算定を「国際会計基準」の基準性と呼んでいる。彼らは、「国際会計基準」が税
務上の利益算定に対して適性を有することを前提に論理を展開しているのである。彼らによれ
ば、「基準性原則」を網寺するための必要条件は、「商法上の正規の簿記の諸原則」が法規範とし
ての性質を保持することであり、その限りにおいて、「商法上の正規の簿記の諸原則」イコール
　「国際会計基準」の関係構築が可能であるという。彼らは、費用計上の範囲に限り、総合経済
的な租税収入への「国際会計基準」の基準性の影響を論理レベルで量的に分析しているのであ
る⑧。
　これに対して、他のグループによって、次の点に批判が加えられている。すなわち、税務上
の利益算定に対する「国際会計基準」の適性の有無の問題が無視されていること、そして「国
際会計基準」の基準牲が及ぼす影響の分析が費用計上の範囲に限られていること、の2点であ
る。彼らは、収益計上についても分析が行われるべきであるとしているのである⑨。
　以上のr連の論争から明らかになることは、「基準性原則」という概念の再検討の必要性が生
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じていたということである。ここから、ドイツにおける会計制度改革において、「基準性原則」
の在り方が問われていることが明らかとなる。
　さらに、これとは異なる角度からも「基準性原則論」が展開されているのである。ここでは、
「基準性原則」に対して重要な役割を果たしている概念として、「商法上の正規の簿記の諸原則」
が挙げられている。この立場に立つ論者は、「商法上の正規の簿記の諸原則」の基準性には制限
が付されているという。というのも、「逆転した基準性」が支配的であるからである。彼によれ
ば、「基準性原則」は税務貸借対照表の構造に歪みをきたし、「逆転した基準性1は商事貸借対照
表に歪みをきたすという。彼は、いくつかの連邦財政裁判所の判決を例示し、「基準性原則」に
より引き起こされる問題を挙げている。ここから、こうした主張は、「基準性原則」という概念
と連邦財政裁判所の判決に見られるこの原則の適用形態とが、現代においてますます乖離して
いることを示唆しているということができよう⑩。
　このように、1990年代後半に至って、「基準性原則」を論じる際には、「商法上の正規の簿記
の諸原則」という概念との関連で議論が展開されている点には、注意しておく必凄があろう。
　これら一連の「基準性原則論」から、「基準性原則」という概念とこの原則の適用形態が乖離
していること、つまり「逆転した基準性」が支配的であるにもかかわらず、依然としてこの原則
が維持されているということが明らかとなる。その理由を、「基準性原則」を放棄すべしとの論
攻も確かに散見されるが、この原則を規定している所得税法第5条第1項の改正が要求されて
いない、という点に求めることができる。1990年代後半の「基準性原則論」では、論理上の観
点および制度上の観点から、それぞれ「基準性原則」が考察されている。したがって、それら
学説の制度的意味は、「基準性原則」および「逆転した基準性」を、論理上および制度上、擁i護し
ている点に見出すことができる。
　さて、では、2002年に展開されたBu（ihholztVVeisの「基準性原則論」は、どのような内容
であるのか。1990年代後半の「基準性原則論」と異なる点はどこにあるのか。この点を明らか
にすべく、次節において、BudhholzlVVeisの「基準性原則論」を取り上げることにしたい。
N．BuchholztVVeis「基準性原則論」の構造
　ここで取り上げるBudhholztVVeisの論攻、“基準性原則、さようなら？”（11）には、“国際会計
基準および所得税法に従った利益算定の内容的な一致に関して”という副題が付されている。
BuchholztVVeisによれば、「国際会計基準」および所得税法の内容に矛盾のないことが商事貸
借対照表および税務貸借対照表の中で確認できれば、「基準性原則」の維侍は可能であるという。
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というのも、彼らによれば、「基準性原則」は広義に解釈されるべきであり、したがって貸借対
照表に表示される内容が一致（Vereinl）arkeit）しているかどうかが問題とされるにすぎないか
らである。そこで、「国際会計基準」および所得税法における会計の目標および原則、貸借対照
表項目の計上と表示および評価を比較し、各事例において、「（論理上の）基準性原則」が維持
されるのか、あるいはこの原則から離反するのかに関する見解が示されている。なお、
BuchholztVVeisにあっては、「基準性原則」と「論哩上の基準性原則」という2つの用語が使
用され、その論理が展開されている。前者は「国際会計基準」の規定と所得税法の規定との関
係、後者は「国際会計基準」に従った貸借対照表と税務貸借対照表との関係を指すものと思わ
れる。
1．会計目標および原則の比較
　まず、「国際会計基準」および所得税法における会計の目標の比較である。「国際会計基準」
の目標は、貸借対照表の受け手に対して意思決定に有用な情報を提供することにある。本来、
この規定は一義的に設定され、かつ選択権はできる限り少なくされるべきである。というのも、
この規定は、企業が統一的に適用し、投資家が重要な企業データを直接比較することを可能に
するものでなければならないからである（n。
　他方、所得税法の目標は、税金を確定する所得決定にある。税法上の利益は、客観的に算定
されなければならない。したがって、法律で認められる計上選択権および評価選択権は、でき
る限り放棄されなければならない。というのも、選択の可能性があれぱあるほど、利益の表示、
そしてそれに伴う税負担が、納税義務を負う者によって操作される可能性が生じるからである。
BuchholztVVeisによれば、「国際会計基準」における会計の目標と所得税法における会計の目
標とは概ね合致しているという。但し、その前提として、両会計システムが期間適合的な成果
の表示に努めることが挙げられている㈹。
　さらに、両会計システムにおける部分原則（1b丑pr面pien）が比較されている。
BuchholztVVeisは、「国際会計基準」および所得税法における会計の明示的な原則として、「継
続企業」、「発生主義」、「一貫性」、「理解可能性」、「目的適合性」、「信頼性」、「忠実なる表示」、
「中立性」、「実質優先思考」、「慎重性」、「完全性」および「比較可能性」を挙げている。
BudhholztVVeisによれば、多くの場合、「国際会計基準」における会計原則と所得税法におけ
る会計原則とは合致するという。さらに、乖離する場合においても、しばしば事実上の合致が
見られるという（1の。
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Budhhoiz／VVeisによれば、「実質優先思考」は「国際会計基準」においても所得税法におい
ても確定している原則であるが、リース対象物の場合には、「国際会計基準」と所得税法とは乖
離するという。「国際会計基準」第17号は、連邦財務省のいわゆるリース公布（Leasingserlass）
とは対照的に、ファイナンス・リースの場合の動産対象物の定義づけを「実質優先思考」に従っ
て行う。この場合の「実質優先思考」は、税法の規定よりも幅広い。したがって、「論理上の基
準性原則」から離反する。さらに、慎重性」においても乖離する部分が生じる。「国際会計基
準」の場合、現行の商法典とは異なり、「慎重性」は、上位の貸借対照表作成原則とはみなされ
ない。当該基準において、この原則は、過度に高い財産の評価または過度に低い負債の評価を
回避することに機能するにすぎない。したがって、債権者保護を理由に、秘密積立金を意識的
に設定することは認められない。それどころかむしろ、「『国際会計基準』によれば、期間適合
的な成果は、企業の給付能力の尺度として模写されるべきである（IS」というのである。
BuchholztVVeisは、税法も同じ立場であると主張する㈹。
2．計上と表示規定の比較
Budiholz（Neisによれば、計上判断基準は、一般的な基準と特別な基準とに大別されるとい
う。「国際会計基準」は、次のような「般的な計上判断基準を設定している。すなわち、資産が
積極側計上され、負債が消極側計上されなければならないのは、これが各々の定義および二っ
の計上判断基準を満たしている場合である。資産の定義によれば、資産とは、将来、そこから
経済的便益の流入が予測される財産価値であり、負債は資産とは逆に定義される。2つの計上
判断基準とは、キャッシュ・フロー－re得の蓋然性と信頼できる測定である。他方、税法上、プラ
スの経済財とマイナスの経済財とは鴎llされなければならない。前者は積極側計上され、後者
は消極1則計上される。税法においては、経済財の定義は、判決によって形成されている。この
ように、一般的な計上判断基準に関して、「国際会計基準」と所得税法とは乖離する。しかしな
がら、これは、実際には何の問題も生ぜしめない。というのも、BuchhoWWeisによれば、多
くの場合、糊IJな計上判断基準において、両システムが合致ナるか否かが重要となるからであ
る。BudhholztVVeisは、無形財産価値、計算区分項目および引当金の計上判断基準を比較して
いる⑰。
　1つ目は無形財産価値である。「国際会計基準」によれば、一般的な無形財産価値の計上は、
自己創設および有償取得の場合ともに、特別な計上判断基準を満たす場合には義務、満たさな
い場合には禁止となる。他方、所得税法によれば、自己創設の場合は計上禁止となり、有償取
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得の場合は計上義務となる。「国際会計基準」とは異なり、税法において計上を決定づけるのは、
有償性の有無である（18）。
　2つ目は計算区分項目である。「国際会計基準」によれば、この項目は、資産または負債の定
義を満たしている。したがって、計上義務が生じる。「国際会計基準」の場合、債務券面額割引
額（Verbindlidhkeitsdisagio）を積極側計上してはならない。他方、所得税法によれば、計算
区分項目は経済財ではない。この項目は、所得税法第5条第5項に従って、積極側計上あるい
は消極側計上されなければならない。これは、債務券面額割引額についても同様である。
BudhholzlVVeisは、一般的な計算区分項目の場合、「論理上の基準性原則」が維持されるが、
債務券面額割引額の場合には、離反すると述べている（19）。
　3つ目は引当金である。引当金には、債務性引当金と費用性引当金とがある。「国際会計基準」
および所得税法ともに、債務性引当金については計上義務、費用性引当金については計上禁止
と規定している。但し、所得税法第5条第2a項ないし第4b項では、税務貸借対照表における
特別な引当金計上の必要条件が法典化されている。BuchholztVVeisは、個々の事例において、
「国際会計基準」と所得税法とは乖離しており、したがって「基準性原則」から離反する可能
性があると述べている。BudhhoiztVVeisによれば、こうした相違の調整は、次のことを通じて
行われうるという。すなわち、引当金の計上の事例においては税法上の特別規定の廃止、そし
て債務券面額割引額の計上の事例においては債務の一貫した割引義務を通じて調整される⑳。
3．評価規定の比較
既述の計上判断基準とは対照的に、評価の場合には、「論理上の基準性原則」からの離反が多
く認められる。BudhholztVVeisによれば、こうした離反に関する考察は、期間適合的な利益算
定の観点の下で行われなければならないという。BudhholztVVeisは、無形財産価値、物的資産、
金融資産、棚卸資産、有価証券、引当金および債務に対する評価規定を比較している⑳。
　無形財産価値の場合、「国際会計基準」と所得税法との間の相違は、税法が計画外減額記入に
対して選択権を与えている点または禁止している点に見られる。BudhholztVVeisは、価値減少
はその発生期間に表示されなければならないということから出発する場合には、価値が継続し
て減少しているか否かは問題ではないと述べている。さらに、こうした選択権は、貸借対照表
政策上の目的または所得操作目的から利用される可能性がある。したがって、「国際会計基準」
が規定しているように、無形財産価値の場合に計画外減額記入の義務を課すことには、意味が
ある（2D。
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建物の減額記入の場合には、「国際会計基準」の規定する直線的減額記入とは異なる税法上の
特殊性が明らかになる。所得税法は、固定パーセンテージを用いた計画的減額記入を規定して
いるが、建物の価値が継続して減少するということから出発する場合には、直線的減額記入方
法が合目的となる（as）。
　金融資産は、売去阿能有価証券と満期保有有価証券とに分けられる。「国際会計基準」によれ
ば、前者は公正価値で評価され、後者は繰越記入される取得原価で評価される。満期保有有価
証券の場合、回収可能金額に基づく計画外減額記入が行われなければならない。他方、税法上
では、取得原価が評価の上限となる。したがって、取得原価を超える相場利益（Kursgew血1）
を計上してはならない。Bu（ihholztWeisは、売却可能有価証券の評価の場合には、「論理上の
基準性原則」から離反するが、満期保有有価証券の評価の場合には、「国際会計基準」と所得税
法との合致が確認できると述べている（mp。
　有価証券の場合には、最も大きな相違が、「国際会計基準」と所得税法との間で明らかになる。
取引有価証券の場合、取得原価を超える相場の上昇は、常に成果作用的あるいは成果中立的に
処理されなければならない。こうした価値h昇は、広義の実現主義原則に基づいて、発生期間
に表示される。これは、現行税法とは合致しない。BuchholzvWeisは、税法を適合修正する場
合には、価値上昇も価値減少も首尾一貫して考慮しなければならないと述べている㈲。
　棚卸資産の場合、「国際会計基準」および所得税法による評価の上限は、概ね合致する。
BuchholztVVeisによれば、こうした合致は、引当金および債務においても確認できるという⑳。
　Bu（ihholztWeisは、次のように結論づけている。すなわち、現在、多くの小および中規模企
業がコストの理由から単一貸借対照表を作成しているが故に、「基準性原則」は維持されるべき
であるということである。但し、この場合、既述のように、とりわけ評価の領域において、「国
際会計基準」と所得税法との相違点に対する適合修正が必要となる。BuchholztWVeisは、規定
されていない事例において、「基準性原則」から離反することも生じうるが、この原則を介した、
　「国際会計基準」に従った貸借対照表と税務貸借対照表との結び付きは、現行の商事貸借対照
表と税務貸借対照表との結び付きよりも適していると述べている⑳。
　　「基準性原則」を放棄する場合に1ま、「国際会計基準」に従った貸借対照表は、情報目的にの
み利用されよう。この場合、税務貸借対照表における利益算定は、税法上の規定に従ってのみ
行われる。これにより、小および中規模企業には、二重の作成コストが義務づけられることに
なるはずである。このコストを回避するために、こうした企業は、「国際会計基準」に従った貸
借対照表の作成を放棄することになる。ここから新たな問題が生じる。つまり、個々の企業の
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決算書は、もはや直接お互いに比較されえなくなるのである（28）。
税法の立法者は、「基準性原則」の維持に向けて、譲歩の姿勢（Weichenstellung）を示され
なければならない。国際的な規定の導入は、間近に迫って（ante　portas）いる。　BudhholztVVeis
は、立法者に対して次のことを求めている。すなわち、将来、はたして「国際会計基準」およ
び所得税法は、同じ道をとるべきであるか否か、これを決定することである（2｛D。
　以上が、Buchho1漁isの「基準牲原則論」の論理構造である。　BuchhoiZ！WeiSは、「国際
会計基準」および所得税法における会計の目標および原則、貸借対照表項目の計上と表示およ
び評価を比較した結果、「基準性原則」は維持されるべきとの帰結を導出している。では、本章
第3節で挙げた1990年代後半の「基準性原則論」とここでのBudhholztWVeisによる2002年
の「基準性原則論」との相違点は、どこに見出されうるのか。その相違点は、「商法上の正規の
簿記の諸原則」に関する記述の有無にある。つまり、1990年代後半の「基準性原則論」には、
必ず「商法上の正規の簿記の諸原則」に関する記述が見られたが、Buchholz！Wejsの「基準性原
則論」においては、この概念が全く持ち出されていないのである。何故、BudhholztVVeisの「基
準性原則論」においては、「商法上の正規の簿記の諸原則」に関する記述が全く見られないのか。
この点を踏まえて、次節において、Budhholz／VVeisの「基準性原則論」の現代的意味を明らか
にしたい。
V．むすび
　1990年代後半に展開された「基準性原則論」においては、「商法上の正規の簿記の諸原則」
という概念が持ち出されていたが、BuchholztVVeisの「基準性原則論」に至っては、この概念
が、全く持ち出されていない。BumholzNVeisは、この概念を持ち出すことなく、「基準性原
則論」を展開し、「基準性原則」を擁護している。これは、何を意味するのであろうか。その意
味は、「資本調達容易化法」および「企業領域における統制および透明性に関する法律」により、
「商法上の正規の簿記の諸原則」イコール国際的に認められた会計基準の関係が成立していると
いうことから明らかになるように思われる。卑見によれば、「正規の簿記の諸原則論」を要さな
いまでに、会計国際化が制度化されたことを示唆しているのである。さらに、一連の商法改正
と連繋して行われている税制改革の推移動向も看過してはならない。確かに、会計国際化とい
うスローガンを掲げた制度改革において、「商法上の正規の簿記の諸原則」の内容が変更された
のであるが、それにもかかわらず、「基準性原則」は依然として維持されている。つまり、会計
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国際化を前面に押し出しながら、その背後では、従来の租税制度の保持および進行中の税制改
革の擁護の目論見が見て取れるのである。したがって、会計国際化を標榜した上での現代にお
ける「基準性原則論」の制度的意味は、現行の租税制度の保持にあるといえよう。
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第13章現代ドイツの会計国際化動向と「基準性原則Jの関係性
1，現代ドイツの会計国際化動向
　現代ドイツにおける会計国際化に指向した制度改革は、1990年代後半の2っの法律、
つまり「資本調達容易化法」（Kapitalaufriahmeerleichterungsgesetz；KapAEG）および
「企業領域における統制および透明性に関する法律」（Gesetz　zur　Kont　olle　und　TYans－
parenz　im　Untemehmensbereich；KonTraG）を契機としている。これは、資本市場上
場企業に対する負担の軽減および国際的な資本市場における情報ニーズへの対応を目的と
していた①。しかし、こうした会計制度改革は、大企業のみを対象としていたわけではな
い。それは、学説上、多くの「中規模企業における会計の国際化論」が展開されたことか
らも明らかである。この中に含まれるのは、「個別決算書に対する『国際会計基準』適用論」、
それを前提とする「基準性原則論」である。
　21世紀に入り、ドイツ会計制度改革は、またさらなる様相を見せはじめた。それは、「基
準性原則論」における論理展開の変化の中に顕著に表れていたように思われる。その変化
とは、一体何か。それは、「基準性原則論」の中で用いられるある概念の有無である。1990
年代後半の「基準性原則論」には、必ず「商法上の正規の簿記の諸原則」に関する記述が見ら
れていたが、21世紀に展開された「基準性原則論」においては、この概念が全く持ち出され
なくなったのである。何故、後者の「基準性原則論」には、「商法上の正規の簿記の諸原則」
概念が見られないのか。それを解く鍵は、「資本調達容易化法」および「企業領域における
統制および透明性に関する法律」により、「商法上の正規の簿記の諸原則」イコール国際的
に認められた会計基準の関係が成立している、この点にある。つまり、「正規の簿記の諸原
則論1を要さないまでに、会計のグローバル化が制度化されたことを示唆しているというこ
とである。かかる制度状況を前提にして、新しい法案たる「貸借対照表法改革法」草案お
よび「貸借対照表統制法」草案が生ぜしめられている。かくして、ドイツ会計国際化から
明らかになる会計制度の在り方における法の機能と学説（「個別決算書に対する『国際会計
基準』適用論」および「基準性原則論」）との関係は、以下の図1で表わされよう。なお、
　「貸借対照表法改革法」草案および「貸借対照表統制法」草案については、両草案が「商法
上の正規の簿記の諸原則」イコール「国際会計基準」が成り立つ制度状況を前提として表出
されたこと、そしてこれら両草案は米国の「サーベンス・オクスリー法」との関係の中で
位置づけられることのみの指摘に留めたい。
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図1：ドイツ会計国際化から明らかになる会計制度の在り方における法の機能と学説の
　　　関係性
　　　　　　　　　　　　「企業領域における
　「資本調達容易化法」　　統制および透明性
　　　　　　　　　　　　　に関する法律」
所得税法第5条第1項
　（「基準性原則」）
　しかし、かかる関係性の裏には、ある現象が隠されている。というのも、本論文第12
章の最後で指摘したように、こうした動向の背後には、従来の租税制度の保持があるから
である。それは、実務における手続のひとつである法人における税の算定手続とも言うべ
きものである。かくして、上の図に示されている法と学説の関係性のみならず、この関係
性に法人の課税所得算定の手続もまた付加しなければならないのである。かかる手続を明
らかにするための手がかりとして、今ひとつの対象の分析が必要になる。それを次節で取
り上げることにしたい。
五．法人税申告書における課税所得算定手続の構造
　ドイツ会計国際化を論じるに、学説上では、「基準性原則」概念がしばしば持ち出される。
これが、いわゆる「基準性原則論」である。「基準性原則」とは、「所得税法」第5条第1
項に規定されている内容を表わす学説用語である。「所得税法」のコンメンタールによれば、
実質上の基準性は第1文の中において、また形式上の基準性、いわゆる「逆転した基準性」
は第2文の中で規定されている。では、実際に行われる実務における法人の課税所得は、
何に基づいて算定されるのか。商事貸借対照表利益であるのか、税務貸借対照表利益であ
るのか、あるいは単一貸借対照表利益であるのか。その際には、どのような手続がとられ
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るのか。そして、「基準性原則」は、どのような役割を果たしているのか。「法人税申告書
手引」によれば、帳簿を記帳しなければならない納税義務を負う法人の場合、課税される
べき所得の算定に対する出発点は、貸借対照表に基づく経営成果である（2）。同手引は、法
人税申告書の様式を掲載しているが、ここでは、その一部を以下に挙げる。
図2：ドイツ法人税申告書の貸借対照表利益記入欄（3）
行
20
21
22
○○暦年の所得金額
税務貸借対照表利益／損失①②③
年度剰余額／年度欠損額①②⑤
（税務貸借対照表が作成されていない場合）
加算！減算：所得税施行令第60条第2項第1
文に基づいて商事貸借対照表を租税上の評
価基準に適合させる訂正（付言された注解に
よって）
23　21行欄と22行欄の合計
　　い〈一一tV＼ハ／〉＼ハ／〉＼ハノ〉～へ／〉＼〈／v＼〈／v＞へ」
ユーロ金額で表記して下さい。
欠損は赤色表示すかマイナスの
記号（一）を付けて下さい。
?
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鉾曲　，D6tsch／F・anze醗hn・r，・inl・it・ng z・r焔ゆ・msehafist…r・rkla‘rung
2002SCHFFER－POESCHEL　VERLAG　STUTTGART（2003），S．40．
，
　これによれば、その法人が税務貸借対照表を作成している場合、20行目には税務貸借対
照表利益あるいは損失の金額が記入される。この場合、当該金額が、課税所得の算定に対
する出発点となる。この金額は、繰越利益または繰越損失（Gewinn　bzw．　Verlustvortrag）
を含めず、また公開準備金あるいは法定準備金（offene　oder　gesetZliche　RUcklagen）の
繰越分だけ高くされるか、あるいは取崩分だけ低くされるかたちで算定される。但し、こ
の税務貸借対照表たる概念にっいて、法人税法は何ら定義づけを行っていないという点に
は注意する必要があろう。法人税法によれば、貸借対照表は、税務上の規定を遵守して、
商事貸借対照表から導出されなければならないという。つまり、この税務貸借対照表は、
所得税法第5条第1項を通じて、ドイツ商法典に従った商事貸借対照表から作成されてい
る。ここに、「基準性原則」の機能がある。また、とくに減耗に対する控除（AfA）、引当
金の設定と割引、および経済財の評価は、税務上の規定に合致しなければならない。税務
貸借対照表において、法人税法第10条の意味での控除できない支出は利益減少的に処理
され、所得算定に際して初めて帰算されることになっている④。
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　では、その法人が税務貸借対照表を作成していない場合には、どのような手続がとられ
るのであろうか。かかる場合には、21行目に進むことになる。資本会社にあっては、年度
剰余額または年度欠損額が記入され、その他法人にあっては、繰越利益または繰越損失を
含めず、また公開準備金あるいは法定準備金の繰越分だけ高くされるか、あるいは取崩分
だけ低くされる商事貸借対照表利益または損失が記入される。この金額は、所得税施行令
第60条第2項第1文を通じて、税務上の基準となる貸借対照表計上価額に適合修正され
る。「法人税申告書手引」は、この場合に適合修正されるものとして、減耗に対する控除、
評価、人的会社からの資本参加収益、および税務上認められていない引当金を挙げている。
このようにして適合修正された金額は、22行目に記入される。そして、23行目には、20
行目の金額と21行目の金額の合計金額が記入される。その法人が税務貸借対照表を作成
していない場合には、当該金額が、課税所得の算定に対する出発点となる⑤。
　以上の手続から、次のことが明らかになる。すなわち、その法人が税務貸借対照表を作
成しているか否かに関わらず、したがって税務貸借対照表利益または損失であろうが、あ
るいは商事貸借対照表利益または損失であろうが課税所得の算定の出発点の金額は同額に
なるということである。というのも、後者の商事貸借対照表利益または損失には、所得税
施行令第60条第2項第1文に基づく訂正が行われるからである。かくして、20行目の金
額と23行目の金額は、同額になる⑥。
　では、単一貸借対照表の場合には、どのような手続がとられるのであろうか。本論文第
2章で取り上げたKUfther／Hockによれば、単一貸借対照表とは、商事貸借対照表の作成
が同時に税務貸借対照表の作成となる貸借対照表をいう。っまり、所得税法に従って作成
された貸借対照表が、形式上、商事貸借対照表というかたちをとる貸借対照表である。こ
の単一貸借対照表は、数多くの中規模企業によって作成されている⑦。長谷川によれば、
かかる場合、この単一貸借対照表利益は20行目ではなく、21行目に記入されるべきであ
るという。というのも、単一貸借対照表は、所得税法第5条第1項に従って作成されたの
ではないが故に、この貸借対照表上の利益を20行目に記入することはできないからであ
る。かくして、単一貸借対照表利益は、商事貸借対照表作成義務の観点から、処理される。
まず、この利益を21行目に記入する。次に、22行目を空白とし、23行目に21行目の金
額を記入するのである③。この手続について、長谷川は、次のように述べている。すなわ
ち、「法人税の課税所得算定の出発点たる税務貸借対照表の成果が、その貸借対照表を実際
に作成しなくても、申告書上で同じ成果を算出することが可能である申告書の構造である。
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そこでは、法人申告書22行目の欄が重要な機能を担っている。この特性が、決算書の成
果と課税の所得計算を繋ぎ合わせる連接媒体の役割であり、ドイツ法人税申告書の生命線
であると考えられる⑨」と。つまり、法人の課税所得の算定に対する出発点が商事貸借対
照表利益であれ税務貸借対照表利益であれ、あるいは単一貸借対照表利益であれ、ドイツ
法人税申告書を介することを通じて、最終的にはすべて同額が算定されるに至るのである。
長谷川の結論によれば、「ドイツ法人税の申告書様式は、基準性原則並びに逆基準性原則の
どちらの原則に基づいて作成された貸借対照表でも、換言すればあらゆる内容の貸借対照
表（上場大企業の基準性に準拠した貸借対照表から中小企業の単一貸借対照表まで）が作
成されようとも、法人税の課税所得の算定の出発点として対応できる弾力性をもった仕組
みになっている（10）」のである。つまり、「基準性原則」（「逆転した基準性」を含む）は、
ドイツ法人税申告書の様式を成立せしめる機能を有しているといえよう。
　では、ドイツ法人税申告書様式と「基準性原則論」とは、いかなる関係にあるのか。さ
らに、第1節において示した図1と本節で取り上げたドイツ法人税申告書とは、いかなる
関係にあるのか。ドイツ会計国際化動向と合わせて、この点を次節で明らかにする。また、
ドイツ会計国際化動向が、ドイツ会計制度の在り方に及ぼす影響について指摘した上で、
これを本論文のむすびとする。
皿．むすび
　以上第II節に取り上げたドイツ法人税申告書の様式から、「基準性原則」の機能は、ドイ
ツ法人税申告書の様式を成立せしめる、この点に見出されることが明らかとなった。以下
に、こうしたドイツ法人税申告書様式と「基準性原則論」との関係を、図3として、第1
節において示した図1に追加するするかたちで示すことにする。
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図3：ドイツ会計国際化から明らかになる会計制度の在り方における法の機能と学説と
　　　課税所得算定の手続の関係性
　　　　　　　　　　　　「企業領域における
　「資本調達容易化法」　　統制および透明性
　　　　　　　　　　　　に関する法律」
所得税法第5条第1項
　（「基準†生房〔貝旺」）
ドイツ法人税申告書
（課税所得算定の手続）
　まず、図1におけるように、ドイツ会計国際化の動向を示す「資本調達容易化法」およ
び「企業領域における統制および透明性に関する法律」により、「正規の簿記の諸原則」イ
コール「国際会計基準」の関係が制度化された。その際に、この関係を合理化する機能を
果たしたのが、「個別決算書に対する『国際会計基準』適用論」あるいは「基準性原則論」
の学説である。そして、かかる関係性の背後には、図3におけるように、ドイツ法人税申
告書の様式に表出される、従来の租税制度たる法人の課税所得算定の手続が存在している。
というのも、所得税法第5条第1項における「基準性原則」概念は、ドイツの会計国際化
が進む間にも、依然として維持されているからである。かくして、「個別決算書に対する『国
際会計基準』適用論」あるいは「基準性原則論」は、実務における手続のひとつである、
こうした課税所得算定の手続もまた合理化するとの結論が導出されうるのである。卑見に
よれば、ドイツの会計国際化を通じて、「正規の簿記の諸原則」概念の内容が変更されても
なお、「基準性原則」概念を維持する理由を、現行の租税制度の保持、この点に見出すこと
ができる。換言すれば、ドイツの会計国際化動向と「基準性原則」の関係性は、現行の租
税制度とのつながりの中でのみ、特徴づけられるのである。
　では、90年代後半から展開されているドイツ会計国際化動向は、ドイツの会計制度の在
り方に、何らかの変化をもたらしたのであろうか否か。1998年の「資本調達容易化法」お
よび「企業領域における統制および透明性に関する法律」が施行される前のドイツ会計制
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度の在り方が、遠藤によって明らかにされている。彼によれば、それは、図4に示すよう
に、法・正規の簿記の諸原則・会計の三位一体関係にあるという（11）。かかる関係の左側は、
会計実務が学説を主導し、こうした会計実務の要請に基づいて学説が展開される側面であ
る。この右側は、学説が会計実務を主導し、この学説の論証に基づいて会計実務が展開さ
れる側面である（12）。そして、学説は、「『正規の簿記の諸原則』という文言の研究、解釈を
行い、その具体的内容を決定するという役割を演ずる㈹」というのである。
図4：ドイツ会計制度の在り方（構造）（14）
??? ?????????????????????
???
???
?????????
????
????
????????????????????????????????????
?????
出典：遠藤i一久著，『現代の会計』（1991年，森山書店）3頁および7頁．
　図4に示されるドイツ会計制度の在り方においては、学説の果たす役割に注意する必要
があろう。というのも、この点に、1998年の「資本調達容易化法」および「企業領域にお
ける統制および透明性に関する法律」の施行の前と後のドイツ会計制度の在り方において
大きな変化が生じているからである。つまり、ドイツ会計制度の在り方において学説の果
たす役割が異なっているように思われるのである。両法律の施行前には、図4におけるよ
うに、学説は、「正規の簿記の諸原則」を解釈する役割と「正規の簿記の諸原則」の内容を
決定する役割を果たしていた。しかし、両法律の施行後、つまり図3においては、学説の
果たす役割は、法の機能および課税所得算定の手続を合理化することのみである。ここで
は、学説が「正規の簿記の諸原則」を解釈し、その内容を決定することはない。例えば、「資
本調達容易化法」．および「企業領域における統制および透明性に関する法律」の施行前の
学説の役割が主役級であったとすれば、両法律の施行後には、この役割が脇役へと退いて
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いるとも言える状況が生まれているのである。というのも、両法律により・「正規の簿記の
諸原則」イコール「国際会計基準」の関係が制度化されているからである。「正規の簿記の
諸原則」（「国際会計基準」）に対して、もはや学説は直接何らかの役割を果たすことができ
ないにもかかわらず、「正規の簿記の諸原則」は、依然として、所得税法第5条第1項（「基
準性原則」）の中に明文化され、かっドイツ法人税申告書における課税所得算定の手続にお
いて制度的意味を与えられているのである。学説がこうした制度状況を合理化していると
いうことに注目したい。かくして、これからは、ドイツ会計制度の在り方において学説の
果たす役割に変化が生じていることを踏まえて、学説研究をする姿勢が求められよう。そ
うでないとすれば、ドイツ会計制度に接近し、その制度的在り方を正確に捉えることはで
きないのである。
注
（1）本論文第1章。
（D　D6tSc瓦Ewal（YFranzeqlngo1WVehner，Dr．Rainer，舳露㎜8π
鵬血廊呑・ue”・rkZang2002，SCH］iFER－POESCHEL　VERLAG
9畷G甥離s臨川一弘稿「ドイツ法人税申告書と基鞭則」，r醐究論集』
（第21号），399頁に基づいている。但し、筆者による一部修正がある。
④D6tscHFranzen1Wehner…，　a．　a．0．，S。44．同上稿，398－399頁。
⑤Ebd．，S．44．．同上稿，399頁。
⑥同上稿，399頁。
の同上稿，406頁。
（8）同上稿，406－407頁。
（9）同上稿，407頁。
（10）同上稿，408頁。
（11）遠藤一久著，『現代の会計』（1991年，森山書店）3頁。
（12）同上書，6－8頁。
㈹同上書，22頁。
（14）この図は、筆者による一部修正がある。
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